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政 策 調 査 課 主 幹 斉 藤 安 彦

議 事 課 主 任 主 事 大 野 誠 一

ただいまから普通会計決算特別委○十屋主査

員会生活福祉分科会を開会いたします。

まず、日程案にも関連いたしますので、現地

調査についてお諮りいたします。

現地調査を実施することについて御異議ござ

いませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、そのように決定いたし○十屋主査

ます。

次に、調査箇所についてでありますが、当分

科会所管であります福祉保健部の都城食肉衛生

検査所を調査箇所とすることについて御異議ご

ざいませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、そのように決定いたし○十屋主査

ます。

次に、分科会日程についてであります。

日程につきましては、お手元に配付しており

ます日程案のとおりで御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、そのように決定いたし○十屋主査

ます。

なお、当分科会といたしましては、慎重に審

査を行うために、１課ごとに説明、質疑を行い

たいと考えております。そのため、委員会室へ



- 3 -

の入室は各部３課ごとに行いますので、よろし

くお願いいたします。

次に、先日開催されました主査会について御

報告いたします。

まず、審査の際の執行部説明についてであり

ます。

お手元に配付してあります分科会説明要領に

より行われますが、説明については、「目」の

執行残が100万円以上のもの及び執行率が90％未

満のものについて、また、主要施策の成果は、

主なものについて説明がありますので、審査に

当たりましてはよろしくお願いいたします。

次に、監査委員への説明を求める必要が生じ

た場合の審査の進め方についてでありますが、

その場合、主査において他の分科会との時間調

整を行った上で質疑の場を設けることとする

旨、確認がなされましたので、よろしくお願い

いたします。

次に、執行部の不在についてであります。

健康増進課の古家福祉保健部副参事が病気療

養のため欠席する旨の不在届が提出されており

ますので、御承知いただきますようお願いいた

します。

なお、徳重委員も所用のため午前中は欠席と

いうことでございますので、よろしくお願いい

たします。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩いた

します。

午前10時７分休憩

午前10時９分再開

それでは、分科会を再開いたしま○十屋主査

す。

徳重委員のほうが午前中、所用のため欠席い

たしますので、御了承をよろしくお願いいたし

たいと思います。

それでは、平成18年度決算について、部長に

概要説明を求めます。

それでは、地域生活部関○丸山地域生活部長

連で説明させていただきます。

お手元の決算特別委員会資料に基づき説明さ

せていただきます。

１ページをお開きください。

地域生活部の事業につきまして、宮崎県総合

長期計画の施策の体系表に沿ってまとめており

ます。

県の総合計画につきましては、ことし６月に

新みやざき創造計画を策定したところでありま

すけれども、平成18年度は、前の長期計画に

沿った事業を実施したところであります。

将来像、分野ごとの社会像、施策の基本方向

とございますが、私のほうからは、この施策の

基本方向ごとに概要を説明させていただきま

す。

初めに、将来像「未来を拓く人が育つ社会」

であります。

まず、「心豊かでたくましく行動力に富んだ

健全な青少年の育成」といたしまして、「家庭

の日」強化連携事業により家庭の教育力の向上

を図るとともに、青少年地域人材育成や「わく

わく少年の旅21」派遣事業等により、各種の交

流や体験活動を通じて、青少年の自主性、協調

性、そして連帯意識等の向上を図ったところで

あります。

次に、「学校教育を支える基盤整備の推進」

といたしまして、私立学校振興費補助により、

保護者の経済負担の軽減を初め、私立学校の経

営基盤の安定や教職員の資質向上、建学の精神

を生かした特色ある学校づくりを推進したとこ

ろであります。
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次の「だれもが社会貢献への活動に参加でき

る環境の整備」では、ボランティアセンター整

備促進やＮＰＯ活動支援センター整備事業によ

り、ＮＰＯやボランティア活動を促進するとと

もに、ＮＰＯパートナーシップ創造事業によ

り、ＮＰＯと行政との協働の推進を図ったとこ

ろであります。

次に、「男女共同参画社会づくり」でありま

す。男女共同参画センター管理運営委託により

男女平等意識の確立を図るとともに、女性の

チャレンジ支援等により女性の社会参画を促進

するほか、みやざき男女共同参画プランの改定

を行い、男女共同参画推進体制の充実を図った

ところであります。

次に、２ページをお開きください。

「人権意識の高揚と差別意識の解消」といた

しまして、みんなが集う「思いやり交流プラ

ザ」開催や宮崎県人権啓発協会への委託事業等

により、人権教育・啓発や同和対策の推進を

図ったところであります。

続きまして、将来像「快適な環境を享受でき

る社会」については、「地球温暖化防止に貢献

する社会づくり」といたしまして、新エネル

ギー普及拡大を図るとともに、「地域の特性を

生かした美しいみやざきづくり」といたしまし

て、土地利用基本計画の適切な管理運営と地価

調査を行ったところであります。

次に、将来像「安全で安心して暮らせる社

会」についてであります。

まず、「安全で安心なまちづくり」といたし

まして、犯罪のない安全で安心なまちづくり強

化を進めるとともに、若年層や高齢者など幅広

い年代層を対象に交通安全教育を実施し、「交

通安全対策の推進」を図ったところでありま

す。

また、消費者啓発推進や消費生活相談員等の

設置などによりまして、消費者の自立支援と消

費者被害の未然防止に努めたところでありま

す。

次に、下の３ページをごらんください。

「交流・連携が活発に行われ豊かさを享受で

きる社会」についてであります。

まず、「広域交通ネットワークづくり」とい

たしまして、各公共交通機関の利用促進や国、

関係会社への要望活動など、陸・海・空の輸送

機能の維持・充実を図る取り組みを進めるとと

もに、地方バス路線等運行維持対策事業等によ

り、県民の日常生活に必要な地方バス路線や鉄

道などの「地域交通ネットワークづくり」に努

めたところであります。

次の「情報通信環境の整備・充実」及び

「様々な分野での情報化の推進」についてであ

りますが、全県ブロードバンド環境整備や移動

通信用鉄塔整備事業等によりまして、高度情報

通信環境の整備・充実や情報通信格差の是正に

取り組みますとともに、宮崎情報ハイウェイ21

の利活用推進等に取り組み、産業の活性化や県

民生活の利便性向上に努めたところでありま

す。

次に、「元気のいい地域づくり」であります

が、元気のいい地域づくり総合支援事業により

まして、複数の市町村や過疎地域市町村が取り

組む地域づくり事業に対して、ハード・ソフト

両面からの支援を行うとともに、「宮崎に来ん

ね、住まんね、お誘い事業」による二地域居住

等の促進に取り組んだところであります。

続きまして、４ページをお開きください。

「元気のいい地域づくり」の続きとなります

が、「個性的な地域づくりを担う基盤の整備」

といたしまして、市町村合併支援事業などによ
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る合併後の一体的なまちづくりに対する支援

や、市町村合併についての情報提供等を行った

ところであります。

次に、「国際感覚豊かな人材の育成」といた

しまして、外国青年招致、みやざき国際実践塾

の開催により、県民の国際理解の増進や国際化

を担う人材・団体の育成を図るとともに、国際

理解・交流支援や外国人住民支援事業などによ

りまして、「国際交流・協力の推進と多文化共

生社会づくり」に取り組んだところでありま

す。

最後に、「多様な主体による多彩な文化の振

興」でありますが、第11回宮崎国際音楽祭や県

文化賞、若山牧水賞の実施などを通じまして、

県民の多様な文化活動の促進と心豊かな県民生

活の創造に努めたところであります。

次に、５ページをごらんください。

平成18年度の決算の状況についてでありま

す。

地域生活部全体といたしましては、表の一番

下の欄です。予算額146億5,071万2,000円ちょう

ど、支出済額として144億7,873万6,272円、繰越

額はありません。不用額として１億7,1 9 7

万5,728円となりまして、執行率は98.8％であり

ます。

続いて、資料の最後のほうですけど、33ペー

ジをお開きください。

地域生活部の平成18年度監査結果報告書指摘

事項等についてであります。

生活・文化課の宮崎県私立幼稚園預かり保育

充実支援事業費補助金の支出事務につきまし

て、また、西臼杵支庁の不適正な事務処理につ

きまして指摘がありましたので、記載しており

ます。

以上、概要について説明させていただきまし

た。この後、各課長より、詳細について説明さ

せます。御審査のほど、よろしくお願い申し上

げます。以上であります。

部長の概要説明が終了いたしまし○十屋主査

た。

これより、各課の説明及び質疑を行います

が、準備のため暫時休憩いたします。

午前10時18分休憩

午前10時19分再開

分科会を再開いたします。○十屋主査

生活・文化課、青少年男女参画課、人権同和

対策課の審査を行います。

まず、生活・文化課の説明をお願いいたしま

す。

それでは、生活・文化○日高生活・文化課長

課の平成18年度決算の概要につきまして御説明

いたします。

まず、お手元の先ほどごらんいただきました

平成18年度決算特別委員会資料の５ページをお

願いいたします。

生活・文化課の決算の状況につきましては、

予算額が69億6,244万7,000円、支出済額69

億5,794万5,396円、不用額450万1,604円となり

まして、執行率は99.9％であります。なお、翌

年度への繰り越しはありません。

次に、事項別の執行状況につきましては、生

活・文化課は７ページから13ページでございま

すが、目の執行残が100万円以上のもの、また執

行率が90％未満のものはありませんので、説明

を省略させていただきます。

続きまして、平成18年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

この厚い冊子なんですが、「主要施策の成果

に関する報告書」の具体的な説明に入ります前
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に、記載内容と各課の説明方法につきまして、

私のほうからまず説明させていただきます。

具体的に見ていただきながら御説明いたしま

す。まず、例として、生活・文化課の44ページ

をお願いいたします。

例といたしましては、一番左上に「５ 文化・

スポーツを通じたうるおいのある生活を送るこ

とができる社会」から２行下の「（１）県民が

文化に親しむ機会の充実」までは、これは施策

体系でありますが、先ほど部長から説明しまし

たとおり、前計画の元気みやざき創造計画の施

策体系により記載しております。

次に、「施策の目標」でありますが、これは

政策評価における施策評価シートから引用した

ものです。

なお、施策評価シートにつきましては、ここ

ではお配りしておりませんけれども、県庁ホー

ムページで確認できるほか、議会の図書室にも

備えてございます。

次に、「施策の目標」とその下の「施策の推

進状況」は、ほかの部局やほかの課の施策が含

まれているものが多いため、必ずしも生活・文

化課の事業だけの評価ではございません。つき

ましては、これから行います各課の説明におき

ましては、施策の目標と施策の推進状況の説明

を省略させていただきますので、よろしくお願

いいたします。

続きまして、次に「施策推進のための主な事

業及び実績」でありますが、施策評価シートの

施策を構成する主要事業一覧から引用しており

ます。

なお、記載しております事業名につきまして

は、生活・文化課の事業であり、平成18年度の

予算額については、２月補正後の最終予算額と

なっております。

次に、「施策の成果指標・数値目標等」であ

りますが、これは施策評価シートに掲げており

ます施策について、当該指標を引用しておりま

す。ただし、生活・文化課に関係しない指標に

ついては、記載を省略しております。

次に、45ページをお願いいたします。

「施策の評価」でありますが、原則として、

施策評価シートの生活・文化課に関係する評価

を引用して記載しております。

説明としては以上となっておりますので、よ

ろしくお願いいたします。

それでは、改めまして、生活・文化課につい

て説明を始めます。

これの35ページをお願いいたします。

まず、（１）私学教育の振興であります。

この中ほどにあります施策推進のための主な

事業及び実績の表の私立学校振興費補助事業で

ありますが、私立の高等学校、中学校、小学

校、幼稚園及び専修学校の経常的経費に対しま

して、総額で54億225万3,000円の補助を行い、

保護者の経済的負担の軽減を初め、私立学校の

経営基盤の安定や教職員の資質向上など、教育

環境の充実に努めたところであります。

次に、36ページをお願いいたします。

３の（１）ＮＰＯ、ボランティア活動の支援

であります。

主な事業及び実績のボランティアセンター整

備促進事業によりまして、県及び市町村ボラン

ティアセンターの運営を支援しますとともに、

ボランティア団体の活動支援などを行ったとこ

ろであります。今後とも、ＮＰＯやボランティ

アが地域づくりに積極的に参画し、継続的な活

動がしやすい環境づくりに努めてまいりたいと

考えております。

次に、37ページをごらんください。
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（２）ＮＰＯ等との協働の推進であります。

主な事業及び実績の新規事業ＮＰＯパート

ナーシップ創造事業でありますが、県選定テー

マ及びＮＰＯ提案テーマで、ＮＰＯから事業提

案を公募するものです。公開審査で事業者を選

定し、企画段階から協働事業としてＮＰＯに委

託して実施したところです。

その下のＮＰＯ活動支援センター整備事業で

ありますが、ＮＰＯ法人の設立や運営に関する

相談事業、あるいはＮＰＯマネジメント講座や

協働講座の開催をＮＰＯ法人に委託して実施し

たところであります。今後とも、行政とＮＰＯ

などとの協働の推進に努めてまいりたいと考え

ております。

一つ飛んで39ページをお願いいたします。

（１）地域で支える安全で安心なまちづくり

の推進であります。

主な事業及び実績の新規事業犯罪のない安全

で安心なまちづくり強化事業でありますが、宮

崎県犯罪のない安全で安心なまちづくり県民会

議を活用しながら、自主防犯活動等のモデル事

業やリーダー育成講習会、アドバイザー派遣事

業を実施したところであります。今後とも、行

政や地域住民との連携によりまして、犯罪の起

こりにくい地域コミュニティの構築に努めてま

いりたいと考えております。

次に、40ページをお開きください。

（１）県民の交通安全意識の高揚でありま

す。

主な事業及び実績にありますように、若者交

通安全教育実践塾事業や交通安全高齢者緊急対

策事業によりまして、若者や高齢者などに対し

まして、交通ルールの遵守と正しい交通マナー

の実践について交通安全教育を行うことによ

り、県民の交通安全意識の高揚に努めたところ

であります。

本年の交通事故の発生状況でございますが、

発生件数、死者数、負傷者数は、前年に比べ減

少傾向を示しておりますものの、依然として高

い水準にあるため、今後とも、市町村、関係機

関・団体との連携を一層図りながら、あらゆる

機会に交通安全活動を積極的に推進していく必

要があると考えております。

次に、41ページをごらんください。

（１）消費者の自立の支援であります。

主な事業及び実績の２つの事業にありますよ

うに、都城や延岡の支所を含みます県消費生活

センターにおきまして、消費者啓発講座等の開

催や消費生活情報の提供を行うなど、主体性の

ある自立した消費者の育成に努めたところであ

ります。今後とも、消費者の自立を支援するた

め、消費者啓発や教育の充実に努めるととも

に、社会経済情勢の変化に的確に対応できるよ

う、講座や啓発資料の内容については、常に見

直しを図っていく必要があると考えておりま

す。

続きまして、42ページをお願いいたします。

（２）消費者被害の防止と解決支援でありま

す。

主な事業及び実績の消費生活相談員等設置事

業につきましては、県消費生活センターに11名

の相談員を配置し、消費者からの各種相談に応

じたところであります。

次の43ページのくらしを守るウォッチャー設

置事業でありますが、右側の主な実績内容にあ

りますように、県内に商品表示ウォッチャー

を80名配置いたしまして、消費者の視点で商品

表示のチェックと情報提供をお願いしていると

ころでありまして、今後とも、消費者被害の防

止と解決支援の充実に努めてまいりたいと考え
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ております。

次に、44ページをお願いいたします。

（１）県民が文化に親しむ機会の充実であり

ます。

主な事業及び実績のまず宮崎国際音楽祭開催

事業でありますが、第11回目となりました音楽

祭は、第10回に引き続きまして、世界的に有名

な指揮者でありますシャルル・デュトワ氏を芸

術監督として迎え、平成18年５月４日から５

月19日にかけて開催いたしました。この期間、

宮崎市橘通り商店街の方々と共同で開催しまし

た宮崎国際ストリート演奏会などの関連イベン

トを含めますと、合計４万5,648名の方々が来場

され、芸術文化の鑑賞の機会を提供するととも

に、本県からの文化情報の発信に努めたところ

であります。

次に、この下の段の県立芸術劇場であります

が、県立芸術劇場に指定管理者制度を導入し、

財団法人宮崎県立芸術劇場に管理運営を委託

し、年間で25万2,714人に御利用いただきまし

た。今後とも、県民サービスの向上を図りなが

ら、県民にとってより身近な文化施設となるよ

う努めてまいりたいと考えております。

続きまして、45ページをお願いいたします。

（２）県民の文化活動を支える環境の整備で

あります。

主な事業及び実績のふるさとファミリー劇場

でありますが、８団体が８市町村でミニコン

サートなどを行い、親子で舞台芸術を鑑賞する

機会を提供するとともに、文化団体の発表機会

の提供に努めたところであります。

46ページをお願いいたします。

一番上の県文化賞は、第57回を数えまして、

本県文化の向上に寄与した方を顕彰したところ

であります。

その下の若山牧水賞につきましては、第11回

を行い、回を重ねることによりまして、全国有

数の短歌文学賞として高い評価をいただいてい

ると考えているところであります。

また、次の楠並木コリドールは、第40回を数

えまして、県民が文化に親しむ場として定着し

てきております。

続きまして、みやざきの郷土芸能“再発見”

は、延岡市におきまして、郷土芸能の公演を実

施し、伝統文化の重要性につきまして県民に啓

発したところであります。

さらに、新規事業元気になる文化情報発信

は、県内の文化イベントの情報などを一括して

掲載したホームページの作成によりまして、文

化情報のワンストップサービスを図ったところ

であります。

これらの各種施策を推進することにより、県

民の文化活動を促進したところであります。今

後とも、県民の文化活動を支える環境の整備に

一層努めてまいりたいと考えております。

続きまして、監査における指摘事項がござい

ます。

先ほどの特別委員会資料の33ページをお願い

いたします。一番最後のページです。

平成18年度の監査におきまして、生活・文化

課は１件の指摘がありましたので、御報告いた

します。

一番上をごらんいただきたいと思います。私

立幼稚園の預かり保育充実支援事業費補助金に

つきまして、交付決定事務がおくれていたもの

があったというものでございます。

この事業は、次世代育成支援対策の一つとし

まして、私立幼稚園における子育て支援サービ

スの機能の強化を図るため、特定の預かり保育

室が整備されていない場合に、既存施設を活用



- 9 -

した預かり保育の部屋を確保するための間仕切

り、それから冷暖房設備等の整備ですとか、あ

るいはおやつなど飲食物提供や幼児の午睡、お

昼寝のための設備、あるいは流し台、給排水設

備、あるいは布団の収納庫、こういったものを

整備するものでございます。

こういったことを対象にしておりますけれど

も、保育室等の預かり保育設備の充実に対しま

して補助を行う事業でありまして、平成17年度

から19年度までの３年間を事業期間といたしま

して、１つの幼稚園当たり、補助対象経費の２

分の１以内、30万を限度に精算払いで補助する

ものであります。

今回の指摘は、学校法人から補助金の交付申

請が平成18年８月31日付でありましたが、その

交付決定が平成19年３月26日となったことに対

するものであります。

交付決定に時間を要した原因でありますが、

補助金の交付決定に当たりましては、補助金交

付申請書に補助事業で整備する設備の見積書の

添付を義務づけております。その審査では、書

類内容に不備がある場合には書類の差しかえ、

あるいは未提出の書類がある場合には提出要請

などの作業を行って、一括して交付決定してい

るところであります。今回の事案につきまして

は、冬場の暖房器具を購入するため、冬になら

ないと見積書がとれないとして、大幅に見積書

の提出がおくれてしまった学校法人があったこ

となどにより、交付決定がおくれたものであり

ます。

今回の指摘を受けまして、交付決定を初めと

する補助金執行の適正な事務処理につきまして

周知徹底するとともに、チェック体制の強化を

図るため、生活・文化課で所管しますすべての

事業につきまして、補助金等の進行管理表を作

成し、補助金等に係ります事務処理の進行管理

の徹底を図ったところでございます。今後、こ

のようなことのないように、適正な事務執行に

十分留意してまいりたいと考えております。

最後になりましたが、監査委員の決算審査意

見書に関して、特に報告すべき事項はございま

せん。

生活・文化課の説明は以上でございます。

ありがとうございました。○十屋主査

それでは、委員の質疑に移りたいと思いま

す。質疑はございませんか。

報告書の35ページ、私立学校の振○髙橋委員

興費補助ですが、保護者の負担の軽減を図る努

力をされてきたということでよくわかります

が、不景気ですよね。だから、退学者も知りた

いところなんですが、退学者が18年度で何人い

らっしゃって、その退学の理由、いわゆる経済

的な理由で退学者が何人いるのか、それと前年

度との比較、おわかりであれば教えてくださ

い。

18年度の高校におけ○道久文化・文教企画監

る中途退学の生徒数でございますけれども、18

年度は全体で424名いらっしゃいました。その中

で主な理由としましては、いわゆる学校をかえ

るとかそういうふうな進路の変更、こちらのほ

うが131名、大体30％でございます。その次に、

学校生活とか学業にうまく適応できなかったと

いう方が115名いらっしゃいます。これが大体27

％でございます。これが大体大きな理由なんで

すけれども、質問にございました経済的理由、

こちらのほうにつきましては27名で、6.4％に当

たる方が退学していらっしゃいます。

なお、17年度と比較しますと、全体では17年

度487名でございました。主な理由につきまして

は、進路変更、こちらのほうが132名で大体27％
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というふうな形になっております。なお、経済

的理由につきましては、18年度に比べまして17

年度は逆に多くございまして、42名というふう

に報告を受けております。以上でございます。

いわゆる経済的理由の退学者とい○髙橋委員

うのは大幅に減ってきているということで、よ

くわかりました。

次に、39ページの犯罪のない安全で安心なま

ちづくり強化で、目標値の関係で、17年が目標

値92で18年が101ですよね。この目標値の設定の

根拠をちょっと教えていただけませんか。

目標値は、たぶん平○日高生活・文化課長

成16年ぐらいに、まだ県内でも50をたしか切っ

ていたような数字だと思うんですけれども、一

定の伸びを想定したとは思うんですが、詳細な

目標値の設定自体はちょっと把握しておりませ

ん。ただ、この数字がかなり伸びておりますの

は、平成17年にこの条例をつくりまして、たま

たま御存じのように子供に関する事案が相当起

きました。それで、こういったことで、たまた

まこの条例をつくり、県民会議をつくりまし

て、県内の機運が盛り上がって、実績としては

かなり数字が上がってきているということで、

当初はそんなに県内でまだ、たしか50もなかっ

たと思うんですけれども、そういう数字の中で

目標値が定められたというふうに伺っておりま

す。

そしたら、マップ作成の目標値も○髙橋委員

同じようなことでしょうか。

先ほど、上のほうの主○日高生活・文化課長

な実績内容を見ていただきました、例えば地域

コミュニティ再生化モデル事業等でございまし

て、これは県内の26市町村26団体のほうに、こ

ういう各地域の団体にいろんな防犯に関する取

り組みをやっていただいたんですが、その中で

特にこういう地域安全マップの作成とか、こう

いうのも取り組んでいただいたということで、

全体を通しまして、県民会議等を通しまして、

かなり広範に広まったんじゃないかというふう

に考えております。以上でございます。

この目標値の設定の仕方、当○髙橋委員

初、50未満でスタートしたから、このような数

字で積み上げたということみたいですが、私思

うに、市町村レベルでまず目標設定をするべき

だと思うんですよ。そしてまた、市町村でもい

ろいろと面積とか人口とかあります。いろいろ

と行政区の数もあるでしょうから、そういうと

ころをいろいろ積み上げた目標値に私はすべき

じゃないかなと思うんですね。そういうのはど

うお考えですか。

確かに、施策の成果自○日高生活・文化課長

体は、もともと県レベルで独自でやっておりま

したので、髙橋委員がおっしゃったような個々

の市町村からそういう積み上げとかはやってお

りませんで、いわゆる県の施策レベルのほうで

やっておりましたものですから、そういう意味

では、少し目標値が逆に言えば低過ぎたのかな

という気もしております。

いま一度精査していただいて、そ○髙橋委員

ういう目標値設定の仕方をまた検討してみてく

ださい。

消費生活相談の関係で、いわゆる相談になか

なか行けない人もいらっしゃいまして、特に田

舎の人ほど情報に疎いと思うんです。ここにあ

りますように、宮崎と都城と延岡に相談セン

ターがあるわけで、被害に遭った方々の数を把

握されていると思うんですよ。都市部といわゆ

る田舎のほうというふうに分けたときに、被害

者の実態というのがもしわかりましたら教えて

ください。
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消費生活センターでそ○日高生活・文化課長

ういういろいろ分析は行っております。どうい

う内容とかあるいは年齢層とか、やっておりま

すけれども、どこの地域というのは、特にそう

いう分析はやっておりません。ただ、現実には

その３カ所しかございませんが、宮崎のセン

ターにおきましては、土曜日も電話相談等を

行っておりまして、来所だけじゃなくて電話等

での相談も受け付ける体制ができております。

以上でございます。

その相談は市町村でもやっていま○髙橋委員

すよね。なかなか、先ほども言いましたよう

に、情報が田舎に行くほど疎い。だから、田舎

の高齢者に被害者がひょっとしたらいらっしゃ

るような予想もするんですよ。ところが、それ

は表に出てきていない分も結構あるんじゃない

かなという心配もあるものですから、その辺は

もうちょっと分析していただいて、その啓発の

仕方なり、どうでしょうか。

確かに、御指摘のとこ○日高生活・文化課長

ろがありまして、例えば架空請求でも、それか

ら詐欺の話でも、田舎の場合はなかなか近所の

人に相談できないと。ここ２年ぐらい、啓発の

方法は若干考え方を変えまして、高齢者を取り

巻く人々とか、要するに関心がある人はいろん

な講習会等に出てくるわけですけれども、問題

は、被害に遭うのは、どちらかというと、そう

いう講習会に出てこれない人とか、そういうの

が結構多いわけです。そこで、例えば民生委員

とかあるいは社会福祉協議会とか、そういうと

ころに啓発をどんどんやっていきまして、その

周辺の方にそういう方がいらっしゃったら、ぜ

ひ相談にといいましょうか、そういう取り巻く

方々に対する啓発方法もちょっと工夫いたしま

して、なるべく被害に遭わないようにといいま

しょうか、早期に相談できる体制をとっていき

たいというふうに、今でもそういうふうにやっ

ております。以上です。

センターがない市町村、特にそこ○髙橋委員

のところとは十分に連携をとってもらって、啓

発活動をしっかりやっていただきたいと思いま

す。

最後に、監査の指摘事項で、これは８月31日

が３月26日ですから、相当な時間差があるわけ

で、これは現場、いわゆる幼稚園の見積もりが

とれていなかったことが原因だったということ

の説明の理解でいいんでしょうか。

その１件だけじゃなく○日高生活・文化課長

てたくさん件数がありまして、今までのやり方

で最後の精算払いだったものですから、全体が

そろってといいましょうか、３つぐらいそうい

うなかなか書類の提出がおくれたり、やり直し

があったりしたものですから、その全部を待っ

ていたがためにちょっとおくれてしまったとい

うことで、今後そういうことがないように気を

つけたいと思っております。以上です。

全部待たないと精算、いわゆる交○髙橋委員

付決定できないものなんですか。

場合によってはそろっ○日高生活・文化課長

たものから、例えば半分そろえばという、そう

いうのも実務上可能だと思います。たまたま今

までそういうことをやっていなかったものです

から。

いろいろと事務の煩雑さも出てく○髙橋委員

るのかもしれませんが、現場の人たちにとって

は、早くお金をいただきたいというのもありま

すし、それと見積もりの関係で冬場を待ってと

おっしゃっていましたけど、いわゆる園の経理

とかあるわけだから、昨年のやつで参考に見積

もりをとってもいいわけですよね。そのあたり
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を行政から指導していただくといいかもしれま

せん。終わります。

預かり保育の関連なんですが、当○丸山委員

初予算を見てみますと、840万ということで満額

執行されているということなんですが、これを

先ほど説明では１園当たり30万ということだっ

たんですけれども、割ると28園ということなん

ですが、28園全部来たということでよろしいん

でしょうか、そういう感覚でいいでしょうか。

満額、全部そろって 28○日高生活・文化課長 ※

園、補助金は出しております。

例えば、ほかに要望等があったの○丸山委員

か、それをまた選別する作業が逆に時間を要し

ておくれたということはないんでしょうか。

済みません。今の計算○日高生活・文化課長

では28園になるんですが、実質的には37園、30

万を上限にしておりますので、その中で、全

体840万の枠の中で37園に対して補助金を出した

ということでございます。一件一件当然精査、

チェックをいたしまして、その中でおくれてい

るところがあって、それで全部そろうのを待っ

て処理したというのが一番大きな問題かと思っ

ております。

要望自体は30何件あって、それ以○丸山委員

上はなかったということの確認でいいでしょう

か。

37園につきまして○道久文化・文教企画監

は、すべて対応いたしております。金額がそれ

ぞれの園でばらつきがございますので、その関

係で、いわゆる率というんでしょうか、それが

２分の１に達しないというところもございま

す。37園につきましては、すべて対応いたして

おります。それと、先ほどちょっと話が出まし

た一括云々かんぬんでございますけれども、実

はこの事業、17年度から始まっております。大

体この文教関係の補助金につきましては、何月

何日までに出してくださいという形で進めまし

て、そして請求書とかそういうものの資料が全

部まとまった段階で一括交付決定して、最終的

に補助金を払うという流れになっております。

この関係の補助金も、同様に一括申請していた

だいて、そして一括で交付決定してしまった

と。先ほど、うちの課長のほうからも話があり

ましたけれども、例えば期限を切って何月何日

までにそろったやつについてはやってしまっ

て、あと整備して残りをすればよかったんです

けれども、ほかの補助金形態がそういうふうな

形になっていたものですから、申しわけござい

ませんけれども、そういう形で一括で処理して

しまったというのが実情でございます。

それから、もう１点つ○日高生活・文化課長

け加えますが、今、説明がありましたよう

に、17年度からやっておりまして、さっき37園

全部入りましたけれども、この３年間の間に、

それぞれ設備を整えれば構いませんので、19年

度、今年度までの間に一応全部終わるというこ

とを想定しております。したがいまして、18年

度につきましては、要望については全部賄えた

ということでございます。

いろいろ当初予算等２月決算を見○丸山委員

ているときに、課ごとに減額になっているもの

ですから、もしほかの園が例えばことしぜひ早

目に子供さんたちのためにやっていきたいと、

次世代育成支援法とかもできたんだから、やっ

ていきたいのであれば、早目に前倒ししてする

ことによって子供たちが、またそれを親御さん

たちが安心して子育てができるという環境づく

りに真剣に取り組まなくちゃいけないというこ

とを考えて、何か前倒しとか、そういう感覚は

※このページ左段に訂正発言あり
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なかったんでしょうか。そうすることで、未来

を拓く人が育つ社会づくり、おおむね順調とい

うことですが、そういった弾力性を持たせるよ

うなことは考えられなかったんでしょうか。

おっしゃるとおりだ○道久文化・文教企画監

と思います。それで、実を申しますと、これに

つきましては、７月の段階で各幼稚園のほうに

は内示という形でお示ししております。そし

て、それに基づいて、各幼稚園のほうから申請

を出していただいたということでございます。

ですから、今お話にございましたように、いわ

ゆる夏場に使うとか、いろいろございますよ

ね。園の計画がございますので、それには内示

後であれば着手しても結構だということでござ

います。国のほうの関係の補助金につきまして

も、そのような形で進めさせていただいており

ます。以上でございます。

続いて、私学のことに関係してな○丸山委員

んですが、当初予算を見てみますと、全体で私

立学校振興費補助金というのが55億ぐらいある

んですが、こちらのほうでも54億決算でなって

いる中に、かなりの金額が国庫補助の絡みが

あってだと思うんですが、子供たちのために

なっているのか、学校のためになっているの

か。よく我々のところに、私立学校の補助金を

堅持してください、もしくは上げてくださいと

毎日上がってくるんですよ。決算を見てみる

と、予算からすると減額されているというの

は、恐らく学校の生徒が少なくなったから減額

されているだけで済ませていいのか。本当は、

請願者の願意を踏まえると、もうちょっとしっ

かりと充当すべきですよね。というふうに考え

る議論をすべきだと思っているので、その辺の

整理をちょっと教えていただきたいのですが。

この私立学校振興費○道久文化・文教企画監

補助金につきましては、基本的に生徒さんお１

人当たり幾ら幾らの補助金、それに生徒さんの

数を掛けた金額で補助金を計上いたしておりま

す。最終的にちょっと減るところがございます

けれども、これはいわゆる生徒さんの減少によ

るものというふうに、特に高校なんですが、高

校の生徒さんの数が減ったということによるも

のだというふうに御理解いただいてよろしいか

と思います。なお、その補助単価の件ですけれ

ども、そちらのほうにつきましては、私どもの

ほうは、全国的に見ましても大体中位に位置す

る補助単価でございまして、もちろん多ければ

多いほどよいということはあるんですけれど

も、本県の財政状況等を勘案いたしまして、そ

れでも中位を保っているということで御理解を

いただきたいと思います。

次に進みます。平成19年２月定例○丸山委員

県議会の中で、犯罪のない安全なまちづくり強

化事業における地域コミュニティ再生化モデル

事業についていろいろ質疑があった中に、我々

の資料の中に、事業内容を工夫して地域への定

着を図っていくというような執行部からの答弁

もあるんですが、数的には確かにふえているん

ですが、具体的にどのような工夫をされてこの

ような結果が出ていて、それをどう評価されて

いるのかをお伺いしたいと思います。

確かにことし２月、私○日高生活・文化課長

のほうがそういう答弁をさせていただいており

まして、地域への定着を図っていくと、どうい

う視点でやっていくかということでございまし

た。それで、地域安全活動の広報につきまして

は、県庁のホームページに情報を掲載しており

ますが、そのほかに県民会議のニュースレ

ター、情報誌を年４回発行いたしまして、県内

の保育園、幼稚園、小中学校等に、あるいは県
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民会議構成団体に幅広く配布いたしまして、い

ろんな情報提供を行っております。

それから、ことしの２月には、18年度の地域

コミュニティ再生化モデル事業、26団体なんで

すが、これの活動事例集を発行いたしまして、

構成団体やあるいはリーダー講習会で配付いた

しております。それから、ことし10月に「安全

で安心なまちづくり県民のつどい」を行いまし

たけれども、他の団体の参考となるような活動

を行っているところにつきまして、知事奨励賞

というのを設けまして、この活動の取り組みを

広く県内に広めております。

それから、もう一つ、昨年度、18年度は、県

民会議のテーマといたしましては、子供の見守

り運動ということをやっていたんですが、19年

度におきましては、子供と高齢者の見守り運動

ということで、子供だけでなく高齢者を守るた

めの各種取り組みを行いまして、地域コミュニ

ティの再生化を図るということで、いろんな手

段を使いながら、地域コミュニティの再生化と

いいましょうか、安全なまちづくりに向けてＰ

Ｒを行っております。以上でございます。

続きますが、消費者被害防止に対○丸山委員

する41ページから、安心できる消費生活を送る

ことができる社会づくりの関係なんですが、一

部に努力を要するということに評価はなってお

りまして、当初予算等を見てみますと3,900万ぐ

らいあったんですが、２月の補正で700万程度削

減されて変更されているんですが、その情報セ

ンターの管理運営費とかが400万円削減だったり

とか、地方消費生活センター管理費が100万と

か、消費者センター運営費が150万とか削減に

なっているんですが、これは執行残に伴う補正

というふうに書いてあるんですが、それがどう

いった形で執行残になって、これがうまく執行

残を使わずにもうちょっとしっかりすれば、お

おむね順調になったりとか、逆に言うと、一番

この消費生活というのは今いろいろトラブルが

多いものですから、どのような取り組みを、も

う少し、やられているんでしょうけれども、執

行残との関係をちょっとお伺いしたいと思いま

す。

今の補正減の話は、あ○日高生活・文化課長

そこのＮＨＫの横にあります消費生活センター

の建物自体を生活情報センターと言っておりま

すが、あそこの警備委託とか清掃委託とか、そ

ちらの関係の費用の節減を図った結果として、

そういう２月補正に至ったわけでございまし

て、本来の消費生活センターとしての活動経費

そのものをカットしているというわけではなく

て、警備なり、そちらのほうで節減を図ったと

いうことでございます。以上です。

警備とか設備とかのカット、わか○丸山委員

るんですけれども、予算があるんだから、もう

ちょっと具体的にほかにやりたい事業があれ

ば、この一部に努力を要するというのが、そう

いう考え方で何か改めて事業を組み立てていっ

てやろうというようなことは考えていなかった

のかをちょっとお伺いします。

ここの成果の指標、42○日高生活・文化課長

ページの頭の上のほうの表を見ていただきます

と、主にこの点から入ってきておりまして、18

年度の目標値、セミナーの受講者数が２万6,000

人を目標といたしておりまして、実質的には２

万2,043人ということで、ここは数字がちょっと

目標に達しなかったというところが大きな要素

になっております。これは分析いたしますと、

実は架空請求等が一番消費生活センターに相談

が多かったのが平成16年なんです。平成16年が

ピークで、こういう受講につきまして、特に高
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齢者等なんですが、平成17年度はかなりふえた

んですけれども、それが少しまた沈静化してき

ているといいましょうか、こういったことで一

定の数を確保するのはなかなか難しい、特に講

座の数はですね。そういったことがございまし

て、結果としてこれがもう少し努力を要すると

いうふうになっていると思っております。以上

でございます。

実際その被害に遭われた方が少な○丸山委員

くなっているということでよろしいんでしょう

か。うまくＰＲしたおかげで、被害者が少なく

なっているという判断でも逆にいいと、そうい

うことで考えてもよければ、逆に今のがおおむ

ね順調に変わっても別にいいのかと思っていい

ということでよろしいでしょうか。

ちょっとそこのところ○日高生活・文化課長

はなかなか難しいところでございまして、とい

うのは、消費生活センターには相談等が入りま

す。実際、昨年、特に18年なんですが、警察で

のいわゆる取り上げといいましょうか、それが

昨年度ふえているわけです。消費生活センター

は一応相談等を受けまして、こんなことしたら

いけませんよと言いますが、実際に被害が表に

出てきたのは、去年当たりが非常にふえてきて

いるんです。これは警察のマターとしてありま

すけれども、私どもはとにかくそういう被害に

遭わないようにというＰＲをさせていただいて

おりますが、少し時間のずれ、タイムラグがあ

るのかなというふうに認識しております。

それと、昨年初めから実施されま○丸山委員

した指定管理者制度で一番大きいのは芸術劇場

だというふうに思っているんですが、もう

ちょっと詳しく指定管理者制度になっての効果

なりを説明いただければありがたいと思いま

す。

まず、県民サービス○道久文化・文教企画監

向上の関係でございますけれども、いわゆる利

用料金の引き下げ、こちらのほうが弾力的に行

われるようになりまして、例えばアイザックス

ターンホールとか演劇ホール、これをもともと

は全体を借りるということを前提に設定されて

いたんですけれども、例えば上のほうの段はも

う使いません、下だけですと、上のほうは閉め

ていただいて結構ですということになった場合

には２割引きするとか、例えば、練習室は、午

後のほうがいっぱいいっぱいになるとしても午

前中あいていることが多いということなんだろ

うと思うんですけれども、午前中の練習室の利

用料金は２割安くするとか、小学校、中学校、

高校、こちらのほうが教育文化事業として利用

する場合、半額にするとかいうような利用料金

の引き下げが行われました。これが１点です。

それともう一つは、利用時間の延長が行われま

した。例えば利用申請の受付ですけれども、こ

ちらのほうは午後５時までだったんですけれど

も、これを９時半まで延ばしたということ、同

様に、チケット販売の受付時間も７時までだっ

たんですけれども、８時まで延ばしたというよ

うな利用時間の延長も行われました。それか

ら、クレジットカードによる支払いを受け付け

るようにいたしました。それから、最後ですけ

れども、劇場友の会「くれっしぇんど倶楽部」

というんですけれども、こちらのほうの特典、

チケットの割引率がそれまでは１割引きだった

んですけれども、２割引きとされまして、さら

にポイントカードの導入が行われたというよう

な点がサービスの向上につながったというふう

に思っております。

ありがとうございました。それ○丸山委員

で、よくこの指定管理者を設定するときに議論
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をしたのが、料金を下げるときに執行部のほう

で協議しなくちゃいけないという話があったと

思うんです。そういう遅延といいますか、その

おくれが出ているところはないんですか。

利用料金の引き下げ○道久文化・文教企画監

とか、そういうものにつきましては、たびたび

行われるということはございません。例えば、

来年度からこういうふうにしたいんだけれども

というお話があるとすれば、それはずっと前に

お話として伺っておりますので、翌年度に支障

が生じるというようなことはございません。以

上でございます。

確かに、県民にとっては、非常に○丸山委員

時間帯とか利用料金が下がってありがたかった

んですが、指定管理者を受けられた財団、そち

らのほうとしてはどのような意見があるのかを

お伺いしたいと思います。

指定管理になりまし○道久文化・文教企画監

て、確かに、いわゆる自己完結というんでしょ

うか、そちらのほうが求められますので、劇場

サイドの職員とかは大変苦労していらっしゃる

んじゃないかなと思います。ただ、現在のとこ

ろ、18年度決算につきましても、とんとんでご

ざいましたけれども、いわゆる赤字にならずに

済んだということで、よく御努力いただいたと

いうふうに評価いたしているところでございま

す。以上でございます。

45ページの全体の芸術劇場の利用○丸山委員

者状況を見ると、平成17年から若干、一番ピー

クが平成15年ですかね、これで見ると。芸術劇

場利用状況はですね。この辺は今後、どのよう

に今のあの状況を理解したほうがよろしいで

しょうか。

確かに、表でごらん○道久文化・文教企画監

なられるとおりでございます。若干減少ぎみと

いうところでございまして、これの立て直しは

大きな問題というふうにとらえておりまして、

劇場サイドのほうともお話をさせていただいて

いるところでございます。ただ、言えること

は、年度によりまして、いわゆる貸し館業務で

あったり、自主文化事業であったり、内容に変

化があるというとおかしいんですけど、同一の

ものではございません。ですから、そこらあた

りで比較することが大変難しいと思うんですけ

れども、ただ、現実にこういう数字が出ている

わけでございますので、今後とも、利用拡大に

向けて、劇場サイドのほうともお話し合いを続

けさせていただきたいと思っております。以上

でございます。

よく大きなイベントがあると、駐○丸山委員

車場が少ないから公共交通機関で来てください

という話があって、そういった影響が出てい

て、なかなか駐車場の整備も敷地上の問題が

あって難しいから、なかなかできないから、そ

れがつながってということで考えてよろしいん

ですか。その影響があるというふうに思ってい

いのか。それはイベントだけのことなのか。今

後の利用拡大というと18年の決算からするとお

かしくなるかもしれませんけれども、これまで

の推移から見たときに、基本的にあそこのせっ

かくつくった 文化向上の拠点として県民に―

多く来ていただくことが一番大きな目的であろ

うというふうに思っていますので、その辺をど

のように今後、18年度、検討まで含めてやられ

るのかお伺いしたいと思うんです。

駐車場の問題につき○道久文化・文教企画監

ましては、不満が寄せられているというのは現

実でございまして、何とか対応を考えなければ

ならないということは劇場サイドのほうともお

話し合いをさせていただいております。まず前
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提に、あそこの駐車場は実を申しますと、隣の

文化公園、こちらのほうのための駐車場でござ

います。ですから、駐車場までは公園内になっ

ているというのが実情でございます。ですか

ら、我々サイドのほうで駐車場を広げるとか、

そういうことはちょっとできないというのが実

情でございます。以前の議会の席でも髙橋委員

のほうからございましたけれども、例えばバス

の問題とか、そういうものがいろいろございま

すので、またそちらのほうにつきましては、県

土整備部のほうともお話し合いを続けさせてい

ただきたいと思います。

なお、先ほど駐車場不足とこちらの利用者数

のつながりというんでしょうか、関係というん

でしょうか、こちらのほうにつきましては、私

どものほうもちょっと分析いたしておりませ

ん。申しわけございません。以上でございま

す。

ぜひ県民の文化の一番中心のとこ○丸山委員

ろだと思っていますので、そういう意味で、地

方に出て行ってそういったこともやっていらっ

しゃると思いますけれども、一番中心のところ

をしっかりやっていただきたいと思います。

最後に、当初予算の中で、政策調整研究費と

いうのが300万出ているんですが、これも主管課

が今生活・文化課ということで、これは全般的

な部の政策調整費になっているというふうに

思っているんですが、それの成果がどのような

形で上がったのか、ここで聞いていいのかが

ちょっとなんですが、これは一番部としておも

しろい事業を組み立てるいい予算だというふう

に思っているものですから、そこをちょっとお

伺いしたいというふうに思います。

政策調整研究費につい○日高生活・文化課長

てお答えいたします。実は300万、18年度299万

を使いまして、すべて生活・文化課のほうで

使っております。まず第１点は、次世代のＮＰ

Ｏ・ボランティア活性化プラン事業ということ

で、今後のボランティア活動のあり方につい

て、社協のほうにボランティアセンターがござ

いますけれども、市町村社協との関係とか、こ

ういったことをいろいろ分析しながら、今後の

あり方について検討するというのが第１点。そ

れから２番目に、昨年度、文化振興ビジョンを

つくりましたけれども、これを具体的に実践し

ていくためのプランの研究調査がございます。

それから、ただいまやっておりますけれども、

劇場における命名権導入、これのための調査を

事前にさせていただきました。大体３つとも、

昨年度、こういう具体的に予算がついているの

もありますし、ついていないのもあるんですけ

れども、それぞれ19年度の事業につなげていっ

て、今後、直接今年度、役に立つわけじゃあり

ませんけれども、将来に向けてのあり方につい

て、いろいろ研究をさせていただきました。以

上でございます。

この予算というのは、結構その部○丸山委員

の特徴が出るというふうに思っているものです

から、今後また注意して私もここで見させてい

ただこうというふうに思いますので、よろしく

お願いいたします。

主要施策の36ページのボラン○前屋敷委員

ティア団体、ＮＰＯ法人の関係で、ちょっとお

尋ねしたいと思います。今、ボランティア団体

の数もかなりふえてきているように、この数値

からすると、あります。それと、ＮＰＯ法人の

数も非常にふえてきております。ボランティア

団体と県との協働ということで、さまざまな県

民ニーズに対応できるような活動をということ

なんだと思うんですけど、それで、新規事業の
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パートナーシップ創造というので476万1,000円

予算が組まれております。５つの事業を公募事

業として委託するということになっています

が、具体的にはどういう中身で行われたのか。

まず、これはテーマの○日高生活・文化課長

設定から入りまして、テーマを県が設定する

テーマ、つまり県の施策にとって重要な課題に

ついてテーマを選定し、それから、今度はＮＰ

Ｏさんからもテーマを提案していただきまし

て、それで全体でテーマ的には５つあったんで

すけれども、それぞれＮＰＯさんから事業提案

をいただきまして、全部で20団体ございまし

た。そのうち、最終的には５つの事業を選定さ

せていただきました。具体的には、ＮＰＯ法人

が４つ、それから任意団体が１つなんですが、

まずはマリンスポーツの受け入れ環境の整備事

業ということで、宮崎ライフセービング、青島

地域におけるマリンスポーツの受け入れ環境を

整備するということがまずございました。それ

から、２番目がドロップインセンターといいま

して、子育て家庭を応援する機運づくり事業と

いうことで、宮崎市と延岡市の商店街で、例え

ばお母さんたちが商店街に行ったときに子供を

すぐ預けられるとか、あるいは子供連れの場合

には何かサービスを受けられるとか、そういっ

た仕組みをつくっていただくような事業がござ

いました。それから、宮崎文化本舗さんでは、

アーティストバンクというのをやっておりま

す。既にこれは動いております。それから、任

意団体で、これが先ほどのＮＰＯの企画テーマ

なんですけれども、宮崎・綾スローフード協会

がございまして、青少年のための食育講座、食

育の視点に絞りましてこの講座を開催していた

だいております。それから、もう一つ、ＮＰＯ

法人でフロンティア会というのがございまし

て、若者の自立支援塾設置の運営事業というこ

とで、これはニート対策の実践塾といいましょ

うか、そういうのをやっていただいておりま

す。以上、合計５つの団体でお願いいたしてお

ります。

ＮＰＯも非営利団体で、税金が○前屋敷委員

かからないさまざまな活動をするということ

と、それから、本来、自治体あたり、行政あた

りが進めていく、そういったものもボランティ

アと一緒になってそういう施策も進めていくと

いうようなことになっていて、そのボランティ

ア頼み、ＮＰＯ法人頼みになってはいけない部

分もかなりあるというふうに思うんです。しか

し、自発的なこういう活動が広がるということ

は大変いいことだというふうに思うんですけれ

ども、そういった点でさまざまな企画が組まれ

ておりますし、中身も非常に多岐にわたってい

て、十分私どもも今御説明いただいたように知

らない部分がかなりあって、そういった点で、

どういう活動が日常的に行われているのかとい

うことも広く周知していくといいますか、そう

いうことも非常に大事だというふうに思ってい

るところですので、その辺のところの配慮とい

いますか、そういうものもぜひ強めていただき

たいというふうに思います。

それから、安全で安心なまちづくりの件

で、39ページですけれども、アドバイザー派遣

事業が実施されておりますけど、どういう人材

をどういう規模でといいますか、人数も含め

て、派遣した活動なのかというところをちょっ

と。

これは２つのＮＰＯ法○日高生活・文化課長

人にお願いいたしまして、１つはハートムさ

ん、それから防犯設備士協会とございまして、

２つの団体で全体54回、県内各地でアドバイ



- 19 -

ザー派遣を行っております。具体的に、例えば

小学校とか幼稚園、保育園みたいなところで、

防犯訓練を例えば先生方を集めて、子供も含め

てやるんですけれども、そういう中で、実際に

最初から防犯体制をどうするかとか、あるいは

賊が入ってきたらどうするかとか、そういった

具体的な話も含めながらやっておりまして、そ

ういう中で実践訓練をしながら覚えていってい

ただくといいましょうか、そういうことを中心

にやっておりまして、大体学校単位であります

ので、１つの園とか子供の数によりますけれど

も、そういう数でございまして、詳細に何人が

参加したというのはちょっとわかりません。

じゃこういった活動も主体的な○前屋敷委員

ＮＰＯに委託事業として進めているということ

ですね。それとあと、消費生活センターの件

で41ページですね。ここで、消費者啓発講座の

開催であるとか行われています。それで、消費

生活啓発員が設置されておりまして、都城、延

岡に各２名ずつということですが、宮崎のセン

ターへの具体的な配置というのはないんです

か。

都城、延岡は非常勤職○日高生活・文化課長

員でございまして、本センターのほうは職員が

啓発係として担当しておりまして、実際やって

おります。

43ページのくらしを守るウォッ○前屋敷委員

チャー設置ということですが、ウォッチャーの

配置で80名配置して活動が行われていますけ

ど、この80名の選定といいますか、直接当たら

れた方々の状況。

これは基本的に公募に○日高生活・文化課長

なっております。

公募で、経費だとか費用だとか○前屋敷委員

いうのは、どういうふうな支払いになるんです

か。

年間１人当たり１○日高生活・文化課長

万2,000円の謝金という形でお願いしておりま

す。あと、年２回、県庁のほうで研修会をやっ

ておりますので、これについては旅費を負担さ

せていただいております。

これは公募して、どのくらいが○前屋敷委員

応募されて80名を設定されたのですか。

なかなか80名埋まるの○日高生活・文化課長

が厳しいところがございまして、場合によって

は、関係団体等にお願いするというのもござい

ます。80名を超えて抽選で選んだとか、そこま

ではちょっといっておりません。

それともう一つ、指定管理者制○前屋敷委員

度導入の芸術劇場の件ですけれども、今いろい

ろ御説明もありましたが、決算額で見ると、昨

年度と比較すると、7,900万、約１億円少なく

なっているんですが、実質この分が指定管理者

制度を導入したことによる県としてのメリット

といいますか、そういうふうに評価していいわ

けですか。

ちょっと難しいんで○道久文化・文教企画監

すけれども、実を申しますと、指定管理者の指

定前は、ちょっと書きとめていただきたいんで

すが、17年度は管理運営委託として４億5,600万

円お願いしています。これが18年度になります

と、３億5,600万円ほどになります。３億5,700

万弱になります。これでいきますと、大体9,930

万程度の減になります。ただ、これはちょっと

からくりがございまして、からくりではないん

ですが、４億5,600万円というのは、一般県費と

いわゆる使用料で４億5,600万だったわけです

ね。これが大体5,800万ぐらいあるんです。18年

度になりますと、使用料は芸術劇場が収入しま

す。ですから、実質的には、その5,800万云々を
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考えますと、 指定管理に伴う減収は4,400万円※

強となります。それが軽減されたというふうに

お考えいただいて結構だと思います。

それで、指定管理者として職員○前屋敷委員

の皆さん方が働いておられるわけですが、昨

年、17年度、18年度の職員の数で見ると、変化

はありませんか。

人件費につきまして○道久文化・文教企画監

は、17年度までは、あそこは館長さんを除きま

して、県の職員と嘱託とかそういう職員なんで

すけれども、県派遣の職員は16名おったんです

が、これを13名、３名減らしました。ただし、

それだと大変ですので、嘱託・臨時職員は１名

ふやしております。人的にはそういうところで

ございます。

報告書の42ページ、最近の消費者○新見委員

をだまそうという手口もますます複雑化・巧妙

化していまして、相談を受ける相談員の方々も

大変だと思うんですが、この相談員はどういっ

た方々がなられて、日常的にいろんな相談に対

応する能力の向上、これはどんなふうに取り組

まれているのか。

現在11名、ここにあり○日高生活・文化課長

ますとおり、相談員の方がいらっしゃいます。

このうち、いわゆる国の資格を持っていらっ

しゃる方が７名いらっしゃいまして、国民生活

センターの資格と経済産業省が認定している資

格がございます。で、７人の方が持っていらっ

しゃいまして、どっちかを兼ねて持っていらっ

しゃる方もいらっしゃいますけれども、11名の

うち７名はいらっしゃいます。先ほど、新見委

員おっしゃいましたように、多岐に渡るいろん

な問題がたくさん出てきておりますので、いろ

んな講習会等をやっておるんですけれども、毎

月１回、弁護士のほうとも定期的に勉強会をさ

せていただいているといった状況もございま

す。特に、これから多重債務の問題も県のほう

で協議会を立ち上げまして、これについても対

応をやっていかなくちゃならないという問題も

ございますので、かなり相談員についてはいろ

いろ仕事が厳しくなるのかなという認識はして

おります。

それと、43ページの施策の評価の○新見委員

ところに、事業者への立入調査、指導を行った

というふうに載っておりますが、これはどう

いった権限に基づいてできるのか。43ページの

施策の評価のところの②です。「事業者への立

入調査や指導を行い」と。

これは、例えば家庭用○日高生活・文化課長

品の品質表示の問題とかあるいは不当景品、い

わゆる景品表示法の不当表示じゃないかとか、

そういったことで必要があれば立入調査とかや

らせていただき、情報提供があったりいたしま

すので、そういうことで調査に行ったりしてお

ります。

そういったことを是正させる権限○新見委員

が付与されているんですか。

そういう権限がございま○日高生活・文化課

す。条例でございます。

先ほど課長もおっしゃいましたけ○新見委員

ど、この啓発講座等、こういった講座とかセミ

ナーに参加される方は、意識が高い方が多いと

思うんですね。これに行かない人たちへの啓発

が本当に大事になってくると思うんですが、41

ページの消費者啓発推進事業の中で、例えば啓

発誌の発行、年２回、６万2,600部、市町村を通

じて配布しているということなんですが、県内

の世帯も45万世帯ぐらいありますし、この世帯

に対しての配布までするとしたら少ないんじゃ

※22ページに訂正発言あり
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ないかと思います。もっといろんな啓発のため

の手法を考えていただいて、本当に一人でも多

くの県民がこういった消費者トラブルに巻き込

まれないように、しっかり考えていっていただ

ければというふうに思います。

先ほどは高齢者等の対○日高生活・文化課長

策もお話しいたしましたけれども、最近では教

育委員会との連携といいましょうか、特に消費

の問題、要するに消費者金融ですね。こういっ

た観点もございますので、金銭教育が非常に大

事であるという観点から、教育委員会と連携を

とりまして、いわゆる校長会等に出かけていき

まして、そういう学校現場における消費者教育

といいましょうか、それも徹底していって、要

するに若いうちからきちんとやっていこうとい

うのを今中心にやろうとしております。以上で

ございます。

36ページ、ボランティア関係、Ｎ○緒嶋委員

ＰＯ、これはボランティア団体数等が数値目標

で掲げられておるんですけれども、この県内で

私は地域差があるんじゃないかと、ボランティ

アが都市部に集中して、中山間地と言われるよ

うな過疎地に少ないとか、そのあたりの実態は

どうですか。

ボランティア団体は、○日高生活・文化課長

これは各市町村社協のほうに登録されている話

なんですけれども、実際ボランティア自体が、

例えば田舎におきましては、もともと地縁団体

といいましょうか、その地域が一つのボラン

ティアみたいな組織がありますので、わざわざ

組織化するとかいうのは余り、逆に言えば少な

いのかなということがございます。それで、ボ

ランティア団体よりもＮＰＯ法人の数を見てい

ただきたいんですが、今213になっております

が、大体宮崎と都城、延岡、これで全体の３分

の２を占めるような状況にございまして、あと

の３分の１でほかの市町村が占めるというよう

なことでございますので、ＮＰＯ法人の認証数

からいきますと、緒嶋委員おっしゃったような

傾向にあるかと思います。

人口も少ないところがＮＰＯ法人○緒嶋委員

が少ないのは当たり前かもしれんけど、ある程

度ＮＰＯ法人的なものがないと、ボランティア

が、今、言われた中山間地のそういう何か奉仕

団体みたいなものは、ボランティア団体に入っ

ていないということですか。

これは社協に対する登○日高生活・文化課長

録になっておりますので、そういうところは

一々登録しなくても、みずからいろいろ掃除と

かやっていらっしゃるとかいうのがありますの

で、一概にこの数がすべて網羅しているとは

ちょっと言いにくいのかということでございま

す。

そういう意味のボランティアとい○緒嶋委員

う認識というか、その考え方自体とはマッチし

ない面が、本当はボランティア的なことをやっ

ているけどマッチしない面があるということで

すね。今後とも、ＮＰＯ法人の、やはりこれは

継続的にやるためには、私はボランティアとい

うのはなかなか浮き沈みがあると思うんですよ

ね。そのリーダーシップによって変わってくる

と、ボランティアは。でありますので、ＮＰＯ

法人的なものがふえてこないと、本当のこうい

う施策が順調に進んでおるということには、Ａ

にはならんのじゃないかという気がするんです

よね。

御指摘のとおりだと思○日高生活・文化課長

います。それで、どうしてもさっき言いました

ように都市部に集中しておりますので、私ども

が考えておりますのは、県内全域にＮＰＯ法人
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がいろいろ核となるところがたくさん広がって

いくといいましょうか、そういうのがどうして

も必要かなと思っておりまして、ＮＰＯ法人も

有力なところだけが頑張っていて、というのも

少しまずいのかなと思っております。県内各地

でそういうのが芽生えるというか、それが望ま

しい姿じゃないかと思っております。以上で

す。

それと、交通安全対策の推進です○緒嶋委員

けれども、これは施策の推進状況はおおむね順

調と言われておるんですけれども、18年度宮崎

県は、交通事故発生は全国でワースト５ぐらい

に入っておったんじゃないか、伸び率は、そう

いうことを考えた場合、施策の推進がおおむね

順調とかいうような評価が出るのかどうかとい

う気がするけど、このあたり順調という意味は

どういう意味ですか。

施策の順調というの○湯地交通安全対策監

は、確かに死者は96名ということで、18名、前

年に比べてふえました。しかし、交通事故の総

量を抑制するという目的が現実はありまして、

交通事故の発生件数、負傷者数ともに減少傾向

に18年から移ったという現状があります。それ

をとらえて本年もその減少傾向は継続している

と、そういう実態をとらえて、まず一つは良好

と。ただ、高齢者の事故実態が全体的に出てい

るんですが、これも高齢者の死者が近年、半数

及び半数以上を占めるという結果が出ています

けれども、この社会的な実態も、高齢者の免許

人口、高齢者の人口もともにふえております

し、県の車を使わなくちゃいけないという実態

もありますので、その辺から加味しますと、お

おむね順調な流れで施策面ではきているという

とらえ方をしております。

この死者数は、これは24時間の死○緒嶋委員

者だと思うんですよね。実際は、これは本当に

交通事故が起因して亡くなられた方というの

は、まだこれよりも相当多いんじゃないかと思

うんですよね。最終的には、負傷者の減少も当

然ですけど、やはり命がなくなるということ

は、最大のこれは交通事故としては悲しいこと

ですよね。そういうことを考えると、現実は死

者数は相当ふえておるんじゃないんですか。実

態はどうですか。

死者の増加の状況でご○湯地交通安全対策監

ざいますが、大体警察統計は24時間、対策をす

ぐとらなくちゃいけないということがありまし

て、24時間死者でとらえているんですけれど

も、これには30日以内死者とか、それから厚生

統計では１年以内で交通事故の絡みでというの

もとっております。ただ、30日以内となると、

ちょっと対策面もおくれてしまいまして、30日

以内を出せば３カ月ぐらいおくれた対策をとる

ことになりますので、24時間死者ということで

とらえていると。現実には、昨日現在で確認し

ますと、24時間死者は73人ですけど、30日以内

死者を入れますと11人ふえることになります。

ただし、昨年は17人同時期でふえていましたの

で、これも減少傾向の推移があるという実態と

見ております。ちなみに、昨年の死者は85名で

した。本年は73名で、昨日現在、マイナス12人

と。これに重傷者等も入れますと相当減少傾向

にありますが、先ほど緒嶋委員が言われたとお

り、死者をなくすというのが最終目的でござい

ますので、まだまだ達成はしていない。ただ、

県民が参加していくという実態が非常に出てき

ておりますので、これをおおむね順調に動いて

いると、県民総ぐるみの活動にはなってきてい

るというとらえ方をしております。以上でござ

います。
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それと、交差点等で、今、歩行者○緒嶋委員

のマナーが私は大変悪いと思うんですよね。そ

ういう意味では、若者交通安全教育というのは

いいんですけれども、実態は、学校なんかで自

転車通学の人たちなんかは、赤になる直前の

ポッカポッカのときもどんどん通るわけですよ

ね、見ておると、私もいつも歩いてこちらに来

るんですが。そういうことを言うと、若者交通

安全教育のあり方というのも内容を考えないか

んのじゃないかなと。実際どういう交通安全教

育をされているのか、内容をちょっと教えてく

ださい。

宮崎県交通安全対策推○湯地交通安全対策監

進本部というのを県は設けておりまして、それ

に98の団体が入っておるわけですが、教育委員

会も入っておりまして、地域のいろんな団体・

機関が入っておるわけです。これで総合的に高

齢者の交通事故防止を初めとした重点として、

子供の交通事故防止、自転車、それから交差点

の交通事故防止とか、８項目を設けまして、毎

年総会でそれぞれの機関・団体あるいはそれぞ

れの機関・団体が連携して取り組むという形

で、具体的な推進項目も示して、それぞれ理解

してもらっております。それで、もちろん警察

署、交通安全関係の団体・機関等がタイアップ

して、いろんな立場で歩行者、自転車の指導も

実際行っているところであります。なかなか目

に見える部分で、自転車のマナーとか信号無視

をする歩行者とか、そういうものありますけれ

ども、基本は車に、車は免許を持っております

ので、その辺を守らせるということで、全体

的、総合的に対策をとっているという実態でご

ざいます。

やはり私は教育委員会、特にそう○緒嶋委員

いう団体の幹部の方だけが集まって教育されて

も、浸透というか、そういう組織全体の中で一

人一人の県民に浸透しなきゃ、本当の教育とは

言えんと思うんですよね。そういう意味では、

連携しながら一人一人の県民が自覚するという

か、そういう形に持っていくように、これは学

校、教育委員会との絡みもあるし、ほかのいろ

いろな団体との絡みの中で、その点に十分留意

した今後の進め方というのを十分考えていただ

きたいということで要望しておきます。

先ほどの前屋敷委員○道久文化・文教企画監

の御質問のときに、私、4,400万ほどの管理委託

に伴う減があったというふうに申し上げました

けれども、数字としては、いわゆる音楽祭、こ

ちらのほうも指定管理業務として委託しており

ますので、そちらの方と合わせてトータル

で4,400万円の減額となったということでござい

ますので、訂正させていただきたいと思いま

す。申しわけございません。

生活・文化課を終了いたしたいと○十屋主査

思います。

次に、青少年男女参画課の説明をお願いいた

します。

青少年男女参画課○井上青少年男女参画課長

の決算につきまして御説明申し上げます。

お手元の平成18年度決算特別委員会資料の５

ページをお開きください。

青少年男女参画課の決算の状況につきまして

は、予算額は４億7,337万7,000円、支出済額は

４億7,241万9,230円、不用額は95万7,770円、執

行率は99.8％でございます。なお、翌年度への

繰り越しはございません。

次に、事項別の執行状況につきましては、青

少年男女参画課は15ページから16ページでござ

いますけれども、目の執行残が100万円以上のも

の、執行率が90％未満のものはありませんの
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で、説明を省略させていただきます。

続きまして、主要施策の成果について御説明

いたします。

お手元の平成18年度の主要施策の成果に関す

る報告書の青少年男女参画課のインデックスの

部分、48ページをお開きください。

まず、（１）青少年の健全な育成のための家

庭の教育力の向上につきましては、平成18年度

新規事業でございます「家庭の日」強化連携事

業によりまして、啓発チラシやのぼりの作成、

配布等を行い、家庭の果たす役割について考え

る機運の醸成に努めたところでございます。

次に、49ページをごらんください。

（２）青少年の健全な育成のための地域の教

育力の向上についてでございます。

青少年施策連携強化事業によりまして、幅広

いジャンルや機関にまたがる青少年問題につき

まして、地区青少年問題協議会が県北、県央、

県南で開催する青少年問題セミナーへの補助を

行いまして、関係機関の連携強化を図ったとこ

ろでございます。

次の青少年地域人材育成事業によりまして、

青少年の健全育成のための事業を実施する団体

に対する補助を行いますとともに、指導者養成

講座等を実施しまして、青少年の社会参加の促

進に努めました。

次に、50ページをお開きください。

「わくわく少年の旅21」派遣事業では、小中

高生等175人が県内各地を回りながら、地域の特

性を生かした体験活動や、異年齢間、異なる年

齢間の交流活動、相互学習を通しまして、郷土

愛をはぐくむとともに、自主性や協調性を培っ

たところでございます。

次の宮崎・韓国青少年国際交流事業では、本

県の中学生23人を５泊６日の日程で、小学生70

人を２泊３日の日程で韓国に派遣するととも

に、韓国の中学生25人を５泊６日の日程で本県

に受け入れ、韓国との交流事業を展開すること

によりまして、本県の小学生が広い視野を持っ

た国際人として成長するよう努めたところでご

ざいます。

次の青少年自然の家管理運営委託事業では、

平成18年度から指定管理制度を導入いたしまし

て、青島、むかばき、御池の３つの青少年自然

の家の管理運営を民間に委託しまして、心豊か

で社会性に富んだ青少年の健全育成を図ったと

ころでございます。

次に、51ページをごらんください。

（３）社会環境の改善と少年の非行防止及び

保護活動の推進につきましては、青少年健全育

成条例運営推進事業によりまして、青少年の健

全育成に貢献した個人や団体を表彰するととも

に、書店やコンビニ等へ立入調査を実施し、業

者に対し条例の趣旨の理解と遵守について指導

するなど、青少年に有害な環境の浄化に努めた

ところでございます。

続きまして、52ページをお開きください。

（１）男女平等意識の確立につきましては、

男女共同参画センター管理運営委託事業により

まして、本県の男女共同参画の推進拠点でござ

います宮崎県男女共同参画センターにおいて、

県民への情報提供、啓発・相談事業等を行いま

して、男女平等意識の確立と固定的性別役割分

担意識の解消に努めたところでございます。

次に、54ページをお開きください。

（２）政策・方針決定過程への男女共同参画

の促進につきましては、女性による元気な宮崎

づくり事業によりまして、元気な宮崎づくり100

人委員会の実施や男女共同参画地域リーダーの

養成配置を行い、人材の養成、発掘に努めたと
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ころでございます。

また、女性のチャレンジ支援事業では、女性

の再就職や起業、地域活動への参加などの新た

なチャレンジに関する情報の提供や講座、企業

セミナーの開催、相談事業などによりまして、

女性の新たなチャレンジへの支援を行ったとこ

ろでございます。

次に、56ページをお開きください。

（３）男女共同参画推進体制の充実につきま

しては、みやざき男女共同参画プラン改定・推

進事業及び男女共同参画審議会等運営事業にお

きまして、平成14年３月に策定いたしました

「みやざき男女共同参画プラン」の改定を行い

まして、今後５年間の本県の男女共同参画社会

づくりの基本的方向と具体的施策を示したとこ

ろでございます。

なお、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はございません。

青少年男女参画課の説明は以上でございま

す。よろしくお願いいたします。

ありがとうございました。○十屋主査

青少年男女参画課の説明が終了いたしまし

た。質疑はございませんか。

主要施策の48ページの「家庭の○髙橋委員

日」ですね。この施策の成果指標・数値目標等

で、「家庭の日」の取り組み実施率100、これは

市町村、この目標値を決めていらっしゃるんで

すよ。「家庭の日」の実施率、これは意味があ

るのかなと、ちょっと失礼な言い方しますけ

ど。

市町村のほうで○井上青少年男女参画課長

やっているのを見ますと、今までやっていない

ところも実は平成16年度ございますし、市町村

の意欲を高めるためにもということで、実は毎

年、私どものほうも市町村のほうにお願いしま

して、「家庭の日」の啓発等をお願いしている

んですが、よく出るんですが、なかなか「家庭

の日」の啓発に対する市町村の意欲というのが

どんどん落ちているというのもございますの

で、市町村にお願いしまして、実際市町村のほ

うでやっていただいているのが、広報誌の「家

庭の日」の掲載とか、18年度からお願いしてい

ます先ほど説明しました宮崎との連携のＰＲ、

それとか、例えば市町村に行きますと、例えば

南郷町では「家庭の日」のポスターコンクール

をやっておりますし、それから高千穂町では教

育委員会のホームページにも載せていただく、

市町村によって実は温度差がございます。現

在、温度差はございますけれども、いろんなも

のを通じて、メディアを通じて、「家庭の日」

の普及に市町村のほうも協力していただいてい

るということでございます。

一度私も言ったことがあると思う○髙橋委員

んですが、「家庭の日」は古いんですよね。い

ろいろライフスタイルが多様化したものですか

ら、この日というふうに断定はなかなか、しな

いほうがいいんじゃなくて、してもいいんです

けれども、今、幅広い多様性、ライフスタイル

ですから、いろいろやりにくいところもあるん

でしょうけれども、いろいろ工夫していただき

ながら、それこそ家庭の団らんが今欠けている

時代ですので、そこはいいですよ、時間が余り

ありませんから、次に行きます。

50ページ、「わくわく少年の旅21」、いかに

も行きたいような名前で大変いいと思うんです

が、それぞれ175人、これは応募はどのくらい

あったか数字はわかりますか。小学生を119人行

かせていますけど、何人応募があって多分抽選

でこんなになったと思うんですけど。

数はちょっと後か○井上青少年男女参画課長
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ら申し上げますけど、倍率でいきますと、大体

平均しますと6.4倍、男子が5.9倍、女子が6.9

倍、平均しますと大体6.4倍という数字でござい

ます。

ちなみに、下のほうの韓国への派○髙橋委員

遣、ここもちょっと教えてください。

韓国は23名派遣し○井上青少年男女参画課長

ておりますが、大体この人数です。応募数が23

人と。それから、下のほうの小学生ですが、119

名応募がありまして、そのうちの70名でござい

ます。

それぞれ参加費を教えていただけ○髙橋委員

ませんか。

中学生が４万5,000○井上青少年男女参画課長

円、それから小学生が４万1,000円でございま

す。

これは自己負担ですか。○髙橋委員

そうでございま○井上青少年男女参画課長

す。

私、家庭教育がおろそかなもので○髙橋委員

すから、こういう派遣事業に行け行けというふ

うに言っている口なんですよ。ところが、韓国

への派遣は知らなかったです。申しわけないけ

ど。そして、中学生レベルになりますと、部活

動をしますよね。だから、参加者に、どうして

も部活動をしている子たちは敬遠しているとい

う嫌いがあるんじゃないかなと思うんですよ

ね。だから、中学生の23人というのは、こうい

う実態が出ているんじゃないかなと思うんです

が、その辺の見解はどうですか。

うちのほうも、な○井上青少年男女参画課長

ぜ少ないのかということを調べて学校のほうに

聞いたんですね。そうしますと、実はネック

が、５泊６日で行くんですが、そのうちの２泊

３日、こちらのほうから行くのはいいんです

が、受けるほう、来たほう、実は韓国青年との

相互交流でございまして、２泊３日、韓国の子

供さんを受けなければならないというのが、そ

こが非常にネックになっているというふうに聞

いております。相互交流でございまして、受け

入れた者をまた５泊６日で、こちらでも受け入

れます、向こうのほうにも２泊３日で御家庭で

受け入れていただくということでございます。

わかりました。なかなかその運営○髙橋委員

上の何か困難さがわかりました。だから23人と

いうことなんですよね。

暫時休憩いたします。○十屋主査

午前11時53分休憩

午前11時54分再開

それでは、再開いたします。○十屋主査

これで一応暫時休憩いたしたいと思います。

午後１時から引き続き質疑を行いたいと思い

ます。よろしくお願いいたします。

午前11時54分休憩

午後１時１分再開

それでは、休憩前に引き続きまし○十屋主査

て、青少年男女参画課の質疑を行いたいと思い

ます。質疑をお願いいたします。

報告書の54ページからお願いし○前屋敷委員

たいんですけど、県の審議会等における女性の

比率ということで、きのう本会議の総括質疑の

中での御説明もいろいろあったところではある

んですけれども、県における審議会の登用は、

拡大は進んでいるというふうに思います。その

拡大に向けた取り組みというのは、具体的にど

ういう取り組みをなされてきたのかをお尋ねし

たいと思います。

審議会の女性登用につ○舟田男女共同参画監
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きましては、県庁、全庁を挙げた取り組みとい

たしまして、副知事をトップに男女共同参画推

進会議という組織を持っております。これは全

部局挙げて取り組むということで、平成21年度

末までに50％という審議会の登用目標値を定め

まして、毎年度２回その実績と目標値を各課か

ら出していただきまして、常に進行管理を図り

ながら、登用目標値の達成に向けての取り組み

を進めているところでございます。

県では一定の目標を持って成果○前屋敷委員

も上がってきているんですけど、あと、地方自

治体の市町村のところがなかなか難航している

という状況があって、女性みずからの意識の変

革も大切ですけど、男女ともに意識の変革と、

あと自治体、行政側の意識の変革をどう強めて

いくかということが今後の課題かなというふう

に思っているところであります。女性のチャレ

ンジ支援事業というのを行っておりますが、こ

の成果としてはどういうものが上げられます

か。

54ページの主要施策の○舟田男女共同参画監

成果の主な実績のところの女性のチャレンジ支

援、右側のほうに主な実績を上げております

が、相談事業等を行いながら、チャレンジした

い方への情報提供をやりながら就職等に結びつ

けていくとかキャリアアップに結びつけてい

く。それから、チャレンジ講座につきまして

も、働くためのいろんな情報を提供いたしまし

て、女性の参画につなげていっているというよ

うなことがございます。また、企業側は、女性

をどちらかといえば採用するという立場でござ

いますが、そういった企業側の理解が必要であ

るということで、企業セミナーを年間３回ほど

実施いたしまして、意識啓発等に努めたところ

でございます。その結果、女性の参画が少しず

つではありますけれども、進んでいっているの

かなというふうには思っております。

具体的に再就職への道が開かれ○前屋敷委員

たという事例がありますか。なかなか一度やめ

ると、今、女性は再就職が難しい状況で、たし

かに必要な活動だというふうに思いますけど。

これは18年度後半の10○舟田男女共同参画監

月から始めた事業でございますが、前屋敷委員

がおっしゃいますとおり、なかなか経済状況が

厳しい中で、女性につきましても、すぐ就職に

結びつくというケースは多くございません。186

件の相談の中で、実際把握できるケースと把握

できないケースがございますので、御報告をい

ただいたケースは２名の方が再就職したと。た

だ、それ以外の方につきましても、今後、再就

職に向けての活動をしたり、それからＮＰＯを

立ち上げようかとか、いろんな意味での地域活

動に参加しようかといったような意欲が出てき

ているという報告は受けております。

審議委員とは別に、県職員の女○前屋敷委員

性の管理職の登用で、これもきのう本会議で出

たところではありますけれども、担当として

は、県の職員のことですので人事課あたりにな

ろうかと思いますけど、男女共同参画課からの

提言も非常に重要だというふうに思っているん

ですが、きのう数値も示されたんですけど、改

めてもう一度御報告をいただけると。こちらで

わかりますかね。

県職員の管理職、課長○舟田男女共同参画監

級以上の職員でございますが、人事課のほうで

報告がありましたのは、平成18年４月１日現在

で、課長級以上の職員のうち女性職員の割合と

いうのが2.5％ということでございます。平成19

年４月１日につきましては1.8％ということで、

まだまだ課長級以上の女性職員の登用は進んで
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いないといった状況にございます。

次に、56ページから57ページに○前屋敷委員

かけての参画プランの問題で、５年ごとの見直

しが行われるということで、見直しを行ったと

いうことなんですけれども、どういう点を見直

して新たな方向と具体化を進めるということに

なっているのか、ちょっと中身を若干教えてく

ださい。

男女共同参画プランに○舟田男女共同参画監

つきましては、男女共同参画社会基本法に基づ

く法定計画でございまして、国の計画を勘案し

て、地域の実情を踏まえたものにしていくと

いった内容となっております。そういったこと

から、今年度の新たに追加しました内容といた

しましては、防災等における女性の参画の拡大

であるとか、今ワークライフバランスといった

ことが盛んに言われておりますけれども、仕事

と家庭の両立、そういったことに向けての施

策、先ほど御質問にお答えしましたチャレンジ

支援等も、今回のプランの一つの重点的項目と

いったことになろうかと思います。

それで、まだ市町村では十分に○前屋敷委員

この計画も進んでいない状況が見られておりま

すけれども、57ページの③に記載してあります

が、７市１町で条例が制定されて、８市５町で

参画計画が策定ということですが、この８市５

町の中に条例を策定した７市１町も含まれてい

るんですか。

条例制定している市町○舟田男女共同参画監

村と計画策定している市町村は必ずしも同じで

はございませんが、ほぼ大半は同じでございま

す。細かく申しますと、条例制定しております

市町村は、日向市とえびの市を除く７市と清武

町の８カ所でございます。計画策定している市

町村につきましては、都城市を除く８市と、そ

れから清武町、三股町、国富町、高鍋町、日之

影町が策定しているところでございます。

じゃ計画としては、市の中では○前屋敷委員

都城だけですね、策定されていないというの

は。

実は都城市は、以前、○舟田男女共同参画監

条例は策定しておりましたけれども、市町村合

併に伴いまして新たに策定したということで、

現在は都城市は、また新たな市町村合併の枠組

みの中ではつくってはおります。

一定のこういう指針がないとな○前屋敷委員

かなか進みませんので、そういった自治体に向

けての県からの積極的な支援というのは必要か

なというふうに思っているところですので、お

願いしたいと思います。以上です。

今、前屋敷委員が言わ○舟田男女共同参画監

れた都城市につきましては、計画を今年度つ

くっておりまして、これも新しい市町村の枠組

みの中で再度つくり直すと、条例をつくり直し

た関係で計画もつくり直すといったことで進め

ております。市町村に対しましても、県からも

計画の策定等につきまして働きかけを強く今後

ともしてまいりたいと思います。

１点だけ、社会環境の改善と少年○図師委員

の非行防止及び保護活動の推進、51ページか

ら52ページにかけてなんですが、施策の評価の

内容を読んでも、また立入調査の実施状況を見

ても、前年度からも回数はふえておりますし、

実績は着実に積まれておるんだろうと思うんで

すが、推進状況の評価は一部に努力を要する

と、そういう評価に至った理由の御説明をお願

いしたいと思います。

これにつきまして○井上青少年男女参画課長

は、評価の中でちょっと警察関係の指標が入っ

ておりまして、刑法犯少年の実は1,000人当たり
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の目標値がいわゆる高くなったといいますか、

要するに 悪くなったということと、非行防止の※

実施回数が少なくなったという観点から、ここ

にありますとおり、一部に努力を要するという

ふうな評価にしております。

ということは、少年犯罪の件数が○図師委員

ふえてしまっている、もしくは非行防止として

の成果が思ったとおり上がっていなかったとい

う理解でよろしいんですか。

そういうことでご○井上青少年男女参画課長

ざいます。

「家庭の日」ですが、これは市町○緒嶋委員

村における「家庭の日」の取り組み実施率100

％、これはさっき出たんですけれども、目標

値、実績値、100％ということでありますが、本

当の実態として、取り組んではおるけど、内容

的におおむね順調という推進状況の評価であり

ますが、これについては100％という意味がよう

わからんとですけど、内容的に私は「家庭の

日」を今どれだけ皆さんが理解して推進してお

るかなということは疑問に思うんですけれど

も、担当課としては、そのあたりはどういうふ

うに理解されているのか、もうちょっと詳しく

説明してください。

委員御指摘のとお○井上青少年男女参画課長

り、毎年毎年この委員会でも家庭力の低下とそ

れから地域教育力の低下というのが必ず言われ

ておりまして、その中で言われるのは、やっぱ

り状況が変わってきたと。昔から、いわゆる三

世代家族から核家族になったりとか、それか

ら、地域のほうもどんどん田舎社会といいます

か、農村型から都市型に変わってきたと、それ

とか、住民の要するに価値観が変わってきたと

いうのがございます。確かにそういう状況にあ

りますけれども、私どものほうとしましては、

実は今までは、県のほうもよく言われるんです

が、昔はよくやったよねということで、確かに

昔は皆さんがほとんど「家庭の日」を知ってい

らっしゃったということで、実は一番直近で県

のほうが調べた「家庭の日」の周知度は、18年

度に県のほうが知っているかどうか調べました

ら、43％の方は知っていらっしゃるということ

でした。それで、その周知度も20歳以上の方に

聞いたんですが、やっぱり若い人ほど周知度が

低くて、一番高いのが男女とも60から69歳の年

代が一番高くて、それが６割ぐらい。それか

ら、その下にいきまして、50から59ぐらいが周

知度が高いんですね。そういう意味では、私ど

ものほうが「家庭の日」を始めたのが、年度で

いきますと41年度、年でいきますと42年の初め

からやっております。ある意味では、40年間、

実は周知を図っているんですが、先ほど言いま

したように、やり方もそうでしょうけれども、

周り環境も含めて変わってきたということで、

なかなか対応がわからないというのもございま

す。ただ、以前は私どものほうは、今、私ども

は行政でやりますけれども、これは県民運動と

して育成会議でやった経緯があります。そうい

う面のところが今ちょっと弱いのかなという気

がします。地域の要するに教育力と言いますけ

れども、教育委員会もやっていただいています

けれども、私どものほうは育成会議を持ってい

るものですから、そこら辺のほうを、実はこの

育成会議というのはどの市町村にもあるわけで

すね。各学校に必ずあるわけです。ただ、今

ちょっと高齢化しているというのはございます

けれども、もう一回私どもの県民会議を活用し

ながら、家庭の教育力なり地域の教育力なり検

討していくべきかなと、そういうふうに思って

※36ページに訂正発言あり
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おります。

松形知事時代は、ひむか運動とか○緒嶋委員

何でもみんな参加してなんていう、そういうこ

とであったんですが、今は総力戦と言われるけ

ど、私もよう総力戦という意味がわからんとで

すけど、これは総力戦でやらないかんのじゃな

いですか。

それから、宮崎・韓国青少年国際交流、これ

は韓国に限定したのは何か理由があったんです

か。

もともと私どもの○井上青少年男女参画課長

宮崎・韓国青少年の交流事業は、さかのぼって

いきますと、昭和61年の宮崎と韓国の植樹の

翼、そこから実は始まってまいります。その間

に、植樹の翼を２年ごとにやりまして、当初は

韓国のほうから青少年を送ってきたという経緯

があります。それがずっと続いているものです

から、韓国のほうが対象になっているというこ

とでございます。

かつて青少年の船だったかな、何○緒嶋委員

か船で中国やらに行くのがあったわな。あれは

青年の船か。ああいうのはなくなって、これに

一本化したということじゃないわけですね。

いえ、それではご○井上青少年男女参画課長

ざいません。 青年の船はまだございます。※

これは国際的な中では大変いい事○緒嶋委員

業だと思うんですよね。我々は海外に行くと批

判されますので、これは重要なことだと思って

います。だから、これは私は韓国だけじゃなく

て、もうちょっと広めて中国とか、できれば台

湾、国際便も将来的には飛ぶということであれ

ば、そういうふうにできるだけ枠を広げて、韓

国とのこれをなくすという意味じゃない、もう

ちょっと広めていく必要があるんじゃないかな

というふうに思いますし、恐らくこれも希望者

が多いんじゃないんですか。どのくらい、これ

はさっき言われたですか。

中学生の場合は、○井上青少年男女参画課長

先ほど言いましたように23名、この応募そのま

ま、小学生では119名でございます。

それからもう一つ、さっき緒嶋委員がおっ

しゃった県の青年の船は終わっておりまして、

国のほうの青年の船はございます。以上でござ

います。

有害図書の関係でちょっとお尋ね○髙橋委員

しますけど、ここに出てきていないんですけ

ど、ビデオ設置がありますよね。余りこれは問

題視されていないのかなと、ちょっと報告がな

いものですから、件数的には知れているのか

な、その辺の実態はつかんでいらっしゃらない

んですか。

ビデオ設置といい○井上青少年男女参画課長

ますと、ビデオレンタル屋でありますよね。

そうじゃなくて、畑とか田んぼに○髙橋委員

ある自動販売機。

自動販売機、対象○井上青少年男女参画課長

になっております。

対象になっているのであれば、そ○髙橋委員

の数が減っているとか、設置に対して撤去命令

が出たとか、そういう成果とかは出ていないん

ですか。

現在、自動販売機○井上青少年男女参画課長

というのが大体 124カ所ございます。私どもの※※

ほうは、すべて一応立入調査を行っておりま

す。その中で有害図書が入っているものについ

ては、改善勧告を出して、一応撤去命令を出し

ます。ただ、対象となりますのが、そこに入っ

て指導します。そのとき、普通は指導すれば撤

※このページ右段に訂正発言あり

※※30ページに訂正発言あり
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去するんですが、ない場合は改善勧告を出しま

す。それで改善勧告を出しまして撤去します

が、新たにまた要するに図書を入れるというこ

とで、実は私ども自動販売機については設置す

るなというこれはございませんので、有害図書

であるかどうか、中に何が入っているかで判断

するわけです。有害と指定しまして、指導して

撤去してまた新たにすれば、イタチごっこみた

いに、私どものほうも、実は県の予算で一応そ

れを購入してから、それが有害図書に該当する

かどうか審議会にかけてやるんです。ですか

ら、そこのところが非常にイタチごっこで、な

かなか難しい問題はございます。一応私どもの

ほうは立入調査はやっております。どこに何が

あるかも把握しております。

もう一度確認、124カ所とおっしゃ○髙橋委員

いましたが、これはすべてが有害図書に該当す

る自動販売機ということですか。県内124カ所。

先ほど124カ所と申○井上青少年男女参画課長

しましたけれども、現在45カ所で、１カ所に何

台もあるものですから、45カ所の136台でござい

ます。申しわけございません。訂正いたしま

す。

立入調査で、すべてに有害図書が○髙橋委員

入っているという確認はされているんですか。

確認して、有害図○井上青少年男女参画課長

書が入っていなければ、ただ、有害図書である

かは、一応購入しまして審議会で判断して、要

するに有害図書に判断基準がございますので、

それでなければ規制しない、撤去しないという

ことになります。

私も買ったことないものですか○髙橋委員

ら、中にも入ったことないから、そしたら出て

いないんですね。行ってみるだけではわからな

いんですね、実際に買ってみないと。

一回私どものほう○井上青少年男女参画課長

で購入してから、一応見て判断しまして、中身

を見なければわかりませんので、出ているのは

表だけですから、中を見て判断して、その基準

よりも要するにわいせつ性とか卑わいだとか、

そういうのを判断して規制するものですから。

健全育成の関係で、今、自動販売○丸山委員

機の問題が出ましたが、やっているかどうかな

んですけれども、今、インターネットの関係で

は、かなりこういった問題も多いという認識を

しているんですが、その辺の、これもなかなか

県レベルということでは難しいのかもしれませ

んけれども、そういった形の規制なりは何か検

討とか、もしくは全国レベルでこういうことを

やろうという話を県からやっていることはない

んでしょうか。

今、いわゆる携帯○井上青少年男女参画課長

電話とかで少女が被害に遭ったりとかいうのが

ありまして、県のほうでもことしの２月に、こ

れは警察本部のほうが事務局になりますが、

「子どもを有害情報から守る連絡協議会」を設

置いたしまして、この中で啓発を図っていこう

とか、いわゆる親御さんとか、それからフィル

タリングソフトを使うとか、そういうことで、

一応そういうふうな対応はしております。この

中には県も入っていますし、さっき言いました

警察本部ですけれども、教育委員会、ＰＴＡ、

それからＮＴＴ、ソフトバンク、ＫＤＤＩ、そ

ういうものに入っていただいて、そういうふう

に啓発を図っております。この前ちょっとテレ

ビで見たんですが、教育委員会の中では、何か

今小学校で携帯電話をこういうふうに使いなさ

いよというような指導をしているような実は学

習がありましたけれども、だから、教育委員会

のほうでもそういうふうに進めていただいてい
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るものと思っております。

今のは携帯電話だったんですが、○丸山委員

インターネットの問題があると思うんですよ

ね。インターネットに関しては何かやってい

らっしゃるんでしょうか。

ちょっとこの場で○井上青少年男女参画課長

わかりかねますので、確認して後からでよろ

しゅうございますか。

確認なんですが、今後、恐らくイ○丸山委員

ンターネットというのは、本当に世界全国でい

ろんな形で検索なりできて、また容易にある程

度のパソコンはお使いになれると、そういった

ことがありますので、それは個人的なことで主

観で特に広がっていって、本当にわっと急に広

がるという形があるものですから、その辺は十

二分に県としても注意していただいて、これは

教育委員会とも連携しながら、そういった表の

書籍だけではなくて、インターネットという本

当に大きな媒体があるという認識ももう少し

持っていただければありがたいと思います。

それと、青少年自然の家と男女共同参画セン

ターが指定管理者になっているんですけれど

も、それに関して、もう少し具体的に効果と

か、そういう説明を若干いただければありがた

いです。

もともと指定管理○井上青少年男女参画課長

者導入の経緯が、行政コストの削減、それと民

間のノウハウを活用したサービスの向上だと思

いますので、そういう面でいきますと、青少年

自然の家につきましては、実は18年から学校法

人の宮崎総合学院に委託しておりますけど、そ

の効果は上がっているのかなと思っておりま

す。中にサービスといいますのは、年中無休化

にしたこと等があります。それから、御池、む

かばきに、それぞれマイクロバス１台を配置し

まして、利用者の利便性を図ったというのがあ

るかと思います。それから、利用料金の支払い

方法の多様化で、従来は退所日の朝に現金で

払っていましたけれども、今度は銀行振り込み

を可能にしたということがございます。それか

ら、この学院さんのほうで大分苦労されまして

といいますか、努力されまして、いろんなカリ

キュラムをいっぱいつくられたというのがある

かと思います。例えば、青島とかでは食育の日

に関するイベントをやっているというのがござ

いますし、むかばきのほうでは、スーパー昆虫

観察とか、それから家族でむかばきを体験して

もらおうということでファミリーインむかばき

をやったりとか、そういうふうにいろいろと努

力されていろんなカリキュラムを組んでいらっ

しゃると、選択の幅がふえたということも利用

客がふえたということにつながっているんじゃ

ないかなと思っております。

男女共同参画センター○舟田男女共同参画監

の指定管理者制度を導入しました結果といたし

まして、開館日の増、それから開館時間を夜間

まで延長したということで、まず県民の方が利

用しやすくなったといったことから、利用者数

も平成17年度と比べまして約1.5倍とふえており

ます。また、当然財政面での効果ということ

で、約1,100万ほどの節約といったようなことも

ございますし、あと事業展開でもいろいろ工夫

していただいておりまして、飛び出せセンター

と銘打って、宮崎市外の方にもできるだけ利用

していただこうということで、高鍋とか県南、

県北、いろんなところに出かけまして、講座を

市町村の方とも連携しながら開催するといった

ようなことで、そういった意味でも、いろいろ

利用しやすいセンターになっているのかなとい

うふうに思っております。
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自然の家のほうでお伺いしたいん○丸山委員

ですが、カリキュラムに関しては、目的をある

程度、一番最初に契約するときに決めますけ

ど、協議していると思うんですが、具体的なカ

リキュラムを決めるときに当たっては、県とは

どういった形で協議され、どのレベルまで必要

があるのか、逆に、大体の指定管理者は余り相

談をせずに、どんどんこういうカリキュラムを

組んでいって実行されているのか、どっちなん

でしょうか。

私どものほうは、○井上青少年男女参画課長

常日ごろから向こうの委託者のほうと連絡を

とっておりまして、例えば私どものほうには、

いわゆる全体を見る、うちの地域政策次長を委

員長に自然の家運営委員会というのを、これも

次長が委員長で、あと学校関係とか利用者関係

も入れていますし、それからあと運営協議会と

いうのを、各利用団体とか、これは各地区でつ

くっていますが、住民から成る利用団体、それ

からもう一つは連絡会議、これは各施設のいわ

ゆる施設の課長関係を集めてうちで協議しま

す。その中で、一応ある程度うちの考えの方針

とか、それとかカリキュラム等も入れます。た

だ、一応うちのほうは社会教育施設の基本理念

は持っていますけれども、あとの運営は任せて

いますから、そこのところを弾力性は持たせる

ようにはしておりますけれども、しかし、ここ

は少なくとも県がつくった社会教育施設ですか

ら、そこは協議しながら、うちの施設の方針、

規律、協同、友愛の方針等の精神に違わないよ

うな教育をするようにとお願いはしています。

それから、この中では、毎年２月末に協定書の

中に事業計画書を出しておりますので、そこの

ところでもチェックしております。

ここは以前は直営でやられていた○丸山委員

と思うんですが、たしか退職、ちょっと記憶違

いだったら申しわけないんですが、退職しなく

ちゃいけなかった職員もいらっしゃったという

ことがあった場合には、その退職された方には

退職金のお払いをするということだったと思う

んですが、退職せざるを得なかった職員がもし

いらっしゃった場合に、その後の就職というの

はどういう形だったのかを、違っていれば申し

わけないんですけれども。

６名ほどいらっ○井上青少年男女参画課長

しゃって、それから４名は今の自然の家のほう

にされて、１人は就職しないというふうに聞か

れて、もう１人は市の協議会か何かに就職され

たというふうに聞いております。

あと、男女共同参画センターのほ○丸山委員

うで、1.5倍にぐらい伸びたというのは、場所的

にも変わられて、利用しやすいという形になっ

たということでよろしいでしょうか。

場所は県庁９号館の１○舟田男女共同参画監

階と３階になりますけれども、変わっておりま

せん。ただ、開館日を１日ふやしましたし、以

前は 土曜日と日曜日を、祝祭日ももちろんそう※

ですけれども、休みにしておりましたが、今は

土曜日も開館しております。それから、開館時

間は９時半から以前が午後６時まででございま

した。それを９時半から夜９時まで、午後９時

までということで延長いたしましたし、相談時

間につきましては、以前は９時半から午後４時

まででした。これも開館時間に合わせまして目

いっぱい対応するといったようなことで、利用

しやすいような時間帯の延長等を図ったといっ

たようなことが一つの大きな要因でございま

す。それと、あとはこちらの市内のセンターの

交流室とか研修室だけの講座の開催ではなく、

※36ページに訂正発言あり
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市町村に出向いてそちらで講座等を開催すると

いったようなこと、そういったことも増加の要

因として考えられると思っております。

時間帯がふえることによって、相○丸山委員

談の内容なんですが、解決が早く大きな事件に

ならずに、どういった相談が、私もちょっと勉

強不足なので、どういった形で、目的が男女共

同のためのだと思うんですが、それで、このセ

ンターがあって最終的にどういう結果が出て成

果があったのか、相談内容も含めてちょっと教

えていただければありがたい。

センターでの相談は、○舟田男女共同参画監

いろんな相談、何でもいいですよといったよう

なことで、どこに相談したらいいかわからない

とか、なかなか敷居が高くて相談できない、そ

ういった方への窓口として設置しているもので

ございまして、例えば心と生き方相談といった

ようなことで、一人でちょっと寂しいとか、ど

ういう生き方をしたらいいかわからない、これ

は具体的な就職とかそういうことだけではな

く、ちょっと抽象的になりますけれども、自分

の存在意義とか、そういったことも含めまして

の本当にある意味漠然とした相談であったり、

相談・話し相手が欲しいために相談してくる、

そういった相談が多いというようなことでござ

います。それから、もちろん離婚とか夫婦関係

とか、そういったものもございます。そういう

意味では、女性の総合相談窓口ということでは

設置しておりますけれども、男性からも相談が

あれば幅広く受けるということで、いろんな方

の悩みの相談の受けとめ場所といいますか、そ

ういった位置づけになっているのではないかと

思っております。

それでは、青少年男女参画課を終○十屋主査

わりたいと思います。

次に、人権同和対策課の説明をお願いいたし

ます。

人権同和対策課の平○酒井人権同和対策課長

成18年度決算の概要について御説明いたしま

す。

お手元の平成18年度決算特別委員会資料の５

ページをお開きください。

人権同和対策課の決算の状況につきまして

は、予算額２億927万円、支出済額２億861

万9,872円、不用額65万128円となりまして、執

行率は99.7％であります。翌年度の繰り越しは

ございません。

次に、事項別の執行状況でございます。

人権同和対策課のインデックスのございま

す17ページをごらんください。

目の執行残が100万以上のもの及び執行率が90

％未満のものはございませんので、説明は省略

させていただきます。

次に、平成18年度の主要施策の成果につい

て、主なものを御説明いたします。

お手元の平成18年度主要施策の成果に関する

報告書、人権同和対策課のインデックスのござ

います58ページをお開きください。

まず、（１）あらゆる場における生涯を通じ

た人権教育・啓発の推進でございます。

施策推進のための主な事業及び実績の欄の新

規事業みんなが集う「思いやり交流プラザ」開

催でございます。

この事業では、多くの県民の方が人権問題に

ついて気軽に参加し共感できるような学習理解

の場を一体的・集中的に提供いたしました。特

に開催地の都城市はもとより、地元で活動され

ているＮＰＯなど、民間団体の方にも企画段階

から参加していただきまして、協働による人権

啓発を行いました。
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開催内容といたしましては、右のほうの主な

実績内容欄にございますように、講演会、映写

会、パネル展示など、37団体による52企画の実

施でございます。

施策の評価欄にもございますけれども、今後

とも、県の関係部局はもとより、国、市町村及

びＮＰＯなど、民間団体等とのネットワークの

構築強化を一層推進し、広角的な人権啓発に取

り組んでまいりたいと考えております。

次に、59ページをごらんください。

（２）同和対策の推進であります。

施策推進のための主な事業及び実績欄の上か

ら２番目、財団法人宮崎県人権啓発協会委託及

び同じく３番目の宮崎県人権啓発推進協議会委

託でございます。

右側の主な実績内容欄にございますように、

人権セミナーの開催や啓発研修への講師派遣、

子供たちを対象とした映画祭や人権作品の募

集、さらには、３行下でございますが、８月の

人権啓発強調月間及び12月の人権週間における

集中啓発など、研修啓発事業を積極的に実施い

たしまして、広く県民の人権意識の高揚と差別

意識の解消に努めたところでございます。

次に、上から４番目のえせ同和行為等対策で

ございます。

これは同和問題に対する誤った意識を植えつ

ける大きな原因となっておりますえせ同和行為

を排除するためのものでございまして、主な実

績内容欄にございますように、アンケート調査

の実施、リーフレットの作成・配布、新聞への

広告掲載などによりまして、県民への広報啓発

を積極的に推進したところでございます。

次の60ページをごらんください。

施策の評価欄の一番下のところに、アンケー

ト調査結果に基づきまして、えせ同和行為によ

り何らかの要求を受けた被害率、それから、そ

れに応じた応諾率の推移を記載しております。

ごらんいただきますように、平成18年における

被害率は過去５年で最も高くなっております

が、応諾率はここ３年間では低い状態で横ばい

ということでございます。今後とも、同和問題

の解決のためにも、えせ同和行為を絶対に許さ

ないということで、県民意識の醸成を図ってま

いりたいと考えております。

最後になりましたけれども、監査委員の決算

審査意見書に関しましては、特に報告すべき事

項はございません。

人権同和対策課の説明は以上でございます。

ありがとうございます。○十屋主査

人権同和対策課の説明が終了いたしました。

質疑をお願いいたします。

１点だけ、同和対策の推進の中の○図師委員

宮崎県人権啓発推進協議会に委託されているん

ですが、８月と12月の集中啓発の事業内容につ

いてもう少し詳しく教えてください。

まず、８月のほうで○酒井人権同和対策課長

ございますけれども、子供さんたちが帰省され

たり、何かと家族の方が集う機会でございます

ので、テレビで人権問題を扱った番組を流しま

して一緒に家族で考えていただいたりとか、あ

るいは新聞広告等を出しましたり、あるいは県

の広報などにもこの期間に載せていただくと

か、そういったような活動をいたしておりま

す。12月でございますけど、来る12月にも同じ

ような行事を予定しておりますけれども、昨年

度は人権週間の一番冒頭のほうに、障がい者団

体関係も啓発期間が一部ダブっているものです

から、一緒にパレードを橘通りで行ったり、あ

るいは街頭で啓発物品であるとかチラシ等を入

れた啓発物を配布したり、それから先ほど申し
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上げましたように、人権問題を扱ったテレビ番

組をこの期間に流したりとか、そういったよう

な活動を行っております。

わかればでいいんですが、テレビ○図師委員

番組とか新聞広告の単価といいますか、大体の

料金というのがわかれば教えてください。

人権啓発強調月間で○酒井人権同和対策課長

すけれども、個別にちょっと数字を今手元に

持っておりませんけれども、人権啓発強調月間

で974万7,000円、それから人権週間集中啓発

で384万5,000円ということで、内容は先ほど言

いましたようなテレビ、ラジオの放映、新聞広

告、ポスター作成などでございます。それか

ら、人権週間集中啓発では、テレビ、ラジオ、

広告、それからワッペンの作成、ジンケン

ジャーによる街頭啓発を行っておりますから、

その謝金等といったものでございます。

えせ同和行為の状況の中で、被害○徳重委員

率がかなり上がってきているんだなと思ってい

ますが、同和団体の組織というのは今幾つある

んですか。

県内で団体の届け出○酒井人権同和対策課長

をされているところが３団体でございます。そ

れ以外には、いわゆるえせ同和行為に終始して

いるような団体もございますが、国のほうが全

国組織を持ちまして、これまで例えば政府がい

ろいろ意見を聞いてきたと、そういう団体の支

部が宮崎県内には３団体ございます。

それは構成員というか、団体の数○徳重委員

というか、そういったものは出ているんです

か。その３つの団体、何人ぐらいの構成員がい

らっしゃるというか、何人ぐらいずつの団体と

いうことになっているんですかね。

それぞれの団体の数○酒井人権同和対策課長

字は後ほど申し上げたいと思いますが、この中

で特に問題なのは、先ほど申し上げました３つ

の団体については、大半が人権問題の解決を目

指してまじめな活動をされていますが、それ以

外に、勝手に人権同和団体の名前をかたって、

人権問題の解決を口実にいろんな物品を購入し

なさいとか、あるいは下請に参入させろとか、

こういったような要求をされる団体及びその行

為が問題になるわけですけど、こちらのほうの

構成人員は、基本的には、残念ながらつかめて

いないという状況でございます。

結局ここに出ている被害を受けら○徳重委員

れた会社とか団体とか、いろんなところがある

と思いますが、それは今構成されている３つの

認められた団体の方は、ほとんどそういう行為

をされていることはないと見ていいんですか。

団体を区分してえせ○酒井人権同和対策課長

同和団体とかいうことにしておりませんで、ど

ういうきちんとした団体であろうと、そこが

行っている行為が不当なことを行っていれば、

それはえせ同和行為と言っておりますけれど

も、私どもが把握している限りでは、先ほど申

し上げました３つの団体以外のところが働きか

けているところが多いという状況でございま

す。ちょっと数字を調べますので、お待ちいた

だいていいでしょうか。

58ページのみんなが集う「思いや○丸山委員

り交流プラザ」のことについてなんですが、792

万2,000円、細かくて大変申しわけないんです

が、当初予算と全く変わらないものですから、

執行残ゼロというのはすばらしいことだなと思

いつつ、どういった経緯で、当初予算から2,000

円までの予算を組まれていて、決算も2,000円ま

でぴしゃっと合うというのは、どういった形で

やられているのかちょっとお伺いしたいんです

が。
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もともとの財源が国○酒井人権同和対策課長

の委託料で行っている部分がございます。それ

に県単部分ということでございますので、国の

ほうに報告するものについては、基本的には当

初計画していたものの中できちんと使おうとい

うことでございますが、それ以外に県単独予算

で行っているものがございまして、例えばでご

ざいますけれども、印刷費が予算が不足すると

いうことであれば、他の印刷製本費の中から何

とか流用してくるとか、そういった形で、国に

報告しないといけないこともあるために、この

数字に合わせつけているというのが実態でござ

います。

あと、財団法人宮崎県人権啓発協○丸山委員

会というのは、以前も聞いているんですが、昭

和57年に設立されて、ちょっと私もイメージ的

に、どういった形の、委託料は人件費が多いの

か、それともこちらの作業、主な事業でやって

いるものが多いのか、割り振り配分というのを

ちょっと教えていただきたいんですが。

人権啓発協会につき○酒井人権同和対策課長

ましては、委託料の合計が9,350万7,000円でご

ざいますけれども、このうちの大きなものを３

つに分けますと、事務局の人件費が4,700万円、

それから事務局運営費、これは家賃とか光熱水

費のことでございますが、これが1,400万円、そ

して啓発事業費が3,000万円と、こういう状況で

ございます。

人権啓発協会は、18年度末をもって解散いた

したということでございます。申しわけござい

ましたでした。

先ほどの数字の件につきまして○十屋主査

は、また後ほど御報告をお願いしたいと思いま

す。

男女共同参画センター○舟田男女共同参画監

の休館日につきまして、１点修正させていただ

きたいと思います。先ほど、17年度は土曜と日

曜日が休みというふうに申し上げましたけれど

も、日曜日と月曜日が休みでございまして、し

たがいまして、18年度以降、月曜日から土曜日

の開館となっております。17年度以前は火曜日

から土曜日までの開館となっておりました。済

みません。修正させていただきたいと思いま

す。

私のほうからも１○井上青少年男女参画課長

点修正させていただきます。先ほど、図師委員

のほうから社会環境の指標のところでお尋ねが

ありまして、成果指標を実は少年人口1,000人当

たりの刑法犯の少年数を参考にしておりますけ

れども、これを平成18年度、目標値を13.74とし

ておりまして、実績値が14.22、実は状況が悪く

なったんじゃなくて、目標値に達成できなかっ

たがために、前年よりは実は刑法犯の少年数は

少なくなっているんですが、目標値を達成でき

なかったためにマイナスになっていると。それ

から、非行防止の教室の開催回数でございます

けれども、目標値が186でございましたけれど

も、実績値が171ということで、これもマイナス

になっているものですから、このように一部に

努力を要すということになったと考えておりま

す。訂正いたします。

それでは、人権同和対策課の質疑○十屋主査

を終わりたいと思います。

以上をもちまして、生活・文化課、青少年男

女参画課、人権同和対策課を終了いたします。

入れかえのため暫時休憩いたします。

午後１時52分休憩

午後１時55分再開

それでは、分科会を再開いたしま○十屋主査
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す。

市町村課、地域振興課、市町村合併支援室の

審査を行います。

まず、市町村課の説明をお願いいたします。

市町村課の平成18年度の決○江上市町村課長

算の概要につきまして御説明を申し上げます。

お手元の委員会資料の５ページをお願いいた

します。

市町村課の決算の状況につきましては、予算

額が32億1,755万9,000円、支出済額が30億6,657

万1,411円、不用額が１億5,098万7,589円となっ

ております。また、執行率は95.3％でございま

す。翌年度への繰り越しはございません。

次に、事項別の執行状況でございます。

市町村課は19ページから22ページに記載して

おりますけれども、目の執行残が100万以上のも

の、また執行率が90％未満のものがございます

ので、御説明を申し上げます。

21ページをお願いいたします。

（目）選挙啓発費でございます。

不用額が1,069万5,216円で、執行率が67.6％

となっております。これは、平成19年１月21日

に執行いたしました知事選挙の啓発経費とこと

しの４月８日に執行いたしました県議会議員選

挙の啓発経費、県議会議員選挙につきまして

は、年度をまたがりましたので、18年度に実施

いたしました啓発経費でございますけれども、

これら２つの選挙の臨時啓発につきまして、そ

れぞれ効率的で効果的な選挙啓発に努めました

結果、啓発資材等の需用費などを節約できたこ

とによるものでございます。

なお、知事選挙につきましては、突然の選挙

の執行となりましたので、補正予算をお願いい

たしましたけれども、補正予算につきまして、

議会で議決されるまでの間、緊急に行うべき事

業を実施するため、予備費を充用いたしまし

た。その後、補正予算が成立いたしましたの

で、予備費の充用分354万と書いてございます

が、これが不用額の中に計上されております。

次に、その下の知事選挙費についてでござい

ます。

不用額が１億2,826万8,014円で、執行率

が80.4％となっております。これは知事選挙の

立候補者の数を予算では10人と見込んでおりま

したけれども、実際の立候補者が５人とこれを

下回りましたことなどによりまして、ポスター

作成経費等のいわゆる公営負担金等が不用と

なったことでありますとか、投開票事務等を

行っていただきます市町村への交付金が予算の

見積もりより少なかったことなどによりまし

て、負担金補助金、これは22ページのほうにな

りますけれども、これの合計額が約9,000万円ほ

ど減額となったことなどによるものでございま

す。

なお、選挙執行費につきましても、補正予算

の成立までの間、緊急に行うべき事業等につき

まして予備費を充用いたしましたので、その

分、2,043万5,000円が不用額の中にいわゆる重

複計上されてございます。

次に、22ページ中ほどの県議会議員選挙費に

ついてでございます。

県議会議員の選挙費につきましては、18年度

と19年度にまたがって実施しておりますけれど

も、18年度につきましては、不用額が1,050

万6,283円で、執行率が92.8％となっておりま

す。これは効率的な選挙事務の執行に努めまし

た結果、職員手当や選挙資材等の需用費などを

節約できたことによるものでございます。

なお、いずれの選挙に関する経費につきまし

ても、執行経費の確定が昨年の２月補正に間に
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合わなかったことによりまして、執行残が生じ

たものでございます。

次に、33ページをお願いいたします。

平成18年度の監査結果報告書の指摘事項につ

いてでございます。

西臼杵支庁におきまして、不適正な事務処

理、いわゆる預け及び不適正な現金等に関する

指摘がございました。不適正な事務処理の全体

の調査結果とその対応につきましては、９

月、10月の委員会におきまして、既に御説明申

し上げておりますので、省略させていただきま

すけれども、本日は平成18年度決算に係るもの

につきまして御説明を申し上げます。

お手元に２枚紙の委員会資料がございます。

左肩に別紙と打ってございますが、「平成18年

度における『不適正な事務処理』について」と

いう表題がある資料でございます。この資料の

１ページをお願いいたします。

まず、「預け」の状況についてでございま

す。

Ａの欄でございますが、平成18年度当初の残

高でございますが、796万2,265円となっており

ます。

次に、Ｂの欄、これは18年度における預け額

でございますけれども、999万5,239円となって

おりまして、このうち18年度決算分が82 1

万9,142円となっております。差額が178万円ほ

どございますけれども、これは17年度の出納整

理期間であります18年４月に、17年度予算から

預けを行ったものでございまして、この分は17

年度の決算分でございます。

なお、この下に米印で記載しておりますけれ

ども、市町村課のほうから支庁に令達いたしま

した18年度予算の中で不適正な事務処理に使用

された金額は、このＢ欄の821万9,142円のうち

３万1,615円となっております。これ以外の金額

につきましては、他の部局からの令達によるも

のでございます。

次に、Ｃの欄、18年度中の使用額、これは納

品額に相当するものでございますけれど

も、1,795万7,504円と、これまでの預けをすべ

て使用いたしております。したがいまして、18

年度末の預けの残高はゼロ円となっておりま

す。

次に、２の「書き換え」の状況でございます

けれども、西臼杵支庁では該当ございませんで

した。

次に、３の「不適正な現金等」の状況につい

てでございます。

Ｂの欄、18年度中の入金額でございますけれ

ども、利息以外に動きがありましたのは２つ目

の県の青少年育成県民会議西臼杵支部のみでご

ざいますけれども、県民会議本部からの助成金

など６万円を支部の活動経費に全額使用したも

のでございます。したがいまして、18年度末の

預金残高は、18年度当初からの利息分のみの増

加となっておりまして、３つの団体の合計で36

万3,076円となっております。

なお、この３団体のうち県費が入っておりま

すのは、１つ目の西臼杵地区青少年問題協議会

のみでございますけれども、これも県の補助金

を16年度から廃止しております。したがいまし

て、この３団体いずれも、ここに上がっており

ます数字は、県の18年度決算としては計上され

ておりません。

また、預金残高の36万3,076円につきまして

は、ことし12月中に県や関係市町村に返還する

こととなっております。

次に、４の「預け」の配分の状況でございま

すけれども、18年度は該当ございませんでし
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た。

最後に、決算審査意見書についてでございま

すけれども、不適正な事務処理に関する指摘以

外はございませんでした。

市町村課の説明は以上でございます。よろし

くお願いいたします。

市町村課の説明が終わりました。○十屋主査

委員のほうから質疑をお願いいたします。

委員会資料で先ほど説明がありま○髙橋委員

したが、選挙啓発費の執行率が67.6％、特徴的

に効率的な啓発をしたということですから、も

う少し具体的に大まかでいいですから、ちょっ

とお伺いします。

知事選挙におきましては、○江上市町村課長

突然の選挙ということもございましたので、日

程的にいかにその選挙日等を周知するかという

ことを考えたところでございますけれども、そ

のためにイメージを統一しようということもご

ざいまして、啓発ロゴでありますとかポスター

とか新聞とか、それを統一的にやりたいという

ことで、委託方式をとらせてもらいました。そ

の関係で、すべてこれを県内の代理店でコンペ

をやりまして、その中の１社を選択いたしまし

て、統一的な啓発をやったというところでござ

います。具体的には、知事選挙に関しますと、

啓発標語を「みんなで行こかい みらいを託す

みんなの知事選」というふうにしまして、イ

メージを統一いたしました。特に20歳代であり

ますとか30歳代の若者を対象に、例えばコンビ

ニでありますとか書店でありますとか、例えば

温泉でありますとかコインランドリーでありま

すとか、こういうところにそういう啓発のポス

ター等を置きまして、また携帯メールとかを使

いまして投票呼びかけを行ったところでござい

ます。以上でございます。

投票率は上がったんですかね。○髙橋委員

投票率でございますけれど○江上市町村課長

も、知事選挙につきましては大きく伸びてござ

います。特に、若者を中心に啓発をやろうとい

うことでやったところでございますけれども、

年代別で申し上げますと、若者も上がったんで

すが、一番上がりましたのが、これは予想外で

ございましたけれども、40歳から44歳までの女

性が前回の知事選挙に比べまして11.9％も伸び

ました。それから、２番目に多かったのが、こ

れは30歳から34歳の男性でございますが、11.39

％前回より伸びております。若者でございます

が、例えば20歳から24歳の女性でいいます

と8.95％、25歳から29歳の女性、これも8.12％

と大きく伸びたところでございます。

今の知事選ですよね。県議選は大○髙橋委員

幅に落ち込んだという記憶があるんですが。

県議選につきましては、大○江上市町村課長

きく下回りまして、年齢別もそれぞれ大きく下

回ってございます。平成15年の県議選のトータ

ルが64.77でございました。これが今回は55.38

ということで、大きく低下したところでござい

ます。

いろいろと考え方があるんだと思○髙橋委員

うんですよね。知事選の場合には、候補者が

ちょっと異色だったということもあって、すば

らしい方ですけれども、注目を浴びたから関心

も上がったと思うんですよね。今後も、課長

おっしゃったのは委託方式、そういう啓発方式

でよかったのかという総括ですよね。今後どう

生かされていくのか、その辺をちょっとお聞か

せください。

これまでそれぞれ、例えば○江上市町村課長

新聞は新聞、ポスターはポスター、テレビはテ

レビというふうにしておりましたけれども、イ
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メージを統一した啓発をするということにいた

しましたので、非常にわかりやすいということ

もございまして、それなりに、もちろん県議選

の場合には、今言われましたように、若干下

がったんですが、参議院もこの方式を使わせて

もらいまして、これからこういう方式でやるの

かなというふうに考えております。

経費を大幅に浮かしてもらって、○髙橋委員

これはありがたいことなんですけれども、た

だ、結果的に投票率が下がっては元も子もない

わけで、いろいろと使うべきところはしっかり

使ってもらってもいいと思うんですよ。今はそ

ういう総括されているでしょうから、今後いい

方向に向かうようにお願いしたいと思います。

県会議員選でも知事選でもです○緒嶋委員

が、市町村で掲示板とか職員の手当とか、いろ

いろあれですね。これは予算的にはどういうふ

うに理解すればいいんですか。

選挙の場合には、これはほ○江上市町村課長

とんど市町村に投票所、開票所、ポスター掲示

場からお願いすることになります。したがいま

して、この経費はすべて県費で負担することに

なっておるわけでございますが、例えば知事選

挙につきましては、22ページの上のほうに負担

金補助というのがございます。この負担金補助

に５億500万ほど使っておりますけれども、この

内訳が市町村に交付した額が４億7,476万9,000

円、それからいわゆる候補者にかわって選挙運

動費を支払う公営負担金、これが3,057万9,000

円、トータルが５億500万ということで、そのほ

とんどが市町村交付で占めてございます。

この中にポスター掲示板とかのあ○緒嶋委員

れは入っているわけですね。

ポスター掲示場の設置費用○江上市町村課長

でありますとか、投票所の経費でありますと

か、開票所の経費でありますとか、もちろん事

務費とかを含めて入っております。

掲示板のことですけど、あるとこ○徳重委員

ろによると、いろんな掲示板を固定したものを

つくっている市町村があるんじゃないかと思う

んですが、アルミ板でずっと固定しているとこ

ろが県内にどれぐらいあるんですか。

ポスター掲示場は、言われ○江上市町村課長

ましたように、アルミ板のをつくって、そして

自前で保存しておく市町村もございますし、レ

ンタルするところもございますし、もしくはベ

ニヤ板を設置するというところもございまし

て、個別にどの団体がどの程度か、ちょっとお

待ちください。

そうすると、個々ある場合に、負○徳重委員

担金というんですか、この県が支払う金額は違

うんですか。

それぞれ計算は異なってお○江上市町村課長

ります。

一番安い方法を考えるべきだと思○徳重委員

いますが、どうですか、かからない方法。

おっしゃるとおりと思いま○江上市町村課長

す。どれが一番安いか、なかなか難しいんです

けれども、例えばよく節約している市町村は、

ベニヤ板を使って、そのベニヤ板を何度も何度

も使い回しをするということがございます。こ

の場合には、通常のベニヤ板の交付金が出ます

ので、市町村はその分かなり予算的には助かる

というところはございます。

１週間ないし10日、長くて２週間○徳重委員

とか、その程度のものですよね。もったいない

なと、どういう形で処理されるのかな。今おっ

しゃるように、連続してどこかに保管しておっ

て使えば、もう経費は要らないわけですね。そ

んなに傷むものではないと思っていますから、
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そういったことを考えると、かなりの金額に

なってくると思うんですよね。できたら、ある

程度統一されたほうがいいんじゃないかなと思

うんですけど、そういう指導を市町村にされる

べきじゃないかと思うんですが。

おっしゃるとおりでござい○江上市町村課長

ます。ただ、市町村の工夫次第によって、我々

は実際使い回しをしたから安く交付金を出すと

いうことはございませんで、努力したところに

ついては、努力分が交付金として浮くというこ

とでございますから、そういう工夫は市町村が

みずからやってもらっているものというふうに

考えてございます。

市町村課は主要施策に関する報告○丸山委員

書がないんですが、なぜないのか教えてくださ

い。

主要施策が市町村課は報告○江上市町村課長

書に掲げてございませんけれども、もちろん主

要施策が市町村課にないということではござい

ません。ただ、この主要施策の成果の報告書に

載せるには、庁内の一定ルールがございまし

て、政策評価とマッチングするということに

なってございます。これは昨年度からだったと

思いますが、したがいまして、政策評価の対象

事業が市町村課にはございませんでしたので、

結果的にこの主要施策の成果には、残念ながら

載せることができなかったということでござい

ます。

私は平成18年度の当初予算の歳出○丸山委員

予算説明資料を持っているものですから、市町

村の公共施設整備事業といろいろあるんですよ

ね。これは財政が厳しい市町村にとっては非常

にありがたい事業ではないのかなと思っている

ものですから、その辺は、県の事業だから、逆

にこれは市町村がやる事業だから県ではそうい

う起用していないというような仕分けをされた

というふうに思って、そういうことで考えてよ

ろしいんですか。

政策評価の対象事業に乗る○江上市町村課長

ことが、この主要施策の成果表に載せることに

なるわけですけれども、まずその前に、政策評

価の対象事業に当たるかどうかという議論の中

で、当然当たるんでしょうけれども、多分200ぐ

らいの事業に絞ったんだと思います。政策評価

の対象事業ですね。ですから、その中から漏れ

たということかなと思います。

要望になると思いますけど、漏れ○丸山委員

たというそういった事業をしっかりとやられて

いるのであれば、市町村がどういう形で、貸付

事業もたしかやられていますよね。市町村、こ

の成果が出て、厳しい財政状況の中、ありがた

かったということも多分大いにあると思います

ので、漏れたからといって全く出さない、評価

を、政策評価とは別個に私はあってもよかった

んじゃないかなというふうに思っているもので

すから、今後は、来年度以降になると思います

けれども、その辺はちょっと考慮していただけ

ればありがたいのかなというふうに思っており

ます。

よくわかりましたので、来○江上市町村課長

年度以降、政策評価の対象事業になるようにし

たいというふうに思います。

先ほど徳重委員が言われたことに○図師委員

ついて、ちょっと関連なんですが、選挙関係の

資材は使い回しをしようがしまいが、それは市

町村の努力によりますと、ただ県としては、

じゃ毎回その選挙のたびに、決まった選挙資材

の経費といいますか、需用費は補助を出し続け

られるんですか。

これは市町村にお願いする○江上市町村課長



- 43 -

受託事務でございますので、市町村に負担をか

けないということで、一定の計算方法がござい

ます。この計算方法にのっとって交付金を支払

うということでございます。

常設の部分もそうですが、ベニヤ○図師委員

板等も使い回ししている市町村があると思うん

ですけど、結局使い回ししているということ

は、その分の需用費をいただいても、それ以外

にじゃ勝手に使ってくださいと、そういうのは

暗黙の了解、目をつぶっている部分があるんで

すか。

目をつぶっているというこ○江上市町村課長

とではないんですが、もちろん交付金ですか

ら、選挙に使ってもらうということになりま

す。選挙の執行に。ですから、いろいろと市町

村交付金の中では、ポスター掲示場費があり事

務費がございますから、当然ポスター掲示場費

の中で仮に余裕が出てくれば、それを例えば事

務費の中に回すということはあり得るというふ

うに判断してございまして、トータルとしても

し余っているということであれば、それは当然

交付金から削るということになろうかなと思っ

ております。

今までそういう、使い回しをして○図師委員

いますので、事務費に回したけれども使い切り

ませんでしたという返還があったとか、その後

の決算の報告なんかで県のほうが指摘したと

か、そういう実績はあるんですか。

特にはございませんが、市○江上市町村課長

町村交付金を交付するために、一応ヒアリング

を行います。その中でどう使ったかということ

を確認しております。ですから、当然予算と決

算は額が違ってまいりますけれども、その分が

その分の査定といいますか、中身を見たという

ことでございます。

恐らく、今の説明を聞く限り、ヒ○図師委員

アリングにおいて、そういう需用費の減額等を

行っている実績があれば、徳重委員が言われた

ときに、どこどこの町はそういう使い回しをし

ている実績があるので減額措置も行いましたと

いうような報告があっていいと思うんですが、

今の課長の御説明では、算定に基づいた支出を

行っていますというような内容でしたので、こ

れからで構いませんので、そういうヒアリング

のときに各自治体の事情をしっかり把握され

て、もしくは常設されているところであれば、

そういうベニヤ分の算定は必要ないわけですか

ら、そういう厳密な支出を心がけたほうがよろ

しいかと思います。答弁は要りません。

もう一つ関連して、例えば選挙が重なりま

す。特に県議と市町村の議員選挙が重なったり

するときに、特に宮崎市のほうなんかは、恐ら

く４月の選挙でも、県議選の看板をそのまま市

議選に使ったというようなこともあったかと思

うんですが、そういう場合の費用の各自治体と

の案分というか折半というのは行われているん

ですか。

同日選挙の場合には案分を○江上市町村課長

行います。例えば、市長選挙と県議会議員選挙

がダブって、そういうときには当然共通経費が

ございますから案分を行います。そうでない場

合には、例えば言われましたように、県議選挙

で使ってまだ余ったといいますか使い古したも

のを、その後の選挙で、自前の選挙で有効活用

するということはあるかもしれませんが、その

分を交付金をカットするということはございま

せん。

本当に正直な御答弁だと思います○図師委員

けれども、これもさっき言ったとおり、ヒアリ

ング等では、同じ資材を使うのであれば、その



- 44 -

算定基準から外すというようなことも十分でき

るかと思いますし、案分するというような方策

もとれようかと思いますので、今後はそういう

対応をされたほうがよろしいかと思いますが、

いかがですか。

この県の交付金の算定の方○江上市町村課長

法につきましては、全く国政選挙の場合、国の

選挙について、国の選挙の場合、県もしくは市

町村が選挙執行するわけですけれども、当然こ

れは国の選挙ですから、これは100％国費が参り

ます。その場合も当然ですが、国費を県なり市

町村に交付するための法律がございます。その

法律に基づいて、我々は準用といいますか、県

が要綱をつくりましてやっております。ですか

ら、国のほうのやり方を我々が準用して市町村

にやっているということでございまして、今、

先生言われましたように、国の交付金の県なり

市町村に交付する交付金の制度が甘いんじゃな

いかという意見は確かにございます。特に財務

省なり等々から来ておりますので、３年に１回

見直しをされております。ですから、その辺の

見直しを見ながら、我々もやっていきたいなと

考えております。

今の課長の御説明ですと、県の裁○図師委員

量権はまだ小さいと、国なりのガイドラインに

沿った形でしか対応ができないというようなお

話ですが、県費で支出されている部分があると

するならば、大いにそういう部分は見直してい

く必要があるかと思います。

それはおっしゃるとおりで○江上市町村課長

ございまして、もちろん国の制度はあります

が、現にこれは県費を交付するわけですから、

県の権限でございますから、言われましたよう

に、もしむだがあるような交付金の制度であれ

ば、これは当然見直すべきだと考えておりま

す。

それから、１点、先ほどの徳重委員のほうか

ら御質問でございましたけれども、ポスター掲

示板の材質の問題でございますが、木造で、い

わゆるアルミで新たに使うところが23市町村と

いうことでございます。それから、アルミのレ

ンタルをしているところが３つの町、それか

ら、アルミを自前で買ってそれを使い回すとこ

ろが４つというふうになってございます。以上

でございます。

不適正な事務処理についてなんで○図師委員

すが、資料もつくっていただいて、大変丁寧な

対応をされていると思うんですが、もうちょっ

と説明いただきたいのは、18年の預けの状況で

預け額が書かれております。18年決算分が821

万9,000云々、ただそれがＣの欄に行きますと、

全額使用されているという内容なんですが、わ

かればでいいんですが、いつ何にこれを使用さ

れたかというのがわかってゼロという数字に

至ったのかをちょっと教えてください。

1,795万7,000円の支出の内○江上市町村課長

訳でございますけれども、これは時期について

はちょっと把握しておりませんけれども、中身

につきましては、例えば公的な支出ということ

で、コピー用紙でありますとか文房具等を買っ

たもの、それから備品を買ったもの、これ

が1,784万何がしかでございます。それから、い

わゆる不適正なもの、この前御説明いたしまし

たけれども、台所用品でありますとかタクシー

等に使ったもの、これが５万4,000何がしかでご

ざいます。それから、その他、いわゆる紛失し

たもの、メモリーがなくなったと申し上げまし

たけれども、これが６万1,000ほど、トータル

で1,795万7,000何がしという数字になってござ

います。
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コピー用紙代、文具代、備品等の○図師委員

ほうがほとんどの支出のようなんですが、わか

りました。

あともう１点、下の不適正な現金等の状況に

ついてなんですけれども、県青少年育成県民会

議の西臼杵支部で18年の入金額が６万３円、活

動費が６万ということなんですけれども、これ

は何でわざわざ不適正な現金等の状況のほうに

入っているんですか。

これは以前にも不○井上青少年男女参画課長

適正な事務処理ということで上げた経緯がござ

いますものですから、それでこれも今回あわせ

て報告しているものでございます。

ほかにございませんか。○十屋主査

それでは、市町村課の質疑を終了いたしま

す。

暫時休憩いたします。

午後２時29分休憩

午後２時36分再開

それでは、分科会を再開いたしま○十屋主査

す。

次に、地域振興課の説明をお願いいたしま

す。

地域振興課の平成18年度○湯浅地域振興課長

決算につきまして御説明いたします。

お手元の平成18年度決算特別委員会資料の５

ページをごらんください。

中ほどにあります平成18年度における地域振

興課につきましては、予算額７億5,885万2,000

円、支出済額７億5,667万7,220円、不用額217

万4,780円で、執行率は99.7％でございます。

次に、事項別の執行状況でございますが、23

ページをお開きください。

このうち、目の執行残が100万円を超えており

ますのは、中段の（目）計画調査費でございま

して、その主なものは、次のページの下から２

段目の（節）負担金補助の119万3,195円でござ

います。これは、元気のいい地域づくり総合支

援事業における市町村補助等の執行残でござい

ます。

なお、執行率が90％を下回るものについては

該当ございません。

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

お手元の平成18年度主要施策の成果に関する

報告書の地域振興課のインデックス、61ページ

をお開きください。

４行目の（１）新エネルギーの導入促進につ

いてでございます。

新エネルギーの導入について、県民の理解を

深めるため、新エネルギー普及拡大として、新

エネルギー教室を門川町で開催し、合計95人の

参加を得ることができました。今後とも、新エ

ネルギーの一層の導入促進を図るため、関係部

局と連携し、施策の推進に努めていく必要があ

ると考えております。

次に、62ページをお開きください。

３行目の（１）計画的かつ適正な土地利用の

促進でございます。

表にありますように、土地利用基本計画管理

運営として、土地取引や開発行為の規制の基準

として位置づけられております宮崎県土地利用

基本計画の変更を行うとともに、地価調査とし

て、県内の標準的な土地の価格を判定し、一般

の土地取引価格の指標等として提供するなど、

土地利用対策の推進に努めたところでございま

す。

次に、63ページをお開きください。

（１）地域の宝を生かした元気のいい地域づ
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くりの推進でございます。

実施いたしました３つの事業について御説明

いたします。

まず、表の１番目の元気のいい地域づくり総

合支援の主な実績についてでございますが、市

町村や地域住民による個性と魅力ある地域づく

りの取り組み17件に対して支援を行ったところ

でございます。

次に、表の２番目でございますが、○宮崎に新

来んね、住まんね、お誘い事業でございます。

二地域居住等を促進するためシンポジウムを開

催し、受け入れ環境づくり推進するとともに、

市町村における受け入れ環境情報をホームペー

ジにより発信しているところでございます。

次に、表の３番目でございます。地方拠点都

市地域整備推進でございます。都城市総合文化

ホール整備に対する支援を行ったところでござ

います。

今後とも、地域住民や市町村が主体的に取り

組む地域の資源を活用した魅力ある地域づくり

の推進や二地域居住等の一層の促進を図ってい

く必要があると考えております。

次に、64ページでございます。

中ほど、過疎地域等の活性化についてでござ

います。

これまでの過疎対策事業等の実施により、社

会資本の整備は着実に進んでいるところでござ

います。しかしながら、過疎地域を取り巻く環

境は厳しさを増しているところであり、今後と

も資源を生かした産業振興や交流人口拡大に取

り組み、地域の活力を高めていく必要があると

考えております。

次に、65ページでございます。

（１）地域づくり団体の連携強化でございま

す。

表中の地域づくりネットワークにつきまして

は、団体の自主的・主体的な地域づくりを促進

するため、団体が加盟しております地域づくり

ネットワーク協議会に助成を行ったところでご

ざいます。

施策の成果指標として、地域づくり団体数の

実績を挙げておりますが、昨年度末で149団体と

順調に伸びております。今後は、各団体の活動

基盤である人材やノウハウの強化を図っていく

必要があると考えております。

なお、監査委員の決算審査意見書に対して、

特に報告すべき事項はございません。

地域振興課の説明は以上でございます。

ありがとうございます。○十屋主査

地域振興課の説明が終了いたしました。委員

の質疑をお願いいたします。

63ページの元気のいい地域づくり○丸山委員

総合支援のことなんですが、当初予算、２月補

正で3,800万ほど減額されているんですが、これ

は市町村からの要望が少なかったために、そう

いう減額になってしまったのか、それとも３年

間の継続事業だというふうに思っているんです

が、その中で配分の関係でこうなってしまった

というふうに認識していいんでしょうか。

元気のいい地域づくり事○湯浅地域振興課長

業につきましては、18年度当初におきまして担

当が各市町村を回りまして、この事業について

の普及をやってきたところなんですけど、その

結果、９件の申請が上がってきております。こ

の中で県庁各課の推進会議等で協議しまして、

そのうちの２件につきましては、過去に補助を

受けて、それの振りかえということで、この元

気づくり事業という戦略性に富んだ先進的な事

業に合わないということと、あともう一つは、

ハード事業でソフトも入れるということで、い
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ろいろ協議したんですが、ちょっとそこが難し

いということで、２件は落としておりますの

で、こういう結果になっております。

18年度にいろいろ各地域で、結局○丸山委員

７件できたということでよろしいんでしょう

か。

18年度の新規は７件とい○湯浅地域振興課長

うことでございます。

その７件、その後のフォローアッ○丸山委員

プはどのような形でやろうと、決算じゃなくて

申しわけないんですけれども、どのような形で

フォローといいますか、これは地域に本当に元

気になっていってほしいということであると思

うんですが、どのように成果を評価なりされて

いらっしゃいますか。

元気のいい地域づくりに○湯浅地域振興課長

関しましては、県庁各課で推進会議におきまし

て、計画の作成段階からいろんな技術指導と

か、あるいはこの元気づくり事業以外に国の事

業とか、それにマッチしたものでさらに事業を

広げていくというフォローアップをやっており

ますし、その後につきましても、この事業につ

きましては、３カ年事業ということであります

ので、県庁各課、年度ごとにいろんな指導を

やっているところでございます。

65ページに書いてあります地域づ○丸山委員

くりネットワークの団体が149団体にふえている

と思うんですが、今こういった団体が中心に

なって、元気づくり事業なんかにも相まって

やっていることも多いんじゃないかなと思って

いるんですが、そういうふうにやってもらって

いるという認識でよろしいですか。

この149のネットワークの○湯浅地域振興課長

団体の方々も、元気のいい地域づくりの事業で

各地域で参加していただいて、事業を進めてい

ただいているということでございます。

この各地域で頑張っている団体○丸山委員

も、それぞれ本当に地域のことはよく頑張って

認識してやっていらっしゃると思っているんで

すが、私も時々思うのが、井の中のカワズとい

いますか、この地域このものが本当にすばらし

いんだよというのがあるんでしょうけれども、

そういったアドバイス的なことは、このネット

ワーク事業はただ協議会の中にお願いするだけ

であって、県のほうからのサジェスチョンなり

はどのような形でやっていらっしゃるんでしょ

うか。

地域づくりネットワーク○湯浅地域振興課長

につきましては、この事業といたしまして、各

地域の団体が自主的にやるいろんな交流会、そ

れから全国に地域づくりの協議会がございます

けど、それとか、あるいは宮崎県で県全体の交

流会というのを１年に１回やっておりますが、

そういった交流を通して、それぞれ自分たちの

事業の位置づけとかそういうのを認識していた

だくということと、あと地域づくりのノウハウ

を、いろいろ悩んでおられるという方もござい

ますので、そういったものについては、地域づ

くりアドバイザーというのを派遣して、いろん

な事業のノウハウとか人材づくりに資していた

だいているという実情でございます。

その地域づくりで、やっぱり人材○丸山委員

が核となるんですが、毎年、年を重ねるごと

に、その中心になっている方が高齢化してきて

いる例も多々あるんじゃないかなと思っている

んですが、その後継者事業みたいなものも、事

業といいますかアドバイザーみたいな形で、１

人が中心というのが余り続くと、その人だけが

いってしまって、その人が不幸なことに年齢を

重ねてしまうと、お亡くなりになったりする
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と、その地域が急にくっとなるということもあ

るんじゃないかなというふうに思っているもの

ですから、その継続性なんかはどのように考え

ていらっしゃいますか。

例えば日之影町に大人歌○湯浅地域振興課長

舞伎というのがございますけれども、ここにお

きましては、リーダーの方は高齢なんですけ

ど、青少年あたりもいろんな歌舞伎の指導を受

けながら、青少年の健全育成も含めながら、こ

の団体は活動しているということもございます

し、例えば南那珂にまるごと南那珂ネットワー

クというのがございますけど、これは南那珂２

市２町の方々が集まっていろんな地域づくりを

やるんですけど、これについては、若い子供た

ち、中学生、そういった人も含めて一緒にやっ

ておりますし、また、小林におきましても、お

もしろ発見塾なんかは、親と子供が一緒になっ

ていろんな地域を調査して、それを地域でまた

発表していくという事例がございます。

63ページの宮崎に来んね、住まん○徳重委員

ね、お誘い事業なんですが、これは前知事時代

のあれなんですが、シンポジウムはこれでいい

としても、アクセス１万1,653件あったというこ

とですが、実績というのは、どれぐらい移住が

できているんですか。

18年度は、10月から窓口○湯浅地域振興課長

等を開設したところなんですけれども、半年間

で５件の移住が実現されております。

団塊の世代が退職されるというこ○徳重委員

とで、かなり全国的にこういう運動が展開され

ていると思うんですよね。ほかの県の九州ある

いは北海道、そういったところが多いかなとい

う気がするんですが、全国的にもそれぞれの県

でやっていらっしゃると思うんですよね。ほか

の県との比較というんですか、どの県もやって

いらっしゃるんじゃないかなと思うんですが、

調査されたことがありますか。

九州でもほとんどの県が○湯浅地域振興課長

やっております。いろんなセミナーとか、やっ

ている事業は大体同じなんですけど、宮崎県と

して特徴的なのは、今の東国原知事の知名度を

生かした県外での移住セミナー等につきまして

は、予定の２倍以上も来られるということで、

非常にそういうことでほかの県よりＰＲ度は高

い思っておりますし、それとＮＰＯと協働しな

がら、ＮＰＯがそれぞれ市町村に行って、その

地域の実情、例えばそこで借りる住宅の値段と

か移住された方の体験談とか、そういったもの

をＮＰＯが毎日、ほとんど毎日ですけど、ブロ

グで出しておりますし、そういったことで非常

に地域の実情がわかるようなブログが今発信さ

れておりますので、そこ辺はほかの県に比べて

特徴的なところじゃないかと思っております。

いろんな情報を出されて、また東○徳重委員

国原知事が就任されてから全国的に有名になっ

ていることも事実ですが、そこで、結果論とし

て実績が上がらないと、せっかくの事業が実を

結ばないということで、皆さん方の努力が水の

泡ということになるわけであって、それにはあ

る程度のそれなりの条件というんですかね、移

住できる方の受け入れの環境というか、いろん

なものを聞かれたりするだろうと思うんですよ

ね。そういったことで、18年度は５件というこ

とですが、東国原知事が誕生してから、こっち

に一応どれぐらいの移住者が出てきたのか、

ちょっと教えてください。

19年度につきまして○湯浅地域振興課長

は、10月までで25件の移住が実現しておりま

す。

かなりの成果が出ているんだなと○徳重委員
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いうのを、18年度５件、今年度25件ということ

になると、それなりの効果が出ているんだなと

いうことを感じております。皆さん方の努力も

あることだと、このように思っています。

それから、64ページの過疎地域の活性化、こ

のことについては、宮崎にとっては一番大きな

問題だと思っておるところです。施策の推進状

況の中で一部に努力を要するという、この一部

というのは具体的にはどういうことでしょう

か。

64ページの下のほうの表○湯浅地域振興課長

に、成果の指標ということで過疎地域の観光客

数を挙げておりますけれども、16年度、17年

度、まだ目標値を達成していないということで

ございます。ただ、17年度につきましては、台

風の被害によりまして、16年度より減少してい

るという状況でございます。

これは一部努力ということは、台○徳重委員

風の関係だけではないんでしょう。何か、例え

ば例のひむか神話街道、一回行ってもリピー

ターが来ないというのは、一回行ってもあんな

道路は通れないわなと、行ったってしようがな

いわなというようなことになる可能性があるの

かなと、こういう気がするんですよね。その

後、街道の整備、そういったものがおろそかに

なっていると、そのままで、松形知事のときに

あれだけのことをやったわけですが、その一部

のものは問題があったなというような気がする

んですね。そういったことがつながっているの

かなと、尾を引いているような気がするんです

が、いかがですか。

確かに、道路の箇所に○湯浅地域振興課長

よっては車が交差できないという地点がござい

ますけれども、今、西都寄りにはトンネルをつ

くっております。これは来年３月には完成する

予定だと聞いております。それと、ひむか神話

街道の宮崎県北協議会という西都からずっと北

部のほうの市町村でつくっております協議会が

ございますけれども、ここでは、18年度には道

しるべデザイン設置事業ということで、10カ所

に看板を立てまして、そこの地域の神話とかあ

るいはイベント等の紹介をしておりますので、

徐々にではありますが、そういう神話街道につ

いても魅力がアップしておりますし、また、ふ

れあい案内人の育成事業におきましては、視察

とか研修等をやって、今、資質向上を図ってい

るということでございます。

ぜひ努力してください。以上で○徳重委員

す。

今の徳重委員の質疑に関連するん○髙橋委員

ですが、過疎地域の観光客数、この目標値は端

数まで出して示されているわけですけれども、

その根拠はどんなして示されているんですか。

これにつきましては、目○湯浅地域振興課長

標を設置したときの過去５年間の伸び率が0.7％

ということで、これを掛けて目標を設定してお

ります。

それと実績値のとり方、過疎に指○髙橋委員

定されているところを一緒くたに観光客数とし

てカウントされているのか。それとも、例えば

私の日南市なんていうのは、油津、飫肥の観光

地があったり、奥に過疎地があるわけですけれ

ども、どういうとられ方をされていますか。

例えば合併市町村と非合○湯浅地域振興課長

併市町村で、合併した場合に18年度の統計では

一緒になっておりますので、そこのところはま

たもう一回精査するという必要が出てきており

ます。

もう一度理解させてください。も○髙橋委員

う一緒くたで、過疎地域は町場の観光地もある
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と思うんですよね。それは過疎地の観光客数と

してカウントされているということですか。

市町村ごとにしていま○湯浅地域振興課長

す。過疎市町村につきましては、一つずつカウ

ントされます。

何か悩ましい理解をせんないかん○髙橋委員

とですが、非常に難しいところですね、これを

カウントしようと思ったら。だから、成果の指

標ということで大事なんでしょうけれども、も

うちょっと工夫されたほうがいいのかなという

気がします。確かに、過疎地の振興のために、

観光というのはすごい一つの活性化の材料にな

りますから、特に限界集落も含んだところは、

そういう人が来ることによって元気が出るし、

またそこのＰＲになって、そこにひょっとした

ら、ひょっとしたらですよ、移住を可能にして

くれるかもしれませんから、過疎地域の観光客

数をいかにこれ以上減らさないでふやしていく

か、これが大事なことだと思うので、データの

とり方とか、いろいろと工夫していただくとい

いかなと思います。

検討してまいります。○湯浅地域振興課長

それと、あと１点、地域づくりの○髙橋委員

団体のところで149団体、濃淡があると思うんで

すよね。一時期こういう団体がずっとふえてき

ました。ただ、いろいろ今課題が出てきている

のは、またその団体の中でも高齢化が進んでき

た、そして一部の人が活動しているというとこ

ろも出てきた、マンネリ化というのもあると思

うんです。実は私も会員なんですよ。先ほどの

南那珂まるごと博物館と言うんですよ、エコ

ミュージアム。ここもなかなか、実を言うと、

同じ人しか行っていないんですよ。申しわけな

いけど。だから、改めてこういう協議会という

のは、そういう意味では大事だと思うんです。

もっと活性化していただいて、新しい情報がそ

ういう団体に入り込むような事業の工夫をさら

にやっていただくと、また元気が出るのかなと

思います。要望です。

この報告書の63ページですか、地○新見委員

方拠点都市地域整備推進事業、18年度は都城の

総合文化ホールですが、この地方拠点都市地域

の定義というか、どういったところを対象にす

るのか、ちょっと教えてください。

地方拠点都市につきまし○湯浅地域振興課長

ては、その地域の中心となる地方都市と周辺の

市町村が、都市機能と住環境の整備を促進し

て、自立的な成長を牽引して、産業機能の地方

分散を進め、全国的な適正配置を行うという定

義になっておりまして、宮崎では都城と宮崎県

北地方の２カ所になっております。

18年度は都城の総合文化ホール○新見委員

だったんですが、例えばそれぞれの２つの地域

で競合したとき、どんなふうに決定されている

のか。

この補助金につきまして○湯浅地域振興課長

は、地方拠点都市地域中核施設整備事業補助金

ということで、これは都城と宮崎県北の２カ所

の都市整備を図るために、平成８年度に基金を

設置して、県北と都城に25億ずつ補助するとい

うことで、50億基金が設置されたものを、10年

には延岡に25億、それから都城には16年から18

年までに25億補助して、18年は１億円というこ

とになっております。

過疎地域自立促進計画推進であり○緒嶋委員

ますが、成果として観光客がこのように推移し

てきておるというのは、ふえるのはいいんです

けれども、問題は、このとらえ方が観光客がふ

えたからその地域がよくなったかということは

また別の問題なんですよね。だから、観光客が
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来たことで、その地域の人の生活がどうよく

なったかということじゃないと私はいかんと

思っているんです。所得はこうふえたとか、そ

ういうことじゃないと、通過するだけの観光客

は何にもならんわけですよ。だから、指数とし

て、町民所得がこれだけ観光客が来てふえまし

たというような指数のほうが、私は県民生活の

向上という視点から重要じゃないかと、指数の

とり方。だから、これは研究せんと、３カ所行

けば３倍になるわけで、高千穂来て五ヶ瀬来て

椎葉行けば、１人の人が３回カウントされるん

じゃないんですか。そういうことでしょう。そ

のカウントの仕方じゃなくて、実質的に町民個

人個人の所得がどれだけこういうことで地域自

立振興の中でふえてきたか、そういう指数のと

り方をちょっと研究してもらわんと、私はこれ

は自己満足みたいな形で、地域の人から見た

ら、これがその地域の振興にどれだけ貢献した

かということにはならんのじゃないかというふ

うに思いますので、この目標数値とかを含めて

研究しなければ、これはちょっとおかしいん

じゃないかというふうに私は思います。

それと、元気のいい地域づくり、大変ありが

たい事業でありますが、過疎地域の振興は、こ

れは農政、環境森林、県土整備とか、皆さん方

の努力もですが、いろいろなものが総合的に施

策をとることによって地域振興ができるわけで

すよね、過疎地なんかは。そういう意味では、

そういう連携というか、そういうものを含め

て、地域振興を行うためのそういう調整をどう

とるかというのが私は必要だと思うんですよ、

こういう中では。そういう調整は、本当は総合

政策本部なんかでうまく調整してやるのがいい

んだと思うんですが、そういうものは年度ごと

に、元気のいい地域づくり事業、ここでは支援

するとか、県土整備部ではこうやるとかいう、

そういう調整は年度ごとにやっておられるわけ

ですか、事業について。

元気のいい地域づくり事○湯浅地域振興課長

業につきましては、県庁各課、横断的な推進会

議がありまして、そこでいろんな調整等あるい

は指導とかいろんな助言等を行いながら進めて

おります。

そこはどこが主体的なリーダー○緒嶋委員

シップをとってやっておられるわけですか。

事務局は地域振興課にご○湯浅地域振興課長

ざいます。

それは、今言われた県土整備とか○緒嶋委員

いろいろなことも含めて、そういう過疎地域と

いうか中山間地振興というような視点も含めて

調整しておられるということですか。

今申し上げたことについ○湯浅地域振興課長

ては、元気のいい地域づくり事業でございます

けど、それ以外に過疎対策推進会議というのが

ございまして、これも県庁各課、関係課が集

まってやるんですが、これは過疎について全般

的に協議していく会議でございます。

それも地域振興課がやっておられ○緒嶋委員

るわけですか。

そうでございます。○湯浅地域振興課長

私はこの問題は、県の構成の中で○緒嶋委員

いろいろやらんと、今かなり一体的にやってお

られるということはいいんですけど、まだ私た

ちから見れば、ある意味ではばらばらなところ

が多いんですよね。だから、そういう中山間地

振興というのは、総合的な政策の中で、各横断

的な総合的な協議の中で進めなければ、なかな

か成果が出てこんのじゃないかというような気

がしますので、今後そのことは将来的にはまた

考えていただきたいなというふうにお願いして
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おきます。これは部長会等でも、特にその辺は

全体的な地域振興というのを、中山間地域特別

委員会もある中で、そういうことをやっていた

だきたいと要望しておきます。

今のに関連してなんですけど、○前屋敷委員

過疎地域の自立促進計画が事業として行われ

て、観光の面からだけの御説明などもありまし

たが、今お話にあったように、過疎地の産業の

振興だとか、いろいろそこの利点を生かしたこ

とでその対策をするとかいうことも述べられて

いるので、この自立促進計画のメニュー、中身

については、幾つかその計画があるんじゃない

かというふうに思うんですけど、計画そのもの

はどういうふうになっているんですか。

過疎地域自立促進計画に○湯浅地域振興課長

つきまして、まず宮崎県のほうで自立促進の方

針を出しまして、これに基づいて市町村が自立

促進計画を立てます。それとあわせて、それを

支援する県の自立促進計画ということで、２つ

の計画がございます。そして、これを数値目標

を掲げまして、毎年実績を取りまとめまして国

に報告しているという状況でございます。

ですから、地元の要望も含め○前屋敷委員

て、それから県のそういう計画も含めて、そう

いうところで効果が上がるような形での計画

に、具体的に進んでいくような計画にしていく

必要があるんじゃないかなというふうに思いま

すので、今後の課題と思います。

それでは、地域振興課の質疑を終○十屋主査

了いたしたいと思います。

次に、市町村合併支援室の説明をお願いいた

します。

市町村合併支援室○坂本市町村合併支援室長

の平成18年度決算について御説明をいたしま

す。

お手元の委員会資料の５ページをお開きくだ

さい。

市町村合併支援室の決算の状況につきまして

は、予算額９億1,158万5,000円、支出済額９

億1,079万3,623円、不用額79万1,377円、執行率

は99.9％であります。なお、翌年度への繰り越

しはございません。

次に、事項別の執行状況でありますが、31

ページをお開きください。

目の執行残が100万円以上のもの、執行率が90

％未満のものはございません。

次に、主要施策の成果について御説明をいた

します。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の市

町村合併支援室のインデックスが打ってありま

すが、85ページをお開きください。

上から４行目、３の２）の（２）自主的な合

併の推進等による市町村の行財政運営基盤の強

化でございますが、そこに下のほうに表がござ

います。

表中でございますが、まず市町村合併支援事

業といたしまして、旧合併特例法のもとで合併

をされた都城市など５市町に対しまして、合計

８億1,779万円の市町村合併支援交付金を交付し

て、合併に伴います電算システムの統合整備

や、あるいは小中学校の整備などに対する支援

に努めたところであります。

また、その下の欄でございます。○新市町村新

合併支援事業といたしまして、県が策定いたし

ました市町村合併推進構想というのがございま

すが、これの説明会の開催あるいは新聞広告な

どによりまして、市町村合併に関する情報を県

民の方々に広く提供いたしまして、合併機運の

醸成を図ったところであります。

また、平成18年８月に法定合併協議会を設置
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されました延岡市と北川町に対しまして、それ

ぞれ500万円の合併協議会補助金を交付いたしま

して、協議会の運営に対する支援を行ったとこ

ろでございます。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しまし

て、特に報告すべき事項はございません。

市町村合併支援室の説明は以上であります。

市町村合併支援室の説明が終了い○十屋主査

たしました。質疑をお願いいたします。

この市町村合併の支援のあり方に○丸山委員

ついて、17年度末でいろいろ合併議論があった

けど、なかなかできなかった、至らなかった地

域等があって、その後、18年度４月に、私ども

県議選もあったんですが、市町村の議会議員選

挙があるまでは、なかなか新たな合併の機運と

いうのが立ち上がらないというふうに私自身

思っていたものですから、この18年度というの

は、恐らくその待ちの状況でだったのかなと思

うんですが、県のスタンスとしては、何か特別

にこの18年度は合併支援に向けての活動は、県

としてどういうことをやられたというふうに理

解すればよろしいでしょうか。

御指摘のとおり、○坂本市町村合併支援室長

統一地方選がございましたので、それまでは若

干、平成の大合併、第１幕といいますか、それ

が終わりまして、第２幕に差しかかる途中だっ

たかなとは考えております。具体的に18年度に

おきましては、本県、全国的に見まして、合併

市町村の率が全国平均に比べましても若干まだ

進んでいないかなという状況にありましたの

で、本県といたしまして、御承知のとおり、県

内10地域に分ける合併推進構想ということで策

定したわけでございますが、これの御理解を得

るために、具体的に県内８カ所で合併構想の説

明会を行いまして、合計1,400名程度の県民の

方々にお集まりいただきまして、そういう県内

各地で説明会を開催したのが一つ、またあるい

は新聞等で全面広告等を打ちまして、そういう

合併の推進につきまして啓発活動を行ったとこ

ろであります。以上であります。

合併に関してなんですが、合併が○丸山委員

目的になってしまっていて、本来はその地域の

住民が５年、10年、20年先のまちづくりをどう

考えるべきかというのを議論すべきところなの

に、何かお互いの市町村のいいところを伸ばせ

ばいいのに、悪いところの言い合いになったり

とか、そんな悪かった事例もあったものですか

ら、今度はそういったことを踏まえて、新合併

特例法の中で合併支援プランとかつくられたと

いうふうに思っているんですが、何かそういっ

た議論を、10年先、20年先のまちづくりをやっ

ていこうというような機運づくりのために、今

いろんな会議とか説明会をやられたということ

なんですが、具体的に何かそういった形で県民

のほうからはどういった反応があったのかをお

伺いしたいのと、我々が聞くのは、「この前合

併の議論をしたのにできなかったのであれば、

何でまた合併議論を今さらするの」という声も

我々はよく聞くことがあるんですが、その辺の

県としてのスタンスをちょっと、どのように18

年度は考えられているのかお伺いしたいと思い

ます。

今、委員御指摘の○坂本市町村合併支援室長

とおり、私も感じるところでございますが、合

併というのは結婚とちょっと似ているところも

ございまして、例えばあそこの家は借金が多い

わと、あるいはうちのほうが本家筋だとか、そ

ういう家柄に近いようなことをおっしゃるよう

な地区もございます。そういう中で、今後、よ

く言われることですが、道州制というのがどう
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しても目前に迫っております。これをまず頭に

置いていただいて、将来いかに市町村が、今は

しのげると、５年、10年はしのげるかもしれな

いけれども、将来、道州制というのが迫ってい

るんですよと、そういうところで視点をリー

ダーあるいは指導すべき方々たちが頭を切りか

えていただくために、住民の方々も含めまして

ですが、そういうことで、いろんな機会をとら

えまして我々も出張っていきまして、説明会な

り、住民の方々との座談会なり、あるいは商工

会の方々と合同でそういう説明会を開催すると

か、あらゆる機会をとらえて、そういうことを

企画いたしましてやっておるところでございま

す。合併今さらというところも確かにそういう

御意見も聞くところであります。ほかの県で

は、そういう状況になりまして、今、余り九州

でも進んでいないような状況にあります。むし

ろ本県は、今、第二の議論がよく沸き上がって

きているなと、むしろそういうことをほかの県

からお聞きするところでありますので、何と

か、あと２年ちょっとに期限が迫っておりま

す。こんな中で、できるだけ一つでも多くの市

町村の方に真剣な議論を沸き上げてもらいたい

と考えておるところです。

ぜひ県のほうには中間的な立場○丸山委員

で、このまちづくりをどう考えるべきかという

のは、今後ともアドバイス等、助言をしていた

だければ大変結構だと思っています。

あと、また別件なんですが、合併されたとこ

ろで特例債という話が、えさみたいなものが

あったんですが、特例債に対して、新しい市町

村がやっている事業だと思うんですが、県とし

てはどのようなスタンスでこの特例債を使われ

ようとして、それが実際使われて、本当に合併

されたところが喜んでいらっしゃるとか、あと

交付税の問題とかもあると思うんですね。どれ

ぐらい把握されていらっしゃいますか。

特例債の具体的な○坂本市町村合併支援室長

事例について多少ちょっと申し上げますと、例

えば今県下で特例債を使う事業が約800億、その

うち特例債が600億出ることになっております。

具体例を申しますと、これはいっぱいあるんで

すけれども、例えば宮崎市でいけば、高岡町で

今度下水道事業に着手されることになります

が、これが約70億近くかかることになります。

これの財源に充てようということ。あと、例え

ば都城でいけば、学校給食センターが40億か50

億ぐらいの規模になると思いますが、その財

源。例えば延岡市でいきますと、清掃工場が若

干古くなっていたんですが、それの建てかえ、

これも数十億の事業でございます。そういうよ

うな、これまでやりたくでもできなかったもの

に対しまして、この特例債を充てて一気に今の

時点で進めていこうと、非常に有利な起債でご

ざいますので、我々としては、非常にこれが使

えない市町村は本当に残念だなとは思うんです

が、まだ少し制度が残っておりますので、ぜひ

この期間内で使っていただきたいと考えておる

ところです。

あと特例債の関係で、私の認識○丸山委員

も、説明も悪かったのかと、地域に帰って、特

例債と過疎債というのがほぼ同じ起債率なもの

だから、合併していないところは大体過疎部な

ものですから、余り関係ないよねという話も

あったんですけど、つまり一番よかったのは、

大きな市町村が周りを合併したことによって使

えるようになったからという理解でよろしいの

でしょうか。

確かに、条件が過○坂本市町村合併支援室長

疎債と一緒だったんですね。ところが、今後、
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過疎債については、ちょっと厳しい話がござい

ます。これまでのような手厚い起債はちょっと

絞られていくんではなかろうかということもご

ざいまして、そういう意味からも、ぜひこうい

う機会をとらえて使っていただきたいなと考え

ておるところです。

今のお話を聞きますと、合併そ○前屋敷委員

のものが道州制のために合併を進めるというよ

うに聞こえたんですよね。道州制ありきで今合

併促進を進めるというふうな短絡的な受けとめ

かわかりませんけれども、そういうふうに受け

とめたところなんですよ。県としては、判断材

料を提供するということで、地元の住民の皆さ

ん方が自治体も含めて判断するんですよと建前

では言いながら、そういう方向に向けていると

いうことは、私は否めないところじゃないかな

というふうにお聞きをしたところです。それ

で、新市町村の合併支援で説明会も８カ所で

行ってきたし、そして新聞広告などの情報提供

もということですが、ちょっと私もこの新聞広

告は実際に見ていないんですけれども、どうい

う中身でこの情報提供をしておられるのか、そ

の辺、それと費用はどの程度充てられたのかも

お伺いします。

具体的に新聞名を○坂本市町村合併支援室長

申し上げますと、宮日新聞、県内で25万部出さ

れておりますので、これが一番よかろうという

ことで宮日新聞、あるいは県北でデイリー新聞

が非常に普及されておりますので、この２紙に

金額的には307万1,000円で、全面広告を合計４

回出しておるところでございます。以上でござ

います。

やはり県は、地元の住民の皆さ○前屋敷委員

ん方に、そういった情報提供は確かに必要だと

いうふうに思ってはいるところです。ですか

ら、それを公平にやられるような立場で臨んで

いただきたいということと、きのうも若干本会

議の質疑の中でお話ししたんですけど、当時考

えていた結果と違う結果がいろんなところで出

てきているわけですよね。ですから、こういう

情報の提供も、合併そのものをバラ色に描くよ

うなものじゃなくて、そこはちゃんと判断でき

るような中身を提供するということをしっかり

やってほしいというふうに思います。以上で

す。

それでは、以上をもって、市町村○十屋主査

課、地域振興課、市町村合併支援室を終了いた

します。

執行部入れかえのため暫時休憩いたします。

午後３時23分休憩

午後３時29分再開

それでは、分科会を再開いたしま○十屋主査

す。

先ほどの御質問の中○酒井人権同和対策課長

で、同和関係団体、それから構成員に関する御

質問がございまして、後ほどということでした

ので、答えさせていただきたいと思います。

まず、同和関係団体、未確認ですけど、全国

で400団体ほどあるというふうに言われておりま

すが、このうち国が同和問題について意見を聞

いていた団体が、先ほど説明しましたように３

団体ございまして、１つが部落解放同盟で全国

で約20万人という会員を公称しております。そ

れから、自由同和会が９万8,000人、そして全国

地域人権運動総連合、こちらについては明確に

いたしておりません。それから、県内にもこれ

らに属する支部がございますけれども、県内組

織については、会員数を公表いたしておりませ

ん。
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それから、えせ同和行為に関しての実態でご

ざいましたけれども、公共工事に関しまして、

受注業者や現場代理人などを聞いてくる、こう

いった行為がございまして、その際に使ってい

る団体名は、全日本同和会あるいは全国同和会

あるいは全日本同和人権協議会等、こういった

ような名称を使って不当な要求をしてきており

まして、17年度が87件、18年度が36件報告され

ているところでございます。

それから、図書関係のセールスでございます

けれども、ことし２月に広島県で恐喝で逮捕さ

れた書籍販売会社が名乗っておりました全国同

和人権促進会、それから人権同和問題啓発協

会、こういったような名称で県内でも売り込み

がございまして、17年度が68件、18年度が64件

となっております。以上でございます。

それでは、総合交通課の説明をお○十屋主査

願いいたします。

総合交通課の決算の概要○加藤総合交通課長

について御説明いたします。

決算特別委員会資料の５ページをお開きくだ

さい。

表の中ほどでございますが、総合交通課の決

算の状況につきましては、予算額６億4,635万円

に対して、支出済額は６億3,873万3,580円、不

用額は761万6,420円となっておりまして、執行

率は98.8％であります。

次に、事項別の執行状況でありますが、25

ページをお開きください。

このうち、目の執行残が100万円を超えており

ますのは、中段の（目）計画調査費でございま

して、この主なものは、下から３段目の（節）

負担金補助732万9,000円でございます。

この不用額の主な理由は、地方バス路線等運

行維持対策事業における国の補助額の確定に伴

う車両購入費補助金の執行残でございます。

なお、執行率が90％を下回るものについては

該当ありません。

次に、主要施策の成果について主なものを御

説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の総合交通課

のインデックスのところ、66ページをお願いい

たします。

１）広域交通ネットワークづくりの（１）鉄

道輸送機能（広域ネットワーク）の強化につい

てであります。

主な事業の鉄道活性化対策推進などによりま

して、ＪＲ九州等と日豊本線の高速化の可能性

や課題等について協議いたしますとともに、九

州地方知事会などと連携を図りながら、国やＪ

Ｒ九州に対して、高速化や東九州新幹線の整備

について陳情要望を行ったところでございま

す。

次に、67ページをごらんください。

（２）航空輸送機能の強化についてでありま

す。

主な事業の「みやざきの空」航空ネットワー

ク活性化によりまして、国内、国際の宮崎空港

発着路線を維持充実するため、国や航空会社等

への陳情要望活動や利用促進に努めたところで

あります。

このうち、韓国との国際定期便につきまして

は、平成18年度の利用者数は、そこに書いてい

ますとおり、３万6,515人と過去最多となりまし

た。また、国際チャーター便につきましても、

台湾との間を中心に大きく増加しまして、運航

便数256便、これも過去最多となっております。

施策の評価にありますように、国内線は利用

が伸び悩んでいる地方路線を中心に厳しい状況

が続いておりまして、ことし１月には高知線、
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３月末には関西空港線が廃止となりました。な

お、関西空港線の廃止に関しましては、この11

月から同じ大阪の伊丹線のほうで２便増便と

なっております。

68ページをごらんください。

国際線につきましては、ソウル線は今月22日

から週３往復から週４往復に増便となりまし

た。また、さきの11月１日には、宮崎空港の国

際線２路線目となる宮崎台北線の開設が決定し

たところであります。今後とも、路線の維持充

実を図るため、利用促進や航空会社等への働き

かけに努めてまいりたいと考えております。

次に、このページの９行目ですが、（３）海

上輸送機能の強化についてであります。

主な事業の海上輸送網整備促進によりまし

て、海運事業者との協議・調整及び荷主・物流

事業者からの情報収集を実施したところであり

ます。

これらの働きかけ等の結果としまして、施策

の評価にもありますように、ＲＯＲＯ船「南王

丸」が平成19年１月から細島に週２便寄港する

とともに、東京直行便となりまして、県北部地

域からの関東向け航路が再開されたところであ

りますが、京浜航路及び貝塚航路の休止の影響

が大きいことから、海上輸送能力の確保充実に

向けた取り組みをさらに強化していく必要があ

ると考えております。

次に、69ページをごらんください。

（４）効率的な物流体制の整備についてであ

ります。

主な事業の物流効率化推進によりまして、荷

主・輸送事業者へのヒアリングを実施するとと

もに、海上航路利用促進事業によりまして、海

上航路の利用促進とモーダルシフトの推進を図

るため、荷主に対する補助を実施したところで

あります。

次に、70ページでございます。

２）地域交通ネットワークづくりの（１）鉄

道輸送機能（地域ネットワーク）の強化につい

てであります。

主な事業の公共交通利用促進によりまして、

沿線市町村で構成します団体が実施する事業に

対して活動支援を行ったところであります。

最後に、71ページをごらんください。

（２）地方バス路線等の運行維持についてで

あります。

主な事業の地方バス路線等運行維持対策によ

りまして、広域的・幹線的なバス路線である生

活交通路線の維持のため、バス事業者に対し運

行費補助を行うとともに、バス路線廃止後に代

替バスや乗り合いタクシーなどを運行する市町

村に対し補助を行うなど、地域の交通手段の確

保に努めたところであります。

また、新たに地域バス再編支援に取り組み、

地域の実情に応じた効率的なコミュニティバス

の導入を図る３市町村に対し、運行計画の策定

など調査事業の補助を行ったところです。これ

によりまして、ことし４月からは三股町が、ま

た10月からは五ヶ瀬町がコミュニティバスの運

行を開始したところであります。

以上が18年度の主要施策の成果でございま

す。

なお、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告する事項はございません。

総合交通課の説明は以上でございます。

ありがとうございました。○十屋主査

総合交通課の説明が終了いたしました。質疑

をお願いいたします。

御説明ありました航空輸送機能の○図師委員

強化のところ、67ページ、韓国の定期便等は
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着々と利用者もふえておるようですが、国際

チャーター便の運航も台湾を中心にという御説

明でしたけれども、このチャーター便を飛ばし

ている航空会社は、国内の会社か、それとも台

湾側、中国側の会社なのか、その比率がわかれ

ば教えてください。

航空会社は台湾側の航空○加藤総合交通課長

会社でございます。

お聞きしたいのは、台湾側だとは○図師委員

思ったんですが、宮崎から台湾に行った数がこ

こに出ています３万5,815人と理解してよろしい

んですか。それとも、台湾から入ってきた方、

台湾から宮崎に来た方も合わせてこの数になっ

ているかどうかを教えてください。

両方合わせてでございま○加藤総合交通課長

す。内訳を申し上げます。国際チャーター便３

万5,815人のうち、日本人が6,015人、外国人が

２万9,800人でございます。

ありがとうございます。済みませ○図師委員

ん。私も台湾便として限って言ったものですか

ら、混同されたかと思うんですが、このチャー

ター便に関しては、要は宮崎から台湾初め海外

に行っていただく方と、海外から宮崎に来ても

らう方のバランスがとれたほうが、航空会社と

しては採算が非常に合いやすくなるといいます

か、そのほうが効率的だという話は聞いたんで

すけれども、今の数字ですと、明らかに宮崎か

ら海外に出られる方の数が少ないですよね。実

際、航空会社的には、この数字でも商業ベース

に合っているんですか。

チャーター便は、例えば○加藤総合交通課長

台湾で言いますと、台湾のお客さんを日本に連

れてきたときに、その帰りの便で日本人を乗せ

ることができません。ですので、台湾便で言い

ますと、昨年190便、台湾から来ています。日本

人が行くのは20便なんですね。ですから、20便

は、日本人だけが行きと帰りで20便なんで

す。190便は、台湾人だけで行きと帰りが190便

でございます。ですから、これが定期便になり

ますと、日本人でも外国人でも乗れると。です

から、双方向が可能ということになりまして、

私どもはそういうことで定期便化を目指してい

るということでございます。

わかりました。ちょっと私が認識○図師委員

間違いで、あくまでもパック旅行で行きも帰り

も同じ人が利用するということになるんです

ね。そして、今回、日本人と外国人の数を聞く

と、宮崎発のチャーター便の数よりも、海外発

の宮崎往復チャーターがはるかに多いというこ

となので、それがわかればいいです。

我々愛みやざきで、この間、上海のほうに政

務調査に行ってきたんですけれども、そのとき

に、あちらの日本領事館の方々から言われたん

ですが、我々の後にすぐ副知事初め県のほうも

行かれたと聞いたんですが、課長も行かれてい

ますか。まあいいです。台湾との関係を重視す

ることも大切なんだけれども、中国側との距離

感もしっかり考えて、外交なりそういう観光面

のアプローチをしたほうがいいんではないか

と、そんな優しい言い方じゃなかったですよ。

何をやっているんだと、台湾を重視して中国を

軽視するような行政があってはいかんというよ

うなことを言われたんですね。恐らく、我々の

後に行った副知事も同様なことを言われている

と思うんですが、そのあたりは今後、対台湾、

対中国との距離のとり方というのは何かお考え

があればお聞かせいただきたいです。

中国につきましても、発○加藤総合交通課長

展著しいところでございますし、人口も多いで

すから、将来的に非常に観光なりあるいはいろ
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んな経済交流という関係で、大きな市場になる

というふうに思っております。それで、今の段

階では観光客誘致という観点では、観光サイド

のほうで誘致活動も行っておりまして、チャー

ター便の実績も台湾に比べれば少ないですけれ

ども、ございます。ただ、定期便開設に関しま

しては、そういうチャーター便の実績を積み重

ねた上で成り立つものでございますので、台湾

便が190便という、これまで10年間かけた努力の

積み重ねでございまして、ようやく定期便化が

見えてきたかなということでございます。上海

を中心とした中国につきましては、今後、地道

な観光客誘致を中心に努力を積み重ねて、将来

的なターゲットというふうに考えております。

最後にしますが、上海のチャー○図師委員

ター便が、先ほど私が質問した内容なんです

が、やはり商業ベースに合っていないみたいで

すね。満席になっていないようで、どうも

チャーター便だけでは、なかなか宮崎をアピー

ルしていくのは足りないということも言われて

いました。また我々の会派のほうでも、そうい

う政策を提言していきたいと思いますが、台湾

中心にというところも少し気をつけていただい

たほうがいいかなということは提言させてもら

います。以上です。

委員の方にちょっとお諮りしたい○十屋主査

んですけれども、きょうの日程ですと、４時ま

でが一応予定になっておりました。このまま質

疑のほうを継続してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、よろしくお願いいたし○十屋主査

ます。

ほかに質疑はありますか。

鉄道活性化対策推進ですが、東九○緒嶋委員

州の東と西を見た場合は、西は新幹線が目前と

いうことであり、東のほうはまだ鉄道110キロが

最高速度、いわば向こうは３倍のスピード感を

もって物が運ばれるわけで、人間も含めて、そ

うなりますと、九州で北と南の格差、南北格

差、東西格差が著しくなるわけですね。宮崎県

が一番九州の過疎地というか、そういう形に

なってくるわけですね。その中で、高速道路も

必要だけど、地球環境、いろいろなことを考え

ると、鉄道というのも当然重要な位置づけに

なってくるわけで、その活性化対策推進という

名のもとに、宮崎県としては何を、ただお願い

します、お願いしますという時代は私は過ぎた

んじゃないかと。私も何回もＪＲ等に行ってお

願いし、フリーゲージの試乗も北九州でやった

こともあるんですが、高速化を、新幹線をとい

うことで、本当に新幹線が私は50年たってもで

きんのじゃないかと思っているんですね。50年

間、新幹線、新幹線と言っていいのかと。それ

だけ進めるということであればいいけど、本気

で何をターゲットに鉄道の活性化をやるかとい

うことをやらないと、毎年200何十万使ってやっ

ております、やっておりますという、いわばマ

スターベーションみたいな形だけで本当に政策

が前に進むのかという気がしてならんわけです

が、このあたりの今後の取り組みを含めて、こ

の活性化推進に対する基本的な県の考え方とい

うのはあるわけですか。

鉄道につきましては、今○加藤総合交通課長

おっしゃいましたとおり、宮崎県のまず地形

的・地勢的ネックというものが非常に大きく

て、これまで鉄道開設以来、なかなか整備が進

んでおりません。なおかつ、現在、御存じのと

おり、民営化されまして、ＪＲ九州というとこ

ろが経営しておりまして、私ども整備する場合

に、国、県、それからどうしてもＪＲ九州とい
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う、この３者で取り組まなければならない話に

なっております。そういった観点から、ＪＲ九

州につきましても、委員もＪＲ九州に行ってい

ただいておりますけれども、どうしてもＪＲ九

州としては採算ベースを先に考えてしまうとい

うことです。ですから、これについては、これ

までも働きかけということでございましたけれ

ども、そこあたりをＪＲ九州にも御理解いただ

くし、国のほうにも国策として考えていただけ

るように、今のところはそういう形で地道に取

り組んでいかざるを得ないというふうに考えて

おります。

これは、この評価の中でも一部に○緒嶋委員

努力を要すると、私から見れば全体に努力を要

する、実際はＤだと思っているんですよね。そ

の中で、私は国に対して、宮崎におられた森下

さんなんかにもお会いしたことがあるんです

が、そういう人たちにいろいろお願いして、制

度として日本全体の過疎地対策というような、

モータリゼーションなんかもいろいろ含めて、

こういう地域はかつては東北地方が本当に過疎

と言われたけど、今は新幹線が青森までいく時

代になってきているわけですね。それに山形新

幹線、ミニですけど、秋田新幹線もある。すべ

ての意味で、東北のほうが断然九州よりも進ん

でおるわけです。そうなると、日本で一番の僻

地は、四国も３本橋がかかっておる、宮崎県が

知事は頑張っておられるけど、宮崎県が日本の

中で一番僻地、過疎地という認識を持ってやら

んと、私は宮崎県の発展はないと思うんです

よ。そういう中で、国に対してお願い、我々も

ですが、もうちょっと努力する方法、何をター

ゲットにしてやるか、今のまま50年、100年叫ん

でも私は新幹線は来んのじゃないかと、今の状

態から言えば、国の財政も。そうなると、逆に

言えば、私は110キロを130キロに宮崎県内だけ

でもします、宗太郎をどうかしますというよう

な、何か一つターゲットを決めて前に進む。大

きな新幹線をというようなことを、そりゃ目標

はいいですよ。しかし、現実の政治課題とし

て、何をターゲットにするかということを明確

に決めて政治を進めなければ、私は知事がどん

なに叫んでも一歩も進まんのじゃないかという

思いがあるので、これは北九州から大分、宮

崎、鹿児島の皆さん方の協力も得ないかんけれ

ども、鹿児島なんかは東のほうに余り目はない

とですよね。新幹線で十分だということです

よ。そうなりますと、宮崎県が一番イニシアチ

ブをとって鉄道活性化について努力しなけれ

ば、ほかのところはついていきません。私たち

は、県境議連で大分の人、熊本の人たちとも

やっておるんですが、大分の県南の人は理解を

大分示していただいておるわけですよね。だか

ら、宮崎県が大分県にも声をかけて何とか協力

してやりましょうと、宗太郎問題もあるし、あ

そこは将来ミニ新幹線でいいんです、大分まで

来れば。あそこは130キロ、複線ですよ。日本で

複線がないのが宮崎県だけです。一部ないの

は。高知でも複線はあるとですよ。そういうこ

とを考えた場合に、鉄道の活性化というけれど

も、かけ声だけでは私はだめだと、はっきり明

確にこれをターゲットにして頑張るというよう

な、そういう政策目標を明確に決めてやるべき

だと思うんですけど、そのあたりはどうです

か。

確かに、緒嶋委員のおっ○丸山地域生活部長

しゃるように、九州の博多と鹿児島を基軸にし

て考えると、西のほうは2011年春には新幹線が

全線開通して１時間20分で結ばれるという話で

あります。翻って東はどうかというと、今、高
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速道が着々と進んでいますけど、それがあと９

年はかかるという話であります。じゃその中で

例えば鉄道をどうするかというと、鉄道をどう

するかということは高速化をどうするかという

ことだろうと思います。それには今の軌道のま

まで施設を改修して高速化をやる、あるいは次

の手は、よく言われているのはフリーゲージト

レインを走らせる、あるいはその上としては東

九州新幹線、これは48年に基本計画線になっ

て、まだなかなか整備計画線に格上げできない

というのは御存じのとおりでありますけれど

も、その中で今おっしゃったように、今一番高

速は110キロですね。それ以外は85キロとかであ

りますので、その85キロのところをいかに110キ

ロ程度まで高速化するのか。例えば宮崎から鹿

児島、ここらあたりも御存じのように議会でも

数字を公表していますけれども、鹿児島県と共

同で平成12年だったですか、調査をしたとき

に、14分短縮するのに52億円かかると、そうい

う数字がはっきり出ております。一般的に考え

ると、たった14分で52億円もかける意味がある

のかというような話になりますけれども、そこ

を例えば同じ52億円でも、例えば25分にできな

いかとか30分短縮できないかとか、そういう話

はＪＲさんとも今引き続き行っているところで

す。なかなかいい返事はもらえませんけれど

も、一つターゲットを絞ってそういう協議をＪ

Ｒさんともやっていく必要があると、それは十

分認識しております。先ほど緒嶋委員からあっ

たように、これは278万7,000円使ってやってい

ますけれども、ＪＲ九州に対してはしつこいぐ

らい要望しないと、宮崎県は諦めたんじゃない

かと、私はそれを一番怖がっているんですね。

ですから、引き続き、こういう陳情とか要望活

動は年に何回かやっていく必要があるだろう

と、そういうふうに考えております。以上で

す。

そのとおりです。これをなくせと○緒嶋委員

いうんじゃないとですよ。私はそういうター

ゲットを絞って何かやらんと、これだけでもお

願いしますというのを。ＪＲに行くと、宮崎県

はにちりんとかシーガイアが走っておりますけ

れども、向こうが新幹線が完成したら、鹿児島

本線の特急列車を日豊線に持ってきますと言う

わけですね、払い下げみたいなことを。そうい

うことを言うから、それまで待って、やっと中

古車をもらうようなものですよ。そういう感じ

です。そういうことの中で、本当に宮崎県は日

本一住みよいとか何とか言っても、言葉だけ

じゃないか、何かターゲットを絞って集中的に

やる、知事も年に何回かＪＲ九州に行ってもら

うと、そういうような努力を地道に目に見える

形でしなければ、私は何ら一歩も前進もせんと

いう気がしてならんわけです。私たちも毎年、

ＪＲに10年、15年、行っているわけです。そう

いう気がするものだから、予算があって、本当

にまだ目に見えて役に立っていないわけです

ね。そういう意味を含めると、何か知恵を出さ

ないかんときが来ているんじゃないかと。特に

新幹線が向こうは目に見えておる時代に、まだ

こっちは何もターゲットとして焦点を絞った運

動もできないというのでは、私は情けないとい

う気がしてならんわけですよ。そういうことを

含めて、頑張っていただきたいということでお

願いしておきたいと思います。以上です。

私も同じような考え方なんですけ○徳重委員

ど、今の日豊線の高速化ということ、よく宗太

郎峠が云々とおっしゃいますね。今どきそうい

う物の考え方が間違っていると思うんです

よ。120年前、130年前ぐらいかな、日豊線が開
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通したのは明治何年かな、もう120～130年たっ

ていると思うんです。その120～130年前に宗太

郎峠をそのときの技術でとっくに通しているわ

けですね。何ていうことはない。今、何十キロ

でもトンネルは通せるわけですね。それをそう

いうような状況、九州は一つと言いながら、鹿

児島県や西のほう、熊本、佐賀、長崎、大分、

それぞれの県は全くそういったことに関心がな

いと言ったら過ぎるかもしれませんが、直接ど

こにでも行けるわけです。宮崎県だけなんです

よ。だから、なかなか一緒になって宮崎県のた

めに尽くしてやろうと、知恵をかしてやろう、

一緒になって行動していくよという県はないよ

うな気がします。言葉では言いますけど、一緒

に行動を起こしてくれない。ならば、宮崎県が

みずから行動を起こさない限り、私は宮崎県は

もう諦めたんだろうと、そんなに運動も来な

い、どうにもならないと、何とかしてやらない

かんなというようなＪＲがそういう気持ちに

なってくれないと、手がつかないのじゃないか

と、こう思います。東京にしょっちゅう行かれ

ますが、これもいいことでしょう。しかし、私

はこういう事業に対して、こういう大きなプロ

ジェクトに対して知事に行動してほしい。もう

やぜろしいと、来んでおってください、何とか

しますわというぐらい押しかけて押しかけて運

動を展開していかなければ、周りの人たちが宮

崎県のために協力してくれるという姿が見えれ

ばまだいいんです。それは私が知る限り、考え

る限り、不可能だと思っています。みんなそれ

ぞれ電車も走っているし高速化されている、高

速道路もできているんですから、何も関係な

い。かえって知事がわいわい今テレビやら何か

に出て、一生懸命やりゃいいとよというぐらい

の感覚しか周りにはないような気がするんで

す。みずからの行動を起こすしかないんだな

と、こう思っています。だから、今、緒嶋先生

がおっしゃったように、どうしても執行部が知

事と一緒になってそういう行動を起こしてほし

いということを強く要望しておきます。

例の地域バス、不用額が出たんで○緒嶋委員

すが、これは次年度、19年度に何かこの対応は

したわけですか。決算で不用額が出たわな。

この不用額は、宮崎交通○加藤総合交通課長

が導入しますワンステップバスに対する補助で

ございまして、国庫補助でございます。これを

５台購入しまして、そのときの国庫補助の確定

に伴う減でございます。

それは19年度で対応したというこ○緒嶋委員

とじゃないわけですね。これは不用額として、

そのまま。

これは18年度に５台購入○加藤総合交通課長

したときの額の確定でございます。

コミュニティバス、これは大変評○緒嶋委員

判がいいわけですよね。それで、恐らく過疎地

域とか不採算ルートなんかは、市町村がこれを

進めるべきだと思うんですよ、過疎対策として

も。これは高千穂も五ヶ瀬もですが、三股も始

めたということでありますが、このあたりは今

後そういう形で努力する市町村が出てきておる

かどうか、大変私はいいと思うんですよね。特

に高齢者に評判がいいんですよ。

このバス再編事業は昨年○加藤総合交通課長

から始めまして、実績上、昨年、３自治体だけ

が補助金を使いましたけれども、その他コミュ

ニティバス導入の可能性のあるところ全市町村

に対しまして、ヒアリングとか協議をしまして

導入を進めておりまして、19年度についても、

こういった調査事業なりバス導入の今計画が上

がっております。全市町村、対象市町村に促進
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してまいりたいと考えております。

地域バス再編支援事業なんです○丸山委員

が、これは当初予算では3,200万あったんです

が、120万ちょっとしかやられていないというこ

となんですが、これは市町村がなかなか準備不

足で、新規事業だから取り組めなかったという

ことでよろしいんでしょうか。

この事業、18年度からで○加藤総合交通課長

して、まず調査費、それからバスを購入すると

きのバス購入費に対する補助、それから運行し

た場合の運行費の一部を助成するということで

取り組みました。これは住民も巻き込んで、み

んなでどうやったら一番使いやすいバスになる

かということで、調査なり協議、いろんな方々

からの意見を聞くことに非常に実は時間がかか

りまして、そういったバスを購入するとか運行

する分の運行費の助成というところまでに実

は18年度至らなかったということで、２月に補

正させていただいております。

緒嶋先生が言われているとおり、○丸山委員

非常に地域バスとしてはいいんですが、路線の

考え方、今の既存のバスが走っているところも

若干ダブったりする可能性もあると思うんです

よね、時間帯がずれたりしても。そうした場

合、二重に過疎バス支援という形になるような

気もせんでもないんですが、その辺はうまく

いっているんでしょうか。

この資料の表の中で言い○加藤総合交通課長

ますと、一番上の生活交通路線運行というの

が、これはいわゆる幹線を走っている部分でご

ざいます。そして、その２つ目下に廃止路線代

替バス等運行費補助というのがございます。こ

れがいわゆる宮交が不採算として廃止したとこ

ろを、市町村が委託なり自前でやるという部分

でございまして、基本的には、この廃止路線代

替バスの今ここに莫大な財政負担になっている

部分を、下の地域バス再編支援事業でコミュニ

ティバスを走らせて、ここは代替えしようとい

うことでございますから、基本的には、幹線を

除けば、そういう路線そのものは、代替バスが

コミュニティバスにかわっていくというふうに

考えております。

地元の町、野尻町で、コミュニ○丸山委員

ティバスみたいなものがこの事業以前から走っ

ていまして、国道の本線は宮交バスが走ってい

る、そこにも補助を町として出す。今度は逆

に、コミュニティバスも同じ幹線を回り道を

通ったりするものですから、二重投資を市町村

としてはしてしまっているという認識も若干

あって、できればこっちの幹線には補助は、で

きればいいんだけれども、実はこっち側がある

だけでうちはいいんだよなというような意見も

若干あるものですから、その辺の整理というと

ころは、市町村とはどういった協議をされてい

らっしゃいますか。

コミュニティバスにつき○加藤総合交通課長

ましては、それぞれの自治体で、先ほど言いま

したように、住民の意見を入れながら、これま

での宮交、いわゆるバス事業者の路線とは関係

なしに自由に走らせることができますので、ダ

ブらないようにすればダブらないようにもでき

ますし、あるいは宮交バスの分の路線には路線

の利用者もいらっしゃるでしょうし、コミュニ

ティバスはコミュニティバスの利用者もいらっ

しゃるでしょうから、そこは部分的にはダブる

ことがあるかもしれません。ただそれは、廃止

路線代替バスも市町村が委託ですから、コミュ

ニティバスも市町村が運営主体ですから、そこ

は市町村のほうでお考えになって、効率的な投

資をされるものというふうに考えております。
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今、コミュニティバスというもの○丸山委員

に依存しなくちゃいけないのは、過疎のほうが

どんどん多くなってきていて、代替バスという

よりもタクシーみたいなやつも多くなってき

て、その比率はどっちのほうが要望的に多いん

でしょうか。

廃止路線代替バスの状況○加藤総合交通課長

で言いますと、バスの形でやっていますのが、

これは18年度ですが82系統、それから乗り合い

タクシー方式が34系統となっております。

いずれにしましても、この地域、○丸山委員

特に過疎地域を含めての地域の足を守るという

ことが大前提でしょうから、市町村と十分連携

しながら、県としてもこういったほうが財政的

に合理的だということはちゃんと分析していた

だいて、どっちのほうがこの市町村だったらい

いかという資料は、できるだけわかりやすく

こっちのほうがアドバイスできるような体制を

お願いしたいと思います。

そのほか質疑ございませんか。よ○十屋主査

ろしいですか。

それでは、以上をもちまして総合交通課を終

わりたいと思います。

暫時休憩いたします。

午後４時９分休憩

午後４時11分再開

それでは、分科会を再開いたしま○十屋主査

す。

地域生活部の残りの情報政策課、国際政策課

の審査をあす29日午前10時から行いたいと思い

ますが、よろしいでょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

本日はこれで終了いたします。

午後４時11分散会
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平成19年11月29日（木曜日）

午前９時59分開会

出席委員（９人）

主 査 十 屋 幸 平

副 主 査 黒 木 正 一

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 髙 橋 透

委 員 図 師 博 規

委 員 新 見 昌 安

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

地域生活部

地 域 生 活 部 長 丸 山 文 民

地 域 生 活 部 次 長 興 梠 徹（文化・啓発担当）

地 域 生 活 部 次 長 森 山 順 一（地域政策担当）

地 域 生 活 部 次 長 太 田 英 夫（交通・情報・国際担当)

部参事兼生活・文化課長 日 高 勝 弘

情 報 政 策 課 長 渡 邉 靖 之

国 際 政 策 課 長 田 原 新 一

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 宮 本 尊

福 祉 保 健 部 次 長 松 田 豊（ 福 祉 担 当 ）

福 祉 保 健 部 次 長 宮 脇 和 寛（保健・医療担当）

福 祉 保 健 課 長 松 原 憲

医 療 薬 務 課 長 高 屋 道 博

薬 務 対 策 監 串 間 奉 文

国 保 ・ 援 護 課 長 舟 田 宏

高 齢 者 対 策 課 長 畝 原 光 男

児 童 家 庭 課 長 西 野 博 之

少 子 化 対 策 監 佐 藤 健 司

障 害 福 祉 課 長 村 岡 精 二

障害福祉課部副参事 杉 本 隆 史

衛 生 管 理 課 長 川 畑 芳 廣

健 康 増 進 課 長 相 馬 宏 敏

事務局職員出席者

政 策 調 査 課 主 幹 斉 藤 安 彦

議 事 課 主 任 主 事 大 野 誠 一

それでは、分科会を再開いたしま○十屋主査

す。

昨日に引き続きまして、地域生活部の審査を

行います。まず、情報政策課の説明を求めま

す。

情報政策課の平成18年度○渡邉情報政策課長

決算の概要について御説明いたします。

お手元の平成18年度決算特別委員会資料の５

ページをお開きください。情報政策課分は上か

ら７番目でございます。予算額12億3,2 5 7

万7,000円に対しまして、支出済額は12億2,900

万5,649円、不用額は357万1,351円で、執行率

は99.7％であります。なお、翌年度への繰り越

しはございません。

次に、事項別の執行状況でありますが、情報

政策課分は同じ資料の27ページからとなってお

ります。目の執行残が100万円以上のものがござ

いますので、御説明いたします。

28ページをお開きください。まず、（目）計

画調査費でありますが、執行率は99.0％で、不
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用額が300万2,957円となっております。この不

用額の主な内容は、節の一番下の負担金補助で

ありますが、ブロードバンドサービス拡大のた

めの全県ブロードバンド環境整備事業におきま

す県単補助金の確定による執行残、携帯電話の

サービスエリア拡大のための移動通信用鉄塔施

設整備事業における国庫補助金の確定による執

行残などであります。

なお、執行率が90％未満のものについては、

該当ございません。

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

お手元の平成18年度主要施策の成果に関する

報告書の「情報政策課」のインデックス、72

ページをお開きください。まず、２「情報をだ

れでも自由に利用できる社会」から２行下の

（１）高度情報通信環境の整備についてであり

ます。枠の中の全県ブロードバンド環境整備で

ありますが、これは、民間による高速インター

ネット接続サービスの提供が見込めない地域に

おきまして、サービス提供に必要な施設の整備

に対し費用の一部を補助するものであります。

平成18年度は、諸塚村の村西部地区、高千穂町

上野・田原地区、日之影町大人・屋戸地区、五

ヶ瀬町鞍岡地区、西米良村小川・横野・板屋地

区において事業を行いまして、新たに2,259世帯

でブロードバンドサービスの提供が可能になっ

ております。

次に、73ページをお開きください。（２）情

報通信格差の是正についてであります。枠の中

の１段目、新世代地域ケーブルテレビ施設整備

でありますが、これは、県内のケーブルテレビ

事業者等が行いますケーブルテレビのサービス

エリア拡大に対し補助を行うものであります。

平成18年度は、延岡市が旧北方町において行い

ました施設整備に対しまして補助を行い、新た

に1,119世帯でケーブルテレビサービスの提供が

可能となっております。

次に、移動通信用鉄塔施設整備でございます

が、これは、電気通信事業者の採算性の問題か

ら携帯電話等のサービス提供の見込めない地域

におきまして、移動通信サービスを提供するた

めの施設を整備する市町村に対しまして、国及

び県による補助を行うものでございます。平

成18年度は、北川町の下塚・瀬口地区72世帯を

対象に事業を実施いたしております。

次に、74ページをごらんください。（３）の

枠の中、情報セキュリティ強化でございます

が、これは、個人情報など県民の重要な情報を

守り、安全・安心に情報が活用できるように、

庁内の情報セキュリティ対策の強化を図るもの

であります。平成18年度は、情報セキュリティ

監査や情報セキュリティ研修を実施したところ

であります。

次に、75ページをお開きください。（１）宮

崎情報ハイウェイ21等の利活用促進による産業

の活性化・県民生活の利便性向上についてであ

ります。枠の中の１段目、宮崎情報ハイウェ

イ21管理運営でございますが、これは、県下30

市町村を高速大容量の光ファイバー網で結ぶ情

報通信基盤でございます宮崎情報ハイウェイ21

の安定運用を図るため、その保守管理を行った

ものであります。

次に、宮崎情報ハイウェイ21利活用促進であ

りますが、これは、県内の情報関連産業の活性

化を図るため、宮崎情報ハイウェイ21やイン

ターネット等の情報通信技術を活用したモデル

事業を公募して事業費の一部を助成するもので

ありまして、平成18年度は、モデル事業３件、

フォローアップ事業１件の計４件の事業を採択
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いたしております。

次に、76ページをごらんください。（２）電

子県庁・電子自治体の推進についてでありま

す。枠の中の電子申請届出システム運営であり

ますが、これは、インターネットを利用するこ

とにより、県に対する申請、届出等の手続を行

う電子申請届出汎用受付システムや、インター

ネットを通じて行政情報、地域情報等の案内が

閲覧できる県民ポータルサイトシステムを運用

管理するものであります。

主要施策につきましては、以上でございま

す。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しまし

て、特に報告すべき事項はございません。

情報政策課は以上でございます。

情報政策課の説明が終了いたしま○十屋主査

した。質疑をお願いいたしたいと思います。

72ページの全県ブロードバンド環○丸山委員

境整備関係ですが、国のほうでは2010年を目途

に全国ブロードバンドの整備をやっていきたい

という方向性を持っています。県の場合、昨年

度、一部に努力を要するということですが、こ

の整備状況等は、2010年という国の大枠の目標

に向けての進捗状況を含めて、18年度どのよう

な形で進んでいったのかお伺いしたいと思いま

す。

国のほうでは、2010年度○渡邉情報政策課長

までにすべての地域で、いわゆる高速インター

ネット、ブロードバンドが使えるようにと言っ

ております。ただ、実態を申しますと、本県に

おきましてはブロードバンドが利用可能な世帯

は18年度末で89.8％でございます。ということ

は、全県下大体45万世帯ございますので、10

％、４万5,000世帯ぐらいはまだ利用できないと

いう状況がございます。これにつきましては、

本県だけでなくて全国的にそのような状況がご

ざいます。ただ、本県は89％ということです

が、全国平均では95.1％ということでございま

すので、私どもでは、県単で全県ブロードバン

ド環境整備事業ということで鋭意やっておりま

すが、今後も努力していかなければならないと

思っております。

人口ベースで89.8％ということ○丸山委員

で、面積、人が住んでいる可住地域からすると

平成18年度も中山間地域を中心にやられて―

いるんですが、これはある程度市町村の裏負担

もないとできないということで、市町村の理解

が得にくいので進んでいないという実態なんで

しょうか。

今委員がおっしゃいまし○渡邉情報政策課長

たように、全県ブロードバンド県単事業でも４

分の１から５分の２の市町村の御負担もお願い

いたしております。この辺になりますと、何を

市町村のほうで優先されるか。早く言えば、私

どもの事業であれば、携帯電話を優先されるの

か、ケーブルテレビを優先されるのか、ブロー

ドバンドか。その優先度合いによってもそれぞ

れ市町村で違ってきておりますので、その辺の

実態は市町村の事業の進捗状況にもよると思い

ます。ただ、本県では情報ハイウェイ21があり

ますので、少なくとも全市町村にはブロードバ

ンド環境が、一部といえどもそろっているとい

う状況はできております。

恐らく中山間地域の町村だろうと○丸山委員

思いますので、そうなると自主財源が厳しい中

で、県もそうなんですが、三位一体改革とか交

付税の削減があって、なかなか有効に使うお金

がなくて、どっちかというと道路を整備してほ

しいとかいろいろな要望がある中に、情報格差

の是正は必要であろうと思っておりますので、
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市町村と連携しながら、また、もうすぐ過疎債

も切れると聞いておりますので、その辺は十二

分に国とも連携しながら、情報格差の是正とい

うのはしっかりやっていただかないと、特に今

の若い方々は地域にはなかなか住まないし、ま

た、企業もそちらのほうには行きたくないとい

うことも考えられますので、宮崎情報ハイウェ

イ21を有効に活用しながら情報格差の是正をお

願いしたいと思います。

続きまして、先ほど言いました携帯電話のこ

とですが、当初予算を見てみますと7,000万近く

あったのが、2,500万ということに結果的になっ

ているんですが、これは、それこそ市町村の裏

負担が問題だったのか、もしくは、３～４社会

社があると思うんですが、会社のほうが乗って

こなかったのか、その辺はどのような経緯か、

説明いただければ幸いと思います。

74ページをごらんいただ○渡邉情報政策課長

きたいと思いますが、上から２つ目の表、携帯

電話サービス未提供地域解消の状況、これは平

成17年度から18年度を引きますと553の解消に

なっております。何を申し上げたいかといいま

すと、通信事業者が自力でやられた分がたくさ

んあるということでございます。というのは、

私どもの移動通信用鉄塔施設整備事業でやって

いた分、それから昨年度、県単事業で制度を立

ち上げてやる分も予定しておったんですが、

今、ソフトバンクが事業に参画したというこ

と、それから携帯電話番号の持ち回り制で競争

が激化したために、エリア拡大をねらうという

ところもありまして、自力でやられた分が多

かったということで、補助金を使わずに本来の

事業ベースでやられた分がありまして、結果的

には553と。ただ、これは３年も４年も続くかは

別ですが、そういうことで、市町村も県も得し

たと言うとおかしゅうございますけれども、結

果的には目標の300以上の553という数字が出て

きております。

そういう意味で、施策の推進状況○丸山委員

は「概ね順調」という評価が出ていると考えて

よろしいでしょうか。

今、計画は300と申しまし○渡邉情報政策課長

たが、今のところはその計画を上回った実績を

残しております。

しかし、まだまだ携帯電話がつな○丸山委員

がらないところがある。先ほどの情報格差と一

緒ですので、企業とも連携しながらぜひ取り組

んでいただきたいと思っております。

情報セキュリティ強化についてです。当初予

算では950万程度あったんですが、200万程度で

終わっています。今、情報が流出して企業の中

でもいろいろな問題が発生しているんですが、

「概ね順調」ということになっているのは、ど

ういった経緯で「概ね順調」と考えたらよろし

いでしょうか。

情報セキュリティ強化に○渡邉情報政策課長

つきましては、一つには外部監査をする委託料

を700万ほど予算化しております。これにつきま

して当該年度は189万、24％で落札しました。外

部監査については民間の競争があります。もう

一つ言うと、委託料は最低制限価格がございま

せん。そういうことで積み上げた数字の598

万4,000円が執行残という形になっております。

もう一つは、セキュリティ対策講座を140万ほ

ど予定しておりましたが、国の外郭団体のＬＡ

ＳＤＥＣが無料でやっていただけるということ

で、市町村と一緒にここにお願いして経費の節

減をしました。その分の執行残が当初予算等含

めて140万ということで、190万何がしかの金で

執行できました。これは所期の目的は達成して
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いるものでございます。

委託制度は最低制限価格がないと○丸山委員

いうことですが、それで業務もうまくいって成

果も上がったと。一番重要なのは、今後情報の

流出がないように 今、国の出先機関や大手―

企業の情報が流出するケースがありますので、

しっかり情報管理は情報政策課が中心にやられ

て、他部局にもしっかりとした情報管理をして

いただくようにお願いしたいと思います。

ケーブルテレビですけれども、エ○緒嶋委員

リア状況を見ますと、18年は29万8,000世帯とい

うことで、16年から余り伸びていないわけです

よね。これは営利でやられるので会社の関係も

あると思うんですが、将来、アナログからデジ

タルになった場合にテレビ放送が見えなくなる

地域が出てくるのではないか。最終的にはコス

トの問題もあって整備が100％できんのじゃない

かと言われております。衛星放送でそれをフォ

ローするということになっておるんですけれど

も。県民の情報という意味から見れば、全県下

ケーブルテレビで網羅するという県の姿勢も

あって、ケーブルテレビ会社ともいろいろな条

件整備等も図りながらこれを進めていくべき

じゃないか。今は世帯数が45万と言われたです

か、その中で、23年からデジタル放送になった

ときは、相当県民は不満が出てくると思うんで

す。衛星放送ではローカル放送は見れんわけで

す。そういうことを考えたら、ケーブルテレビ

をいかに普及するかを県の重点政策として取り

上げるべきだと思うんですけれども、これの将

来展望というのはどう考えておられるかお伺い

いたします。

今委員おっしゃいました○渡邉情報政策課長

ように、現在、宮崎市内、延岡、都城、日南に

ついてはほとんど網羅されておりますので、県

単事業でお示ししておりますのは、いわゆる条

件不利地域に進出する場合について助成をした

いと考えております。今おっしゃいましたよう

に、平成23年には地上デジタル放送になってア

ナログ放送がなくなってしまうということがご

ざいます。それを一番心配されておられるのは

山間へき地の首長さんたちでございます。そう

いうことがございまして、入郷地区、県北の首

長さんたちにおきましては、美郷町の北郷区の

「きららびじょん」のようなことも考えておら

れます。ただ、これにつきましては地上デジタ

ル放送の補助関係がはっきりしないものもござ

いますから、現在のケーブルテレビとどういう

形で調整したらいいか御相談しながら、その意

味ではケーブルテレビ関係については条件不利

地域をなるべく努力をしたいと思っておりま

す。

これはぜひやらんと、情報格差が○緒嶋委員

明確に見えてくる。そして情報伝達として、県

のローカル的なテレビ放送が一つも入らないと

いうことになるわけです。首長さんたちが心配

しておられるのは当然のことだと思うんです。

また、デジタルの放送施設をつくるのはアナロ

グ以上に設備費が要るということも伺ったこと

があります。そうなりますと、ケーブルテレビ

をいかに網羅するかという中で、これでは全部

網羅できんと思いますけれども、最大公約数的

なものはこれである程度網羅できるというよう

な形を県も重点施策としてやっていかなけれ

ば、これで満足しておってはいかんと思いま

す。これは部長にもお願いしますが、重点的に

今後進めていかんと、情報的なものはこれでい

いですという問題ではない。その辺はどうです

か、部長の意見を伺いたいと思います。

委員がおっしゃいました○丸山地域生活部長
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ように、また情報政策課長が答えましたよう

に、アナログからデジタルへ放送施設の整備を

して、平成23年７月にはデジタル化になるわけ

です。今、県もいろいろこういうふうにやって

いるんですけれども、国のほうも、23年７月に

ぴしゃっと切りかえができるのかどうか、多分

迷っておられることもあるだろうと思います。

その中で、例えば生活困窮世帯、生活保護世帯

には無料でチューナーを配付するとかいろんな

議論がされています。先ほど課長も言いました

ように、山間地には共聴アンテナが県内でも数

百あると思います。アナログからデジタルに変

える場合は、その改修費は、３万5,000円を超え

る分については補助するという話を国のほうは

されています。ただし、新設する場合は補助制

度はないんです。それじゃ困るじゃないかと、

国策でやっているんだから、その辺はぴしゃっ

と国のほうで考えてくださいという話を宮崎県

もしております。次年度の予算対策においても

重点施策でそういう要望はしております。

そういう補助制度があっても、今の受信機で

見れていたのが、デジタル化されると見れなく

なると。山間地で一番声が多いのは高齢者世帯

です。テレビというのは一つの大きな楽しみで

すから、「何でデジタル化して、わざわざ

チューナーを金出して買ったり、テレビを買い

かえたりせにゃいかんのか」という声は物すご

く多いです。国のほうにもそういう意見が通っ

ていますし、県としてもそういう不安がなるだ

け出ないように考えていきたいと思います。

中継塔に３万5,000円負担して全部○緒嶋委員

今のが見えるならいいんです。ところが、今の

共同施設で見れていたところが、デジタルに

なったら見えないところがかなり出てくる、そ

ういうことも聞くわけです。そういうことを含

めますと、チューナーも買い直さにゃいかん、

共聴施設に対する負担も要るということになり

ますと、高齢者世帯なんかは大変なことだと思

いますし、今見えているのが見えなくなって、

後は自分で勝手にしなさいということでは、情

報について国民に対する不公平な扱いになると

思うんです。そういうことを考えると、国に対

しての要望とともに、県は県として、ケーブル

テレビを含めて施策の中でどう解消するかとい

う基本的なものを両面的に考えていく必要があ

ると思いますので、今後十分検討していただく

よう要望しておきます。

報告書の72ページですが、全県ブ○新見委員

ロードバンド環境整備、ここに記載の世帯で高

速のインターネットが利用できるんだなという

のはわかりますが、具体的にどういうイメージ

なのか。例えば全市町村に情報ハイウェイ21の

ケーブルがつながっていますが、そこから個々

の家庭に光ケーブルを引くとか、そういうイ

メージなんですか。

今、先生がおっしゃった○渡邉情報政策課長

とおりでございます。と申しますのは、旧役場

も含めて市町村役場のところまでは情報ハイ

ウェイが走っておりますので、それを使われる

か。もう一つは、ＮＴＴとかＱＴネットの光

ファイバー網があります。それを各家庭につな

いでいただくということになります。ＡＤＳＬ

という導線の電話になりますと、距離が遠くな

るとブロードバンド機能を発揮しなくなること

がございます。いろんなものを使いまして市町

村内全域にブロードバンド網を普及していこう

と。商売として成り立つところ、例えば宮崎、

延岡、都城など大きいところは事業者さんが進

んでやられると思いますが、特に条件不利地域

はなかなかやりませんので、そういうところは
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市町村や事業者が事業主体となって、それを補

助してブロードバンド設備を構築していくとい

うものでございます。

そこまでの環境整備をしてやっ○新見委員

て、どういったプロバイダーを活用するかとい

うのは個々の家庭の問題ということですね。

それと、75ページの宮崎情報ハイウェイ21利

活用促進、民間活用モデルが３件、フォロー

アップ事業が１件ということでしたが、利活用

するためのモデルはどんなふうに選んでいかれ

るのか。

これにつきましては、情○渡邉情報政策課長

報ハイウェイを活用したもの、インターネット

を活用したものということで毎年募集をいたし

まして、それをすることによって、起業とまで

はいきませんけれども、起業の芽出しをするよ

うなものをお手伝いするということで、総体事

業費の２分の１の補助額ということでやらせて

いただいています。

18年度の民間活用モデル３件とい○新見委員

うことですが、全体で何件あったうちの３件

だったのか。

17年度、18年度で民間活○渡邉情報政策課長

用モデル・フォローアップ事業をやっておりま

すが、17年度につきましては６件、昨年度、18

年度については４件の事業を採択しておりま

す。

何件の応募に対して何件の採択で○新見委員

すか。

18年度につきましては、○渡邉情報政策課長

７件の応募がございまして４件の採択でござい

ます。

76ページの電子申請届出に関する○新見委員

ものですが、平成21年度の目標として400件を掲

げられておりますが、県庁の事務についてはこ

ういった電子申請になじまないものもあると思

うんですが、この400件というのは県庁の事務の

中のどのくらいを占めているんでしょうか。

ちょっと古い数字になり○渡邉情報政策課長

ますけれども、申請件数ということになります

と全部で 122万件ぐらいございます。ただ、添※

付書類が必要だとかいろんなもので、すべてが

電子化になじむものではございません。調査し

たときには全部でそれぐらいの数字があるとい

うことでございます。

電子申請になじむ事務処理を、後○新見委員

で結構ですので教えてください。

後ほど、電子申請になじむという○十屋主査

か適用できる、ほかの書類が要らないものと

か、そういう数字をお知らせいただくとありが

たいんですが、できますか。

後ほど御提出したいと思○渡邉情報政策課長

います。

ほかございませんか。○十屋主査

それでは、情報政策課を終了いたしたいと思

います。

次に、国際政策課の説明をお願いいたしま

す。

それでは、国際政策課の○田原国際政策課長

平成18年度決算の概要について御説明いたしま

す。

お手元の平成18年度決算特別委員会資料の５

ページをお開きください。国際政策課の決算の

状況につきましては、予算額２億3,869万5,000

円、支出済額２億3,797万291円、不用額72

万4,709円となりまして、執行率は99.7％であり

ます。なお、翌年度への繰り越しはございませ

ん。

次に、事項別の執行状況でありますが、同じ

※75ページに訂正発言あり
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く委員会資料の29ページから30ページをお開き

ください。目の執行残が100万円を超えるもの及

び執行率が90％未満のものはございません。

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

お手元の平成18年度主要施策の成果に関する

報告書の「国際政策課」のインデックスのとこ

ろでございます。78ページをお開きいただきた

いと思います。まず、４行目でございますけ

ど、（１）県民の国際理解の増進といたしまし

て、外国青年招致事業により、国際政策課に英

語、韓国語、中国語に対応できる３名の国際交

流員を配置し、通訳・翻訳業務を初め各種国際

交流活動等幅広い取り組みを行ったところであ

ります。また、県民の国際理解の増進につきま

しては、県の出資団体であります財団法人宮崎

県国際交流協会が各種事業に取り組んでいると

ころでありますが、施策の評価の②に記載して

おりますとおり、その中核的施設であります

「宮崎県国際プラザ」を昨年５月にカリーノ宮

崎８階に開設いたしまして、午後７時までの夜

間利用や土曜日開館を行うなど、県民の利便性

の向上を図ったところでございます。今後と

も、同協会を初めさまざまな国際交流団体と連

携しながら、国際化推進の一層の機運の醸成に

努めてまいりたいと考えております。

次に、79ページをごらんください。（２）国

際化推進の中核となる人材・団体の育成といた

しまして、県国際交流協会に委託して行いまし

た「みやざき国際実践塾」の開催により、地域

の国際化を担う中核的な人材である国際化推進

リーダーの育成や、継続的・安定的に活動でき

る国際交流・協力団体の育成強化を図ったとこ

ろであります。今後は、育成した国際化推進

リーダー等が活発に活動するためのフォロー

アップや国際交流・協力団体のネットワークの

形成・拡大を図ることにより、県民主役の国際

化を推進していきたいと考えております。

次に、80ページをお開きください。５行目で

ございますが、（１）多様な主体による多彩な

国際交流の推進といたしまして、国際理解・交

流支援事業により、東アジア近隣諸国を中心に

さまざまな分野での県民主役の相互交流の拡大

に取り組んだところであります。主な実績とし

まして、国際理解講座の実施によりまして、韓

国、シンガポール、アメリカから招致しており

ます国際交流員を講師として県内の小中高校に

派遣し、児童生徒にそれぞれの国の概要や文化

を紹介するなど国際理解の促進を図りました。

また、宮崎・韓国草の根交流促進事業により、

スポーツや文化・芸術分野などの宮崎と韓国の

民間団体の指導者がお互いに訪問し合い、交流

の実現に向けた協議を行ったところでございま

す。この事業への参加をきっかけにして多数の

民間団体が相互訪問を開始するなど、草の根レ

ベルの国際交流が着実に広がっているものと考

えております。

次に、81ページの中ほどをごらんください。

（２）地域の特性や資源を生かした国際協力の

推進といたしまして、海外技術研修員受入事業

により開発途上国から３名の技術研修員を受け

入れ、県内の大学などで研修を行い、途上国の

発展に貢献できる人材を養成するとともに、県

民と研修員との交流を通じまして国際理解の促

進を図ったところであります。今後とも、本県

の特性や資源を生かした国際協力のあり方を工

夫しながら事業の展開を図っていきたいと考え

ております。

次に、82ページをお開きください。中ほどで

ございますけれども、（３）多文化共生に関す
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る意識啓発・普及といたしまして、県国際交流

協会に委託して行いました多文化共生社会づく

り意識啓発事業により、広報誌等による情報提

供や「多文化共生社会づくり講座」の開催等を

通じまして県民意識の啓発・普及を図ったとこ

ろであります。今後とも、県国際交流協会や市

町村等と連携しながら地域レベルでの県民意識

の啓発・普及を図っていく必要があるものと考

えております。

次に、83ページをごらんください。（４）外

国人も安心して暮らし、行動できる環境の形成

といたしまして、県国際交流協会に委託して行

いました外国人住民支援事業により、「外国人

のための日本語講座」の開催や法律・生活相談

の実施及び災害・医療通訳の養成などを行い、

外国人住民が安心して生活できる環境の整備に

努めたところであります。今後とも、県国際交

流協会や市町村等と連携しながら外国人住民の

地域社会への参加促進や防災対策の充実などを

図っていきたいと考えております。

以上が、主要施策の成果についての説明でご

ざいます。

最後になりますが、監査委員の決算審査意見

書に関しましては、特に報告すべき事項はござ

いません。

国際政策課からの説明は以上でございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。

国際政策課の説明が終了いたしま○十屋主査

した。質疑をお願いいたしたいと思います。

外国の方々が宮崎に住んでおら○前屋敷委員

れての住民支援の事業ですが、日本語講座を開

催されておられますけれども、何名ぐらいの方

が受講されていますか。

83ページの主な実績内容○田原国際政策課長

として「外国人のための日本語講座の開催」と

いうのを掲げさせていただいております。これ

は前期と後期の年２回に分けて、それぞれ毎週

火曜日と金曜日に開催をしておりまして、前期

は30回で延べ279名、後期は20回で延べ246名の

外国人の方の参加を得ているところでございま

す。

受講されるのに条件があるんで○前屋敷委員

すか。１年とか、前期、後期だけとか。

それは特にございませ○田原国際政策課長

ん。

今、県内にはいろいろな国から○前屋敷委員

お見えだと思うんですけれども、何名ぐらいの

方々がいらして、こういう講座を利用された

方々がどのくらいの割合か。要するに宮崎の生

活になじんでおられるんだろうかと思うんです

けれども、わかる範囲でお願いします。

昨年の12月末現在でござ○田原国際政策課長

いますけれども、本県には4,260名の外国の方が

居住していらっしゃいまして、国籍別では、そ

の約４割近くが中国籍の方でございます。ま

た、韓国・朝鮮籍の方も650名ほどいらっしゃい

ます。御質問にございました、この皆さん方の

うちどの程度の方が日本語講座を受講してい

らっしゃるかということにつきましては、数字

をここで申し上げることが難しいところでござ

います。

この講座は宮崎市内１カ所だけ○前屋敷委員

ですか、それとも各市町村で講座の開設がされ

ているんですか。

今申し上げました日本語○田原国際政策課長

講座の開催につきましては、国際交流協会のほ

うで行っておりまして、宮崎市が中心でござい

ますけれども、都城市とか延岡市などにそれぞ

れ国際交流協会がございまして、それぞれ日本

語講座をこういう形で行っております。宮崎市
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中心ではございますけれども、各市町村の協会

におきましてもそういった講座を開設して外国

人とのコミュニケーションを図る取り組みを

行ってもらっているところでございます。

81ページの海外技術員研修受入で○丸山委員

３名来られていますが、具体的にはどのような

技術を習得に来られているのか教えていただき

たいと思います。そして、どういった成果をも

たらそうという目的で来られているのかも含め

てお伺いしたいと思います。

昨年度は３名の方を受け○田原国際政策課長

入れたところでございます。具体的にお話しし

ますと、まず、１名がインドネシアの方でござ

いまして、水廃棄物処理という研修科目で宮崎

大学工学部のほうで研修を受けていただきまし

た。この方はインドネシアのブラウィジャヤ大

学の講師をしていらっしゃる方でございまし

て、従来から宮崎大学と学術交流をやっている

関係で、宮崎大学の高度な処理技術の研究を研

修することによりまして、大学に帰られまし

て、習得した知識を使ってインドネシアの発展

に尽くしていただいていると考えております。

２人目がモンゴルからおいでいただいた方でご

ざいまして、環境化学及び環境微生物学を都城

工業高等専門学校で１年間学んでいただいたと

ころでございます。この方も、従来から都城高

専と交流があるモンゴル国立科学技術大学で食

品生物工学部の研究員補助という形で研究して

いらっしゃって、本県の高専の技術によって知

識、技能を高められたところでございます。３

人目がベトナムの方でございまして、ハノイ農

業大学のほうからおいでいただきまして、獣医

病理学という研修科目で宮崎大学の農学部のほ

うで研修を受けていただきました。この方は畜

産獣医学部の学生でございますけれども、将来

は国のためという形で、ベトナムの獣医さんで

ございますので、鳥インフルエンザなどの撲滅

にも貢献していただけるのではないかと考えて

いるところでございます。

確かに貢献をするために１年なり○丸山委員

２年いらっしゃると思うんですが、多分継続し

て来られていると思います。私が学生のときも

１人いらっしゃった記憶がありますが、大学に

なじまれてすごく勉強されて、国に帰って勉強

されていると聞いているんですが、その後の貢

献、逆に言うと日本なり宮崎をよくしてもらう

というか、県が貢献しているんですよというフ

ォローアップみたいな形は何か取り組んでい

らっしゃるんですか。

今年度、それぞれの推薦○田原国際政策課長

団体を通じまして、過去５年間にわたるフォ

ローアップ調査、現況調査を文書で行ったとこ

ろでございます。残念ながらすべてのところか

ら回答いただいたわけではございませんけれど

も、現在何をやっていらっしゃるかという部分

についても把握したところでございます。もち

ろん来られる段階から、今申し上げましたよう

に大学の講師の方とか、研究所に所属してい

らっしゃるとか、また行政機関の研究員など、

これまで東南アジアを中心にそういった方をお

呼びしておりますので、大概の場合は引き続き

その職にとどまっていただいて、その分野でそ

の国の発展のために貢献していただいていま

す。そういったことがフォローアップ調査で把

握できているところでございます。

国際貢献ということで、それぞれ○丸山委員

の県がこのような形でやっていると思いますの

で、他県とも連携しながらフォローアップに関

してはやっていただいて、今後は日本の国際貢

献を大きくＰＲしていただきたい。ただ県費を
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使っているというだけではなくて、県としても

こういう国際貢献をやっているんだということ

を、県民、また国民が持てるようなことをやっ

ていただければ幸いかと思います。

83ページの外国人のための日本語講座の件で

すが、実は平成18年度に県議会の議発で防災対

策推進条例というのをつくりまして、災害弱者

の中に外国人等も入れるべきということで、そ

ういった位置づけも条例の中でうたわせていた

だいたんですが、防災マップも含めて研修等さ

れているのか。ただ日本語がしゃべれればいい

というのではなくて、防災についての話はされ

ているんでしょうか。

外国人のための防災につ○田原国際政策課長

きましては、台風14号の教訓も踏まえまして、

庁内でも横断的な検討会を設けて検討してきた

ところでございます。その成果の一つとしまし

て、昨年度、協会のほうで外国人のための防災

パンフレットを作成しました。もちろんそれ以

前にもハンドブックを作成しておりましたし、

ことしの１月には県庁の国際政策課のホーム

ページに「外国人のための防災情報」というこ

とで、気象庁や国の外郭団体ともリンクした防

災情報を集約したホームページを立ち上げたと

ころでございます。

今後につきましては、今委員がおっしゃいま

したように、弱者としての外国人ということ

で、総務部の危機管理局のほうで、弱者対策に

ついてモデル的なプランを検討していく取り組

みを行うように聞いておりますので、私どもも

それに協力しながら、より一層外国人に対する

防災対策に努めていきたいと考えております。

決算で言うべきかどうか迷ったん○丸山委員

ですが、お伺いします。国際政策課ではないか

もしれませんが、先ほども紹介があったとお

り、今県内にかなりの外国人の方が来ていらっ

しゃって、農業なり飲食業なりいろんな職業に

ついていらっしゃるんですが、事業主とのトラ

ブルがあったりいろいろある中で、具体的に国

際政策課としてはどれぐらいかかわられるの

か。入管が来ると、それを受け入れるだけとい

う形なのか、どこに住まれているのか把握され

ているものなんでしょうか。

ただいまの件は外国人の○田原国際政策課長

研修実習制度にかかわる問題ではないかと考え

ているところでございます。先ほど4,260人と申

し上げましたが、従業員50人以上の事業主は、

毎年６月１日現在の外国人の雇用状況を職業安

定所に登録しなければいけないという制度がご

ざいまして、これによりますと、18年６月１日

現在、外国人の労働者は192の事業所で791人と

いう数字が出ております。そのうち、国の技能

実習制度によって就労している方が522人という

数字を把握しているところでございます。これ

につきましては、今委員がおっしゃいましたよ

うに、隠れみのにして安い賃金で使われている

といったようなことで、県内ではそんなに大き

なトラブルにはなっておりませんけれども、そ

ういったことも我々のほうには聞こえてきてい

るところでございます。これにつきましては、

一元的には労働局のほうで労働基準行政として

管理監督をしていくことになるわけでございま

して、毎年１回、宮崎労働局主催の外国人労働

者の関係機関連絡会議に私どもも参加させてい

ただきまして情報交換をすることで、トラブル

の解消に努めていくという立場で、外国人労働

者の問題には臨んでいるところでございます。

労政問題も入ってきておりますの○丸山委員

で、部局が多少違うのかもしれませんけれど

も、トラブルがないように国際政策課としても
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連携強化を図っていただくように要望します。

先ほど新見委員のほうか○渡邉情報政策課長

ら御質問がありました、電子申請件数の総数を

御報告いたします。総数につきましては、庁内

全体で3,682、このうち電子申請になじむという

ことで私どもが整理しておりますのが458、こ

の458のうち平成21年度は400という数字を掲げ

ております。ちなみに、122万と申しましたの

は、手続数ではなくて年度内の総申請数でござ

います。申しわけございませんでした。

それでは、以上をもちまして地域○十屋主査

生活部を終了いたします。

執行部の皆様は、２日間にわたり御苦労さま

でした。

では、暫時休憩いたします。

午前10時52分休憩

午前10時56分再開

それでは、分科会を再開いたしま○十屋主査

す。

平成18年度決算について、部長に概要説明を

求めます。

おはようございます。○宮本福祉保健部長

座ったまま説明させていただきます。

それでは、平成18年度の福祉保健部の主要施

策の成果の概要につきまして、宮崎県総合長期

計画「元気みやざき創造計画」の施策体系表に

沿って御説明をいたします。

横長の決算特別委員会資料の１ページをお開

きください。計画の一番左側の大項目でござい

ますが、福祉保健部におきましては、１ページ

から２ページにかけましての「未来を拓く人が

育つ社会」、２ページ「快適な環境を享受でき

る社会」、２ページから６ページにかけまして

の「安全で安心して暮らせる社会」、これらを

将来像とした各種の施策を体系的に推進したと

ころであります。

初めに、大項目の「未来を拓く人が育つ社

会」について、中項目「子どもを生み、育てる

環境をみんなで支える社会」の中の小項目「地

域における子育て支援体制の充実」についてで

あります。細項目の１の「子育てに関する意識

の醸成」につきましては、民間団体等で構成す

る宮崎県次世代育成支援対策推進協議会と連携

しながら、地域全体で子育てを支え合う機運づ

くりに努めたところであります。

２の「地域における子育ての支援」につきま

しては、子育て家庭のニーズに対応するため、

児童館や放課後児童クラブの整備を進めるとと

もに、地域のＮＰＯや子育て支援グループの連

携を図ったところであります。

３の「保育サービスの充実」につきまして

は、多様な保育ニーズに対応するため、一時・

特定保育や休日保育、さらには障がい児保育等

の充実に努めたところであります。

４の「母子保健医療体制の充実」につきまし

ては、女性の健康支援事業や特定不妊治療費助

成並びに新生児等スクリーニング検査事業を実

施したところであります。

次に、小項目「子どもの権利擁護・自立支

援」についてであります。５の「児童の保護と

自立支援」につきましては、児童福祉の専門機

関である児童相談所において、市町村に対する

技術的援助や助言のほか、困難な事例に対する

専門的な支援を行ったところであります。ま

た、地域の関係機関とのネットワークによる虐

待の発生防止や早期発見・早期対応に努めると

ともに、心理職員による児童の心のケアなどに

取り組んだところであります。

６の「ひとり親家庭等の自立支援」につきま
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しては、母子家庭等の生活の安定と自立の促進

を図るため、巡回就業相談や教育訓練給付金の

支給等を実施したところであります。

２ページでございます。次に、中項目の「一

人ひとりが尊重され、個性と能力が発揮される

社会」の中の小項目「男女共同参画社会づく

り」についてであります。７の「ＤＶ防止対策

の推進」につきましては、配偶者暴力相談支援

センター運営事業や女性保護施設「きりしま

寮」の運営など、ＤＶ被害者の保護や支援に取

り組んだところであります。

次に、小項目「高齢者の活力を生かした社会

づくり」についてであります。８の「高齢者の

社会参加の促進」につきましては、高齢者が長

年培ってきた知恵や経験など、シニアパワーを

積極的に活用していくための仕組みづくり・活

躍の場づくりや、高齢者の社会参加についての

機運醸成に努めるとともに、ねんりんピックの

開催など、高齢者の生きがいや健康づくり活動

の支援を行ったところであります。

次に、大項目の「快適な環境を享受できる社

会」について、中項目「すべての人が快適に暮

らせる人にやさしい社会」の中の小項目「すべ

ての人が快適に暮らせる「ユニバーサルデザイ

ン」の推進」についてであります。９の「人に

やさしい福祉のまちづくりの推進」につきまし

ては、県民の積極的な参画による福祉のまちづ

くりを展開するため、地域で障がい者等を支援

する活動を行う人材の養成、障がい者住宅の改

造助成等による施設のバリアフリー化の推進に

取り組むとともに、療養所訪問や、マスメディ

アを利用した県民へのハンセン病に対する知識

の普及啓発を行ったところであります。

次に、大項目の「安全で安心して暮らせる社

会」について、中項目「生涯を通して健康に暮

らせる社会」の中の小項目「自主的な健康づく

り」についてであります。10の「自主的な健康

づくりの普及・啓発」につきましては、健康づ

くり推進センターを管理運営するとともに、完

全禁煙・分煙達成プレートの配付など、たばこ

対策緊急特別促進事業を実施したところであり

ます。

11の「食を通じた健康づくり」につきまして

は、栄養改善対策として、行政栄養士中央研修

会や地域栄養改善研修会において指導者の資質

の向上を図るとともに、歯科保健対策として、

母子歯科保健指導や8020運動並びにむし歯予防

対策事業に取り組んだところであります。

12の「スポーツ・運動を通じた健康づくり」

につきましては、健康運動指導士や実践指導者

の育成を図ったところであります。

次に、小項目「生活習慣病及び寝たきり予防

対策等の充実」についてであります。13の「生

活習慣病及び寝たきり予防に向けた取組みの推

進」につきましては、老人保健事業費県費負担

や地域リハビリテーション事業に取り組んだと

ころであります。

14の「難病等に対する対策」につきまして

は、特定疾患患者の医療費の助成や各種相談へ

の対応、災害時支援体制の構築等により、患者

やその家族の支援を行ったところであります。

３ページでございます。次に、小項目「健康

に関する危機管理体制の充実」についてであり

ます。15の「結核・感染症対策の推進」につき

ましては、結核罹患者等に対する検診を実施す

るとともに、新型インフルエンザ対策として抗

インフルエンザウイルス薬を追加備蓄したとこ

ろであります。

16の「薬物乱用防止対策の推進」につきまし

ては、健全な社会づくりと覚せい剤やシンナー
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等による健康被害防止のため、啓発活動を中心

とした薬物乱用防止運動を行ったところであり

ます。

17の「毒物劇物危機管理体制の充実」につき

ましては、毒物劇物による事故発生を未然に防

止するため、取扱施設に対する監視指導を実施

したところであります。

次に、中項目「医療サービスが充実した社

会」の中の小項目「安心できる医療体制づく

り」についてであります。18の「地域医療提供

体制の充実強化」につきましては、日向入郷医

療圏において中核的なへき地医療拠点病院を新

たに指定し、代診医派遣等のへき地医療支援を

行うとともに、県の採用した医師をへき地公立

病院等に派遣する医師派遣システムを推進する

ため、県で採用する医師の確保に努めたところ

であります。

19の「救急・災害医療体制の整備」につきま

しては、救急医療施設への運営費等の支援や、

小児救急医療電話相談事業の実施、災害医療従

事者研修会の開催等に取り組んだところであり

ます。

20の「国民健康保険の充実」につきまして

は、国民健康保険事業の健全な運営を図るた

め、低所得者の国保税軽減や高額医療に対する

支援等を実施したところであります。

４ページをお開きください。小項目「医薬品

等の安全確保・安定供給の推進」についてであ

ります。21の「医薬品等の安全対策の推進」に

つきましては、医薬品等の安全性・有効性を確

保し、適正な使用と安定供給を図るため、監視

指導や医薬分業の推進に努めたところでありま

す。

22の「血液対策の推進」につきましては、医

療に必要な血液製剤を安定的に供給するため、

各種キャンペーンを展開し、県民の献血への理

解の促進に努めたところであります。

次に、小項目「医療を支える人づくり」につ

いてであります。23の「医療人材の養成・確

保」につきましては、高齢化や医療の高度化等

を背景とした保健医療ニーズの多様化に対応す

るため、医師、看護師等の医療人材の安定的な

確保と、その資質の向上に努めたところであり

ます。医師に関しては、自治医科大での医師の

養成に加え、へき地や小児科等特定診療科の医

師を養成・確保するため、医師修学資金貸与制

度を創設、また、県で医師を採用してへき地等

へ派遣する医師派遣システムの推進に取り組ん

だところであり、看護師については、県立看護

大学の運営や看護師養成施設への助成により、

資質の高い看護職者の育成を図ったところであ

ります。

次に、中項目「みんなで支え合う福祉社会」

の中の小項目「高齢者が安心して暮らせる環境

づくり」についてであります。24の「高齢者福

祉保健サービスの充実」につきましては、各種

サービスを提供する介護保険事業者への指導や

市町村に対する支援を行うとともに、「宮崎県

介護保険事業支援計画」等に基づき、介護サー

ビス基盤の計画的な整備を図ったところであり

ます。

25の「老人医療制度の安定的運営」につきま

しては、市町村の老人医療給付に要する費用等

を負担し、老人医療制度の健全な運営を図った

ところであります。

次に、小項目「障がいのあるなしにかかわら

ず、地域で共に暮らす社会づくり」についてで

あります。障がい者施策につきましては、平

成18年４月に、障がい者が地域で安心して暮ら

せる社会の実現を目指した障害者自立支援法が
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施行されました。これに基づき、26の「障がい

者の自立支援や社会参加の促進」につきまして

は、障がい者の就業機会の確保や、障がい者み

ずからの社会参加の促進等に努めており、例え

ば、介護職を希望する知的障がい者に対する研

修事業の実施や、精神障がい者の社会復帰を促

進するための事業の実施、障がい者スポーツ大

会の開催等に取り組んだところであります。

５ページをごらんください。27の「障がい者

福祉保健サービスの充実」につきましては、障

がい児が身近な地域で必要なサービスが受けら

れるよう、県北・県西地域における障がい児の

療育支援体制の強化を図るとともに、福祉ゾー

ンをモデルに、福祉・医療・教育等の関係機関

の連携による障がい児のライフステージに応じ

た支援の構築に取り組んだところであります。

次に、小項目「地域で支え合い安心して暮ら

せる環境づくり」についてであります。28の

「地域福祉推進体制の整備」につきましては、

ひとり暮らし高齢者の見守り活動や配食サービ

ス等、住民の地域福祉活動を促進するととも

に、認知症高齢者等に対する福祉サービスの利

用についての援助や、福祉サービス第三者評価

の基準の策定を行うなど、県民だれもが福祉

サービスを適正に利用できる体制の整備に取り

組んだところであります。

29の「社会保障等による生活の安定確保」に

つきましては、生活保護制度の適正な運営を図

るため、関係機関との連携強化や経済的自立の

促進に努めるとともに、県民に平和のとうとさ

を考える機会を提供するため、戦没者遺族等の

記録や資料の展示等を実施したところでありま

す。

次に、小項目「福祉社会を支える人づくり」

についてであります。30の「福祉人材の育成」

につきましては、増大かつ多様化する福祉ニー

ズに的確に対応するため、福祉の仕事に関する

情報提供や無料職業紹介等を実施するととも

に、現職の社会福祉事業従事者等に対する研修

を行うなど、福祉人材の確保と資質の向上に努

めたところであります。

次に、中項目「災害や事故に強い社会」の中

の小項目「危機管理体制の強化」についてであ

ります。31の「防災対策の充実」につきまして

は、災害救助法を、７月の豪雨災害でえびの市

に、台風第13号災害で延岡市に適用し、障害物

の除去や住宅の応急修理などの救助を行ったと

ころであります。

次に、中項目「安心できる消費生活を送るこ

とができる社会」の中の小項目「食の安全・安

心の確保」についてであります。32の「食品の

安全確保」につきましては、厳正な調理師試験

等の実施により資格者の資質向上を図るととも

に、食品の安全性確保のため、施設の監視指導

や食品の試験検査を実施したところでありま

す。

６ページをお開きください。33の「安全・安

心な食の生産・流通・消費システムづくり」に

つきましては、県産食肉・食鳥肉の衛生及び安

全のブランド化を推進するため、検査体制の充

実強化を図ったところであります。

34の「良質でおいしい水道水の供給確保」に

つきましては、安全かつ十分な水道水の確保を

図るため、水道施設の計画的整備を促進し、水

道未普及地域の解消に努めたところでありま

す。

最後に、小項目「衛生的な生活環境の確保」

についてであります。35の「生活衛生の向上」

につきましては、公衆浴場等における衛生管理

体制の徹底を図るため、営業者等に対する講習
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会の実施など、あるいは狂犬病予防接種の啓

発、動物愛護思想等の啓発による犬などの処分

頭数の減少を図ったところであります。

次に、福祉保健部の18年度決算状況につきま

して御説明いたします。

７ページをごらんください。一般会計につき

ましては、下から４段目の小計の欄であります

が、予算額719億9,236万5,155円、支出済額710

億885万984円、翌年度明許繰越額３億5,743

万5,000円、不用額６億2,607万9,171円となりま

して、執行率は98.6％でございました。

また、特別会計につきましては、下から２段

目の児童家庭課所管の母子寡婦福祉資金特別会

計でありますが、予算額４億8,233万3,000円、

支出済額１億5,915万6,415円、不用額３億2,317

万6,585円となりまして、執行率は33.0％でござ

いました。

次に、福祉保健部の平成18年度監査報告書指

摘事項等につきまして御説明いたします。

同じ資料の39ページをお開きください。監査

報告書における指摘事項につきましては39ペー

ジから40ページにかけて記載しておりまし

て、40ページの一番下にありますように、指摘

事項は全体で14項目、40件となっております。

39ページにお戻りいただきまして、まず、不

適正な事務処理につきましては、39ページの７

番目ですが、支出事務に関して、中央福祉相談

センターほか全18所属で、また、40ページの14

番目ですが、その他として、同じく中央福祉相

談センターほか全６所属で指摘を受けたところ

であります。なお、不適正な事務処理につきま

しては、後ほど御説明させていただきます。

たびたびで申しわけありませんが、再度39

ページにお戻りいただきまして、収入事務の指

摘項目として、児童保護費負担金、母子福祉資

金貸付金、生活保護費返還金の収入未済額ある

いは収入未済率が前年度と比較して増加してい

るとの指摘を受けておりますが、これらにつき

ましては、未収金対策会議による滞納者の実態

把握と対応策の検討や、未収金徴収強化月間の

設定等による個別訪問の強化等に継続して取り

組むとともに、新たに嘱託職員を配置するな

ど、収入未済額の解消に向け鋭意取り組んでい

るところであります。

また、お手元の資料で別冊となっておりま

す、平成18年度宮崎県歳入歳出決算審査及び基

金運用状況審査意見書におきまして、３件の意

見・留意事項があったところでございます。

最後になりますが、不適正な事務処理につい

てであります。縦長の３枚つづりの「平成18年

度決算特別委員会資料 平成18年度における

「不適正な事務処理」関係」、この資料をごら

んください。表紙をめくっていただきますと、

この資料には、福祉保健部において「預け」の

発生あるいは使用、「書き換え」の実施、「不

適正な現金等」の収入など、18年度中に不適正

な事務処理のあった所属ごとにその概要を取り

まとめております。

以上、平成18年度の決算につきまして概要を

御説明いたしましたが、詳細につきましては、

後ほど課長から御説明を申し上げますので、御

審議のほどよろしくお願いいたします。以上で

あります。

ただいま部長の説明が終わりまし○十屋主査

た。

各課の説明及び質疑に入ります前に、準備の

ため暫時休憩したいと思います。

午前11時19分休憩

午前11時20分再開
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分科会を再開いたします。○十屋主査

福祉保健課、医療薬務課、国保・援護課の審

査を行います。まず、福祉保健課の説明をお願

いいたします。

福祉保健課の平成18年度○松原福祉保健課長

決算状況につきまして御説明いたします。

お手元の冊子、平成18年度決算特別委員会資

料の７ページをお開きください。福祉保健課

は、一番上でございますが、予算額は11 5

億9,683万4,915円に対しまして、支出済額は115

億8,576万3,814円、不用額は1,107万1,101円と

なっておりまして、執行率は99.9％でありま

す。

以下、内容の説明に入りますが、以後の資料

で「不用額」と記載されております執行残額に

つきましては、各課とも、目における執行残額

が100万円以上のもの及び執行率が90％未満のも

のについて説明させていただきます。

それでは、福祉保健課分について説明いたし

ます。目における執行率90％未満のものはござ

いませんでしたので、執行残が100万円以上の目

について御説明いたします。

８ページをお開きください。まず、一番上に

あります（目）社会福祉総務費でございます

が、不用額は、３段目の欄の321万4,722円と

なっております。主なものとしまして、工事請

負費の58万1,500円や委託料の38万4,731円でご

ざいますが、これは、旧都城児童相談所の解体

工事に伴う実施設計の委託料や、工事請負費が

入札等により執行残となったものでございま

す。

10ページをお開きください。（目）救助費で

ございますが、不用額は201万4,035円となって

おります。主なものとしましては、負担金・補

助及び交付金の161万2,743円でありますが、こ

れは、昨年度の災害救助に対する国庫負担金が

確定したことによるものでございます。

11ページをごらんください。下の欄の（目）

保健所費でございますが、不用額は345万6,841

円となっております。12ページをお開きくださ

い。主なものとしましては、一番上の需用費145

万1,929円でありますが、これは、電気や水道料

など光熱水費を含む庁舎維持管理費などの節約

による執行残でございます。

決算事項別明細説明資料につきましては、以

上でございます。

引き続きまして、平成18年度の主要施策の成

果について、主なものを御説明いたします。

お手元の平成18年度主要施策の成果に関する

報告書の「福祉保健課」のインデックス、93

ページをお開きください。なお、主要施策の成

果に関する報告書の記載内容と各課の説明方法

につきましては、昨日、生活・文化課長が説明

しておりますので、省略させていただきます。

それでは、93ページの（１）医療人材の養

成・確保の事業名、県立看護大学運営について

であります。主な内容は、教員の人件費や施設

設備の管理費、教育や研究に要する経費、図書

館に必要な経費でございまして、平成18年度は

学部卒業生96名を輩出したところでございま

す。

なお、学部卒業生の県内就職率を高める取り

組みとしましては、学部入試において県内出身

者枠18名を設けるほか、入学料について県内出

身者を県外出身者に比べ10万円減額するなど、

入学者に占める県内出身者の割合を高める取り

組みを通じて進めてきたところでございます。

また、本委員会での御意見も踏まえまして、平

成20年度の入試からは県内出身者枠を25名に拡

大することとしておるところでございます。地
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域の公立大学として県内就職率を高める必要性

は十分認識しておりまして、就職に関する個々

の学生の考え方など難しい面もございますが、

今後とも創意工夫して取り組んでまいりたいと

考えております。

施策の評価につきましては、看護職者の輩出

のみならず、地域での講習会や研修会の開催な

ど幅広い地域貢献活動を展開しております。ま

た、②の高齢化の進展、医療の高度化の流れが

加速しており、今後とも優秀な医療人材の確保

に向けて、さらに積極的かつ効果的な教育・研

究活動等への取り組みが必要と考えておりま

す。

続きまして、94ページをごらんください。

（１）地域福祉推進体制の整備でございます。

事業名、社会福祉事業団自立化事業であります

が、宮崎県社会福祉事業団に対しまして、平

成17年度から５年間で集中的に経営改善してい

ただき、平成22年度から経営自立できるよう支

援を行ったところでございます。

次に、事業名、地域福祉活動推進事業であり

ますが、右の主な実績内容のところにございま

す地域福祉ネットワーク事業により、地域での

見守り活動や地域住民への相談事業、広報啓発

など５町村に対して支援を行うとともに、高齢

者等保健福祉推進事業により、19市町村が行う

配食サービスや１人暮らし訪問、サロン事業な

ど63事業に対して支援を行い、住民に身近な保

健福祉サービスの充実を図ったところでござい

ます。

次の事業名、福祉サービス利用支援推進事業

でありますが、地域福祉権利擁護事業により、

認知症など判断能力が十分でない在宅生活者518

名に、福祉サービスの利用手続の援助や金銭管

理サービスを行い地域での自立化を支援すると

ともに、福祉サービス運営適正化推進事業によ

り、福祉サービスに関する利用者の苦情等に対

応するため、福祉サービス運営適正化委員会を

設置し、相談者の苦情解決に努めてきたところ

でございます。

次の○福祉サービス第三者評価推進事業であ新

りますが、これは、福祉サービスを第三者の視

点から客観的に評価しサービスの質的向上を図

るとともに、評価結果を公表することで利用者

が適切にサービスを選択できるようにすること

を目的としており、平成18年度は施設を評価す

るための基準の策定等に取り組んだところでご

ざいます。

95ページでございますが、施策の評価につき

ましては、①多様な福祉ニーズに対する地域住

民等の活動が広がりを見せておりますが、今後

さらに住民参加による地域福祉活動への支援を

行う必要があると考えております。また、②福

祉サービスの利用援助の契約件数が全国で上

位、九州で１位に位置するとともに、③福祉

サービス利用者からの苦情・相談に適切に対応

してきたところであります。さらに、④地域福

祉計画の未策定の市町村がございますので、計

画策定に必要な支援を行っていきたいと考えて

おります。

続きまして、96ページをごらんください。

（１）福祉人材の育成でございます。事業名、

社会福祉研修センター事業でありますが、社会

福祉施設の職員など延べ１万643人に研修を実施

し、その資質の向上を図ったところでございま

す。

次の福祉人材センター事業でありますが、福

祉啓発広報や無料職業紹介事業等を行い、求職

登録者数1,044人、求人・求職相談件数3,118人

の実績を上げてきたところでございます。
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次に、97ページをごらんください。施策の評

価につきましては、多様化する福祉ニーズに対

応した研修の実施により福祉職員の資質の向上

が図られておりますが、求人充足率を高めるた

め、引き続き新たな求人開拓等を実施していく

必要があると考えております。

次に、98ページをお開きください。（１）防

災対策の充実でございます。事業名、災害救助

でございますが、施策の評価にありますよう

に、昨年７月の豪雨災害でえびの市に、台風

第13号災害で延岡市に災害救助法を適用し、障

害物の除去や住宅の応急修理などの救助を行う

とともに、被災者への災害援護資金の貸し付け

や、遺族への災害弔慰金の支給を行ったところ

でございます。

以上、主要施策の成果に関する報告書につい

て御説明いたしました。

なお、監査委員の決算審査意見書に関して

は、特に報告すべき事項はございません。

引き続き、不適正な事務処理につきまして御

説明いたします。別紙でお配りしております、

薄い資料でございますが、平成18年度における

「不適正な事務処理」について、これに基づき

まして御説明いたします。

まず、１ページの１の「預け」の状況につい

てであります。部内では平成18年度に「預け」

を行っていた所属は14所属でありました。左か

ら３番目のＨ18預け額Ｂ欄をごらんいただきま

すと、下の合計にありますように、18年度の預

け額の合計は約471万円であります。その下の括

弧内は18年度の普通会計決算に関するもの、す

なわち18年度予算により捻出されたものであ

り、４所属で合計約263万円となっております。

差額が208万円でありますが、これは17年度決算

分でありまして、すなわち、17年度の出先の出

納整理期間であります18年４月中に、17年度予

算から「預け」を行ったものでございます。ま

た、その右隣の使用額は約790万円でございまし

て、年度末の残高は約218万円となっておりま

す。

次に、２ページをごらんください。２の「書

き換え」の状況についてであります。部内で平

成18年度に「書き換え」を行っていた所属は６

所属でありました。そのうち「書き換え」のみ

を行った所属は１所属で、金額は約107万円と

なっております。また、「預け」「書き換え」

の両方を行っていた所属は５所属でございまし

て、合計金額は約754万円となっており、18年度

の書き換え額の合計は約861万円となっておりま

す。

次に、３の「不適正な現金等」の状況につい

てであります。18年度当初に残高があった所属

は６所属でございました。左から３番目のＨ18

入金額Ｂ欄をごらんいただきますと、下の合計

にありますように、18年度の入金額は２所属で

約25万円となっております。また、その右隣の

使用額は約38万円であり、年度末の残高は約41

万円となっております。

なお、４の「預け」の配分の状況につきまし

て、18年度は該当はございませんでした。

福祉保健課の説明は以上でございます。

福祉保健課の説明が終了いたしま○十屋主査

した。質疑を受けたいと思います。よろしくお

願いします。

まず、18年度の主要施策の成果に○図師委員

ついてお伺いしたいと思うんですが、資料の94

ページにあります、事業名は福祉サービス利用

支援推進の内容で地域福祉権利擁護事業という

のがありますけど、これは認知症の方や知的障

がい者、精神障がい者の方で、私的財産等を自
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分で管理できない、もしくは将来的にそういう

おそれがあるという方々が、事前に社会福祉協

議会等の窓口に相談に行って、そこに預金通

帳、有価証券等の管理を委託できる、いわゆる

成年後見制度ともリンクしていくような事業内

容だと思います。今後この事業の必要性という

のは大きくなってくると思うんですけど、今の

利用状況といいますか、相談件数も含めてどの

ような実態になっているか教えてください。

平成18年度の実際の契約○松原福祉保健課長

件数は518件でございまして、そのうち18年度に

新規に契約された方が126件でございます。ま

た、相談援助件数は3,203件となっております。

新規の部分も含む518件の対象者の○図師委員

分類がわかっていれば、教えてください。

518件で御説明させていた○松原福祉保健課長

だきますと、認知症高齢者の方が210名、知的障

がい者の方が154名、精神障がい者の方が84名、

その他70名という状況でございます。

非常にわかりやすい御説明です○図師委員

が、ただ、私も現場にいながら思っていたの

が、現場の専門職はもちろん、当事者なり家族

の方がほとんどこの制度の存在を御存じない。

啓発活動をされているのもよくわかります。パ

ンフレット等も幾つかのパターン出されている

のも見たんですが、今後社会的な弱者の権利擁

護の推進を図っていく上で、この事業を県とし

て地域にもっと浸透させていくような施策、お

考えがあればお聞かせいただきたいと思いま

す。

例えば、社会福祉協議会○松原福祉保健課長

がパンフレット、啓発の情報提供誌等つくって

おりますが、そういったものを通じて、権利擁

護事業ができるだけ県民の方々に広く知られる

ように努めていきたいと考えております。

今後、福祉サービスの提供のあり○図師委員

方が施設型から在宅へどんどん転換されていく

と思うんですが、となると余計のことマンツー

マンでのサービス提供が行われていく環境にな

る。専門職の方々のモラルなり道徳心が試され

るといいますか、必要となりますので、そうい

う方々の事故防止、弱者が自分の権利をしっか

り守れるように、この事業の周知を図られてい

く必要があると思っております。答弁は要りま

せん。

96ページの介護福祉士等修学資金貸付事業に

ついて、これは総括質疑でも取り上げさせてい

ただいたんですが、18年度実績で40件の貸し付

けがされていますけれども、これは応募数はど

れぐらいあったかわかりますか。

養成施設のほうに推薦を○松原福祉保健課長

していただいておりますが、同じく40で推薦が

あったところでございます。

事業の枠が40で限度ということで○図師委員

すか。

予算の枠もございますの○松原福祉保健課長

で、施設のほうにはある程度の枠を示して推薦

をお願いしているところでございます。

これは介護福祉士の養成のための○図師委員

貸付事業で、非常に有効だと思うんですが、今

後、高齢者施設なり在宅サービスを提供する事

業所につきましても、国の方針としては介護福

祉士の配置基準をつくるというような方針も聞

いております。今はそういう基準がないもので

すから、介護業務はヘルパーの１級、２級持た

れている方でもできるんですが、今後はより専

門職の方々の配置割合がきっちり示されていく

わけで、そのため、総括質疑でも申しました

が、配置基準が出てしまうと、都市部のほうが

待遇面等がいい施設が多いものですから、県内
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から都市部へ介護力が流出していく可能性もあ

りますので、今後も定期的な専門職、介護福祉

士の養成をしていくための事業というのは継続

が必要かと思うんですが、そのあたり何か御見

解があればお聞かせください。

介護福祉士につきまして○松原福祉保健課長

は、まさに図師委員がおっしゃったとおり、現

状では名称独占ということで施設への配置基準

というものはございません。介護関係等の職に

ついている方の約50％が介護福祉士の方で、そ

れ以外は資格を持っておられない方が職員とし

ておると聞いております。国のほうがどういう

方針なのか県のほうにはまだ報告が来ておりま

せんが、その辺の状況は見きわめていきたいと

思っております。

ただ一方、介護福祉士につきましては、平成

元年に41人だったのが18年には7,658人というこ

とで、相当数ふえてきている状況でございま

す。いずれにしましても、法制度、あるいは社

会状況、介護福祉士の県内における数を見なが

ら判断していきたいと考えております。

有資格者が増加しているのは、こ○図師委員

の事業の成果もあってだということはよく理解

しているんですが、総括質疑でも申したとお

り、有資格者イコール就職者数、現場での就労

者数ということには必ずしもつながらない。ケ

アマネジャーもそうだと思うんですが、実際、

ドクターや看護師も不足している状況です。今

後、介護福祉士等専門職も不足してくることが

十分予想されますので、さらなるこの事業の有

効的な活用をしていただきたい。正直申しまし

て、削減される可能性があるという話も聞いて

おりますが、事業の枠としては今後も残してい

ただいて、定期的な専門職の養成には努めてい

ただきたいと要望申し上げます。答弁はいいで

す。

不適正な事務処理についてお伺いしたいと思

います。お示しいただいた資料は平成18年度分

の内容で、これはあくまでも「預け」の状況、

「書き換え」もしくは「不適正な現金」等の状

況ということで、これからどう不適正なものに

使われたかというところが見えてこないところ

もあります。お聞きしたいのは、資料１ページ

のＨ18年使用額Ｃの欄、18年度に使用があっ

て、18年度末残高がゼロとなっている部署が５

つあるんです。特に高崎と小林の食肉衛生検査

所は300万近いお金がこの１年度の中で使われて

いるということですけど、きれいに残高がゼロ

となるということが非常に不自然に映るんです

が、全部を挙げてもらうと切りがないんですけ

ど、どこか１つ、例えば一番大きい高崎の食肉

衛生検査所でもいいんですが、いつ、何を買わ

れてゼロという残金になったのか。「預け」の

金額だけを使用されてゼロになったのか、もし

くは「預け」プラス何かの事業費なりを引っ

張ってこられてゼロという数字に合わされたの

か、そのあたりの実情を教えていただきたいと

思います。

全部網羅すると時間がか○松原福祉保健課長

かりますので、高崎食肉を例にとらせていただ

きますと、最初は４月にパソコンの機器システ

ムを購入しておりまして、最終的には19年の２

月に クリップの購入によりまして全額を使用し※

たという状況でございます。

では、今言われた、２月のクリッ○図師委員

プ購入をもってゼロになるまで使い切ったと、

ほかの事業との抱き合わせでの使用はなかった

ということですね。

ほかの事業との抱き合わ○松原福祉保健課長

※93ページに訂正発言あり
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せということではなく、あくまでも２月のク

リップ購入でゼロにしたということでございま

す。

以前いただいた資料にもその内訳○図師委員

が全部出ているわけですか。

分厚い備品台帳の資料が○松原福祉保健課長

あったと思いますけれども、それには 全部載っ※

ております。

購入をした日にちも載っています○図師委員

か。

購入日も載っておりま○松原福祉保健課長

す。

最終がクリップを買ってゼロにし○図師委員

ているということ、それの日付が19年の２月と

いうことは、知事の就任後と理解します。言い

方を慎重にせにゃいかんと思うんですが、知事

が「裏金はありませんか」と就任のあいさつで

述べられたときには、まだ残金があって、帳じ

り合わせじゃないんですが、慌ててゼロにした

というような経緯はないんですか。

各所属によって受け取り○松原福祉保健課長

方が違ったと思いますが、いずれにいたしまし

ても、こういう「預け」あるいは「書き換え」

のようなものが裏金という認識が薄かったと、

知事がああいう発言をされたから急いで処理し

ないといけないと、そういうつもりでやったも

のではなくて、あくまでも、こういうものも不

適正な事務処理なんだというコンプライアンス

意識、あるいは公金意識の欠如によるものであ

ると考えております。

かみ合わないのはしようがないと○図師委員

思うんですが、理解しましょう。

次に、２ページの「不適正な現金等」の状況

ですが、Ｈ18入金額Ｂで、県立みやざき学園、

こども療育センターの２カ所でそれぞれの金額

が示されておりますが、この６万8,000円余、18

万円余の入金額を捻出した手法、捻出した対象

の事業というのはどういうものか教えてくださ

い。

ちょっと時間をいただけ○松原福祉保健課長

ればと思います。

別な質問をもう一つ。不適正な現○図師委員

金をつくられて支出をしたもの、「預け」のほ

うからもそうなんですが 都城の食肉衛生検―

査所に今回実地視察に行くわけですけれど

も、18年度にもコーヒーメーカー、電子カー

ペット等の購入をされています。総額で言うと

４万円弱の金額になるんですけれども、これは

県が想定する損害想定額の中に含まれるものだ

と思うんです。返金の対象となる購入物品だと

思うんですけれども、県の損害想定額で返金対

象になる額の担当部署、ここで言う都城食肉衛

生検査所からは、だれがどの金額の返金を行っ

ているのか、実際返金が行われたのか。返金の

期限が12月14日と切られているんですが、そこ

までにはきっちり返金いただくような御指導が

部として行われているのか、そのあたりを教え

てください。

庁全体に係る話でござい○松原福祉保健課長

ますが、所属で返金しなければならないような

ものにつきましては、各所属に返還計画という

ものを作成していただいておりまして、その計

画に従って年度内に返還していただくことに

なっております。今のところ、都城食肉につい

て返金されたかどうか手元に資料がございませ

ん。

返金計画によって年度内じゃない○図師委員

ですね。12月14日までに返還をいただくという

ことですが、返還をだれがされて、どの金額を

※93ページに訂正発言あり
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されるのかとか、そういう把握はされています

か。

計画はいただいておりま○松原福祉保健課長

すが、今手元には資料がございません。いずれ

にしましても、所属長などが中心となって払う

場合もありますし 基本的にはそういうケー―

スが多いと考えております。

私が聞いている話では、総括質疑○図師委員

でも申し上げたんですが、衛生検査所で言うな

らば、コーヒーメーカーや電気ポットを購入す

る庶務係の一担当職員が、裏金とはわからない

まま、必要な物品だから買えと言われて、それ

を買ったところが裏金だったと。買った若い職

員に返還要求が来ていると。職員としては返還

要求を見てびっくりして、命令だからやむを得

ず支払う。そのときの上司、部課長なりが返還

をする対象になっていないと、そういう理不尽

な処分の内容があるということも聞いたんです

けど、そういうことは課としては聞かれてない

ですか。

あくまでも私が聞いてい○松原福祉保健課長

る範囲ではございますが、所属長や課長補佐ク

ラスで分担したというところもございます。当

時の担当者の方にすべてを押しつけたというよ

うな話は聞いておりません。そういった話が

あって不満であれば、福祉保健課なりに通常は

連絡が来るはずなんですけれども、そういう連

絡も来ておらない状況でございます。

実際、都城食肉衛生検査所には行○図師委員

きますので、そのあたり、職員の方とのお話も

できればと思います。

先ほど言いました、不適正な現金等によって

購入されたものの返還がどういう状況になって

いるのか、何から捻出されたかわかれば、後ほ

どで構いませんので教えてください。

捻出方法についてお答え○松原福祉保健課長

いたしますと、みやざき学園につきましては農

産物収益金を充てております。こども療育セン

ターにつきましては謝礼金から捻出したという

ことでございます。

農産物の益金というのは、つくっ○図師委員

たものを売って益金をプールしていたというこ

とでわかるんですが、謝金をというのはどうい

うことですか。

実習生の方の謝礼金でご○松原福祉保健課長

ざいます。

理解しました。○図師委員

先ほど言った返還金の内訳、だれが幾らとい

うところがわかれば、後で教えてください。私

は以上です。

それでは、暫時休憩したいと思い○十屋主査

ます。

午後は、１時５分から再開します。

午前11時56分休憩

午後１時４分再開

委員会を再開します。○十屋主査

引き続き、福祉保健課の質疑を行いたいと思

います。

93ページの看護大学のことについ○丸山委員

てですが、18名の県内枠をつくってもらって、

今後拡大するということですが、18名の試験は

先にやるのか、どういった形で枠を確保するん

でしょうか。

一般的な入学試験の前に○松原福祉保健課長

実施をしておりまして、去年は面接試験などを

実施しておるところでございます。

そのときに、県内に就職をしてほ○丸山委員

しいということを含めての面接をされているの

でしょうか。
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そこまではやっておりま○松原福祉保健課長

せん。

県内枠ということで、また入学金○丸山委員

も他県から来る方よりも安くなるということで

す。目的は県内の看護師の資質向上ということ

が大前提だと、そういう意味でつくってもらっ

ていると思いますので、その辺は面接のときに

しっかりと話を聞いて、そこがポイントになる

ような形の面接にしていただくことを要望させ

ていただきます。

続いて、94ページの社会福祉事業団自立化事

業、これは５年間でということですが、18年度

にやられてどのようなことが進んだのか、効

果、進捗状況も含めてお伺いしたいと思いま

す。

事業団につきましては、○松原福祉保健課長

経営自立化を目指すために正規職員をできるだ

け嘱託職員にという方針を打ち出しておりまし

て、17年度正規職員が277名であったものを、平

成18年度は263名に減らしております。一方、嘱

託職員につきましては、17年度61名から66名、

臨時職員を74名から92名ということで、いわゆ

る正規職員の数を減らしながら嘱託職員等の割

合をふやすといった取り組みを行っておりまし

て、実際上はこの８億円を使いまして、運営費

の不足、退職引当に要する経費、施設の改修等

に利用したところでございます。

自立をしてほしいとは思いつつ、○丸山委員

肩たたきみたいな形でやめていただいていると

理解していいのか。もしくは定年退職だけで、

後は充足をしなかったと考えたほうがいいの

か、どちらなんでしょうか。

退職された方を正規職員○松原福祉保健課長

で補充せずに嘱託等にかえているというのが大

部分でございます。

重要なのは、質が落ちないという○丸山委員

こと、利用されている方の利便性も含めて、そ

の辺はどうだったのかお伺いしたいと思いま

す。

御指摘のとおり、県民○松原福祉保健課長

サービスが低下することは避けなければなりま

せんので、例えば、施設で言えば浴室の改修を

行ったりしております。そういった設備面での

サービスの向上等も行っておりますし、正規職

員の数は減っておりますが、一方では嘱託、臨

時をふやしておりますので、人的面、ソフト部

分のケアもしっかりやらせていただいておると

考えております。

ちなみに、嘱託なり臨時の方たち○丸山委員

は、もちろん有資格者ということでよろしいん

でしょうか。

そのとおりでございま○松原福祉保健課長

す。

自立化に向けては、ことしは中期○丸山委員

に入っていると思います。それぞれ委員会の中

でも質問させてもらいますので、しっかりとし

た自立をして、なおかつ県民の利便性が下がら

ないようにしていただきたいと思います。

続いて、下段の地域福祉活動推進についてで

すが、95ページに書いてあるとおり、地域福祉

計画の策定にまだ至っていない市町村もあると

いうことで、恐らく地域差があるのではないか

と思います。平成11年に介護保険が始まって７

年たちますが、その中で、老人医療費、介護保

険料が伸びているところと伸びていないところ

があります。民生委員の福祉活動がしっかりと

地域に根づいて伸びが少しでも抑えられれば、

ほかにも有効的な活動ができる重要なポイント

だと思っているんですが、この辺を県としては

どのような形で把握されていて、どのような指
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導をしているのかお伺いしたいと思います。

介護の関係、医療費の関○松原福祉保健課長

係については、別途、担当課のほうから話があ

ると思いますけれども、福祉保健課といたしま

しては、丸山委員がおっしゃるとおり、県民の

だれもが安心して暮らしていくためには、地域

とのつながりを大事にして、ともに支え合い、

助け合っていく必要があると考えております。

したがいまして、地域福祉計画の未策定の市町

村に対しましては、策定をするように研修会等

を通じて指導しておりますし、計画の策定に必

要な経費についても、例えば高齢者等保健福祉

推進事業を活用することも可能でございますの

で、こういったものを活用した地域福祉計画の

策定等を指導するとともに、これらの事業によ

りましてサロン事業や見守り事業への活用もお

願いしておるところでございます。

計画を策定しただけではなくて、○丸山委員

中身も重要だろうと思っています。その後どう

いったことをやっているかを、国のノウハウな

り、先進事例を研究していると思いますので、

それを市町村にしっかり伝えてほしいと思いま

す。市町村が事業主体になっていると思います

ので、市町村がしっかりやることによって、市

町村の財政にも寄与するという認識を持てるよ

うに指導をしてほしいと思っているんですが、

その辺はどういう形で指導していらっしゃいま

すか。

我々としても、計画をつ○松原福祉保健課長

くって終わりということではいけないと思って

います。地域福祉の関係で言いますと、その地

域にキーパーソンとなるような人、実際に活動

していただける人、こういった方々がいること

が大事だと考えておりますので、そのような

キーパーソンの方の養成、あるいは地域福祉の

関係で全国を飛び回ってコーディネートしてお

られる方を講師に呼んでいろいろな成功事例の

お話をしていただいたり、そういった形で市町

村の支援、後押しをしておるところでございま

す。

市町村によって余り大きな差が出○丸山委員

ないような形で県はしっかりとした指導をして

いただいて、できますれば全国一の福祉県にな

るように、一番有名なのは長野県ではないかと

思っておりますが、しっかりとした形にするこ

とによって 後期高齢者の医療も今議論され―

ていると聞いております。医療費の伸びが軽減

されることによって、各市町村並びに県の財政

に大きくはね返ってくるので、すごく重要なん

だという認識を福祉保健部内で持っていただけ

れば幸いかというふうに思っております。

新規事業の福祉サービス第三者評価推進事業

について、どういったことをやられているの

か。これは民間が入ってきてかなり多くの事業

者があるから、これは本当に正しいのか、例え

ばコムスン問題みたいなものがあるのではない

かということで、こういった事業もやられたの

ではないかと思うんですが、これをやられて、

その後どういうふうになっていくのかお伺いし

たいと思います。

18年度におきましては、○松原福祉保健課長

評価をするための評価機関の認証基準や、実際

に施設を評価する際の基準、手法等々について

検討してきたところでございます。その結果、

本年の９月までに、保育所、児童養護施設、障

がい者・児施設についての評価基準が策定され

たところでございまして、本年度中に第三者評

価をスタートさせたいということで、今鋭意準

備を進めておるところでございます。この評価

を実施することによる効果としては、１点が福
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祉サービスの質の向上ということで、事業者の

方が公正中立な第三者の立場で評価していただ

いた評価により課題がわかってくる。その課題

を把握し修正していくことによって、サービス

の質の向上を図っていただくということがござ

います。

それから、この評価基準につきましては、県

のホームページで公表することになっておりま

して、それを公表することによって、県民の方

がサービスを選択する際の有効な情報として活

用できるのではないかと考えております。

第三者評価がうまく機能して、県○丸山委員

民に利用しやすい、また資質の向上につながる

ようにお願いしたいと思っております。

96ページの社会福祉研修センターは指定管理

者制度に移行したのではないかと思いますが、

それに伴っての効果はどのようなことを想定さ

れていて、それに対する評価をお伺いしたいと

思います。

福祉総合センターの管理○松原福祉保健課長

運営につきましては、文化コーポレーションと

いうところに指定管理者の指定をしたところで

ございます。それによりまして住民サービスの

向上、経費節減等を期待しておったところでご

ざいますが、18年度につきましては、前年度と

の比較で申しますと、経費については、1,425

万9,000円の削減につながったところでございま

す。また、サービスにつきましては、施設の予

約等いろんな福祉団体から受け付けておるんで

すけれども、その際に、従前は平日の８時半か

ら17時までしか予約を受けていなかったところ

でございますが、指定管理者制度によりまし

て、平日は21時30分まで、また休日も８時30分

から21時30分まで予約受け付けが可能になるな

ど、利用者のサービス向上にもつながったもの

と考えております。

受付の時間帯が長くなって福祉総○丸山委員

合センターがうまく機能していると。指定管理

者にしたことによって、利用率等どのような形

で反映されたかお伺いしたいと思います。

施設の利用状況につきま○松原福祉保健課長

しては、平成17年と比較しますと、利用者数で

申しますと、99.3％ということで若干減ってお

るんですが、利用した団体の数、回数で申し上

げますと、17年と比較して120％と伸びておりま

すので、一定の評価ができるのではないかと考

えております。

団体はふえたけれども、利用され○丸山委員

た方が余り伸びなかったというのは、小さな団

体の利用が多かったと推測されるんですが、ど

ういう目的で利用されて、満足するものだった

と思ってよろしいんでしょうか。

利用者は、福祉団体とか○松原福祉保健課長

ボランティア団体、いわゆる非営利団体の方

が、例えば介護の勉強会などで会場を使ってい

ただいておるところでございます。確かに１回

当たりの人数は少なかったんですけれども、予

約がしやすくなったということで、会議の回数

はふえたところでございます。利用人数は若干

減りましたが、回数ではふえたということで、

サービスの向上につながったと考えておりま

す。

指定管理者の文化コーポレーショ○丸山委員

ンがするのかわかりませんが、できますれば利

用された団体の方々にアンケートをしていただ

いて、今後さらに県民が利用しやすい形に取り

組んでいただきたいと思います。

アンケート調査は実施し○松原福祉保健課長

ておりまして、利用者の方から、「利用の申請

が休日でもできるので、仕事をしていても助か
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ります」というような御意見はいただいておる

ところでございます。

指定管理者になって1,400万も減額○丸山委員

されたということですが、予算だけではなくて

内容のほうも充実するように、よろしくお願い

したいと思います。

社会福祉事業団の自立化に向け○前屋敷委員

た取り組みが17年度から始まったと御説明があ

りましたが、今、正規職員を減らして臨時や嘱

託をふやすということが実際行われています。

この５年間のうちにかなり状況が変わってくる

と思うんですが、質的には落とさないというこ

とがありました。しかし、嘱託、臨時となりま

すと給与そのものにも影響が及んできますの

で、数が若干ふえたからといって、質の低下は

予測されるところであり、質の向上に果たして

つながるのか危惧するところですが、その辺は

どんなふうにお考えですか。

経営自立する22年度の目○松原福祉保健課長

標としては、正規職員を250名と考えておるとこ

ろでございまして、平成19年度で既に正規職員

は233名になったところでございます。ただ、新

規の正規職員も必要に応じて採用していきたい

と考えております。

同じ94ページの報告の中の福祉○前屋敷委員

サービス運営適正化推進事業の苦情相談件数

が3,203件寄せられていると、95ページの表に出

ております。17年から18年では517件ほど苦情が

ふえているということですが、その中身につい

て、どういう傾向にあるのか、そしてまたどう

いうふうに解決が図られているのか。図られな

いものもあるのか。

3,000何件の相談件数とい○松原福祉保健課長

うのは、上の地域福祉権利擁護事業の実績でご

ざいます。福祉サービス運営適正化推進事業の

苦情件数は、18年度実績は48件ございます。内

容的には、苦情相談が23件、その他が25件でご

ざいまして、苦情相談の内容につきましては、

施設のサービスについての不満等でございま

す。これにつきましては、相談を受けました

ら、まずは施設のほうに、どういう状況なのか

情報収集をしたり、必要に応じて指導しまし

て、最終的には改善報告書みたいなものを提出

していただいて、それで苦情が解決していると

いう事例がございます。

私の取り間違いでありまして、○前屋敷委員

失礼いたしました。

それと、95ページの施策の成果指標というと

ころで、「住んでいる地域のつながりが、「強

い」・「少し強い」と思う県民の割合」が示さ

れていますが、18年になりますと数値が下がっ

ているんです。「施設から地域に」ということ

がずっと言われる中で、地域で安心して生活が

できる状態がつくられているとここで言われな

がら、実際そういう人たちの思いというのは、

そこでずれているところがあるのか、どういう

ふうに分析されておられるのか。

この点につきましては、○松原福祉保健課長

一つは、少子高齢化や都市化の進展、あるいは

価値観の多様化等の中で、家庭あるいは地域社

会の相互扶助機能が弱体化してきて、住民相互

の社会的なつながりが昔と比べると弱体化して

きた、希薄化してきたことが大きな要因ではな

いかと考えております。このため福祉保健課と

いたしましては、94ページの地域福祉活動推進

関係の事業によりまして、地域住民が行う高齢

者の見守り活動とか子育てサロンの取り組みを

支援しているところでございます。

いろんな施策とあわせていかな○前屋敷委員

ければ、安心して地域で暮らせる状況にはなら
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ないと思いますし、課長が、施設から自宅、地

域に戻っても、その受け皿がないということも

おっしゃいましたが、実際にそういうことなん

です。家庭だけで責任が負えない状態が非常に

強いということがありますので、その辺のとこ

ろも十分施策の中で強化をしながら進めていく

必要があると思います。

それと、福祉サービス事業者に対する第三者

評価機関を立ち上げるということですが、第三

者機関を立ち上げなければ事業体の事業活動が

担保されない、危惧されるということもあっ

て、こういう第三者機関を立ち上げて質の高い

サービスを進めるということだろうと思うんで

す。本来、福祉の部門が民間に間口が広げられ

たこと、措置制度から変わってきたところが根

本的に問題があるのではないかと思います。し

かし、そういう機関も立ち上げつつ、サービス

内容を充実させることが必要かというふうに思

いますので、要望しておきたいと思います。

それと、94ページの表の一番下の民生委員の

ところで、民生委員・児童委員1,900人とありま

すが、この数は昨年と比べてふえているのか

減っているのか。

1,900人というのは定数で○松原福祉保健課長

ございまして、民生委員と主任児童委員合わせ

た定数が1,900人でございます。このうち民生委

員の定数は1,723人でございまして、平成19年３

月31日現在で欠員が11人出ている状況でござい

ます。前年度の資料は今手元にございませんの

で、後ほど御報告させていただきたいと思いま

す。

１つだけお尋ねします。８ページ○徳重委員

ですが、18年度の工事請負費3,882万6,000円。

聞き漏らしたんだけど、これはどの事業でした

か。

８ページの社会福祉総務○松原福祉保健課長

費の工事請負費につきましては、旧都城児童相

談所の解体工事費でございます。

これは入札は一般競争か指名か。○徳重委員

指名入札でございます。○松原福祉保健課長

非常に高い入札率だと思います○徳重委員

が、98％ぐらいですか。

営繕課のほうに分任して○松原福祉保健課長

おりますので、今我々の手元には数字がござい

ません。後ほど御報告させていただきます。

この数字でいくと98％ぐらいとい○徳重委員

う感じがするんですけどね。

後ほど御報告させていた○松原福祉保健課長

だきます。

先ほど丸山委員からも質問が出た○徳重委員

ところでありますが、センターでの受講者が、

団体は多くなったけど、人数的に減ったという

ことです。年々施設も大きくなったり、高齢者

もふえたりということで、全体的にはそこで働

く従業員がかなりふえてきていると思うんで

す。それで、減っていくということになると、

いかがかなと心配するんです。質の向上という

ことでサービスの向上ということを考えるとき

に、減るということは、指定管理者に移したこ

とによって、そんなに厳しく言われないんだな

という意識で質が落ちてくるんじゃないかとい

う心配をしているんですが、いかがでしょう

か。

説明いたしますと、施設○松原福祉保健課長

の運営管理のほうが指定管理者制度になってお

りまして、社会福祉の研修事業については、従

来と同様、社会福祉事業団のほうに委託してお

るところでございます。事業団に委託して実施

しております研修事業につきましては、18年度

の実績が受講者数が延べ人数で１万634人でござ
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いまして、17年度が１万1,204人ということで若

干減っております。一方、延べではなくて純粋

な受講者数は、18年度が7,51 1人、17年度

が6,571人ということで、受講者数はふえており

ます。延べではちょっと減っておりますが、

ネットとしての受講者数はふえております。い

ずれにしましても研修は重要でございますの

で、施設の職員等々がこの研修を引き続き受講

して資質の向上につながるように努力していき

たいと考えております。

97ページの福祉人材センター求人○緒嶋委員

充足率、目標値と実績値というのはどういうふ

うに理解したらいいんですか。

充足率につきましては、○松原福祉保健課長

就職者数割る新規求人数で求められる数字でご

ざいまして、18年度の35.7％という目標値につ

きましては、平成16年の全国上位10県の平均値

を目標として設定させていただいたところでご

ざいます。その結果、人材センター事業が実施

しております無料職業紹介事業あるいは合同面

接会を通じまして、就職者数が183人でございま

した。新規求人は76 8人でございましたの

で、183割る768掛ける100が23.8％ということで

ございました。いずれにいたしましても目標値

より下がっておりますので、求人開拓を今後も

実施することによって充足率の向上に努めてま

いりたいと考えております。

宮崎県の場合は、福祉施設等に必○緒嶋委員

要な介護福祉士等の充足率は全体的に足りてい

るわけですか。

基準がございますので、○松原福祉保健課長

充足しているはずでございます。

「はずでございます」というの○緒嶋委員

は、充足しておるというふうに理解していいん

ですか。はずではわかりません。

基準どおり充足しており○松原福祉保健課長

ます。

そうすると、今から看護大学とか○緒嶋委員

いろいろな大学を卒業しても、退職する人もお

るからその絡みもありますけれども、新規にそ

ういう施設ができなければ、そういう学校を出

た人が宮崎県内で就職するのは厳しいというふ

うに理解していいんですか。

福祉施設につきまして○松原福祉保健課長

は、退職者の方もいらっしゃいますし、一方で

は、新聞等にも出ておりますとおり、例えば介

護の仕事を始めたけれども、報酬等含めた処遇

面で離職される方もいらっしゃいます。18年度

で申し上げますと、求人数は768人で。求職者数

は1,044人でございました。無料職業紹介事業等

を通して183人の方が就職したんですが、その差

は、給与や、雇用形態が正規か非正規かなどの

部分で施設側と求職者側の条件が折り合わない

ということも原因としてございまして、結果と

して183人の方が就職されたという状況でござい

ます。

今後、医療制度の改革等の中で就○緒嶋委員

職とかいろいろな問題が出てくると思うんで

す。そういう長期的なものを含めて、宮崎県の

福祉や保健の水準を ７対１看護とかいろい―

ろありますが、すべてを含めて質を落とさない

ようにする、充実を図るということも大きな施

策目標でなければいかんし、福祉施設は収益事

業ではないわけでありますので、施設の処遇改

善等含めて県としても見守っていきながら充実

を図っていかなければいけないというふうに思

いますので、その辺は注視していただきたいと

思います。

最後に１点ですが、政策調整研究○丸山委員

費というのが300万ついているかと思います。こ
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れは福祉保健部全体で研究される経費だと思う

んですが、所管課が福祉保健課だと思いますの

で、どのようなものに使われて、どのような成

果を上げようという目的で使ったのかお伺いし

たいと思います。

18年度の政策調整研究費○松原福祉保健課長

につきましては３件採択しておりまして、１つ

が福祉保健課関係で、被災者生活等支援制度の

検討を実施しておりまして、これは、委員の皆

様御存じのとおり、災害安心基金に結実したと

ころでございます。それから２点目が児童家庭

課の関係で、子育て家庭応援サービス研究会と

いうものを開催いたしまして、６月の19年度補

正予算で児童家庭課のほうから提出いたしてお

りますが、「広げよう！子育て応援のまちづく

り事業」ということで、ＮＰＯなどを活用して

地域での子育ての機運を高めていく事業に結実

したところでございます。３点目が、障害者自

立支援法施行に伴う実態調査を実施しておりま

して、結果としては、19年度から国の方針が変

わりまして、障がい者の自己負担の割合を、１

割負担の上限額を４分の１に引き下げるという

ことになりました。その部分については県とし

ては特段対応しておらないんですが、そのかわ

り、障がい者自立支援対策臨時特例基金という

のを６月の補正予算で上げております。この基

金によりまして障がい者の就労支援や地域生活

を支援する事業が可決されたところでございま

す。

一点訂正でございますが、午前中に、図師委

員の質問で、高崎食肉が19年２月にクリップを

購入したと、それも以前提出した台帳に載って

おると申し上げましたが、これはクリップでは

なくてグリップ、いわゆる手袋でございます。

食肉衛生検査所では肉をさわるときの手袋は使

い捨てでございます。これは消耗品でございま

すので、備品台帳には載っておりません。訂正

させていただきまして、おわび申し上げます。

それからもう一点、図師委員から質問がござ

いました、返還計画がどのようになっているか

ということでございますが、福祉保健部におき

ましては大部分が各所属の親和会のほうで払う

と、一部は所属長 次長、課長、担当等で分―

担して払うというものがございました。福祉保

健部におきましては、当時の担当者だけに責任

をすべて押しつけたというものはございません

ので、ここで説明させていただきました。よろ

しくお願いします。

前屋敷委員からの民生委員の数についてでご

ざいますが、19年３月31日は先ほど申し上げま

したが、18年３月31日現在の数字は1,685名とい

うことでございます。

徳重委員からの質疑、分任してあ○十屋主査

る分は、後ほど報告をよろしくお願いいたしま

す。

それでは、福祉保健課を終了したいと思いま

す。

次に、医療薬務課の説明をお願いいたしま

す。

それでは、医療薬務課の○高屋医療薬務課長

平成18年度決算状況について御説明をいたしま

す。

お手元の平成18年度決算特別委員会資料の７

ページをお開きください。医療薬務課は上から

２番目であります。予算額12億9,277万9,000円

に対しまして、支出済額が12億8,981万6,061

円、不用額は296万2,939円となっておりまし

て、執行率は99.8％であります。

以下、内容の説明に入りますが、医療薬務課

の予算につきましては、目の数は全部で４つあ
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りますが、その中で執行残が100万円以上の目は

医務費の１つであります。なお、執行率が90％

未満のものはございません。

それでは、15ページをお願いいたします。下

段にあります（目）医務費でありますが、右側

の欄にありますように、不用額は183万9,105円

となっております。次の16ページをお開きくだ

さい。この不用額の主なものは、節の欄を見て

いただきまして、上から２番目にあります役務

費の残71万2,879円であります。これは、広域災

害・救急医療情報システムの通信経費等に係る

執行残などであります。

決算事項別明細説明資料につきましては、以

上でございます。

次に、18年度の主要施策の成果について、主

なものを御説明いたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の

「医療薬務課」のインデックス、99ページをお

開きください。まず、３）健康に関する危機管

理体制の充実、（２）薬物乱用防止対策の推進

であります。薬物乱用防止推進事業であります

が、主な実績内容といたしましては、県民に対

し薬物乱用防止の啓発を図るため、「ダメ。

ゼッタイ。」普及運動のヤング街頭キャンペー

ン等を行ったところであります。

施策の評価につきましては、①にありますよ

うに、「ダメ。ゼッタイ。」普及運動を中心に

薬物乱用防止の啓発活動を展開いたしました。

薬物乱用を撲滅するには、警察機関などによる

取り締まりと薬物に係る正しい知識の普及啓発

が重要であり、今後とも厳格な規制と、薬物事

犯の低年齢化が進んでいることから、特に青少

年を対象とした啓発を充実していく必要がある

と考えております。

次に、100ページをお願いいたします。（３）

の毒物劇物危機管理体制の充実であります。毒

物劇物危機管理体制確保対策推進事業でありま

すが、主な実績内容といたしましては、毒物劇

物による事故発生を未然に防止するため、毒物

劇物取扱施設の監視・指導などを行ったところ

であります。

施策の評価につきましては、①にありますよ

うに、毒物劇物取扱施設への立入検査の徹底に

より、最近５年間では事故の発生がないなど、

想定した成果を得ているところであります。今

後とも事業者への指導を徹底していきたいと考

えております。

次に、101ページをお願いいたします。１）の

安心できる医療体制づくり、（１）の地域医療

提供体制の充実強化であります。初めに、自治

医科大学運営費負担金でありますが、これは、

自治医科大学の運営費を負担することにより、

へき地勤務医師の養成に努めているものであり

ます。18年度は、11名を椎葉村など６市町村の

へき地病院に派遣したところであります。

次に、へき地診療委託事業でありますが、こ

れは、県医師会、日本赤十字社宮崎県支部及び

県歯科医師会に委託しまして、無医地区等の巡

回診療等を行ったものであります。

次に、102ページをお願いいたします。新規事

業のへき地医療ネットワーク化推進事業であり

ますが、これは、日向入郷医療圏におきまして

中核的なへき地医療拠点病院を指定して、医師

を当該拠点病院に配置することにより、代診医

派遣などのへき地医療支援を行ったところであ

ります。

次に、地域医療確保総合対策事業であります

が、これは、へき地市町村立病院等への理解と

興味の醸成を図るため、宮崎出身の医学生等を

対象とした医学生臨床研修ガイダンス事業を
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行ったところであります。また、地域医療を支

える医師の安定的な確保を図るため、県が採用

した医師をへき地公立病院等に派遣する医師派

遣システムを推進したところであります。

施策の評価につきましては、①にありますよ

うに、へき地医療については、自治医科大学卒

業医師の計画的な配置やへき地出張診療、無医

地区巡回診療などを実施しているほか、代診医

等を派遣するへき地医療ネットワーク化推進事

業や、へき地医療への理解を深めるための医学

生臨床研修ガイダンス事業の取り組みなどによ

り充実が図られたものと考えております。ま

た、②にありますように、医師不足が深刻化し

ていることから、医師派遣システムや医師修学

資金貸与制度の創設、宮崎大学による地域枠の

導入など、さまざまな医師確保対策に取り組ん

だところであります。今後は、特に自治医科大

学卒業医師の県内への定着を促進するなど、引

き続き、地域医療を支える医師の安定的な確保

に全力で取り組んでいく必要があると考えてお

ります。

次に、103ページであります。（２）の救急・

災害医療体制の整備であります。一番上の第二

次救急医療体制整備事業から、上から２段目の

第三次救急医療体制整備事業までにつきまして

は、本県の救急医療を担う医療機関の運営に対

し補助を行ったものであります。

次に、中ほどにあります広域災害・救急医療

情報システム運営事業、通称ひむか救急ネット

のシステムにより、医療機関の診療情報等を県

民や救急患者搬送機関等に提供しているところ

であります。

次に、一番下の小児救急医療電話相談事業で

ありますが、これは、小児救急患者の保護者等

からの電話による相談を受けることにより、そ

の不安を軽減するとともに、小児科救急医の負

担軽減を図ったところであります。

104ページでございます。施策の評価につきま

しては、①にありますように、救急医療体制の

整備充実を図るため、救急医療施設の運営費等

支援や、県立病院の救急機能の充実、広域災

害・救急医療情報システムの活用、小児救急医

療電話相談事業の実施などに取り組んだところ

であります。今後は、特に小児救急医療体制の

整備充実を図っていく必要があると考えており

ます。また、③にありますように、小児科医を

初め医師の地域的な偏り等から、圏域によって

救急患者受け入れ体制が異なっておりますの

で、必要な医師の確保に全力で取り組んでいき

ます。また、引き続き県救急医療協議会などを

活用しながら、県内救急医療体制の整備充実を

図る必要があると考えております。

次に、105ページでございます。２）医薬品等

の安全確保・安定供給の推進、（１）医薬品等

の安全対策の推進であります。「かかりつけ薬

局」定着事業でありますが、これは、医薬分業

を推進するため、薬歴管理等を行うかかりつけ

薬局の定着を目指して県民への広報啓発を行う

とともに、薬剤師の研修会を開催したものであ

ります。

施策の評価につきましては、①にありますよ

うに、医薬分業は着実に定着をしております。

今後は、患者がかかりつけ薬局のメリットを感

じられるように、その質的向上を図っていきた

いと考えております。また、②にありますよう

に、医薬品の製造業者や販売業者及び薬局への

薬事監視を行い、医薬品などの適正な取り扱い

指導や不良品の発生防止に努めたところであり

ます。今後も引き続き、有効性・安全性を確保

していくため監視指導を強化していきたいと考
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えております。

次に、106ページをごらんいただきたいと思い

ます。（２）の血液対策の推進であります。献

血推進運動強化事業でありますが、これは、血

液を安定的に確保するため、献血協力企業等に

献血推進リーダーを設置し組織献血の体制整備

を図るとともに、成分献血等への理解と協力が

得られるよう普及啓発に努めたところでありま

す。

施策の評価につきましては、①にありますよ

うに、全国的に10代、20代の若年層の献血離れ

が著しく、効果的な啓発活動を展開していく必

要があるため、本県では「ヤング献血キャン

ペーン」や「はたちの献血キャンペーン」事業

を実施するなど、若者向けの啓発事業を行った

ところであります。また、安定的かつ安全な血

液を確保するため、献血リーダー育成研修会を

開催し、組織献血の推進や献血協力団体の育成

を図ったところであります。今後も、献血者の

確保のため普及啓発を実施していく必要がある

と考えております。

次に、107ページをお開きいただきたいと思い

ます。３）の医療を支える人づくり、（１）の

医療人材の養成・確保であります。看護師等確

保対策事業でありますが、右の主な実績内容の

一番上、看護師等養成所運営費補助事業につき

ましては、医療従事者の確保や質的向上を図る

ため、看護師等養成所13校に対して運営費の補

助を行ったところであります。宮崎県ナースセ

ンター事業につきましては、未就業の看護職員

に対する就業促進や無料職業紹介などを行い、

求職登録者数1,568人、求人・求職相談7,009件

を受けたところであります。

次に、新規事業、医師修学資金貸与事業であ

りますが、これは、県内で不足している小児科

医やへき地勤務医師などとして勤務を希望して

いる医学生８人に対し修学資金を貸与したとこ

ろであります。

108ページをお開きいただきたいと思います。

施策の評価につきましては、①にありますよう

に、看護師等の医療人材の養成・確保に努めた

ほか、より専門的な知識・技能を高めるための

各種研修を行うことにより、医療人材の資質向

上を図ったところであります。また、③にあり

ますように、へき地や小児科等特定診療科の医

師を養成・確保するため、医師修学資金貸与制

度の創設などさまざまな対策に取り組んだとこ

ろであります。今後とも、県医師会や宮崎大学

などの関係機関と十分連携いたしまして、県内

における臨床研修医の確保を図るなど各種施策

を積極的に推進する必要があると考えておりま

す。

以上、主要施策の成果の主なものについて御

説明いたしました。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しまし

ては、特に報告すべき事項はございませんでし

た。

医療薬務課は以上でございます。

医療薬務課の説明は終わりまし○十屋主査

た。質疑を受けたいと思います。よろしくお願

いいたします。

献血のことについてお尋ねしたい○徳重委員

と思いますが、今、県内の血液は足りているん

ですか。

先週の日曜日の新聞でした○串間薬務対策監

か、血液が今足りないということが載っており

ました。ただ、血液は日赤で赤血球製剤を３日

分ストックしておくようにしております。３日

分ストックしておけば当面は大丈夫だろうとい

うことでやっております。これが70％ぐらい、
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いわゆる２日分ぐらいになり、それが何日間か

続くようなことがあれば、新聞等々でお願いを

すると。それが50％程度、１日半分ぐらいにな

りますと、緊急ということで、例えば平成16年

でしたか、知事に出ていただきまして呼びかけ

たという経緯がございます。こういったこと

で、足りないと新聞等に載りましても、供給す

る量については十分足りているという状況でご

ざいます。したがいまして、医療機関への供給

量に対しては適切に対応できている状況でござ

います。ただ、ストック３日分ということにな

りますと一時的に減少するような状況にはござ

います。

10代、20代の若年層が少ない。当○徳重委員

然かなという気はするんですが、大学とか高専

には献血ができるような人たちがいらっしゃい

ますね。そういったところにも計画的に、これ

は奉仕なんだと、ボランティアなんだというこ

とでお願いに行って、定期的に１年に一遍ぐら

いは全員献血するんだよというようなキャン

ペーンなんかを張られたらどうかと思います

が、いかがでしょうか。

今、献血者は減少してきて○串間薬務対策監

おります。減少はしてきておりますけれども、

適正使用が進められて、医療機関に対する供給

については十分対応できております。ただ、内

容を見ますと、先生がおっしゃったように10

代、20代が非常に減少してきております。特に

平成12年度と18年度を比較した場合に、10代が

３分の１程度、20代が50％程度です。ただ、30

代、40代になりますと減少率が落ちまして80

～90％。ところが、50代、60代になりますと100

％超しておりまして、かえってふえているとい

う状況でございます。特に10代、20代が非常に

少なくなってきております。将来、少子高齢化

で献血人口が少なくなりますので、ここをどう

するかが喫緊の課題になってきております。そ

こで、大学等はそれぞれ献血協議会を持ってお

りますので、ここと連携してお互いに協力しな

がら進めているところでございます。高校等に

つきましても、今後、協力等々求めながら進め

ていく必要があると考えております。

１つお尋ねしますが、ナースセン○髙橋委員

ター事業です。先ほど福祉職員の就職者数が出

ていましたけど、ここで就職者数どのくらいご

ざいますか。充足率とか出されていませんか。

看護職員の充足状況を申○高屋医療薬務課長

し上げますと、現在、充足率が96.1％という状

況でありまして、ほぼ充足している状況でござ

います。

それとナースセンター事業でございますけれ

ども、ナースバンクの登録者が19年の４月１日

現在で334人という状況でございます。年間の登

録者が1,568、求職相談件数が18年度で3,286と

いう状況でございます。

資料との数字の整合性はどういう○髙橋委員

ふうに整理したらいいですか。ここで求人・求

職相談件数7,00９件になっているんです。

ナースバンクですが、求○高屋医療薬務課長

人の相談件数が3,723、求職の相談が3,286、合

わせて7,009件ということでございます。このう

ち就職者数が653件であったということでござい

ます。

96.1％になる算式を示してもらう○髙橋委員

とわかるんですが。

96.1％でしょうか。○高屋医療薬務課長

数字は充足率をおっしゃったんで○髙橋委員

すよね。

需給計画を立てておりま○高屋医療薬務課長

して、それに対する需要数、供給数を見まし
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て、それの充足率が96.1％ということでござい

ます。現在の充足率ということではございませ

んで、２年に１度の調査での充足率ということ

でございます。

すとんとこない部分もあるんです○髙橋委員

が、現場の看護師の充足率というのはわかるん

ですか。

現場の現在の充足率がど○高屋医療薬務課長

うなっているかというのはわかりません。これ

は２年に一遍の調査で把握するしかございませ

ん。状況がどうなのかを見るには、ナースセン

ターへの登録状況がどうであるとか、それに

よってどれぐらいの方が就職している。求職が

どれぐらい来て、それに対して求人がどうなの

かとか、そういうことを見ないことには、現時

点がどうなのかというのはわかりません。

看護師職も人材不足という声が現○髙橋委員

場でありますし、先ほどの課長の報告を聞きま

すと96.1％という数字を報告されました。先ほ

どの福祉職員とどうしても比較になるものです

から、その点、看護師のほうがまだ明るいとい

うんでしょうか、求人がそれだけあるというこ

とで。それと職を求める看護師もある程度マッ

チするということの理解をしていいんでしょう

か。

看護職者の場合には、宮○高屋医療薬務課長

崎県は10万人当たりの数で見ましても全国平均

をオーバーしておりまして、全国順位も７位、

准看の場合には第２位というような状況もござ

いますので、看護師の不足が現場で深刻という

ところまでは行っていないというふうに理解を

いたしております。

18年末の充足状況は、○宮本福祉保健部長

さっき高屋課長が言いました96.1％です。若干

は足りないところがあると。

ナースバンク事業について申し上げますと、

ナースバンク事業に寄せられた求人が18年度が

２万5,477人、これは県内からの求人が2,513

人、県外からが２万2,964人。要するに７対１看

護で都市部からの求人がべらぼうにふえている

という状況であります。それで、ナースバンク

を通じて再就職等をされた方が、18年度は653人

ということであります。ほとんどが県内で、県

外に行かれた方は35人です。ナースバンクは県

内就職に寄与しているという状況でございま

す。

医療薬務課の一番大きな仕事とい○緒嶋委員

うかネックというか、苦労されているのがへき

地の医師不足ですね。ことしの３月時点では、

それぞれの医療機関から医師派遣要請とかいろ

いろ県に相談があった数から見て、ギャップと

いうのはどのくらいあったわけですか。

市町村に対して毎年、来○高屋医療薬務課長

年度どれだけ需要があるかという調査をいたし

ておりますけれども、18年度の場合には18名の

要望がありまして、それに対して派遣できたの

が10名ということでございます。

宮崎県の場合は、自治医科大学と○緒嶋委員

の意思の疎通がうまくいってなかったとかいろ

いろ言われることもありますし、それぞれの医

療機関との人間関係、大学との関係とか友人関

係で医師を派遣してもらうという努力はされて

おるわけですけれども、今は10名派遣してい

る。これは異動もあったのであれですが、へき

地の場合、19年現時点ではどの程度充足された

わけですか。

医師派遣システムでこと○高屋医療薬務課長

しの４月１日から１名採用できましたので、そ

の方を含めて11名という状況でございます。

であれば、７名が不足しておると○緒嶋委員
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いうことでいいわけですか。

昨年調査時点ではそうい○高屋医療薬務課長

うことが言えるかと思いますけれども、各病

院、医師が引き揚げられたりして、その時点そ

の時点で状況が変わっておりますので、現時点

で何名かということははっきりわかりませんけ

れども、引き続き同じような状況ではないかと

思っております。

10万人当たりでいけば目標値より○緒嶋委員

実績のほうが上回っておるということですが、

県央部に医師が集中しておると言われておるわ

けです。県民の福祉保健の立場から言えば、医

師がそこに在住しておるかどうかというのは、

小児医療、産婦人科を含め喫緊の課題という

か、何とかしてほしいと。首長さんたちはこの

ことが政治生命にもかかわっておるというぐら

いにあるわけですけれども、ことしかなり改善

の兆しが見えてきつつあるのかどうか伺いま

す。

医療政策、救急医療対策○高屋医療薬務課長

を進める上で、医師を確保しないことには何も

できないわけでありますので、最優先課題とし

て一生懸命取り組んでいるところであります。

それで、一番即効性がある取り組みは、医師派

遣システムで経験のある即戦力になる先生に来

ていただくことだと思っております。それにつ

きましては、19年度１名来ていただいておりま

すので、さらに、何とかお願いしたいというこ

とで当たっている方もいらっしゃいます。その

方がぜひ宮崎に来ていただくように一生懸命取

り組んでいるところでございます。

高屋課長さん頑張っておられるの○緒嶋委員

は十分承知しておるんですが、かかりつけ医の

必要性等もですけれども、かかりつけ医どころ

じゃないわけです。医師がいないから、隣の県

にかかりつけ医を求めなきゃどうにもならんと

ころもあるわけです。だから、かかりつけ医の

必要性は次の段階です。県央部は当然充足され

ておると思うんですけれども、へき地に行くほ

ど、かかりつけ医どころではなく、町立・村立

診療所においても１人の医師で24時間厳しい状

況の中で苦労されておるわけです。この問題に

ついては福祉保健部一番の課題だろうと思いま

す。安心・安全というのは一番必要なことであ

ります。そこに住む人が安心・安全に生活がで

きる基盤はこれしかないと思うんです。やはり

幸せの前提は健康であり、安心・安全の上にそ

こに住めるか住めないかということであります

ので、今後とも全力を尽くして頑張っていただ

きたいということを要望しておきます。

99ページの薬物乱用防止に係る件○新見委員

ですが、「ダメ。ゼッタイ。」普及運動、ヤン

グ街頭キャンペーンは、18年度は１回こっきり

の事業だったんですか。

これは毎年６月に全国一斉○串間薬務対策監

に１回やることになっております。

このときキャンペーンに参加した○新見委員

人たちが200名いたということですが、どういっ

た方たちが参加され、そのときどういう活動を

されたのか。

基本的には、ヤングでござ○串間薬務対策監

いますので、ガールスカウトとかボーイスカウ

トにも御協力いただきました。あとは、薬物乱

用防止推進員というのが380名いるんですけれど

も、この構成団体が11団体ございます。こう

いった団体にも出席の協力をお願いいたしまし

て実施をしております。

その下の薬物乱用防止教室の実施○新見委員

率100％となっていますが、上のほうの実績のと

ころに薬物乱用防止教室の開催が52回となって
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います。100％と52回がうまく結びつかないんで

すが、そこを教えてください。

上の52回というのは、保健○串間薬務対策監

所に相談窓口を設けておりまして、保健所で実

施した回数でございます。基本的には中学校、

高校等をターゲットにやっております。また、

下のほうの100％は、保健所だけではできません

ので、警察や学校薬剤師の方々にも中学校、高

校に行ってもらって講習会をやっています。そ

の合計したものをここに書いております。警察

とか学校薬剤師会等、保健所合わせてトータル

で240回となっております。

薬物に関する問題は、年齢も下○新見委員

がっていますし、脱法ドラッグの問題も都市部

ではいろいろありますので、この事業をしっか

りやっていただきたいと思います。

もう一点ですが、103ページの小児救急医師研

修事業、これはここ何年かやっていらっしゃい

ますが、金額的にもかなり少なくなって先細り

の事業かなと、内科医の先生たちに小児救急の

研修をしてもらうという事業だったと思います

が、49名。これは１回受けておけばいいという

ような事業なんでしょうか。

この事業につきまして○高屋医療薬務課長

は、今委員言われましたように、内科医等に基

本的な診察技術などを研修するものですけれど

も、実際この３年やってみまして、小児科専門

医以外の方が小児を診ることは大変だというこ

と、もう一つは、小児科医だけではなくて、御

案内のように内科医や外科医も不足してきてい

る状況でございます。そういうことで、この事

業については我々としても検討していかなく

ちゃいけないんじゃないかと思っております。

１回の研修だけで対応できるということはなか

なか難しいことだと理解しております。

99ページの薬物乱用の関係です○丸山委員

が、①に「低年齢化が進んでいる」というふう

な表現もあるんですが、具体的に、調査をされ

て県内はどのような状況でしょうか。

県内ではかつてシンナーが○串間薬務対策監

非常に多かったわけでございますけれども、昨

年はシンナーで検挙された未成年者、少年はゼ

ロでございます。ただ、シンナーについては全

体的に落ちてきているんですけれども、大麻が

最近新聞等でよく出ております。宮崎県では青

少年はいないんですけれども、全国的には大麻

がふえておりまして、特に20代ぐらいの大麻年

齢が増加してきております。したがいまして、

どうしても10代に教育していかないと、この方

たちが20代になりますといろいろ問題がござい

ますので、少年の段階で啓発していくことが大

事だと考えております。

新聞報道等で元タレントの方が捕○丸山委員

まった事案も何件か続いているものですから、

宮崎県でもそういったことが発生しないとも言

えないと思います。しっかりとした対応をお願

いしたいと思っております。

先ほどの新見委員と一緒ですが、小児科の研

修医制度は当初は160万ぐらいあったのに40万ぐ

らいしか使われなかったというのは、医師会が

受けることができないということで、なかなか

調整がとれなかったという判断でよろしいで

しょうか。

そのように考えておりま○高屋医療薬務課長

す。

それは、先ほどの説明によります○丸山委員

と、ほかの科の医師の数も少なくなっている関

係と、後方支援をするところ、よく言われてい

る指導医みたいな形の方が少ないということが

大きくあると思っております。子ども医療圏と
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いうのをつくっていらっしゃると思うんです

が、それが絵にかいたもちにならないように、

しっかりとした対応をお願いしたいと思ってお

ります。

105ページ、医薬分業が定着しているというこ

とです。薬価制度の問題もあると思っているん

ですが、目標として70％分業してほしいという

根拠、どういう形を考えたらいいんでしょう

か。

この70％というのは、かつ○串間薬務対策監

て厚生省が薬剤師の状況調査をやったときに、

分業は何％ぐらいが限界だろうということを出

したことがございます。このときに70％が限界

であろうと。院外処方せんを出さない医療機関

もございますので、大体70％を目安に考えてお

ります。そこで私どもも、21年度70％にいけば

ということで目標設定をしております。

確かに薬づけという面もあるもの○丸山委員

ですから、かかりつけ薬局のみならず 夕張―

の病院が破綻して新しい先生が来たときに、薬

の数がすごく多いものだから、薬の数を減らす

ために現地指導をやられたということも聞いて

いるんですが、県内で第三者的な立場で指導す

ることは考えていらっしゃらないんでしょう

か。

そもそも医薬分業の目的は○串間薬務対策監

そこでございます。複数受診をされたときに、

一元的にかかりつけ薬局で調剤していただくこ

とによって重複投薬を避けることができる、あ

るいはそこの薬剤師が適正な薬を指導できる。

不必要であれば医療機関、先生のほうに申し上

げて、そこで投薬の御指導申し上げるというこ

とができるのがかかりつけ薬局でございます。

私自身、風邪を引いたときなど○丸山委員

に、薬ブックを持っていかずに毎回発行しても

らったりしますので、薬局でそういうチェック

をされているイメージがないんです。県行政と

してやっているのかもしれませんけれども、そ

の辺をお伺いしたいと思います。

ここに、今後、質を向上し○串間薬務対策監

ていくと書いておりますけれども、それそのも

のがまさに先生のおっしゃるとおりでございま

して、薬剤師会に研修会等をお願いしながら質

の向上を図っていきたいと考えております。

薬を飲み過ぎて、それが財政負担○丸山委員

にもなっているし、個人負担にもなっていると

いうふうに思っておりますので、その辺をしっ

かりとやっていただきたいと思います。

107ページの看護師等確保対策についてです

が、看護師養成所の運営補助金が当初予算より

も3,000万ぐらい少なくなっています。これは生

徒の数が少なくなったからなのか。看護師の養

成所というのはそれぞれの医師会が手出しでや

られていて、かなり赤字を出してそれに補てん

しているんだという話をよく聞くんですが、そ

れに対する運営のあり方についてどう考えてい

らっしゃるのかお伺いしたいと思います。

医師会立の養成所ですけ○高屋医療薬務課長

れども、これは准看護師の養成所もあります

し、その延長で看護師の養成所も医師会として

持っております。医師会立の養成所の場合に

は、県内の定着率が高いので、その果たしてい

る役割を評価してほしいということで、医師会

のほうからも強い要望があります。医師会のほ

うでそういう要請はありますけれども、全体的

に予算枠が少なくなっている中での養成所への

補助金の交付ということになりますので、医師

会立の養成所に限ったことではなくて、全体的

に少なくなっているという状況がございます。

県内定着の看護師を養成していることについて
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は評価するものでありますけれども、これは全

体的な予算の問題でやむを得ないというふうに

理解をいたしております。

７対１看護等が始まって、都市部○丸山委員

では看護師が足りなくて取り合いになっている

ということを聞くと、今後、都市部にどんどん

看護師が集まっていって、また大きな病院に集

まっていって、特に中山間地等の病院に関して

は看護師が集まらなかったり、特老なんかにも

看護師をちゃんと置きなさいというような形に

なっていくと聞いておりますので、そうなって

くると、さらに県内で必要な看護師が急激に足

りなくなってくる可能性もあります。人材育

成、人がいなければ、医療や福祉すべて賄えま

せんので、お金がないというだけで済ませるの

ではなくて、しっかりとした体制づくりをお願

いしたいというふうに御要望させていただきま

す。

２つお聞きします。101ページの○前屋敷委員

報告の中で、医師会などに委託をしてへき地診

療、巡回診療などを行われているんですが、こ

れは頻度としてはどの程度の割合で診療されて

いるのか。

医師会に委託しておりま○高屋医療薬務課長

すへき地出張診療事業につきましては、８診療

所に対して延べ338回実施いたしております。そ

れと、これは日赤にお願いしている無医地区へ

の巡回診療事業でございますけれども、延べ回

数で84回実施いたしております。

島浦に入った歯科の関係はどう○前屋敷委員

ですか。

島浦に対しましては18回○高屋医療薬務課長

実施いたしております。

これは定期的に曜日を決めて○前屋敷委員

入っていると思うんですけれども、地域のニー

ズに応じているのか、回数をふやしてほしいと

かさらなる要求があるのか、そういうものにつ

いてはどうですか。

へき地診療の事業につき○高屋医療薬務課長

ましては、市町村と事前に協議して計画を立て

て実施しております。

いろんな要望などは自治体が受○前屋敷委員

け付けて改善も図られているということなんで

すか。

市町村のほうで地域の実○高屋医療薬務課長

情や要望を踏まえて、我々のほうと協議をして

いるということでございます。

過去のデータからすると、この○前屋敷委員

辺は大分改善をされて回数がふえているという

傾向はあるんですか。

実施の回数につきまして○高屋医療薬務課長

は、増加してきているとは必ずしも言えないと

思います。といいますのが、その地区地区のい

ろんな状況の変化といいますか、道路整備の状

況、あるいは必要性の問題もありまして、実施

の回数が必ずしもふえているという状況ではご

ざいません。地区地区の状況がいろいろござい

ますので、場所によっては減っているところも

あります。すべて市町村と協議の上で、結果と

してそのようになっております。

この診療のあり方でしか受診で○前屋敷委員

きないという方々もかなりおられると思います

ので、その辺は十分地元の要望も聞きながら進

めていただきたいと思います。

もう一点は、102ページの施策の評価の③で、

県内病院等に対しての立入検査を行っていると

いうことですが、どういう立場で病院に入って

立入検査を行うのか。患者の立場で、医療にか

かわる相談を受けたり、そういうことをベース

に病院の立ち入りを行うのか。問題があったと
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きだけなのか、定期的に計画性を持ってしてい

るのか、その辺をお聞かせください。

立入検査につきまして○高屋医療薬務課長

は、病院に対しましては年に１回必ずやる

と、20床未満の診療所につきましては３年に１

回という形で、各保健所で計画的に実施をいた

しております。

今おっしゃいましたように、患者からの苦

情、問題点、いろいろとこちらのほうに相談が

来ていますけれども、よほど大きな問題でない

限り、定期的な検査の中でそれも踏まえて実施

をいたしております。

すべての病院を対象に行ってい○前屋敷委員

るということですね。

すべての病院に対して年○高屋医療薬務課長

に１回はやっております。

当然、患者の立場に立った問題○前屋敷委員

もありますでしょうし、また、病院側が抱える

問題などについての相談も受けるということも

あるわけですか。

その検査の場で患者から○高屋医療薬務課長

の相談を受けることはありません。それについ

ては医療相談窓口が各保健所もありますし、ま

た医療薬務課のほうでも受け付けておりますの

で、特にその場でやっているということはござ

いません。

立入検査の中身がどういう観点○前屋敷委員

で行われるか、チェックのポイントがあるんで

しょうけど、医療設備とか機器の設備、そうい

う問題が主なんでしょうか。

医療法に基づいて、医師○高屋医療薬務課長

の数がどうであるか、感染症対策を講じている

かといった観点で実施をいたしております。い

わゆる医師の数、看護師の数等が医療法に照ら

して適正であるかどうかという観点で調査を実

施しております。

医療薬務課の審査をこれで終了い○十屋主査

たしたいと思います。

５分休憩させていただきます。

午後２時42分休憩

午後２時48分再開

それでは、分科会を再開いたしま○十屋主査

す。

国保・援護課の説明をお願いいたします。

国保・援護課の平成18○舟田国保・援護課長

年度の決算状況について御説明いたします。

お手元の平成18年度決算特別委員会資料の７

ページをお開きください。国保・援護課は上か

ら３列目であります。予算額230億4,878万円に

対しまして、支出済額は230億2,794万669円、不

用額は2,083万9,331円となっておりまして、執

行率は99.9％であります。

それでは、17ページをお開きください。決算

事項別明細説明資料であります。当課の予算に

つきましては執行率が90％未満のものはござい

ませんので、執行残が100万円以上の目について

御説明いたします。

表の中ほどの（目）老人福祉費であります

が、不用額の欄にありますように1,699万9,517

円が不用額となっております。この主なもの

は、老人医療費支給事業について、市町村が見

込んだ支出予定額を下回ったことによる執行残

であります。

それでは、次に、平成18年度の主要施策の成

果について、主なものを御説明いたします。

お手元の平成18年度主要施策の成果に関する

報告書の「国保・援護課」のインデックスのあ

ります109ページをお開きください。まず、

（３）の国民健康保険の充実であります。主な
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事業の国民健康保険助成につきましては、市町

村国保間の財政力の不均衡等を調整するための

都道府県財政調整交付金を初め、低所得者に対

する保険税の軽減措置に伴う国保財政の基盤を

安定させるための事業や、高額医療費の発生に

伴う財政リスクを緩和するための共同事業への

助成を行い、市町村の国保財政の安定化を図っ

たところであります。

下のほうの施策の評価としましては、市町村

保険者に対しまして、国保事業に必要な助言・

指導並びに財政支援等を行うことで、全市町村

ともおおむね良好な事業運営が図られたものと

考えております。

次の110ページをお開きください。（２）の老

人医療制度の安定的運営であります。主な事業

の、まず、老人医療費支給につきましては、老

人医療費に係る公費負担のうち県負担相当額を

市町村に交付することにより、老人医療制度の

安定的な運営を図ったところであります。

次の医療受給者健康指導補助では、市町村が

実施する老人医療費の通知に要する費用を助成

することにより、老人医療受給者の健康に対す

る自覚や健康管理が高められたものと考えてお

ります。

下のほうの施策の評価としましては、市町村

に対する助言や医療機関に対する指導等によ

り、老人医療費の伸びの適正化、制度の安定的

運営に寄与しているものと考えております。

次に、右側の111ページをごらんください。

（２）の社会保障等による生活の安定確保であ

ります。まず、主な事業の生活保護扶助につき

ましては、生活保護制度の適正な運営を図り、

生活に困窮する県民の最低限度の生活を確保す

るとともに、自立の助長に努めたところであり

ます。

次の福祉事務所活動につきましては、被保護

世帯の調査や生保電算システム運営等に要する

経費で、生活保護事業の適正、円滑な執行が図

られたところであります。

次の遺家族援護につきましては、全国戦没者

追悼式等への遺族の参列支援を行ったほか、平

和祈念資料展示室の巡回展を小林市で開催し、

また、戦争体験者の語り部のＤＶＤを作成した

ところであります。

次の112ページをお開きください。施策の評価

としましては、まず、生活保護につきましては

適正な業務の執行に努めておりますが、保護廃

止世帯における自立割合が目標値を4.7ポイント

下回ったことから、今後とも被保護者の自立に

向けた就労支援等を積極的に行っていく必要が

あると考えております。また、遺家族援護事業

では、戦没者遺族等に対する支援とともに、県

民に広く戦争の悲惨さや平和のとうとさについ

て考えていただく機会の提供が図られたものと

考えております。

最後に、監査委員の決算審査意見についてで

あります。

お手元の平成18年度宮崎県歳入歳出決算審査

及び基金運用状況審査意見書の４ページをお開

きください。上から11行目、アの「収入事務に

ついて」の最初の黒ポツのところでございま

す。現金で収納した生活保護費返還金の指定金

融機関等への払い込みが遅延しているものが見

受けられたとして、留意・改善等の適切な事務

処理が望まれるというものであります。この件

につきましては、実際の現金徴収者と会計員や

出納員等との連携をより緊密に行うなど内部の

チェック機能の強化を図り、今後かかることの

ないよう、適正かつ迅速な事務処理に厳正に努

めてまいりたいと存じます。
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国保・援護課は以上でございます。

国保・援護課の説明が終了いたし○十屋主査

ました。質疑をお願いいたします。

最後に説明がありました指摘の件○丸山委員

について、実質どれくらいおくれたのか。今

は、その指摘に伴ってどのような形で運用され

ているのかお伺いしたいと思います。

先ほどの、現金収納し○舟田国保・援護課長

たものが指定金融機関への支払いが遅延したと

いう件でございますけれども、財務規則により

まして、現金収納したものは当日に指定金融機

関に払い込むというのが原則になっております

が、当日が３時以降の場合は翌日ということに

なります。今回指摘を受けたものは、４月６日

に収納した現金2,000円が、実際の払い込みは４

月17日になったということで、11日間払い込み

がおくれたということです。年度当初の異動時

期でもあったということで、事務所の金庫に収

納していたものが11日間そのままになっておっ

たということでございます。

確かに異動のときで大変だと思い○丸山委員

ますけれども、そのようなことがないようによ

ろしくお願いしたいと思います。

110ページの老人医療の関係ですが、施策の評

価の③に、市町村が行う老人医療事務に対する

助言を実施して、老人医療費の伸びの適正化を

図りというふうに書いてあるんですが、県とし

て、伸びに関して具体的にこうした方がいいで

すよとか、どのような助言をされたんでしょう

か。

指導が、すぐに医療費○舟田国保・援護課長

の伸びが抑制される等目に見えて反映はできま

せんけれども、全市町村に直接指導・助言に参

りますし、そのほか会議、研修会等々通じまし

て、老人医療受給者の重複受診、レセプト点検

の充実などを含めて医療費の伸びの抑制、適正

化について指導・助言を行っているところであ

ります。

上の指標ですが、平成17年度は４○丸山委員

つの市町村が全国より上回っていたんです

が、18年度はゼロということでよろしいんで

しょうか。

18年はまだ全国の老人○舟田国保・援護課長

医療費の確定値が出ていないものですから、判

定がつかないということでございます。

老人医療費については、今後の高○丸山委員

齢化に伴って伸びもかなり懸念されています

し、後期高齢者の話も出ておりますので、抑制

するようお願いしたいと思います。

生活保護についてお伺いします。自立促進も

図っていきたいということですが、実質、県内

の保護率がどれぐらいあったのかということ

と、被保護者のうちずっと受給している方がど

れぐらいいらっしゃるのかお伺いします。

本年４月現在の県内の○舟田国保・援護課長

被保護人員が１万2,673人でございまして、被保

護世帯は9,538世帯、保護率は、千人比で出しま

すので11.11パーミルとなっております。また、

保護の受給期間でございますけれども、17年度

の全国一斉調査によりますと、中核市（宮崎

市）の統計は除きますが、継続受給15年以上

が21.2％、10～15年未満が11.9％、５～10年未

満が18.7％、５年以上の世帯が51.8％と、保護

受給が長期にわたっているという現状が出てお

ります。

生活保護を５年以上、残念ながら○丸山委員

生活困窮ということなんですが、県として具体

的に自立に向けたアドバイスなり就職支援はや

られているのか。逆に言うと、仕事ができない

病気の方がこれだけいらっしゃると思っていい
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んでしょうか。

今の生活保護の実態○舟田国保・援護課長

は、高齢化とともに単身の高齢者等が被保護者

として多うございますので、どうしても保護が

継続していくという傾向がございます。どうし

ても生活保護に頼らざるを得ないという方々に

つきましては適切な保護を実施してまいります

けれども、就労が可能な年代の方につきまして

は、極力、就労等に基づく自立・自活ができる

ように相談等々も行っているところではござい

ます。

そういった中で、17年度から、ハローワーク

等と連携しながら就労支援プログラムを進めて

おりまして、その成果も徐々に出つつある実態

でございます。

長年生活保護費を受給されている○丸山委員

方に就労支援をしっかりとやっていこうという

方向性が国のほうでも出ていると聞いておりま

す。これは労政サイドとの連携も十二分に必要

だと思いますけれども、県としてもその辺しっ

かりとやっていただきたいと思っております。

続いて、平成18年度は、合併に伴いまして町

村だったところが市になった関係で移管された

と思うんですが、その辺の事務手続の流れで、

遅延があったのか、逆にスムーズにいったのか

お伺いします。

18年度は、生活保護扶○舟田国保・援護課長

助の実績を見ていただいても一目瞭然ですけれ

ども、昨年度よりも扶助費で13億6,000万円程度

減となっております。これはまさに、18年１月

から３月にかけての市町村合併によりまして宮

崎、都城、延岡、小林、日向の町村が市に移管

されて市の福祉事務所の管轄になったというこ

とで、県から市のほうに移管されたということ

でございます。約800名の生活保護者が市のほう

に移管しております。その移管する際、事務手

続に特段の障害があったといったことは聞いて

おりませんし、保護事業そのものは適正に円滑

に執行されていると考えております。

逆に言いますと、県のテリトリー○丸山委員

が少なくなったと思っておりますので、人事配

置なども大分変わったと思います。新しく市に

なられたところに関しては窓口との連絡調整会

議というのは開かれているんですか。

町村職員は基本的に○舟田国保・援護課長

ケースワーカー業務等々やっておりませんの

で、新任のケースワーカーの研修とか、その上

の査察指導員の研修、あるいはその他の会議、

研修等でも、私どもも行いますし、市の段階で

もそういった研修を実施し、適正な執行が図ら

れるように努めております。

最後に、他県の事例ですが、生活○丸山委員

保護を受けていながら、悪用してかなりの金額

を不正受給していた事案があったものですか

ら、そのようなことはまさか宮崎県内では起き

てないですよね。

新聞ざたになるほどの○舟田国保・援護課長

不正受給というのはございませんけれども、生

活保護受給者の中には、例えば、ちょっと就労

する、アルバイトをするとか、さるところから

お金が入ったとか、要するに収入認定できるよ

うな収入があった場合がございます。その場合

は生活保護費から返還していただくというよう

なことが出てまいります。そういった案件はご

ざいます。

そういう事案はないということで○丸山委員

いいんですが、生活保護に関してそこが一番難

しいところで、仕事をすると給付が削減される

とか、返納しなくちゃいけないとかあるので、

その辺の指導は現場ではかなり苦労されている
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んじゃないかと思うんですが、実態をもう少し

教えていただきたいと思います。

まさに最後のセーフ○舟田国保・援護課長

ティネットということで生活保護事業を実施し

ているわけですけれども、個々の方の生活の実

態、あるいは最低限度の生活を見きわめなが

ら、自立・自活ができる見込みがあるのかどう

か含めてトータル的に判断しながら指導し、生

活保護の適正な支給を行っているところであり

ます。今後とも、そういった方々に対する生活

保護実施、また、就労等による自立・自活の支

援にも積極的に努めてまいりたいと考えており

ます。

最後に要望ですが、高齢の方とか○丸山委員

病気の方は特に難しいのかもしれませんけれど

も、若い方に関してはできる限り自立をするよ

うに、県なり市を通じて努力をしていただくよ

うにお願い申し上げたいと思います。

生活保護世帯の関連です。112ペー○髙橋委員

ジの成果指標の保護廃止世帯における自立割合

の見方を教えてください。実績値が33.2％だか

ら、３分の２は自立していないと理解していい

んですか。

この指標の数値の見方○舟田国保・援護課長

ですけれども、保護廃止の理由が厚生労働省の

報告例で12区分ございます。その中で「死亡」

「失踪」「転出」の事項以外は自立という認定

をいたします。その自立者がどの程度かという

のがこの数値でございます。18年度は17年度に

比べて4.7ポイント下回っておりますけれども、

今回は、廃止件数そのものが17年よりも下がっ

たこと、就労による十分な収入が確保できな

かったことにより自立できなかったということ

でありまして、若干数値が下がっております。

ということは、「死亡」とか「転○髙橋委員

出」「失踪」による廃止は３分の２の中に入っ

ているということですね。

はい、入っておりま○舟田国保・援護課長

す。

先ほどからケースの指導をいろい○髙橋委員

ろ丸山委員からもありましたけれども、どうし

ても訪問だと思うんです。働ける能力があって

も、なかなかそれを生かし切れない環境にあり

ますから、自立には結びつかない点があると思

うんです。精神面で言うのじゃありませんけれ

ども、保護世帯は結局依存しちゃって、生活の

サイクルも悪くなるんですよね。病気になりが

ちになったり。訪問することによって食生活指

導とか医療指導等ができます。ただ、実は、私

もケースワーカーをやっておったものですから

経験上申し上げるんですが、私は地元に住んで

いますから、日常生活の中で指導ができるんで

す。中部福祉事務所から南郷町や北郷町に行か

れるんです。だから、どうしても収入認定なん

かを見逃すことがあるんです、申告制だから。

定期的に収入申告書を出させるでしょう。そう

いうのが自主申告だから、どうしても隠します

よね。私たちは経験上、日常の中でそういうの

を見れるんです。そういうところも今後検討せ

にゃいかん。北諸は都城に合併しましたが、も

ともとあそこは保護率が低いところでしたか

ら、そういう意味ではよかったのかなというふ

うに思うんですが。

もう一点、冒頭の部長の説明だったと思うん

ですけど、委員会資料の39ページ、生活保護費

の返還金のことで、「収入未済率が前年度と比

較して大きく増加している」ということの対策

で、嘱託職員を雇用して解消したいと言われた

と思うんです。これは普通、ケースワーカーが

やるんです。63条、78条の返還金でしょう。ど
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うしても生活保護世帯は自分たちの身分を隠し

たがります。プライドもありますから。これが

公務員ではない嘱託職員になったときにどのよ

うな効果が出るのか危惧されます。これは今か

らやられるということでしょうか。

ことしの10月から嘱託○松田福祉保健部次長

職員を２名配置いたしまして、現在は 延岡と都※

城の児童相談所に１名ずつ配置をいたしており

ますが、将来、児童相談所と福祉事務所が合併

をするということも頭に置いて、福祉保健部全

体の未収金対策という形で考えていこうという

形で配置をさせていただいたところです。

ケースは２つあると思うんです。○髙橋委員

いわゆる自立した人の返還金も、残っていれば

回収せにゃいかんですよね。ただ、現ケースは

現在のケースワーカーがやったほうが早いんで

す。切符も発行していますから。これは廃止

ケースの対策と理解したほうがいいんでしょう

か。

一番の問題は、先ほど○松田福祉保健部次長

から話に出ておりますように、市のほうに合併

をしたところの、俗に言う焦げついた過年度

分、非常に取りにくい分がございます。そうい

うところもこの方々に頑張ってもらおうかな

と。おっしゃいますように、現在保護を受けて

いる方はずっと接触しておりますので、いろい

ろな指導が面接等でできるかと思います。

老人医療費のことについてちょっ○徳重委員

とお尋ねしますが、老人医療費の全国平均は幾

らになっていますか。そして16年、17年、18年

の宮崎県の高齢者医療費、できたら教えてくだ

さい。

これは１人当たり老人○舟田国保・援護課長

医療費でよろしいでしょうか。16年度は、全国

が78万206円、県が75万2,400円でございま

す。17年度が、全国が82万1,403円、県が79

万5,678円でございます。ちなみに18年度は、先

ほども申し上げましたように国の確定数値が出

ておりませんが、宮崎県の速報では80万673円と

いうことで、若干ずつ１人当たり医療費も上

がってきているという状況でございます。

16、17、18年の対象者は何人ぐら○徳重委員

いずつふえていきますか。

16年度が16万5,867人。○舟田国保・援護課長

数字を丸めさせていただいていますけれど

も、17年度が15万8,000人、18年度が15万2,000

人ということであります。実は平成14年度に一

部法律改正がございまして、それまで70歳以上

の高齢者が老人医療費対象者でしたが、これか

ら向こう５年間で１歳ずつ引き上げられていっ

たということで、本年の10月で満75歳以上の方

にきっちり整理をされたということで、若干ず

つ数字が減ってきております。ただ、先ほども

申し上げましたように、１人当たりの医療費が

上がっておる現状から、全体の医療費としては

若干ずつ伸びておる現状であります。

全国で医療費の一番低い県を教え○徳重委員

てくださいますか。

17年度の統計でござい○舟田国保・援護課長

ますけれども、最も低いのが長野県で67万2,853

円でございます。

医療費が全国的に年間１兆円ずつ○徳重委員

ふえていくというような状況の中で、高齢者が

ふえていくことも間違いないわけでして、長野

県と宮崎県で約12万違いますね。対象者も15

万、16万という数であります。ただ、医療費は

当然払っていかなきゃならないんです。一日で

も長生きしてもらいたいという気持ちはみんな

あるわけですが、いかに健康老人をつくってい

※111ページに訂正発言あり



- 110 -

くかという対策を考えないと、適正だ適正だ

と、お金を出せばいいというんじゃなくて、そ

の予防対策を県としてどういう形で指導してお

られるのか、具体的例があれば教えてくださ

い。

先ほどの医療受給者健○舟田国保・援護課長

康指導補助、医療費通知ですけれども、老人医

療対象者全員に対して各市町村が、一番多いと

ころで年間８回、少ないところは年に１回医療

費通知を出しまして、本人の医療費がどの程度

あるのかということで医療費に対する認識を高

めてもらうのと、それをごらんになって自分の

健康管理等を考えていただく機会にしたいとい

うことで、老人医療費通知事業等々を行った

り、私どもで直接やっておりませんけれども、

老人健診等々を含め、いかに健康な老人でいて

いただくか、そして私どもの観点から申し上げ

ますと、いかに老人医療費の伸びを抑制できる

かということで、今般の医療制度改革もまさに

その点に視点を置いて進められつつあります。

これ以上伸び続ける医療費を全体でカバーして

いかなければならないという現状を踏まえる中

で、適正な医療費ということで今後ともいろん

な意味で抑制に努めてまいりたいと考えており

ます。

医療費を本人に伝えていくことも○徳重委員

大事なことですが、高齢者が健康を保てる方法

というか、一日でも病院にかからずに、自分の

健康を自分で保てるような運動というんです

か、何らかの形で伝えていく方法を考えるべき

じゃないか。病院にかかったら医療費はちゃん

と報告があります。幾らかかったんだなと。か

といって、「おれはもう病院に行かん。医療を

受けない」というわけにはいかんわけですか

ら、かかったときには仕方がないが、一日でも

病院にかからないで済むような健康法というか

健康管理について １人ではなかなかできな―

いんです。地域みんなで取り組めるようなこと

についてもう少し真剣に考えてほしいと思うん

ですが、いかがでしょうか。

私どもで直接所管して○舟田国保・援護課長

おりませんけれども、高齢者の生きがい対策と

か、スポーツ大会への参加とか、いろんなもの

を含めて高齢者の健康づくりをトータル的に進

めていかなきゃならないと思います。それと、

健診等々を進める中で、みずからの健康はみず

から守っていくという視点に立っていただい

て、それがまた医療費の抑制につながっていけ

ば幸いかと考えておりますので、今後ともそう

いったことを念頭に置きながら諸般の施策を進

めてまいりたいと考えております。

国民健康保険事業だけど、これも○緒嶋委員

高齢者の医療費と同じで、市町村は大変厳しい

わけですが、宮崎県の市町村で保険料の格差と

いうのはどのくらいあるんですか。

後ほどお答えします。○舟田国保・援護課長

申しわけございません。

それと、保険料が高いところは、○緒嶋委員

保険料は余り上げるわけにはいかんから、一般

会計から補てんしておるところもあると思うん

です。そういう実態がわかれば教えてくださ

い。保険料だけで運営ができないので一般会計

から繰り入れをやっておるんじゃないかと思う

んです。

保険税への反映のため○舟田国保・援護課長

に一般会計からの繰り入れは、実態としてはご

ざいません。

市町村に行けば、税金は何かと○緒嶋委員

いったら、所得税とか個人住民税とかではなく

て、これが一番高いんですよね。この滞納の実
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態はどうですか。収納率はどの程度か。

国保税の収納率は、非○舟田国保・援護課長

常に経済が低迷する中、国保の被保険者が無職

者あるいは低所得者、高齢者等々、まさに構造

的な問題を抱えております。そういった中で国

保税の収納もなかなか厳しい状況がございます

けれども、実は18年度、現年度分は92.59％の収

納率、昨年が92.50％ということで、0.09％アッ

プしているところでございますが、収納率が低

迷しているのは間違いございません。私ども、

国保事業はまさに被保険者の相互扶助という観

点でやっておりますので、国保事業の大きな自

主財源でもございますし、また被保険者の公平

公正感を保つためにも、保険税の収納にはさら

に努めてまいりたいと考えております。

医療機関が充実していないところ○緒嶋委員

は、医者にかかるにもかかれんから保険料が低

いと。病気でも我慢して医療機関にかかれない

という地域もあるわけです。特に中山間地は。

椎葉とか西米良は保険税は安いんです。これは

医師の確保の問題とも絡むわけですけど、実際

はそういう矛盾があるわけです。そういうこと

を考えれば、何が幸せかということも含めて、

これは重要な問題だと私は思うんです。そんな

ところは逆に保険料は完納しておられる。特に

黒木委員さんところの諸塚なんかは村民税は100

％完納の地域なんです。それだけ相互扶助的な

ものを含めて頑張っておられるんです。安いの

はいいんだけど、その内容といえば、医者にか

かろうと思ってもかかれない。日向、西都に出

ていくのにも交通費まで見ると大変なわけで

す。だから、ある意味では我慢しておられると

いうような実態もあるわけです。そういうこと

を含めた場合、医療というのはどうあるべきか

ということも、これは国も考えにゃいかんわけ

ですが、そういう根幹の問題も含めて考えてい

かなければならんのじゃないかという気がしま

すので、その点は今後の課題として十分考えて

いただきたいということを要望しておきます。

私も国保の問題なんですが、予○前屋敷委員

算が当初予算とするとかなり減額をされている

んですよね。その理由をひとつ。

109ページの国民健康保○舟田国保・援護課長

険助成の主な実績の保険基盤安定事業は、低所

得者への保険税軽減、あるいは低所得者等を抱

える保険者支援という２つから成り立っていま

すが、この保険基盤安定事業が当初見込みより

もかなり少なくなりまして約６億の減となって

おります。

見込みより少ないということで○前屋敷委員

すが、どう分析したらいいのかわからないんで

すけれども、減免対象者がかなり少なかったと

いうことですか。

18年度の当初予算の際○舟田国保・援護課長

に、前年度の当初予算で見込みを立てたもので

すから、その分の実態との差額が出たというこ

とで、保険税の軽減者そのものが減ってきたと

いうことではございません。

それで、今、高い保険料の問題○前屋敷委員

も出てまいりましたけれども、かなりの滞納を

抱えるということになっているんですよね。毎

回私も指摘をさせてもらうんですけど、この間

の総括質疑のときにも滞納による短期保険証、

資格証明書の発行の件数もお聞きしたんです

が、このとらえ方がどこを基準にするかが問題

だと思うんです。宮崎市だけ見ても、平成18年

の６月時点で短期保険証は１万5,444、資格証明

書が3,618という数字をつかんでいるんです。こ

れと比較して、県全体の数がそれに匹敵するか

少ないということです。
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いずれにしても、短期保険証、資格証明書そ

のものは発行されているという事実はありまし

て、保険証がない方が病気も抱えて生活をしな

きゃならんというこの実態を県としてどうとら

えるか。今の社会状態の中ですから、ますます

この数も今後ふえる可能性もあります。病気に

かかれば命にかかわる問題にも発展しかねませ

ん。払えるのに払わないという悪質な方々につ

いては指導を要すると思いますけれども、払い

たくても払えないという方々については、自治

体を通じて相談も受けながら、こういった保険

証の発行は極力中止をするという県としての指

導、援助が必要じゃないかと思うんです。この

ことがひいては医療費の削減にもつながってい

くというふうにも思いますので、その辺のとこ

ろ要望もしておきたいと思います。

先ほどの緒嶋委員から○舟田国保・援護課長

の御質問ですが、17年度時点の１人当たりの国

保税の調定額は、一番低い日之影町が４万8,740

円、一番高いのが清武町の８万8,911円というこ

とで、ほぼ２倍の格差がございます。

１点だけ。生活保護の関連です○図師委員

が、医療扶助を受けている方々の一番多い診療

科はわかりますか。

詳細な資料を持ち合わ○舟田国保・援護課長

せておりませんけれども、精神関係の医療扶助

が一番多うございます。

恐らくそうだろうと思ったんです○図師委員

が、この方々は積極的な治療を要するというわ

けではなくて、いわゆる社会的入院の方々が大

多数だと思われます。後の障害福祉課の施策と

もリンクしてくるんですけれども、退院促進、

社会復帰の受け皿づくりが充実してくれば、必

然的に医療扶助の額も落ちてくると思いますの

で、また後ほど障害福祉課のところでお話しし

ます。以上です。

質問にありました嘱託○松田福祉保健部次長

員の配置の場所ですが、私、児童相談所２カ所

と申し上げましたが、都城児童相談所と宮崎の

中央福祉相談センターのほうに１名ずつ配置を

いたしております。中央福祉相談センターは既

に児童相談所と福祉事務所が一体となっており

ますので、部全体の徴収に携わるという形にな

ると思います。

先ほど徳重委員のほうか○松原福祉保健課長

ら御質問のありました工事請負費の落札率でご

ざいます。決算特別委員会資料８ページの下か

ら５行目の工事請負費約3,800万余りの予算額ご

ざいますが、このうち旧都城児童相談所の解体

工事の予算額は約1,300万円、落札率は94.7％で

ございました。なお、残りの予算額につきまし

ては、前年度、17年度からの繰り越しによる工

事でございますので、不用額というのは出てお

りません。以上でございます。

ありがとうございました。○十屋主査

それでは、以上をもちまして、福祉保健課、

医療薬務課、国保・援護課を終了いたします。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩いた

します。

午後３時37分休憩

午後３時39分再開

それでは、分科会を再開いたしま○十屋主査

す。

まず、委員の方にお諮りいたしますが、都合

により、４時を過ぎる場合においては継続して

審査いたしたいと思いますので、よろしいで

しょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、高齢者対策課、児童家○十屋主査
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庭課、障害福祉課の審査を行います。まず、高

齢者対策課の説明をお願いいたします。

それでは、高齢者対策○畝原高齢者対策課長

課の平成18年度決算状況につきまして説明いた

します。

お手元の決算特別委員会資料の７ページをお

願いいたします。高齢者対策課は上から４行目

であります。予算額117億5,177万3,000円に対し

まして、支出済額116億9,735万8,962円、不用

額5,441万4,038円で、執行率99.5％となってお

ります。なお、翌年度への繰り越しはございま

せん。

それでは、21ページをお願いいたします。目

の執行残が100万円以上のもの及び執行率90％未

満のものについて説明いたします。

まず、中ほど２つ目の（目）老人福祉費の不

用額が5,362万3,323円となっております。その

主なものは、下から４行目、負担金・補助及び

交付金の不用額2,237万6,703円であります。こ

れは、介護保険を利用している低所得者の負担

軽減を図ることを目的とした介護保険利用者負

担軽減対策事業におきまして、実績額が市町村

の見込み額を下回ったため不用となったもので

あります。

次に、その下の貸付金の不用額2,770万円であ

ります。これは、介護保険給付費の不足が見込

まれる市町村からの申請に基づきまして、介護

保険財政安定化基金から貸し付けを行うもので

すが、不足額が市町村の見込み額を下回ったた

め、不用となったものであります。

次に、22ページの一番下の（目）予防費が執

行率87.4％で、不用額が８万6,877円となってお

りますが、これは、介護老人保健施設の指導に

要する旅費等の不用額などであります。

決算事項別明細書につきましては、以上でご

ざいます。

次に、平成18年度の主要施策の成果につい

て、主なものを御説明いたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書、高

齢者対策課は113ページでございます。まず、

「未来を拓く人が育つ社会」の（１）高齢者の

社会参加の促進についてであります。主な事業

の生きがい対策事業につきましては、高齢者の

生きがいづくりや健康づくり活動を支援するた

めに、老人クラブに対する助成や長寿社会推進

センターに対する補助等を行いました。

その下の超高齢社会対策事業につきまして

は、高齢者の知恵や経験などのシニアパワーを

積極的に活用するため、市町村と連携して社会

参加の仕組みや活躍の場づくりに取り組みます

とともに、高齢者の社会参加についての広報啓

発を行い、県民の意識高揚を図ったところであ

ります。

これらの事業の成果につきましては、次の114

ページをお願いいたします。県民意識調査によ

りますと、「高齢者の社会参加活動が活発に行

われていると思う県民の割合」が約６割となっ

ており、施策の評価の①、「シニアパワー宮崎

づくり活性化促進事業」などにより高齢者の社

会参加の仕組みや活躍の場づくり、社会参加に

対する機運づくりを一体的に進めることができ

たことや、②のねんりんピックや文化交流ウ

イークの実施等によりまして、高齢者が自主的

に取り組むスポーツ・文化イベントが開催でき

たことなどによりまして、おおむね想定した成

果が得られているものと考えております。今後

はさらに、⑤にありますように、高齢者のス

ポーツ・文化活動や老人クラブなどへの支援等

を通じまして、高齢者の社会参加の促進に引き

続き取り組んでまいります。
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次に、115ページをお願いいたします。「安全

で安心して暮らせる社会」の（１）高齢者福祉

保健サービスの充実についてであります。ま

ず、在宅老人要援護対策事業につきましては、

在宅で高齢者を介護している家族を支援するた

め、介護に関する各種講習会等の実施や、18年

度から市町村に設置されました地域包括支援セ

ンターの職員研修等を行いました。

次に、施設内老人対策事業につきましては、

軽費老人ホームの事務費の一部を補助すること

で、入所している高齢者の負担軽減を図りまし

た。

次に、116ページをお願いいたします。認知症

高齢者対策事業につきましては、認知症の介護

技術を高めるための施設職員研修や認知症グ

ループホームの管理者研修などを実施いたしま

した。

次に、介護保険対策事業につきましては、ケ

アマネジャーなどの介護保険関係職に対する各

種の研修を実施するとともに市町村に対する財

政支援などによりまして、介護保険事業の健全

かつ適正な運営に努めたところであります。

次に、117ページをお願いいたします。老人福

祉施設等整備事業につきましては、都城市の特

別養護老人ホームの新設に対する補助を行いま

した。

これらの事業の成果につきましては、117ペー

ジの中ほどにありますように、それぞれ目標値

には達しておりますが、施策の評価としまして

は、①の各市町村におきまして地域の実情に応

じた高齢者保健福祉サービスが実施され、成果

を上げてきていることや、②の特別養護老人

ホームなどの高齢者福祉の拠点施設が計画どお

り整備されていること、③の介護保険関係職員

の人材育成、介護保険サービスの質の向上など

を図るための取り組みが計画的に実施されてい

ることなどから、おおむね順調に事業が進めら

れているものと考えております。今後とも、高

齢者の皆さんが、介護が必要となってもできる

だけ住みなれた家庭や地域で安らかな老後を過

ごせるように、ソフト、ハード両面の充実を

図ってまいります。

主要施策の成果の主なものは以上でございま

す。

なお、監査委員の決算審査意見書等に関して

特に報告すべき事項はございません。

高齢者対策課は以上でございます。

高齢者対策課の説明が終了いたし○十屋主査

ました。質疑をお願いいたします。

ただいま高齢者対策課としては非○徳重委員

常に順調に推移しているということでの報告が

あったところでありまして、大変ありがたいこ

とかなと思います。

ところで、高齢者の皆さん方が地域でしっか

りと頑張っていただくということの中で、高齢

者クラブという老人クラブが、年々クラブ数も

減っている、会員も減っているという話をよく

伺うんです。なかなかクラブに入ってくれない

ということと、今おっしゃったことと遊離して

いるような感じがしたものですから、ちょっと

お尋ねしますが、クラブの実態というのはどう

なっているか。

御指摘のとおり老人ク○畝原高齢者対策課長

ラブの加入者が年々減っておりまして、過去を

見ますと、昭和50年には50％を超しておりまし

て52％ぐらいだったと思いますが、それが一番

ピークでございまして、昨年の県内平均を見ま

すと加入率が約20％です。これも市部が低く

て、市だけ見ると17％ぐらい、郡部で見ますと

約30％は入っていらっしゃいます。さらに小さ
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く見ますと、例えば入郷、諸塚村あたりは80％

ぐらい入っていらっしゃいます。入っていない

ところは、宮崎市などの都市部は10％ちょっと

いうことです。我々も老人クラブの加入促進は

大きな課題としてとらえているんですが、ニー

ズの多様化といいますか、高齢者の楽しみ方が

非常に多様化してきているのが一番大きいとい

う話を聞きます。

それから、老人クラブということに対する抵

抗といいますか、まだまだ若いというのがある

し、それから特に山間部に行きますと この―

加入率というのは65歳ではなくて60歳からでご

ざいます。ですから特に低いんですが。60、70

ではまだまだ現役の方がいっぱいいらっしゃっ

て、老人クラブどころではないという話もお聞

きします。（「名前を変えりゃいっちゃ、老人

クラブ」と呼ぶ者あり）

今、緒嶋委員が言われたように、○徳重委員

名前をちょっと変えて、みんなが参加しやすい

ような組織にしたらいいんじゃないかといつも

考えるんです。高齢者クラブとか老人クラブと

言われると。60歳、70歳、定年になった人が

入ったり、年齢は段階があっていいんですが、

何かしら抵抗を皆さん感じておられます。そう

いった意味で何か考えられたことがあります

か。

御指摘のとおりですけ○畝原高齢者対策課長

れども、実は県の老人クラブ連合会は、３～４

年前に名前を公募しまして「さんさんクラブ」

という愛称があります。ただ、この予算書を

「老人クラブ」と使っておりますのは、国の助

成制度が「老人クラブ助成金」となっておりま

すので、報告書は「老人クラブ」という表現を

使っていますが、実際は何々老人クラブという

ところは少なくて、寿会とか愛称を使ってい

らっしゃると思います。県は「さんさんクラ

ブ」と言っております。

「さんさん」というのはどういう○徳重委員

意味ですか。

愛さんさんのさんで○畝原高齢者対策課長

す。太陽がさんさんにかけたと思います。

確認ですけど、老人クラブは、郡○髙橋委員

部は60歳以上でくくってあるんですね。だから

加入率がえらい低いという感じがしたんです。

県内の各市町村、主流は70ですよね。ここで宮

崎も出してみるべきじゃないかと思うんです

が、それは出していらっしゃいますか。

今、手元には持ってい○畝原高齢者対策課長

ないんですが、65歳で割り戻した数字は出して

みました。確かに若干加入率は高くなります。

俗に「高齢者クラブ」という名前○髙橋委員

を書いているところが多いんですけど、特に田

舎に行けば活気ある団体であるんです。地域生

活部でもいろいろと出てきましたけど、見守り

隊、子ども安全・安心まちづくりで活躍しても

らっているんです。どこでもこういう高齢者ク

ラブの団体の方々が活躍されているはずなんで

す。ただ、70歳以上でくくると、60歳で仕事を

卒業された方々が、地域でどこに位置すればい

いかというのもあるから、そこが悩ましいとこ

ろもあるかもしれませんが、こういう組織化に

はぜひ力を入れていただきたいと思います。

せんだっても老人クラ○畝原高齢者対策課長

ブの役員さん方とお話をしたところでした。役

員さん方も一生懸命勧誘はされているんですけ

ど、現実には動きが鈍いというのが実情でござ

います。

それから、先ほど答弁が漏れましたが、徳重

委員のほうで順調に進んでいる割には乖離があ

るのではないかという御指摘がありました。老
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人クラブは確かに加入率が低くなっているんで

すが、いわゆるじゅぴあ、長寿社会推進セン

ターのほうで高齢者の健康・生きがいづくりと

いうことを別途取り組んでおります。老人クラ

ブとも連携して、そちらのほうでの活性化を

図っているところでございます。

関連ですが、生きがい対策といい○丸山委員

ますか、長野県は老人医療費が一番低いという

ことで、長野県の例がよく出ますが、高齢に

なっても仕事を持っているということで、非常

に生きがいを持っていると聞いているんです。

宮崎県の場合、60歳以上になっても仕事につか

れている率がわかっていれば教えていただきた

いんですが。

これは平成17年の国勢○畝原高齢者対策課長

調査の結果ですけど、65歳以上の22％が就労し

ていると出ております。実際は農業等で働いて

いらっしゃる方はまだいると思うんですが、多

分代がわりをして入ってきていないと思いま

す。国勢調査上では22％が就業ということに

なっております。ほとんどが農業です。

全国平均とか、長野県との比較と○丸山委員

かわかりませんか。

全国平均が21.1％で○畝原高齢者対策課長

す。宮崎県は26番目、ちょうど中ほどになって

います。

データのとり方がどうなのかわか○丸山委員

りませんけれども、宮崎県は農業県ということ

もあって、農業に親しむ機会、チャンスは多い

と思います。生きがい対策が今後の超高齢社会

には重要な施策になってくると思っております

ので、生きがいということで、老人クラブのみ

ならず、就業のほうもしっかりとやっていただ

きたいと思います。

在宅介護支援センター運営事業についてお伺

いしたいんですが、当初予算からすると8,000万

ぐらい２月議会で補正されています。これは市

町村が事業主体だと思うんですが、市町村とう

まく連携がとれなかったのか。国庫補助がつか

なかったというだけで簡単に済ませていいもの

でしょうか。

在宅介護支援センター○畝原高齢者対策課長

は、18、19年だけの継続的なといいますか、主

な実績内容の下のほうの○地域包括支援セン新

ターというのが出ていますが、地域包括支援セ

ンターを市町村が設置するようになっておりま

して、これを設置したらそちらのほうに補助が

行くという制度になっております。在宅介護支

援センターに補助が行っているのは 地域包―

括支援センターができるまでの間、２年間の猶

予期間があります。表現は悪いんですが、その

間のつなぎという形になっています。ですか

ら、当初考えたよりも地域包括支援センターが

早くできれば、その分が地域包括支援センター

の補助に移っていっているということでござい

ます。

地域包括支援センターに移行され○丸山委員

たということなのかもしれませんが、当初の予

算の組み方はどういう経緯で組んだのかをもう

少し説明いただきたいんですが。

市町村から、地域包括○畝原高齢者対策課長

支援センターを18、19年に設置するということ

で設置計画を伺っています。準備ができたらこ

の時点からやりますということで。それを想定

して、できるまでの間の形で在宅のほうで予算

化しているんですが、それが準備ができて地域

包括支援センターがスタートした時点で、実際

の予算は介護保険のほうに入ってまいります。

在宅支援センターで減額された分は、介護保険

運営費のほうにシフトしていくことになりま
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す。

生きがい対策と在宅関係は関連す○丸山委員

るんですが、各市町村の取り組みによってかな

りばらつきもあるんじゃないか。在宅でちゃん

とやっている。逆に言うと施設がないから在宅

にせざるを得ない地域もあるかもしれません。

それが介護保険料にもはね返ってきていると思

うんですが、その辺を県としてどのように把握

され、どう理解をされているのかお伺いしま

す。

介護保険につきまして○畝原高齢者対策課長

は、３年に１回、介護保険計画を市町村がつく

るようになっております。市町村はつくり方は

いろいろ工夫しておりますが、策定委員会や、

市町村の人たちからどういうことを望むかとい

うアンケートをとって、では、施設をつくるか

在宅でいくか。といいますのは、その裏腹とし

て介護保険料がこれぐらい来ますよということ

でですね。私どもとしては市町村の判断を最大

限配慮してきております。ただ、他の市町村と

比べてどうしても劣る場合には、当然圏域の中

で調整をしておりますが、まずは市町村の判断

を優先して、それを積み上げたのが県の計画と

いう形で進めてきております。

現場サイドからすると在宅という○丸山委員

のが理想なんですけれども、実際は在宅はでき

ないという方がいます。特に農家の方は、作業

もできなくなるということで在宅は厳しいと。

また、地域ケアの問題があったり、非常に病院

サイドも待機者が多いというふうにも聞いてい

るものですから、18年度の決算の質問としては

ふさわしくないのかもしれませんが、非常に緊

迫する状況だと思っております。そのためには

生きがい対策をしっかりやっていただきたいと

いうことを要望させていただきます。

１点だけ。117ページですが、施策○図師委員

の評価の②の地域密着型サービスの内容、我々

委員会も現地視察に行きまして、地域密着型

サービスを提供されている施設等見てきまし

た。サービスとしては新しいサービスなんです

が、入所サービスもありデイ機能もあり、ター

ミナル機能を持っている施設もあったりして、

今までの介護サービスのすき間を埋めていく非

常に柔軟性のある施設なんですけれども、介護

報酬の評価が低いがゆえに、経営がなかなか安

定しないところが多いと聞きます。実際、今県

内に何カ所設置してあって、今後の設置計画が

出ておれば教えてください。

まず、地域密着サービ○畝原高齢者対策課長

スの数ですけれども、一番多いのはグループ

ホームで127カ所、約1,700人の定員になってお

ります。その次に、委員もおっしゃいました

が、小規模多機能というのがございます。数字

は後ほど確認して御報告します。

ただ、おっしゃいますように、母体があって

複合的にやっていらっしゃるところはいいんで

すが、単発でやっていらっしゃるところは、グ

ループホームはまだしもですが、小規模の場合

は、常に皆さんがお見えになった状態で人員を

持たなくてはいけないということもございます

ので、なかなか厳しいという話は聞いておりま

す。これにつきましては、国のレベルになりま

すが、介護報酬の改定等が出てくると思いま

す。私どももその現実についてはいろいろな機

会に話をしているところでございます。

今出ました小規模多機能が特に運○図師委員

営が厳しいようで、我々が視察に行ったところ

も、箱物の助成がまずないと、身銭を切って、

貯蓄を2,000～3,000万投資されて、借り入れも

されてつくられたという話。それだけ高い志が
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ある方はできると思うんですが、先ほど丸山委

員も言われた、待機者の解消になるほど今後順

調に数がふえていくかというと、単発で経営さ

れる方がそこまでふえていく可能性も低いのか

なと思いまして、県のほうとして経営安定化の

ための計画等があればお聞かせいただきたいと

思います。

先ほど小規模多機能の○畝原高齢者対策課長

数をお答えしませんでしたが、16カ所でござい

ます。

それから、今委員が御指摘のことですけれど

も、療養病床が再編ということで、介護療養病

床が2,000ほど減らされます。私どもとしては穴

埋めの大きいのは老人保健施設だろうと思って

いますが、老人保健施設あるいは特養だけでは

なかなか厳しい。あるいは小さい市町村は50

床、60床の施設は要らないというところも出て

くると思いますので、委員御指摘のように、グ

ループホームとか小規模とか、割とコンパクト

なものを機能的に配置していく必要があると

思っています。これは今のところ県の補助金は

ございません。地域密着というのは市町村が認

定することになっていますが、国のほうから市

町村への補助制度はございますので、それをう

まく活用することで どちらかというと、大―

型の施設は重度の方がベースで、地域密着型は

軽い方々ということで、うまくシフトしていく

ことが必要かなと。この辺は来年度つくります

介護保険計画の中で各市町村ごとに盛り込んで

いくことにしております。

老人福祉施設、都城に１施設とい○緒嶋委員

うことであります。今、ハード事業は余り支援

をしないということでありますけれども、将来

を見た場合に、特に老人福祉施設については、

今言われたようなことを含めて、県もある程度

これだけは特化して整備していかんと、在宅で

は家庭そのものが崩壊する可能性が高くなって

きておるわけです。これについては金がないか

らというのは理屈にならんような段階に来てお

るんじゃないかと思うんです。医療制度の改革

を含めて、将来的な展望はどう考えておられま

すか。

私ども、特養の待機者○畝原高齢者対策課長

が2,000人ちょっといらっしゃるという現実は重

く受けとめております。いろいろお聞きします

と、ショートステイがそんなに活用されていな

いということもお聞きしますので、待機者の皆

さんにショートステイをもう少し活用していた

だきたいというのが一点ございます。そうは言

うものの、重度の介護度４、５の家庭での介護

は難しいという方もいらっしゃるのは事実です

ので、当然財政当局とその辺の協議が出てきま

すが、今後とも計画的に整備をしていかなくて

はいけないと思っています。片や、養護老人

ホームが30年、40年たって老朽化してきており

ます。ここの改築をどうするかという問題もあ

りますので、特別養護老人ホームと養護老人

ホームを両にらみしながら整備をしていく必要

があると考えております。

課長が言われることは私も十分理○緒嶋委員

解しておるんですけど、ショートステイにして

も、町村がある程度理解せんと、いろいろな基

準があって、個人的にお願いしても、枠があり

ませんとか、予算がありませんというような話

も聞くわけです。ある程度ショートステイの経

費負担の枠を市町村が持っていなければ入られ

んという面があるんじゃないかと思うんです

が、そういうことはないんですか。

介護保険でこれは見れ○畝原高齢者対策課長

ますので、介護保険の中に当然折り込みをされ
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ていると思うんです。そこら辺の見込みが甘け

ればショートステイ分が不足するということは

出てくると思います。ただ、ショートステイ

は、長期に入っていらっしゃるわけではなくて

１週間とかですから、そんなに財政的に負担が

出てくるような話じゃないと思いますので、財

政だけの理由でというのはないかと思うんです

が、計画の中に入っていなかったから無理だと

いう話はあるかもしれません。そこら辺は我々

も十分市町村に指導はしていきたいと思いま

す。

それと、グループホームの場合は○緒嶋委員

設置されたところの介護保険で運営されるわけ

です。ところが、出身はほかの町村であった場

合は、その設置したところの介護料にカウント

されるので、その辺が問題だと。特養の場合は

それがないわけです。制度そのものも問題では

ないかという意見もあるわけですが、その辺は

どうですか。

これは地域密着サービ○畝原高齢者対策課長

スということで、各市町村が責任を持って整備

するということですので、市町村の方が入るの

が前提です。ただ、首長同士で話がつけば、除

外するわけではございませんので、相身互いと

いうところが出てくる。例えば町境だったりす

ると、我が町のホームよりも隣のほうが近いと

いうことも当然あり得ると思います。そういう

場合は、市町村同士で話し合いがつけば受け入

れることは可能となっております。

そのあたりが、介護保険料にカウ○緒嶋委員

ントされるものだから。特養の場合は関係ない

わけです。自分が今まで住んでおったところの

負担でやるわけです。ところが、グループホー

ムが他の町村にあれば、行ったところの町村の

介護保険にカウントされるものだから、グルー

プホームはよそから来る人はちょっと無理なん

ですわというようなことを言われるというよう

な話も聞きます。

出身地負担になってお○畝原高齢者対策課長 ※

りますので、これも出したところが負担をする

ということになります。

今、グループホームはそうなって○緒嶋委員

いるんですか。

特養は途中で変わりま○畝原高齢者対策課長

して、出身市町村が負担をするということに

なっております。

間違っておりました。失礼しました。まだグ

ループホームは特例地にはなっていません。

児童虐待については、人的な体○新見委員

制、ケアを含めてかなり充実してきていると思

うんですが、最近、高齢者虐待等もかなりふえ

ているということであります。県の高齢者虐待

防止のための事業といったら特に何かあるんで

すか。

報告書の中には入って○畝原高齢者対策課長

おりませんけれども、在宅老人要援護対策費の

中に高齢者虐待防止事業というのが入っており

ます。大きいのは高齢者虐待防止連絡会議とい

うのをつくっております。これは県の医師会と

か在介センター、県警本部、考えられる20団体

が入っております。まずは実態をとらまえよう

ということがございます。それから、施設の職

員や関係市町村の皆さんを集めて研修会を持っ

ております。虐待というとどうしてもたたくと

かつねるというイメージがあるんですが、そう

ではなくて、無視をするとか、年金を渡さずに

介護者が自由にしているとか、そういうことも

含めて虐待だということで、昨年できました虐

待防止法で定義されましたので、まずは「今、

※このページ右段に訂正発言あり
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あなたがやっていることは虐待になりますよ」

ということを啓発する取り組みをしておりま

す。これが18年度で53万3,000円ほど決算で上

がっております。

児童虐待と対をなすような高齢者○新見委員

虐待ですから、しっかりこれからも取り組んで

いただきたいと思います。

もう一点、113ページの超高齢社会対策でいき

いき超高齢社会啓発事業というのがあります。

このイメージがよくつかめないんですが、これ

から超高齢社会を迎えることを前提にして、ど

ういったことを啓発される事業なのか教えてく

ださい。

１点は、手元に持って○畝原高齢者対策課長

きておりますけれども、こういう冊子をつくり

ました。委員会の皆様に配付していなかったら

申しわけございませんが、この中に、県の今の

高齢化の状況はどうなっていますとか、先ほど

出ましたように生きがい対策としてこういう取

り組みをしていますと。高齢者もさることなが

ら、若者の世代に、高齢者の活躍の場といいま

すか、そういうことを啓発するのが大事だとい

うことで、これを１万5,000部ほどつくりまし

て、学校とか関係するところには配付して、実

態なり取り組みを理解していただこうというこ

とで、一番大きい事業でございます。

116ページ、介護保険対策の表の○前屋敷委員

下のほうに利用者負担軽減対策事業というのが

ありますが、この状況はどんなですか、十分対

策がとられたかどうか。

これは、特養などの社○畝原高齢者対策課長

会福祉法人が経営するところに入った場合に、

利用料は本人は１割負担ですが、そのうちの１

％を社会福祉法人が負担をした場合に、その半

分、0.5％分は公的に見ましょうという制度でご

ざいます。本来ならば本人は１割負担ですが、

１％軽減されるということで９％負担です。こ※

れは27市町村、ほとんどの市町村が取り組んで

おりますが、実態としましては、昨年は1,286人

の方々がこの負担軽減を受けていらっしゃいま

す。これはもちろん非課税世帯の低所得者とい

う前提がございます。

115ページで説明してほしいんで○前屋敷委員

すが、表の一番下の軽費老人ホームに入所され

ている方が2,664名ということです。施設につい

てですけど、10施設というのは、県全体で10施

設あるのか、その中で10施設だけ補助の対象に

なったのか。

全体的にはまだござい○畝原高齢者対策課長

ますけれども、これは社会福祉法人系のみの補

助ということにしておりまして、その分が10施

設。2,664人というのは、定員で言いますと260

人でございます。月々を見て延べでいきますの

でですね。

県が出している資料の中で、福○前屋敷委員

祉と保健ですか、軽費老人ホームはＡ型が２カ

所しか出てなかったんです。タイプで分けてい

るのかどうか。ここは10施設になっていたもの

ですから、その辺がちょっとわかりません。

これはそういうタイプ○畝原高齢者対策課長

分けではございません。

では、福祉と保健、これですべ○前屋敷委員

ての施設が網羅して、いろんな特養ホームとか

あるんですが、軽費老人ホームはＡ型という区

分で２カ所だけしか出てきていなかったもので

すから、そのほかにはなかったんだろうかと、

資料を見る中で思ったものですから。

軽費老人ホームと従前○畝原高齢者対策課長

は言っておりましたが、最近はケアハウスとい

※120ページに訂正発言あり
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う言い方をしておりまして、これは同じ形でご

ざいます。軽費老人ホームでいった場合には確

かに２カ所ですが、いわゆるケアハウスです。

先ほど私は利用者軽減１％と言いました

が、10％でございます。本人負担が10％です

が、そのうちの１％が軽減されるということで

す。失礼しました。

委員の皆さん、ほかはよろしいで○十屋主査

しょうか。

暫時休憩いたします。

午後４時17分休憩

午後４時17分再開

分科会を再開いたします。○十屋主査

以上で、高齢者対策課の審査を終了いたしま

す。

暫時休憩いたします。

午後４時17分休憩

午後４時21分再開

それでは、分科会を再開いたしま○十屋主査

す。

あすは午前10時から再開したいと思います

が、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、これで本日の分科会を○十屋主査

終了いたします。

午後４時21分散会
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平成19年11月30日（金曜日）

午前10時５分開会

出席委員（９人）

主 査 十 屋 幸 平

副 主 査 黒 木 正 一

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 髙 橋 透

委 員 図 師 博 規

委 員 新 見 昌 安

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 宮 本 尊

福 祉 保 健 部 次 長 松 田 豊（ 福 祉 担 当 ）

福 祉 保 健 部 次 長 宮 脇 和 寛（保健・医療担当）

福 祉 保 健 課 長 松 原 憲

児 童 家 庭 課 長 西 野 博 之

少 子 化 対 策 監 佐 藤 健 司

障 害 福 祉 課 長 村 岡 精 二

障害福祉課部副参事 杉 本 隆 史

衛 生 管 理 課 長 川 畑 芳 廣

健 康 増 進 課 長 相 馬 宏 敏

事務局職員出席者

政 策 調 査 課 主 幹 斉 藤 安 彦

議 事 課 主 任 主 事 大 野 誠 一

分科会を再開いたします。○十屋主査

昨日に引き続きまして、福祉保健部の審査を

行いたいと思います。まず、児童家庭課の説明

をお願いいたします。

おはようございます。児○西野児童家庭課長

童家庭課の平成18年度の決算状況につきまして

御説明いたします。

お手元の平成18年度決算特別委員会資料の７

ページをお開きください。児童家庭課は上から

５番目であります。予算額100億9,765万3,347円

に対して、支出済額は96億6,971万6,429円、明

許繰越額が３億5,743万5,000円、不用額は7,050

万1,918円となっておりまして、執行率は95.8％

であります。

23ページをお開きください。執行残が100万円

以上のものは、児童福祉総務費、児童措置費、

母子福祉費、児童福祉施設費の４つでございま

す。

下の段の（目）児童福祉総務費についてであ

りますが、不用額は5,381万1,279円となってお

ります。この不用額の主なものは、次の24ペー

ジをお開きください。中ほど、負担金・補助及

び交付金の5,165万1,370円でありますが、これ

は子育て支援乳幼児医療費助成事業が主なもの

で、冬期にインフルエンザ等が流行することを

想定していましたが、幸いにも大きな流行に至

らなかったことなどによりまして、助成件数が

見込みを下回ったものであります。

次に、（目）児童措置費でありますが、不用

額は138万347円となっております。主なもの

は、節の欄の一番下の負担金・補助及び交付

金41万3,135円であります。これは、障がい児保

育に必要な経費の一部を補助する元気に子育て

支援事業が主なもので、補助対象月数の減など

による執行残であります。また、25ページ、一

番上の欄の扶助費41万1,802円につきましては、
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児童入所施設等措置費が見込み児童数の減によ

り執行残となったものであります。

次に、（目）母子福祉費でありますが、不用

額は838万2,055円となっております。主なもの

は、節の欄の下から３番目の負担金・補助及び

交付金の767万4,246円であります。これは母子

家庭医療費助成事業が主なもので、執行残の主

な理由は、先ほどの乳幼児医療費助成事業と同

様の理由により助成件数が見込みを下回ったも

のであります。

次に、（目）児童福祉施設費でありますが、

翌年度繰越額で明許繰越額が３億5,743万5,000

円、不用額は655万9,080円となっておりま

す。26ページをお開きください。翌年度繰越額

は、節の欄の下から３番目の負担金・補助及び

交付金でありますが、児童福祉施設整備事業

が、国の予算内示の関係等によりまして事業主

体において事業が繰り越しとなったためであり

ます。次の欄の扶助費283万8,490円の不用額で

ありますが、これは、児童相談所の一時保護児

童数及びみやざき学園入所児童数が見込み数よ

り下回ったため執行残となったものでありま

す。

次に、特別会計の決算であります。恐れ入り

ますが、資料の始めに戻っていただきまして、

７ページをお開きください。下から２番目の児

童家庭課、母子寡婦福祉資金特別会計でありま

すが、予算額４億8,233万3,000円に対して、支

出済額は１億5,915万6,415円、不用額は３

億2,317万6,585円となっておりまして、執行率

は33.0％であります。不用額のほとんどは貸付

金の執行残でありますが、制度上、この執行残

は繰り越されまして翌年度の貸付原資となるも

のであります。

決算事項別明細説明資料につきましては、以

上でございます。

続きまして、平成18年度の主要施策の成果に

ついて、主なものを御説明します。

お手元の平成18年度主要施策の成果に関する

報告書の「児童家庭課」のインデックス、118

ページをお開きください。（１）の施策、子育

てに関する意識の醸成の少子化対策環境づくり

推進についてでありますが、ここでは、平成17

年３月に策定した「次世代育成支援宮崎県行動

計画」に基づき全庁的な体制で各施策の着実な

推進を図り、地域全体で子育てを支え合う機運

づくりに努めたところであります。

施策の評価については、①にありますよう

に、県におきましては庁内に次世代育成支援対

策推進本部を設置し、全庁的な体制で施策を推

進しているところであります。また、②にあり

ますように、宮崎県次世代育成支援対策推進協

議会の開催や、「みんなで子育て」地域づくり

推進事業及び「みんなで子育て応援運動」を実

施し、地域全体による子育て支援の機運づくり

や仕組みづくりに取り組んでいるところであり

ますが、県民意識調査において、子育てに対す

る不安感、負担感を感じている県民の割合が減

少していないことから、子育て支援サービスの

拡充を初め、次世代育成支援対策の総合的な取

り組みと社会全体で子育てを応援する機運の醸

成がますます重要となってきているところであ

ります。

次に、119ページをごらんください。（２）の

施策、地域における子育ての支援であります

が、児童健全育成につきましては、民間児童館

事業及び放課後児童健全育成事業の推進によ

り、地域児童の健全育成に努めたところであり

ます。

次の少子化対策環境づくり推進事業では、子
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育て支援乳幼児医療費助成事業や「みんなで子

育て」地域づくり推進事業等の実施によりまし

て、子育てを社会全体で支え合う仕組みづくり

に努めたところであります。

また、児童手当支給につきましては、平成18

年４月から支給対象が小学校終了前の児童に拡

充されたところであります。

120ページをごらんください。児童福祉施設整

備補助事業につきましては、児童館１カ所の整

備に努めてきたところであります。

次に、122ページをお開きください。（３）の

施策、保育サービスの充実でありますが、主な

事業、保育対策等促進事業につきましては、一

時・特定保育事業や休日保育事業の推進に努め

たところであります。

施策の評価の③にありますように、17年度以

降は、次世代育成支援市町村行動計画に基づ

き、地域の実情に応じた保育サービスの充実が

進められているところであります。

123ページをごらんください。（１）の施策、

児童の保護と自立支援でありますが、主な事

業、児童虐待対策につきましては、児童虐待の

未然防止、早期発見・早期対応を図るため、児

童虐待防止対策連絡会議を県内８地区で開催し

たところであります。また、各児童相談所にお

いて、虐待を受けた児童が虐待を行った保護者

に対し、心理職員や精神科医によるカウンセリ

ングなどを実施したところであります。

124ページをごらんください。（２）の施策、

ひとり親家庭等の自立支援でありますが、ここ

では、ひとり親家庭自立支援給付金、児童扶養

手当の支給、母子寡婦福祉資金貸付等の事業に

取り組みまして、母子家庭等の自立支援、福祉

向上に努めたところであります。

次に、126ページをお開きください。（１）の

施策、ＤＶ防止対策の推進でありますが、女性

保護につきましては、ＤＶ被害者の保護や支援

機能の強化を図るため、配偶者暴力相談支援セ

ンター運営事業や、女性保護施設「県立きりし

ま寮」の運営に取り組んだところであります。

施策の評価にもありますように、女性相談所

における相談件数は増加傾向にありまして、一

時保護所及び女性保護施設の活用により、女性

の保護、自立を支援しているところでありま

す。また、県が主体となって被害者の保護に関

する関係機関とのネットワークを強化し、配偶

者からの暴力被害の防止を図るとともに、被害

者の緊急保護等の対応を行っているところであ

ります。

以上、主要施策の成果について、主なものを

御説明いたしました。

次に、お手元の宮崎県歳入歳出決算審査及び

基金運用状況審査意見書の７ページをお開きく

ださい。４の収入の確保についての（２）その

他の収入の確保について、児童保護費負担金及

び母子寡婦福祉資金の収入未済につきまして、

「収入未済の解消と新たな発生防止に努める必

要がある」との意見がありました。

８ページをお開きください。収入未済の状況

の上から２段目にありますとおり、児童保護費

負担金は709万1,810円の収入未済額となってい

ます。これは、児童養護施設等に入所している

児童の保護者に対する負担金でありますが、貸

与している家庭の多くは、生活困窮であること

などによりまして収入未済となったところであ

ります。ことし10月から債権管理事務嘱託員を

中央福祉相談センター及び都城児童相談所に配

置し、債権回収の体制を充実したところであり

ます。今後とも、保護者に対しまして制度の趣

旨を十分理解させるとともに、滞納者に対し家
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庭訪問や電話等による催告を行うなど、積極的

に未済額の解消に向けまして努力してまいりま

す。

次に、49ページをお開きください。（13）の

母子寡婦福祉資金特別会計についてでありま

す。ページの一番下の意見・留意事項等をごら

んいただきますと、「収入未済額については、

前年度に比べ増額しているので、新たに定めた

『母子寡婦福祉資金貸付金収納促進対策要領』

に基づき、より一層の償還促進についての努力

が望まれる。また、不用額が多額となっている

ことから、貸付金について制度の周知など効果

的な活用についての取組みが望まれる」との意

見がありました。貸付金の償還対策につきまし

ては、本庁、福祉事務所が一体となって取り組

んでいるところであります。しかしながら、滞

納者の多くは、もともと経済基盤が脆弱である

ことから償還が困難な状況となっているもの

で、収入未済の解消に結びつかない状況にあり

ます。また、不用額につきましては、先ほど決

算で申し上げましたとおり翌年度に繰り越され

て貸付の原資となるものであります。今後と

も、償還促進対策に積極的に取り組み収入未済

の解消に一層努力するとともに、資金の有効利

用が図られるよう制度の周知に取り組んでまい

ります。

児童家庭課は以上であります。

ありがとうございました。○十屋主査

児童家庭課の説明が終了いたしました。質疑

をお願いしたいと思います。

主要施策の成果に関する報告書の○図師委員

中の119ページですが、御説明いただきました放

課後児童健全育成事業、これはいわゆる学童保

育の事業と理解してよろしいでしょうか。県

内110クラブに補助が出ているということです

が、対象児童数は把握されていますか。

放課後児童健全育成事業○西野児童家庭課長

につきましては、委員御指摘のとおり、放課後

児童クラブ事業として実施しているものであり

ます。ここでは都城市ほか20市町村となってお

りますが、これは宮崎市を除きまして県が補助

を行っているものでありまして、補助対象が110

クラブ、登録児童数は昨年５月現在で6,257人と

なっております。

学童保育に取り組む事業所の認定○図師委員

をされる基準、例えば学童を最低何人以上見な

くてはいけないとか、職員の配置基準等があれ

ば教えてほしいんですが。

国庫補助対象の基準とな○西野児童家庭課長

りますのが２パターンありまして、一つが、年

間開設日が 250日以上、登録児童数が10人以上※

で１日３時間以上開設というもの。もう一つ

は、年間の開設日が200日から249日までで、児

童数が20人以上、１日３時間以上開設というこ

とが基準となっております。

次の120ページ、学童保育の設置数○図師委員

が年々伸びてきておるんですが、少子化とは反

比例してこの数字が伸びているというのは、地

域性みたいなのがあるんでしょうか。そこら辺

は分析されていますか。

委員御指摘のとおり、放○西野児童家庭課長

課後児童クラブ数は年々ふえてきております。

その背景といたしましては、恐らく保護者の就

労等によりまして、おおむね小学校３年生以下

の学童が放課後の学童保育のサービスを必要と

している状況に徐々になってきているのではな

いかと考えております。

おっしゃるとおり、生活様式が多○図師委員

様化して共働き世帯も多い現状もありますので

※141ページに訂正発言あり
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こういうクラブがさらに充実して、子供を地域

で守り育てるという環境がさらに整備されてい

くといいなとは思います。

もう一点、123ページの子どもの権利擁護・自

立支援の中の虐待の防止策の中で児童虐待対応

協力員の配置が３名とありますが、この方々が

どこに配置されて、またどういう役割をされた

か教えてください。

児童虐待対応協力員であ○西野児童家庭課長

りますが、配置先は各児童相談所に１名ずつ、

役割としては、児童福祉司に協力して、虐待に

関する調査、関係機関との連絡調整を行ってお

ります。

特に何らかの研修を受けた方が特○図師委員

別職として配置されるというわけではなくて、

児童相談員の補佐的、サポート的な役割と理解

してよろしいですか。

この職員につきまして○西野児童家庭課長

は、非常勤職員として児童福祉司のサポートを

しております。

同じ項目の下のほうに精神科医に○図師委員

よるカウンセリング実施が40回とありますが、

これはどこで行われて、対象者が何人ぐらいい

らっしゃったのか、わかれば教えてください。

精神科医によるカウンセ○西野児童家庭課長

リングでありますが、目的は虐待を行った保護

者への精神科医によるカウンセリングでありま

して、虐待を行った保護者に対しましては児童

相談所の指導を受けることが義務づけられてい

ますことから、精神科医の助言・指導を得まし

て効果的なカウンセリングを実施しておりま

す。

今の御説明ですと、事後対応のカ○図師委員

ウンセリングなんですね。これは恐らく義務づ

けられているものだとも思うんですが、できる

ことなら予防的なと申しますか、相談に来られ

る件数も年々ふえておるかと思うんですが、

もっと地域の児童指導員や特別職の方々との連

携をとって、実際行為に至る前にかかわりが持

てるような態勢づくりというのも必要かと思う

んですが、そういう取り組みはされていないん

ですか。

児童虐待につきまして○西野児童家庭課長

は、委員御指摘のとおり、早期発見、早期対応

の前に未然防止というのが非常に大事な課題だ

と考えております。そのため、主任児童員とい

うのが各地に223人ぐらいおりまして、その方に

対する専門的な研修を行って登録することによ

りまして、未然防止の見地からも対応していた

だいております。また、同じ123ページにありま

す子ども・ほほえみダイヤル事業、これは中央

児童相談所に電話相談員を置いておりますが、

療育に困ったときはそういったものを活用して

相談していただき、未然防止に努めているとこ

ろであります。

決算資料の26ページですが、負担○徳重委員

金・補助及び交付金の明許繰越の３億5,743

万5,000円、これはどこの施設か、中身を教えて

ください。

児童福祉施設の具体的な○西野児童家庭課長

施設名でありますが、宮崎市にありますカリタ

スの園竹の寮という児童養護施設でございま

す。この施設につきましては、建築後42年を経

過してかなり劣化損傷が見られるということ

で、全面改築をしているところであります。

実は私、保育所を経営しているわ○徳重委員

けですが、今、都城のある保育所が改築をして

いるんです。毎年のように児童家庭課が所管す

る施設整備が年度をまたがるケースが非常に多

い、それをちょっと心配しているんです。と申
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しますのも、ここは養護施設ですが、子供たち

は毎年卒園していくんです。卒園、入園という

のが３月、４月あるわけです。今の時期に全部

解体して、そしてプレハブで毎日保育をされて

いるわけですが、それはそれでいいとしても、

卒園するとき、あるいは入園するときがプレハ

ブでやったら、子供たちも、あるいは親も大変

だなとこう考えているんです。前年度あるいは

前々年度から準備をして申請をして上げていく

はずなのに、児童家庭課の施設はなぜ年度末に

こういう形で繰り越されるのか、ちょっと納得

がいかないところですが、いかがでしょう。

保育施設の整備につきま○西野児童家庭課長

しては、県の補助は実はなくなりまして、国か

ら直接市町村に補助が行くという仕組みになっ

ているところであります。この明許繰越になっ

た施設につきましては、昨年２月補正で予算措

置をお願いしまして、国の内示の関係で年度内

の執行ができなかったという状況でございま

す。その背景としては、国のほうでも児童養護

施設の改築につきましては計画的に整備してい

くということですけれども、何らかの事情、枠

があいたというようなことで、全体の計画が前

倒しでお願いしたというような背景があるん

じゃないかと考えております。

今、保育所の場合は市町村に委任○徳重委員

されていることは事実なんですが、そういう形

でなっているのであれば、単年度決算というこ

とですから、何とか年度内に終わるような努力

をしてほしいということを要望しておきます。

以上です。

母子寡婦福祉資金貸付のことにつ○丸山委員

いてですが、毎年こんな形で不用額があるとい

うことでいいのか、18年度が特に多かったの

か、まずそこを確認させていただきたいと思い

ます。

母子寡婦福祉資金の不用○西野児童家庭課長

額は、おおむね毎年このような不用額が発生し

ております。

目的があって特別会計という形で○丸山委員

つくっていると思うんですが、貸付金の発足時

と社会状況等が変わっていて、これだけ利用が

ないと理解したほうがいいのでしょうか。

最近は不用額が出ている○西野児童家庭課長

状況でありますが、平成６～７年あたりは非常

に貸付の需要が多い状況でありました。現在

は、毎年不用額が翌年度に繰り越されているこ

とで一般会計からの繰り入れは行っておりませ

んが、当時は一般会計の繰り入れを億単位で

やっておりました。平成18年に減少した要因と

しては、市町村合併の影響によりまして、佐土

原、田野、高岡などが宮崎市に合併して対象家

庭が減少したこと。平成17年には生活保護世帯

に授業料など高校の修学に必要な費用の給付が

始まったこと。奨学金につきましては日本学生

支援機構もやっておりますが、その奨学金につ

いて、保証人が一定の条件によって不要になる

という制度が平成16年から始まって、母子家庭

にとって利用しやすくなった。そういうことで

この貸付金に申請する件数が減ったのではない

かと考えております。

今後さらにＰＲをしてということ○丸山委員

ですが、100％執行したほうがいい予算というふ

うに見たほうがいいのか。逆に、そういった別

な事業があるから、そっちのほうでやっていた

だいていいというスタンス、どっちのほうに考

えていらっしゃるんでしょうか。

できるだけニーズがある○西野児童家庭課長

方には弾力的に貸し付けをしたいと考えており

ます。そのため、まず制度の周知ということで
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ありますが、県庁のホームページや新聞等によ

りまして十分な広報を行うということ、それか

ら市町村の児童扶養手当の窓口においてチラシ

を配布するなど、制度の紹介に努めてまいりた

いと考えております。

こんなことを言ったら大変失礼な○丸山委員

言い方かもしれませんけれども、離婚されてい

る方も最近ふえてきていると聞いている中に、

今言われた母子・寡婦の世帯の方に対してどう

いったアプローチ、ＰＲをして普及しているの

か見えないものですから、目的としては、これ

を使うことによって少しでも生活がしやすい環

境をつくるためだろうと思っておりますので、

周知徹底をお願いしたいと思います。

また、返還の促進の努力が望まれるというこ

とですが、これに関しては、どれくらい返還さ

れていなくて、返還するためにどれぐらいの経

費がかかっているのかお伺いしたいと思いま

す。

収入未済の状況でありま○西野児童家庭課長

すが、母子福祉資金、寡婦福祉資金合計で２

億917万5,000円となっております。この償還に

つきましては、各福祉事務所等に配置しており

ます母子自立支援員15名、母子協力員50名、そ

れから各福祉事務所の職員などがそういった体

制で取り組んでおります。償還対策につきまし

ては、福祉事務所から昨年度は２回、借り主、

連帯借り主に対しまして知事名で催告状を送付

するなど対策を講じております。

催告によってある程度返還があっ○丸山委員

たと認識してよろしいでしょうか。

知事名での催告というこ○西野児童家庭課長

とで、昨年度かなり児童家庭課本課にも問い合

わせといいますか、返還の申し出が来ていると

ころであります。

どの程度まで請求をされていて、○丸山委員

どうしても回収できないという判断をされると

きもあるんでしょうか。

最終的に償還が不可能で○西野児童家庭課長

あると認めた場合、不納欠損ということになろ

うかと思いますが、18年度に不納欠損処理はし

ておりません。いずれにしても、債権の時効が

消滅する前に、償還の意思を確認するなど債権

の保全確保、それから償還に努めているところ

であります。

制度の周知徹底もそうなんです○丸山委員

が、そちらのほうもしっかりと取り組んでいた

だきたいというふうに思います。

続きまして、平成18年９月定例県議会の中で

認定こども園のことについて説明があったとき

に、認定こども園の認定については、利用料な

ど利用者の負担にならないように指導していた

だきたいということが委員会で要望されていま

すが、どのような形でされたのかお伺いしたい

と思います。

認定こども園の利用料に○西野児童家庭課長

つきましては、幼稚園と同じく施設が独自に設

定することになっておりますが、制度上、事前

に市町村に届け出ることになっておりまして、

著しく保育料が高額だという場合などには、市

町村が変更を命じることができるようになって

おります。そういったところで利用者の負担に

ならないような指導は十分なされていると考え

ております。

児童虐待のことについてお伺いし○丸山委員

ます。うろ覚えで大変申しわけないんですが、

平成18年か19年に、児童虐待に関しては一部法

律が改正されたと記憶しているんですが、その

ときに市町村との窓口も広げるということだっ

たんですが、その辺の具体的な連携なりをどの
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ような形でやられたのかお伺いします。

児童虐待についての市町○西野児童家庭課長

村との連携でありますが、御指摘のとおり、平

成17年から、児童福祉法の改正によりまして、

市町村が一義的な相談窓口となって対応してい

ただいているところであります。その連携につ

きましては、市町村が中心となって要保護児童

地域対策協議会を設置して、そういったネット

ワークの中で児童相談所がケースごとに支援を

しているほか、児童相談所でも、ケース検討会

議などを通じまして市町村職員に対してＯＪＴ

の研修を行うなど支援をしているところであり

ます。

具体的に市町村の職員の方に相談○丸山委員

された件数というのは把握されているんでしょ

うか。

市町村の窓口で相談を受○西野児童家庭課長

け付けたのは、平成18年度は376件でありまし

た。

その後、県のほうにいろいろ相談○丸山委員

に来られているという感じなのか、それとも市

町村の窓口で済まされているのか、どちらで

しょうか。

まず市町村で対応してい○西野児童家庭課長

ただくということですが、その中でも特に困難

なケース、専門的な知識を要するケース、事態

が切迫している場合に限って、児童相談所に相

談といいますか、協力して対応することとして

おります。

児童虐待に関しては非常に大きな○丸山委員

問題になりつつありますので、十二分に努力を

していただきたいと思います。

126ページのＤＶに関して、下の指標、設置市

の割合がゼロということになっているようです

が、このことをもう少し説明をしていただけれ

ば幸いです。

配偶者暴力相談支援セン○西野児童家庭課長

ター設置市の割合は、平成18年度現在ゼロとい

うことでございますが、これはＤＶ防止法にお

きまして、県のほか、市においてもこのセン

ターを設置することができるということになっ

ておりまして、市に対して働きかけているとこ

ろでありますが、現在、このセンターを設置し

ている市はございません。しかし、各市におき

ましても相談に対応する専任職員を配置するこ

となどによりまして、実質的には相談支援とい

う形で取り組んでいただいております。例え

ば、宮崎市におきましても女性相談室に相談員

を１名配置して相談に対応していただいており

ます。ただ、このセンターは、裁判所が保護命

令をするために必要な書類を作成して提出しな

ければいけないなど、かなり高度な専門知識、

マンパワーが必要なものでありまして、その条

件には満たないという状況であります。

いずれにしましても、ＤＶ防止法が改正され

まして来年１月施行でありますが、その中で、

市に対してセンター設置については努力義務が

新たに課されるということでもありますので、

市に働きかけてまいりたいと思っております。

ぜひ、こちらのほうも不幸な事案○丸山委員

にならないための形で 国のほうも設置を市―

町村のほうにお願いしているのは、恐らく権限

移譲も含めて、こういう形でどんどんしていた

だきたいということでやっていると思っており

ます。今課長の言われたとおり、マンパワーが

かなり必要だということで、市町村の財政状況

等考えると難しいと思っていますけれども、市

のほうには適切な助言・指導をお願いしたいと

思っております。

先ほどの母子寡婦福祉資金関係で○髙橋委員
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不用額が多くなっている理由、ちょっと聞き取

りにくかったんですけど、保証人の一定条件の

考えをいま一度教えてください。

先ほど申し上げました、○西野児童家庭課長

日本学生支援機構の奨学金は保証人を立てずに

貸し付けを受けることができるということで

す。通常、連帯保証人や保証人を立てる必要が

ありますが、日本学生支援機構のほうで平成16

年度から、機関保証に加入することによりまし

て 機関保証というのは、日本国際教育支援―

協会が代表機関ですが、その機関が連帯保証人

ということで保証人を立てずに貸し付けが行わ

れるということです。修学資金の場合、お母さ

んと子供が連帯して借り主になるということに

しておりますので、なかなか第三者の保証人を

立てることが難しいのですが、こういった制度

を活用して修学資金を得ているということで

す。

制度の仕組みが借りやすくなった○髙橋委員

ということだったんですね。わかりました。

誤解を招くといけませんから、制度の中身、

簡単でいいですから説明いただきたいんです

が、それぞれの貸付金の条件、教えていただけ

ませんか。

この貸付資金は13種類ぐ○西野児童家庭課長

らいございますが、最も活用が多い修学資金で

ありますと、公立の高等学校に自宅から通う場

合、１年生から３年生まで月１万8,000円が上限

ということになっております。

ほかの３点ぐらいを御説明いただ○十屋主査

きたいということで、質問内容がわからなけれ

ば、再度お願いしたいと思います。

仕組みがもし複雑だったら、時間○髙橋委員

が経過しますから簡単でいいです。生活資金ぐ

らいでいいので、上限額を教えてください。後

で資料を出していただくといいかもしれませ

ん。

生活資金につきまして○西野児童家庭課長

は、技能習得期間につきまして月14万1,000円以

内、その他の期間で言いますと10万3,000円、住

宅資金につきましては150万円以内、災害等によ

る特別貸付は200万円以内となっております。

後ほど資料で御提示いただければ○十屋主査

と思います。

制度が複雑になっているような気○髙橋委員

もしますが、保証人とか要るんでしょうか。こ

の貸付金を借りる場合の条件を教えてくださ

い。

制度上必ず保証人を立て○西野児童家庭課長

ることとなっております。

先ほどニーズを弾力的にというこ○髙橋委員

とですが、保証人というのは必要だと思うんで

す。社会福祉協議会で歳末助け合いでストック

しているやつを生活資金として貸してました。

あれは保証人要らないんです。だんだん焦げつ

きが多くなって、20万貸していたのを10万にし

ているみたいです。保証人は必要だと思うの

で、これ以上の弾力が難しいかなと思います

が、ここにありますように周知のところをやる

べきなのかなと、一般の融資よりも有利なはず

ですから、ぜひお願いしたいと思います。

別のことでお尋ねしますが、児童館の関係で

す。児童館というのはへき地にほとんどあると

認識しているんですが、定員に対する現児童数

はどうなっているでしょうか。一つ一つは要り

ません。すべての児童館で定員割れしていると

か、そういう実態を教えてください。119ページ

の民間児童館事業。

児童館、放課後児童クラ○西野児童家庭課長

ブのことがこの欄に書いてございますが、児童
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館につきましては、特に施設の登録といったも

のはございませんので、特に定員というのは設

けておりません。ただ、放課後児童クラブにつ

きましては、先ほど申し上げましたとおり、児

童数が少なくとも10名以上は必要だということ

が国庫補助の基準となっております。

私は勘違いしていたかもしれませ○髙橋委員

んが、公立の児童館とかありますよね。これと

はまた違う仕組みの児童館という認識しないと

いけないですか。

県内でも公立児童館、公○西野児童家庭課長

営でやっている児童館がありますが、その部分

につきましては県の助成対象としておりませ

ん。これは過去に一般財源化されまして、各市

町村にそれぞれ交付税措置がされているという

ことで、ここでは民間の児童館ということで助

成しております。

いま一度聞きますが、児童館には○髙橋委員

児童が当然入っているわけでしょう。その定員

というのはないんですか。

児童館につきましては定○西野児童家庭課長

員はございません。

それと関連するんでしょうか、児○髙橋委員

童福祉施設整備補助で、児童館、児童センター

の整備促進で１施設補助されていますが、これ

は関連しているんですか。

これにつきましては大規○西野児童家庭課長

模な施設改修等に補助しておりまして、18年度

は西小林児童センターの改修、内容としまして

は屋上の防水、空調の整備に対して補助をいた

しております。

わかりました。私は公立と勘違い○髙橋委員

していました。

児童クラブのことでお尋ねしますが、国の補

助の児童クラブと県単独補助のもありますよ

ね。実績値が188になっていますが、その差が県

単というふうに理解すればいいんですか。110ク

ラブとありますけれども、そういう理解でいい

でしょうか。

120ページにあります放課○西野児童家庭課長

後児童クラブの設置数が188でありますが、これ

には宮崎市分45も含んでおります。

なお、県単独事業として補助もしております

が、例えば夏休み等の学校の長期休暇期間に

限って開設されます、おおむね10人以上の児童

クラブに対しましては、18年度12施設に対して

補助をしたところであります。

整理していただきたいのは、年間○髙橋委員

を通じて常設している放課後児童クラブと三季

休業のときに開設する児童クラブというふうに

分けたほうがいいということですか。

18年度188設置していると○西野児童家庭課長

いうことですけれども、これにつきましてはす

べて、季節的なものではなく通年実施している

ものをカウントしております。

条件がありました。250日以上と○髙橋委員

か。

ここで確認したいのは、たしか１回尋ねたこ

とがあると思うんですけど、まだ放課後児童ク

ラブがない町村があったと思うんです。18年度

でもしあれば教えてください。

放課後児童クラブ未実施○西野児童家庭課長

の団体でありますが、ことし５月現在ですと８

の市町村、18年度で言いますと同じく８の市町

村で未実施となっております。

たまたま19年も同じような数字み○髙橋委員

たいですけれども、こういう話も聞くことがあ

るんです。転勤をされる方々、いわゆる転勤で

すから、おじいちゃん、おばあちゃんは近くに

いらっしゃらない方がほとんどなんです。その
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方々は転勤先によって住む場所を選ばざるを得

ない。例えば私のところで言うと、隣の南郷町

はたしか未実施だと思うんです。だから、日南

市に住まざるを得ない、放課後児童クラブがな

いから。そういう現状もあるので、そういうと

ころをしっかり県としても市町村と連携をとっ

ていただきたいと思うんですが、そういう検討

は具体的にされているのか。

放課後学童対策につきま○西野児童家庭課長

しては、基本的に市町村でその必要性等につき

ましても検討していただくことになっておりま

す。今年度から、放課後児童クラブ、それから

放課後子ども教室を小学校区ごとに、どのよう

な形で実施するか新たに市町村のほうでプラン

をつくっていただくことになっておりますの

で、その中で放課後児童クラブの設置について

も必要な検討はなされるものと考えておりま

す。

最後にします。国の補助の条件○髙橋委員

が、人数、時間、日数とかありますが、県の補

助として年間を通じた事業というのはないと理

解していいんですか。短期的な夏休みとかに設

置をするやつは県で補助して開設をしている

が、年間を通じて開設する補助はしていないと

理解していいですか。

ございません。県として○西野児童家庭課長

は国庫補助の運用に努めているところでありま

す。

10人以上とか20人以上集まらなく○髙橋委員

て、どうしても設置はあきらめにゃいかんとい

うところもあると聞いたことがあります。そこ

を県で救済できるような検討をしてほしいとい

うことを要望して、終わります。

委員御指摘のとおり、地○西野児童家庭課長

域によっては子供の数がどうしても10人集まら

ないところもあるだろうと思います。10人未満

だけれども、市町村が通年実施した場合には、

市町村に対して交付税措置という形で財政措置

があると伺っております。

今、御説明も聞いたんですが、○前屋敷委員

やはり放課後児童クラブが未実施というところ

は問題だなというふうに思うんです。課長が言

われましたように、放課後子ども教室が新たな

施策で行われようとしております。教育委員会

との関連にもなろうかと思うんですが、縦割り

ではなくて横のつながり等もあわせて、子供た

ちの放課後をしっかり守るという点では、ぜひ

頑張っていただきたいと思います。

それと、放課後児童クラブがないところもあ

りますが、ふえてきていることは事実です。121

ページの児童館ですけど、現在、児童館・児童

センターの数が38カ所になっていますが、児童

館の全くない自治体というのも以前あったよう

に思うんですが、現在ではどんなですか。

児童館・児童センター○西野児童家庭課長

数38というのは、宮崎市を除いた数でございま

して、宮崎市を含めた全体では79でございま

す。設置していない町村は11ございます。

11自治体で児童館の設置がない○前屋敷委員

ということですが、さっき言われましたよう

に、定員があるという状況ではなくて自由に活

用できるということがありますよね。一定の係

の方々もついて、児童館で子供たちが放課後な

り 児童館は日曜も開設できるんですか。い―

わゆる子供たちの安全な遊び場として、また学

習の場として広く使えるわけですので、一般財

源化されて市町村に直接交付税が渡っていると

いうことでありましたけれども、全くこの施設

のないところは県も把握をして、一定の指導な

ども行って実施に向けて力を入れていただきた
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いというふうに、これは要望したいと思いま

す。

次に、123ページですが、児童虐待のところ

で、地域協力員の配置223名とありますが、どう

いった方々が協力員になっておられるのか。

地域協力員223名は、先ほ○西野児童家庭課長

ど説明の中でも申し上げました、主任児童員の

方に一定の研修をしまして、研修修了者を登録

するものでございます。

現在活動しておられて、充足し○前屋敷委員

ているという状況でしょうか。

県内の主任児童員全員を○西野児童家庭課長

対象としておりますので、各地においてこう

いった協力員の方々が家庭支援のために御尽力

いただいているものと考えております。

そういう協力員の方々、直接配○前屋敷委員

置されている対応協力員の３名、心理職員の３

名の方々、一体となってこの防止、それから事

後の対応に当たっておられると思うんですけ

ど、心理職員の３名の方ですが、足りています

か。いろんな起きてくる事案との関係で。

この心理職員３名という○西野児童家庭課長

のは、各児童相談所の一時保護所に配置してい

る数でありまして、そのほか心理職の状況でご

ざいますが、相談件数、それから障がいの相談

もふえているということで、かなり多忙だとい

うふうには聞いておりますが、今年度から各児

童相談所に心理判定もできる家庭相談員を新た

に３名配置しておりますので、体制の強化につ

いては十分に努めているところであります。

いじめ、虐待を受けた子供たち○前屋敷委員

の対応と加害者のほうの対応 加害者という―

言い方をしたらいけないのかもしれませんが、

そういうところでの対策は徹底をしておられる

んですか。

虐待を行った保護者に対○西野児童家庭課長

する対応でございますが、先ほどありましたよ

うに、精神科医のカウンセリングということで

保護者に対するケアも適切に実施しておりま

す。

それから、125ページの児童扶養○前屋敷委員

手当、御説明があったかもわかりません。私、

聞き漏らしたかと思いますので、そのときは改

めて御説明いただきたいんですが、予算、決算

との関係でかなり減額になっているんですけ

ど、受給者そのものが減っているというふうに

見ていいわけですか。

児童扶養手当の支給が17○西野児童家庭課長

年度の決算に対して18年度の決算は４億5,000万

余り減少しておりますが、これは市町村合併に

よりまして、県で支給する町村に住まれている

対象世帯が減少したということ、また、物価ス

ライドが適用されて手当の減額の改定が行われ

たと、そのような背景がございます。

物価が下がったりという要因も○前屋敷委員

入って減額になっているわけですね。では、合

併といいますと町村だけの関係ですね。生活保

護と同じような形になるんですね。

126ページのＤＶの関係ですけど、先ほどの子

供たちへの虐待のこととあわせてですが、虐待

を受けて一時保護所なりに保護されて落ちつか

れるんですけど、家庭に戻られたときに、また

改めてそういう事態が発生する可能性もかなり

あるわけです。いわゆる暴力を振るう相手に対

する指導といいますか、そういった点はどこま

で踏み込めるかということもあるかと思います

が、そういった点での指導はどうされているん

でしょうか。

女性相談所での配偶者暴○西野児童家庭課長

力の被害者支援ですけれども、あくまでも被害
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者に対する支援を行っております。必要があれ

ば、加害者が接近できないような保護命令を申

し立てるなど必要な保護措置はしております。

なかなか難しいところだと思う○前屋敷委員

んですが、保護するだけでは一時的な解決にし

かならないというのはおわかりだと思います。

その後、生活そのものをどう立て直していくか

という点で、行政として踏み込める範囲があろ

うかと思いますが、その辺も今後研究していく

必要があるんじゃないかと思うんです。決算と

はなじまないかもしれませんけれども、その辺

の方向性というのはどんなものですか。

ＤＶ被害者の保護、支援○西野児童家庭課長

につきましては、当然、保護するだけでなく、

その先の生活についても支援する必要があるの

は、御指摘のとおりです。そこで、女性相談所

のほうでは、自立のための就労支援や、新たな

生活基盤の確保のための情報提供など必要な支

援を行っております。

それでは、児童家庭課の審査を終○十屋主査

わりたいと思います。

引き続き、障害福祉課の説明をお願いいたし

ます。

それでは、障害福祉課分○村岡障害福祉課長

につきまして御説明いたします。

平成18年度決算特別委員会資料の７ページを

お願いします。中ほどにあります障害福祉課の

ところをごらんください。予算額は102億4,661

万7,000円に対しまして、支出済額は98億6,794

万7,947円です。不用額は３億7,866万9,053円と

なっておりまして、執行率は96.3％でありま

す。

執行残が100万円以上のものについて御説明い

たします。

28ページをお開きください。まず、上から３

番目にあります（目）社会福祉総務費でありま

す。右側の欄にありますように、不用額は116

万6,725円となっております。その主なものとし

ましては時間外勤務手当の執行残によるもので

あります。

次に、中ほどにあります（目）身体障害者福

祉費であります。右側の欄にありますように、

不用額は1,624万3,755円となっております。そ

の主なものとしましては、下から４番目の委託

料289万4,092円でありますが、これは貸与希望

に見合った盲導犬がいなかったことなどにより

執行残となったものであります。次に、下から

２番目の負担金・補助及び交付金の961万6,955

円でありますが、これは、障害者住宅改造等助

成などが見込みを下回ったため執行残となった

ものであります。

29ページをお開きください。（目）知的障害

者福祉費であります。不用額422万1,711円の主

なものは、節の欄一番下の負担金・補助及び交

付金390万8,000円でありますが、これは、小規

模作業所の補助などが見込みを下回ったことな

どによるものであります。

次に、その下の（目）社会福祉施設費であり

ます。不用額254万9,861円の主なものは、節の

欄下から４番目の需用費105万6,440円でありま

すが、これは、身体障害者相談センターの庁舎

管理経費などが見込みを下回ったことなどによ

るものであります。

30ページをお願いします。（目）精神保健福

祉費であります。不用額は4,203万6,932円と

なっております。主なものとしましては、節の

欄上から２番目、報償費の632万5,018円であり

ますが、これは、精神障がい者の社会復帰を促

進するための民間事業者への委託訓練が見込み

を下回ったものであります。次に、下から４番
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目の委託料672万8,656円でありますが、これ

は、精神障がい者の医療費の支払いに係る国保

連等に対する審査手数料が見込みを下回ったも

のであります。その２つ下の負担金・補助及び

交付金2,034万6,390円でありますが、これは、

精神障がい者社会復帰施設の運営費補助におき

まして国庫補助の単価が下がったこと等による

ものであります。その下の扶助費529万7,924円

につきましては、精神障がい者の措置入院費の

公費負担分が見込みを下回ったことによるもの

でございます。

次に、（目）障害者自立支援費でございま

す。不用額は２億7,823万1,563円となっており

ます。31ページをお願いします。主なものとし

ましては、節の欄下から３番目、負担金・補助

及び交付金の5,783万4,625円でありますが、こ

れは、障がい者に対する移動支援や日常生活用

具の給付など、市町村が実施する地域生活支援

事業等が見込みを下回ったものであります。そ

の下の扶助費9,576万9,144円につきましては、

精神障がい者の通院医療費の公費負担分が見込

みを下回ったことなどによるものであります。

その下の積立金１億2,242万6,000円につきまし

ては、障害者自立支援対策臨時特例基金の国の

交付決定額が見込みを下回ったことによるもの

であります。

次に、（目）児童措置費であります。不用額

は2,042万7,300円となっております。主なもの

は、節の欄の下から２番目の負担金・補助及び

交付金の804万8,678円でありますが、これは、

重度障がい者（児）医療費公費負担事業補助金

などが見込みを下回ったものであります。その

下の扶助費975万2,339円につきましては、障が

い者施設の利用者数が見込みを下回ったための

執行残となっております。

32ページをごらんください。（目）児童福祉

施設費であります。不用額は1,379万1,206円と

なっております。この経費は、清武町にありま

すこども療育センターにかかわるものでござい

まして、看護師の代替賃金などの執行残が主な

ものでございます。

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

主要施策の成果に関する報告書の障害福祉課

のところ、ページで申しますと128ページになり

ます。まず、人にやさしい福祉のまちづくりの

推進についてでございます。表の中にございま

すように、人にやさしい福祉のまちづくりにつ

きましては、県民の積極的な参加による福祉の

まちづくりを展開するため、地域における災害

時要援護者への防災活動の支援等を通じて人材

の養成に努めたところでございます。また、在

宅の障がい者の生活を支援するため、都城市ほ

か20市町村で障がい者住宅改造等助成事業を実

施したところであります。

129ページをお願いいたします。事業の施策の

評価につきましては、②に記載しておりますよ

うに、バリアフリー化された施設に交付してお

ります適合証につきましては、これまで300平米

を超える施設を対象としておりましたが、平

成19年４月からはコンビニエンスストアなどの

小規模施設につきましても届け出対象としたこ

とから、今後とも一層の施設のバリアフリー化

に向けて努力してまいりたいと存じます。

130ページをごらんください。障がい者の自立

支援や社会参加の促進についてであります。１

番目の障がい者スポーツ大会の開催等について

でございます。スポーツ活動は障がい者にとっ

て社会参加につながる極めて有効な手段であり

ます。平成18年度は、５月14日、総合運動公園
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におきまして、1,500名を超える選手の参加のも

と宮崎県障がい者スポーツ大会を開催しまし

た。また、兵庫県で行われました全国大会に

は26名の選手を派遣し、金メダル10個、銀メダ

ル12個、銅メダル10個、合計32個のメダルを獲

得したところでございます。

次に、その２つ下の視覚障がい者と聴覚障が

い者の福祉対策につきましては、奉仕員の養成

に努め、点訳・朗読奉仕員につきましては39名

を、手話奉仕員につきましては1,198名を新たに

登録したところでございます。

131ページをお願いします。在宅障がい者小規

模作業所育成事業につきましては、障がいに応

じた作業や日常生活訓練等を行う38カ所の小規

模作業所に対して運営費の補助を行ったところ

であります。小規模作業所につきましては、障

害者自立支援法の施行に伴い、昨年10月以降、

新たに地域活動センター等に移行しております

が、移行の要件であるＮＰＯ等の法人格を取得

できないためにセンター等に移行していない11

施設につきまして、今年度も引き続き補助をす

ることとしたところでございます。

次に、２つ下の障がい者自立サポート事業に

つきましては、18年度の新規事業として、介護

職を希望する知的障がい者15名に対して２級

ホームヘルパー養成研修を実施したところであ

ります。

132ページをごらんください。施策の評価につ

きましては、①に記載しておりますとおり、障

がい者の地域生活への移行に向け、相談支援体

制の充実や就労支援の抜本的な強化など大変重

要な課題もございますので、市町村との連携を

さらに強化しながら課題解決に向けて努力して

まいりたいと存じます。

133ページをお願いします。１番目の障がい児

ライフステージ支援モデル事業につきまして

は、18年度の新規事業として、清武町にありま

す福祉ゾーンにおいて、福祉・保健・医療・教

育・労働が一体となりまして乳幼児期から卒業

後の社会生活に至るまでの障がい者のライフス

テージに応じた一貫支援を目指す新しい療育支

援プログラムの開発に取り組んだところであり

ます。18年度は10名のモデル児童を決定し、そ

れぞれに応じた支援チームを編成するととも

に、個別支援計画に基づく支援を実施し、療育

支援プログラムの評価改善を行ったところであ

ります。

次に、県北・県西地域障がい児療育支援体制

強化につきましては、これも18年度の新規事業

として、県北・県西地域を対象に、肢体不自由

児の機能回復訓練等に取り組んでいる民間病院

の訓練士等に対し各種研修事業を実施したとこ

ろであります。その結果、これらの病院におい

て21名の新たな障がい児を受け入れることがで

きたところであります。

次に、一番下の重度障がい者（児）医療費公

費負担につきましては、平成18年12月から入院

分につきましては現物給付方式に変更を行い、

重度障がい者の医療費の負担軽減を図ったとこ

ろであります。

134ページをごらんください。施策の評価につ

きましては、障がい児療育につきましては、①

のとおり、先ほども申し上げた県北・県西地域

で実施した肢体不自由児機能回復訓練等につい

て、今年度は未実施地域でも実施していくほ

か、障がい児ライフステージ支援モデル事業に

つきましては、将来の全県的な普及を念頭に置

きながら、今後事業展開を図っていくこととし

ております。

それから、特に資料はございませんが、指定
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管理者制度の導入に係る成果について御説明い

たします。

障害福祉課では、県立視覚障害者センター、

県立聴覚障害者センターの２施設を所管してお

ります。それぞれ財団法人宮崎県視覚障害者福

祉協会、社会福祉法人宮崎県聴覚障害者協会を

指定管理者に指定し、管理運営を委託しており

ます。指定に際しては、両施設とも一般公募を

行いましたが、両協会以外には応募がなく、制

度導入前と同じ団体による管理運営となってお

ります。しかしながら、両協会とも、それまで

は単に県の事業を受託するという認識であった

ものが、他の事業者との競争という認識に変

わったことで職員の意識改革が進み、サービス

向上につながってきております。例えば、県立

視覚障害者センターでは、それまで休館日で

あった水曜日を利用できることにしたほか、点

字図書館の延べ利用実数でも、平成17年度1,752

名だったものが、平成18年度は53 3名増加

し2,285名になるなど、利用者の利用拡大が図ら

れたところであります。また、県立聴覚障害者

センターにおきましては、高齢聴覚障がい者健

康教室や、耳の聞こえにくい方のための手話講

習会など、幅広く聴覚障がい者が利用できる自

主的な企画イベントを開設するなど、平成17年

度施設利用者5,386名から、18年度は5,799名と

増加しております。

次に、監査における指摘事項としまして、歳

入歳出決算審査意見書において、児童保護費負

担金の収入未済につきまして意見・留意事項が

ありました。先ほど児童家庭課長が御説明しま

したとおり、収納促進に向けて一層努力してま

いりたいと存じます。

障害福祉課につきましては、以上でありま

す。

障害福祉課の説明が終わりまし○十屋主査

た。委員の質疑をお受けしたいと思います。

決算特別委員会資料の31ページで○図師委員

御説明いただいた、積立金が１億2,200万余の減

になっていると、御説明では特例基金の繰り入

れが予想額を下回ったということです。今年度

は６億近い金額が見込まれておったと思うんで

すが、ひょっとして総体が減額になっているよ

うなことはないですよね。

説明しますと、もともと○村岡障害福祉課長

基金を要望するときに、国のほうから10億円と

いう査定があったわけです。それに対して国の

ほうは200億円近くの残を持っていまして、それ

に対して、人口割で来るだろうと想定をして、

約200億ですから２億円程度が宮崎に来るだろう

ということで、合計で約12億円と想定をしたわ

けです。ところが、実際は10億6,000万程度にな

りましたので、結果的にはその分が入らなかっ

たということです。ただし、10億6,000万につい

ては入ってきておりますので、それに基づいて

事業を展開できる形になります。

ということは、当初の見込み額よ○図師委員

り実際の交付額が少し減額になって、10億6,000

万が18年度と19年度で入ってくる、その総額10

億6,000万は確保できているというふうに理解し

ていいですか。

そのとおりです。○村岡障害福祉課長

同じく31ページの一番下の扶助費○図師委員

の不用額が大きいんですが、御説明では障がい

者施設の利用者減のためということだったと思

うんです。心配するのは、障害者自立支援法導

入以降１割負担が発生していますので、その負

担に耐え切れず利用者が減ってきているという

ことにつながっていないのか、不用額が出てい

る説明をもうちょっと詳しくお願いします。
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障害福祉課の場合には障○村岡障害福祉課長

がい児施設が中心になります。障がい児施設の

場合は、少子高齢化の影響で入ってくる子供た

ちが減ってきている。保護者の意向として、施

設に入れるよりも地域の中で育てたいという要

因が大きいと思います。

それから、自立支援法の関係につきまして

は、負担金が大きいということで、年度当初に

調査した中では、理由はいろいろあったんです

けど、30名近い方が退所されたと。しかし、負

担軽減ということがありましたので、19年４月

以降はほとんど退所者はおりません。

自立支援法導入後の負担金の軽減○図師委員

を４分の１までしていただいていることは理解

しているんですが、導入後30名の方が利用を控

えられて、軽減策をとられた後、その30名の方

はどういう動向になっているかお調べいただい

ていますか。

導入した後、18年７月に○村岡障害福祉課長

調査をしまして、30名を調査しようとしたんで

すけど、実際、調査できた方は 相手方の拒―

否とか、もう必要ないという形でありましたけ

れども 13名の方が調査対象になりまして、―

その中で負担金の増額によって退所された方は

おりません。ただ、その当時は働いても収入が

認定されてしまうというようなことがあって、

負担金と二重のあれがあるということで大変だ

とか、そういった制度であるならば、自分は地

域の中で生活したいという方がほとんどです。

実際にはそのときの退所者は２名程度で、19年

４月以降は退所者は出ていない状況でありま

す。市町村を通じてことしも調査しましたけれ

ども、そういった理由によって退所したという

方はおりません。

それではもう一つ、今度は成果表○図師委員

でお伺いしたいんですが、131ページ、小規模作

業所の育成事業に取り組んでいただいておるん

ですが、御説明にあったとおり、地域活動セン

ターに移行できないところが11カ所出ておる

と、19年度も引き続き県単の事業で補助を残し

ていただいていると思うんですが、年間110万程

度の金額になっていると思います。障がい者が

地域で生活していく上でこの作業所の役割とい

うのは非常に大きくて、自立支援法がむげにそ

れを統合化、いわば規模拡大を図ろうという目

的があるのか、地域活動センターへの移行を促

しております。これは要望にもなりますが、県

単で11カ所、もしくは今後小規模作業所として

手を挙げようとしているところがあるとするな

らば、この事業は存続していただきたいという

要望です。何か御意見があればお願いします。

小規模作業所につきまし○村岡障害福祉課長

ては、平成18年は38カ所ありました。その途中

で６カ所が移行しましたので減ったわけですけ

ど、現在11カ所の77名いらっしゃいます。この

方につきましては、移行について打診をしなが

ら、運営基盤をつくってほしいということもあ

りますので、ＮＰＯ法人とか、地域活動セン

ターの中でもデイとか日常生活訓練、いろいろ

タイプがありますので、就労につながる部分も

あります。そういったところの取り組みをお願

いしたいということで今進めております。国の

臨時対策は２カ年ということで来年までになっ

ています。できれば地域活動センターなり就労

支援という方向に行っていただいて、障がい者

が最終的には働いて有用感があるということも

大事だと思いますので、そういった部分を含め

ながら検討していきたいと思っています。

御意見もごもっともなんですが、○図師委員

都市部ならまだしも、中山間地は、移行したく
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ても人材がいないとか、対象者がいないとか移

行できない理由も当然あるわけで、県としては

地域性をしっかりとらまえていただいて、対応

を今後もしていただきたいと思います。

実は、残っている11カ所○村岡障害福祉課長

につきましては、これまで何回か話をしまし

て、移行支援のための研修会を数回行っていま

す。その中で、11カ所については19年度ですべ

て移行するということになりました。

そういう方向性が出ておるならま○図師委員

だしもなんですが、むげな統合化がされたり、

今まで利用者が地域内で利用していた作業所

が、隣町まで行かなきゃいけなくなったとか、

移動距離が遠いがゆえに結果的に利用者数が

減ってしまったとか、そういうことにならない

ように配慮はしていただきたいと思うんです。

そのとおりであります。○村岡障害福祉課長

細かい配慮をしながら自立支援に向けて応援し

ていきたいと思います。

もう一点、同じページの下のほう○図師委員

にあります新規事業の障がい者自立サポート事

業、並びにその下にあります精神障がい者社会

適応訓練事業、それぞれ成果を上げられておる

ようですが、知的障がい者のホームヘルパー２

級の養成並びに精神障がい者の職業の現場にお

いての訓練事業が、17事業所で延べ約5,500人事

業の対象としてやられているようですが、訓連

後それが就労につながっているのかとか、そう

いう追跡調査の状況はいかがですか。

まず、障がい者自立サ○村岡障害福祉課長

ポート事業のほうですけど、18年度は15名の方

を受講対象としまして修了者が14名になりまし

た。そのうち３名の方が、ケアホーム、クリー

ニングのホワイト急便、それから日本食材への

就職につながっています。養護学校在学中の方

も多かったものですから、すぐに就職に結びつ

かなかったということはありました。

もう一つの社会復帰施設の関係ですけど、２

つありまして、精神障がい者社会復帰施設運営

事業につきましては、18年度、12施設におい

て326名の方が利用されて、そのうち32名の方が

就労、就学、家庭復帰につながっております。

それから、精神障がい者社会適応訓練というの

がありまして、一時的に事業所で訓練をしても

らうという事業ですが、昨年度は34名の方を委

託しまして、就職が10名となっております。

次の132ページに、今御説明いただ○図師委員

いた精神障がい者社会適応訓練事業の実施状況

が表になっておるんですが、延べ人数5,576人の

利用があって、今御説明いただいた10名の方が

就労につながっていると。もちろん効果的な事

業だと思うんですが、この表を見てもわかるよ

うに、訓練延べ人数が右肩下がりになっていま

す。最初に御説明いただいた決算の特別委員会

の資料の中にも、事業者に支出する手当もかな

り減額になっているような御説明もありました

が、実際、訓練を受けたい希望者はいるにもか

かわらず、受け入れ先の事業所がなかなかふえ

てこないという実情等があるんじゃないです

か。

そのとおりだと思いま○村岡障害福祉課長

す。理解が不足しているということで、そのこ

とについては努力をする必要があると思いま

す。

受け皿さえあれば、社会復帰なり○図師委員

地域復帰ができる方々はたくさんいらっしゃ

る。社会的入院の方も多いので、さらなるこの

事業の積極的な展開を期待いたしたいと思いま

す。答弁は要りません。以上です。

障がい者の就職がある程度、こう○丸山委員
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いったサポート事業なんかでできたということ

で、３名が就職したとありましたけれども、そ

の後継続して就労されているのか把握してい

らっしゃいますでしょうか。といいますのが、

障がい者は継続が難しいということも聞いてい

るものですから、その辺を把握したいと思いま

す。

３名の方につきまして○村岡障害福祉課長

は、その後の追跡調査はやっておりません。た

だし、今制度が充実していまして、ジョブコー

チという方がおられます。その方が就職前、就

職後それぞれフォローアップをしておられます

ので、その方々の支援があれば、ある程度続く

と思います。

できるだけ追跡調査をお願いした○丸山委員

いと思います。といいますのは、133ページに書

いてあるライフステージとも関係があると思っ

ていますので、どういうふうにフォローアップ

していけば本当に自立していくことになるの

か、ぜひ追跡調査まで含めてやっていただけれ

ば幸いというふうに思っています。

続いて、ライフステージの関係です。10名の

モデルをやられているということですが、どう

いった目標が出てきたのか、具体的にもう少し

説明をしていただけたら幸いなんですが。

10名の方々は、身体障が○村岡障害福祉課長

い者、身体障がいの子供たち、それから知的障

がいの子供たち、重度心身障がいの子供たち、

発達障がいの子供たちということでやっており

ます。年齢的には、保育所、幼稚園のクラスの

方から就学している方を中心に行っています。

その中で具体的な成果としましては、肢体不自

由で重身に近い子供がいたんですけど、こども

療育センターを中心に清武養護学校と連携する

中で、それまでは、パソコンを使いたいのに、

身体機能が不十分なために操作が遅くてなかな

か使えないと、本人は親に対しても先生に対し

ても自分の意思が表示できなかったということ

でした。そのときにＰＴ、ＯＴがかかわりまし

て、教育現場に行って見たときに、この部分を

工夫してこの装置をつければいいとか、ここを

削りましょうかとすることによって、一気にそ

の子は操作性が出てきたということがありまし

た。そのことによって、その子は将来小説家に

なりたいという希望が持てるようになったと。

もっと喜ばれたのは、母親のほうから、今まで

意思疎通ができなかったのに、そのことを通し

て意思疎通ができたと。能力的に見て、もしか

したらこの子供はずっと施設から出られないん

じゃないかという気持ちだったけど、そのこと

によって、施設ではなくて地域の中で、パソコ

ンを使えば就労できる可能性があるかもしれな

いという気持ちになったということが大きな成

果であったと。幾つかそういった事例が出てき

ております。全体的にそういったいい効果が

あったと、多角的に見ることによって障がい児

の特性を伸ばす方法が見えてきたということを

言われていました。

それを今後広めていくということ○丸山委員

だろうと思っていますので、しっかりとした自

立につながるような形にしていただければあり

がたいと思います。

下段の県北・県西地域障がい児療育支援体制

強化事業、サテライト事業でつくっていただい

たと思っているんですが、その成果等、20何名

の方が新たに受け入れができたということを言

われたんですが、その辺をもう少し説明してい

ただくとありがたいんですが。

県北・県西地域障がい児○村岡障害福祉課長

療育支援体制強化事業につきましては、以前、
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検討会をやっていく中で、どうしても県央地域

に施設が集中しているということが課題であり

ました。そのために、県北・県西の方は、こど

も療育センターに行くには時間がかかるとか、

身近なところに訓練機能があればいいという希

望がありました。厳しい財政事情の中なので、

民間の力をかりてやったほうがいいということ

で、以前からそういったものに関心がありまし

た県北地域の病院と都城の病院にお願いしまし

て、そこに働いていらっしゃるＰＴ、ＯＴの方

に、こども療育センターが有します24時間の専

門カリキュラムをつくりまして具体的な支援方

法を一緒に学んでもらう。こども療育センター

からも県北、県西に行ったときにはフォロー

アップ研修を行うということ。それから、希望

される方については、中央研修ということで、

ボイタ法という脳性小児麻痺の子供たちの訓練

の研修も受けてもらうという形で進めてまいり

ました。その結果、地域の中で21名の掘り起こ

しができたので、基本的には地域の中で訓練を

受けて、必要なときにこども療育センターに行

くということで、負担が少し減ってきたんでは

ないかと思っております。

当初予算4,500万ぐらいあったの○丸山委員

が2,100万になったというのは、どういった理由

なのか、その辺もう少しお伺いしたいんです

が。

障がい福祉圏域といいま○村岡障害福祉課長

して７圏域あります。その７圏域すべて同時ス

タートが望ましかったんですけど、事業の説

明、内容等の形で、最初に手がけられたところ

が２カ所であったということでございます。

私の知っている親御さんのほうか○丸山委員

らは、こども療育センターについて、都城や延

岡のほうにも受け入れるところができてありが

たかったんですけれども、どういった方々にし

ていただけるのか非常に心配だということも聞

いたんです。移動距離は短くなったけれども、

マンパワーといいますか、こども療育センター

の方が延岡や都城に行って指導もされていると

思うんですが、もう少し来てほしいとか、療育

センターのほうがよかったよねという逆なこと

はなかったでしょうか。

その点の苦情は聞いてお○村岡障害福祉課長

りません。身近なところでできるということ

で、早く全県に広げてほしいという要望が多い

と思います。

できれば全県にしてほしいと、私○丸山委員

も聞いております。18年度やられて、成果がこ

うだからということで、今後広がる素地ができ

たと思ってよろしいでしょうか。

はい、そのとおりであり○村岡障害福祉課長

ます。全県に向けてやります。

報告書の128ページの一番下、人に○新見委員

やさしい福祉のまちづくり条例に基づいて適合

証を交付した施設が、ここに記載の数字になっ

ていますが、これは中核市宮崎市を除いた数字

ですよね。

これは宮崎市を除いた数○村岡障害福祉課長

字であります。

宮崎市の数字はわかりますか。○新見委員

宮崎市はわかりません。○村岡障害福祉課長

と申しますのは、基準が宮崎市のほうがさらに

この当時は狭かったということがありますの

で、数はかなり多いと思います。

129ページの評価のところで、コン○新見委員

ビニなんかの小規模な施設についても今年度の

４月から届け出対象にしたと。一気に数がふえ

てくるとは思うんですが、同じような取り組み

を宮崎市もやっているかどうか。要するにばら
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つきが出てこないかどうか、確認です。

300平米となりますと、平○村岡障害福祉課長

米数につきましては宮崎市に近い形になりま

す。ですから、宮崎市とほぼ同じ形になると思

います。

宮崎市に合わせるような形になっ○新見委員

てくるということですね。

そのとおりです。宮崎市○村岡障害福祉課長

との情報交換をしておりますので、そういう点

では利便性が高いコンビニなども入れたほうが

いいだろうということになりました。

130ページの下のほうですが、視覚○新見委員

障がい者、聴覚障がい者に対する対策として、

点訳奉仕員とか朗読奉仕員、手話奉仕員等が新

たに登録になったということですが、人数的に

圧倒的に聴覚障がい者の福祉に対するものが多

いですね。131ページの一番下の数値目標の欄を

見ると、手話奉仕員・手話通訳者と２つに分け

てあります。その上の点訳・朗読奉仕員もそう

ですが、どういった基準をクリアすればこれに

登録できるのか、簡単に教えていただければと

思います。

例えば手話奉仕員の場合○村岡障害福祉課長

は入門コースと初級コースがあります。そして

中級コースと上級コース、それから手話通訳者

を目指す、さらにその上の上級コースがありま

す。その講習会を受けられて所定の時間をクリ

アされた方は認定証を渡すという形にしていま

す。

それぞれ目標値があって、視覚障○新見委員

がい者にしろ聴覚障がい者にしろ目標値はそれ

ぞれクリアしていると。これからもこういった

障がいのある方たちに対する福祉の対策にしっ

かり力を入れていただきたいというふうに要望

しておきます。

指定管理者制度の件で、視覚・○前屋敷委員

聴覚センターがそれぞれ指定管理者制度に移行

されて、かなりサービスアップにつながったと

いう御報告をいただいたんですが、それぞれの

センターでこれまで配置されてきた要員の数に

変化はないですか。

変化はありません。○村岡障害福祉課長

じゃ、従来どおりで活動は続け○前屋敷委員

ているということですね。

はい、そのとおりです。○村岡障害福祉課長

申しわけありません。先○西野児童家庭課長

ほどの説明で１点訂正をさせていただきたいと

思います。放課後児童クラブの国庫補助基準に

つきまして、先ほどは250日以上の開設というこ

とを申し上げましたが、これは平成19年度から

の基準でありまして、平成18年度までは281日以

上ということで、19年度から緩和されたという

形になっております。ちなみに、18年度まで

は281日以上というパターンと200日から280日と

いう開設で国庫補助の対象とされております。

なお、国庫補助がある場合、国が３分の１助

成するほか、県も３分の１助成しております。

一方で、季節児童クラブ、夏休み期間中の児童

クラブの助成につきましては県単独で補助して

いるということでございます。訂正させていた

だきます。

それでは、以上をもって児童家庭○十屋主査

課、障害福祉課を終了いたします。

暫時休憩いたします。

開会は午後１時５分からお願いいたします。

午前11時53分休憩

午後１時３分再開

それでは、分科会を再開いたしま○十屋主査

す。
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衛生管理課、健康増進課の審査を行います。

まず、衛生管理課の説明をお願いいたします。

衛生管理課の平成18年度○川畑衛生管理課長

決算状況につきまして御説明いたします。

お手元の平成18年度決算特別委員会資料の７

ページをお開きください。上から７番目の衛生

管理課でありますが、予算額は14億5,5 6 4

万4,000円に対しまして、支出済額は14億3,618

万8,396円、不用額は1,945万5,604円となってお

りまして、執行率は98.7％であります。

衛生管理課の予算につきましては、目の数は

全部で４個ありますが、その中で執行残が100万

円以上の目は、食品衛生指導費の１つでありま

す。なお、執行率90％未満のものはございませ

ん。

それでは、34ページをお開きください。ま

ず、一番上にあります（目）食品衛生指導費で

ありますが、右側の欄にありますように、不用

額が1,709万1,247円となっております。この不

用額の主なものは、節の欄を見ていただきまし

て、まず、上から５番目の旅費522万567円であ

りますが、これは、本年１月から高病原性鳥イ

ンフルエンザが立て続けに３件発生したことに

伴い、その感染の拡大防止を最優先としたため

に、職員の各種研修及び会議等への参加を見送

らざるを得なかったための執行残でございま

す。次に、上から６番目の需用費818万3,078円

でありますが、これは、ＢＳＥの検査に要する

検査キット購入費等の執行残であります。４つ

下の工事請負費222万7,500円でありますが、こ

れは、食肉衛生検査所の高圧受電装置更新工事

等の執行残でございます。

決算事項別明細説明資料の説明につきまして

は、以上であります。

次に、平成18年度の主要施策の成果について

御説明いたします。

お手元の平成18年度主要施策の成果に関する

報告書の「衛生管理課」のインデックス、135

ページをお開きください。まず、３行目（１）

の食品の安全確保につきまして、表の上から１

段目の食品衛生試験費でありますが、ふぐ処理

師、調理師の試験を実施し、資格者の資質向上

を図り、食生活の安全を図っているところであ

ります。合格者等の実績につきましては表のと

おりでございます。

その下の食品衛生監視費でありますが、食品

の安全を確保するために、施設の監視指導及び

食品の収去検査を行いました。監視指導等の実

績につきましては表のとおりでございます。

次に、136ページをごらんください。施策の評

価については、①のとおり、流通する食品の細

菌、食品添加物、残留農薬等の検査を効率的か

つ効果的に実施しております。しかしながら、

食中毒は毎年発生しておりますので、今後とも

事故発生の防止を図っていくこととしておりま

す。また、③にありますとおり、衛生教育の実

施や営業者による自主管理の推進が図られてお

りますが、さらに消費者や地域が一体となった

衛生意識の向上に努め、高度な衛生管理手法の

推進を図っていく必要があります。

下から６行目（２）の安全・安心な食の生

産・流通・消費システムづくりであります。次

の137ページをお開きください。表の上から１段

目の食肉衛生検査所費でありますが、この事業

は安全で衛生的な食肉を確保するための検査業

務でございます。県内５カ所の食肉衛生検査所

におきまして、７カ所の施設を対象として牛、

豚などの検査を行っております。検査頭数等に

つきましては表のとおりでございます。

その下の食鳥検査費でありますが、これは、
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安全で衛生的な食鳥肉を確保するため、県内11

カ所の大規模食鳥処理場で検査をする事業であ

ります。検査羽数等につきましては表のとおり

でございます。

施策の評価については、②でありますが、安

全で衛生的な本県産食肉・食鳥肉を提供するた

めに、屠畜場、食鳥処理場においても、ＨＡＣ

ＣＰシステム導入などによる総合的な衛生管理

体制を整備していく必要があります。また、③

の、ＢＳＥ対策とかポジティブリスト制度に係

る動物用医薬品等の適正な使用等につきまして

もさらに啓発するとともに、より一層安全で衛

生的な宮崎県産食肉を提供する必要がありま

す。

次に、138ページをごらんください。１行目

（３）の良質でおいしい水道水の供給確保につ

きまして、表の生活環境対策でありますが、右

側の欄にありますように、水道維持管理指導事

業により、水道施設の立入、井戸水等の水質検

査を実施し、水道の安全確保を図ったところで

あります。また、水道建設指導でありますが、

市町村が実施する国庫補助対象の水道施設整備

事業につきまして指導を行い、水道未普及地域

の解消及び既存の水道施設改造等に努めたとこ

ろでございます。なお、件数等につきましては

表のとおりでございます。

施策の評価については、①のとおり、水道未

普及地域の解消が図られつつあり、今後は、合

併後の各自治体の方向性を見ながら、県として

の広域化のあり方について検討しますととも

に、②の経営基盤の強化を図りながら、国庫補

助を有効に活用した高度な浄水施設等の整備を

図っていく必要があります。

次に、139ページをお開きください。６行目

（１）の生活衛生の向上につきまして、表の上

から１段目の動物管理費でありますが、犬の飼

育者に対して、犬の登録や狂犬病予防注射の必

要性のアピール等を行っている事業でございま

す。予防注射頭数等につきましては表のとおり

でございます。

その下の生活衛生指導助成費でありますが、

これは、財団法人生活衛生営業指導センターが

行う相談事業や、経営指導員等が行う巡回指導

等の活動事業への補助を行うとともに、業界の

自主衛生管理体制の強化及び活性化を図ってお

ります。

次の140ページをごらんください。生活衛生監

視試験でありますが、入浴施設におけるレジオ

ネラ症発生防止対策といたしまして、浴室等衛

生管理責任者等の関係者に対する講習会を開催

しております。また、理容、美容、クリーニン

グ、公衆浴場、旅館等の営業許可や監視指導を

行い、利用者への衛生的なサービスの確保を

図っております。

施策の評価については、①でありますが、生

活衛生関係営業者の衛生水準の向上が得られて

おりますが、より一層、環境衛生監視員による

立入指導及び生活衛生営業指導員による活動

を、相互の連携を含め強化することによりまし

て、生活衛生関係営業者に対する指導・啓発を

推進していく必要があります。

②の入浴施設におけるレジオネラ症に対しま

しては、保健所の指導等により、施設の管理者

にレジオネラ症防止対策が浸透し新たな発生は

ありませんが、入浴施設の管理者の日常の衛生

管理の徹底が大事でありますので、保健所の立

入指導等により発生を抑止していく必要があり

ます。

③の狂犬病予防注射については、啓発コマー

シャル等により飼育者の狂犬病に対する意識が
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高まってきておりますが、平成18年度は市町村

合併に伴う注射会場の変更等による住民への周

知が不十分であったために、微増にとどまって

おります。

141ページをお開きください。動物愛護及び適

正飼養の普及啓発につきましては、しつけ方教

室等によりまして一定の成果があらわれており

ますが、「動物の愛護及び管理に関する法律」

の一部改正を踏まえ動物取扱業者の適正化が図

られることから、より一層の動物愛護思想の普

及啓発を推進していく必要があります。

以上、主要施策の成果に関する報告書につい

て御説明いたしました。

なお、監査委員の決算審査意見書に関して

は、特に報告すべき事項はありません。

衛生管理課は以上であります。

ありがとうございました。○十屋主査

衛生管理課の説明が終了いたしました。質疑

をお願いいたします。

１点だけお願いします。135ページ○図師委員

の食品の安全確保の推進状況の判定がＣという

ことです。この原因は、次の136ページの食中毒

発生件数が前年度と比べて上がっていることが

評価の対象になっているかと思うんですけ

ど、18年度の食中毒の発生原因の主なものを教

えてください。

食中毒は、平成17年度は○川畑衛生管理課長

９件でしたけれども、平成18年度は17件という

ことでございまして、そのうち感染性胃腸炎な

どの原因とされますノロウイルスによる食中毒

が、宮崎県におきまして６件発生したというこ

とでございます。それから、めったにないんで

すけれども、フグによる死亡事故。それからキ

ノコによる事故２件のうち１名死者が出ており

ます。合計２名死者が出ておるということでご

ざいます。主な原因は、ノロウイルスの食中毒

が多かったということでございます。

課が違うのかもわかりませんけれ○図師委員

ども、ノロウイルスについては今後も引き続き

対策が必要かと思われますが、対応策を講じら

れる予定があるか教えてください。

これにつきましては、家○川畑衛生管理課長

庭による食中毒もございますので、家庭の皆さ

んも十分気をつけていただく必要がございま

す。もちろん飲食店の方も十分気をつけていた

だかなければならないということで、各保健所

において講習会等も実施しておりますし、それ

から、ことしも出しましたけれども、ノロウイ

ルスの定点による報告が20を超した月に食中毒

の注意報を出しております。昨年も出しており

ます。また、テレビを使った啓発活動等を行っ

ております。

犬の処分が2,946頭、捕獲が1,526○徳重委員

頭ということですが、処分は毎年ですか、それ

とも何年に一遍ということですか。

犬につきましては、いわ○川畑衛生管理課長

ゆる飼育している犬がいろいろな理由によって

飼えなくなったということで保健所に持ち込ま

れる、いわゆる引取犬が、ここに書いてありま

す1,787頭です。それから捕獲というのは、狂犬

病予防法や犬取締条例で放し飼いにしてはいけ

ないという規定がございます。そういったので

苦情等が来ますと一応保護捕獲します。その中

で、飼い主に返還するもの、また、残った犬も

なるべく飼い主を探すということで、捕獲、引

取を足した総数より若干減っておりますが、最

終的にはやむなく処分せざるを得ないというこ

とで、炭酸ガス処分、焼却処分をしておりま

す。これが2,946頭という数字になっておりま

す。
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引取あるいは捕獲した犬の譲○徳重委員

渡、10頭ぐらいしかもらいに来る人はいないん

ですか。毎年これぐらいですか。

譲渡の頭数は、宮崎県の○川畑衛生管理課長

合計で207頭になっております。

毎年207頭。○徳重委員

大体その程度で推移して○川畑衛生管理課長

おります。今委員のおっしゃった10頭というの

は、愛犬まつりだけの10頭でございまして、保

健所、保護管理所に保管している分については

それ以外にあるということでございます。

最後の質問になると思うんですけ○徳重委員

ど、捕獲された1,526頭というのは、野犬 飼―

養者が捨てたのや、自主的にあちこちで生まれ

たやつだろうと思うんです。この頭数が1,526頭

ということですが、毎年減ってきているもので

すか、それともふえているものでしょうか。

犬につきましては、捕獲○川畑衛生管理課長

頭数、引取頭数、処分頭数ともに年々減ってき

ております。ちなみに、13年前の平成５年は、

引取が6,209頭、捕獲が5,199頭、処分が１万567

頭となっております。したがいまして年々減少

傾向にはあります。

ちなみに17年度と18年度はどれだ○徳重委員

けの差がありますか。

平成17年度の処分頭数○川畑衛生管理課長

は、県が3,370頭、宮崎市が480頭 これは別―

です。平成18年度は、県が2,946頭、宮崎市

が530頭。宮崎市はふえていますが、これは市町

村の合併の関係でしょうか。

食肉検査、食鳥検査も含めてです○丸山委員

が、宮崎は畜産を守ることが一番重要だと思っ

ているんです。検査には獣医師の立ち会いが必

要だということですが、かなり苦労されている

という話があります。十二分に確保できている

と思ってよろしいでしょうか。

今、５カ所の食肉衛生検○川畑衛生管理課長

査所がございますけれども､獣医師62名配置して

おりまして、今、欠員が１名でございます。そ

れから育児休暇取得中の女性が２名、病気休暇

１名ということで、その分につきましては、嘱

託検査員ということで、獣医師の資格を持った

ＯＢの職員などを任用しております。その数

が50数名。常に流動しておりますけれども、43

名掛ける20日、これは食鳥検査と屠畜検査を含

めての数字ですけれども、その日数の中で各所

属に配置しておるところでございます。すべて

獣医師でございます。

それで、今は単なる検査だけじゃなくて、１

頭ごと全部検査しております。ブロイラーは多

いところは６万4,000～７万羽処理しております

けれども、これは食鳥処理衛生管理者という資

格を持った人が１羽ごと確認します。もちろん

検査員も後ろで見ておるんですが、そこで外さ

れた分を最終的な判断をするという形で食鳥検

査はしております。屠畜検査のほうは、１頭ご

とに豚・牛獣医師が検査して病変を記録してお

ります。もう一つは、ＨＡＣＣＰ方式の概念、

衛生的な処理を取り入れておりますので、検査

が始まる前に作業前点検もしていますし、作業

中の処理が衛生的になされているかという検証

もやっております。そういったことで非常に業

務そのものはふえてきていることは事実でござ

います。人員については、一応そういったこと

で、今１名が欠員という状況でございます。

知事効果によって鳥が非常に需要○丸山委員

があります。食鳥検査というのは、１日当たり

何羽異常だったら検査しなさいというふうに

なっていると思うんですけれども、処理場がふ

えるようなことも考えられるんでしょうか。
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食鳥検査制度は平成４年○川畑衛生管理課長

度から導入されました。すべて検査するのが一

番いいんでしょうけれども、卵をとった鶏の廃

鶏処理ということで１日数羽から10数羽処理し

ている小規模なものもございましたので、厚労

省（当時厚生省）が、年間30万羽以下の処理に

ついては小規模認定施設ということで、この分

につきましては、食鳥処理衛生管理者という資

格を持った人が、１羽ごと解体した内臓を検査

して、これなら大丈夫というものだけ記録して

検査所に報告してもらうという形にしていま

す。その施設が県内に58ぐらいあると思いま

す。それと30万羽以上というのは、いわゆるブ

ロイラーが主体でありますけれども、県内に11

カ所大規模食鳥処理場がございます。年間１

億1,900万羽処理しているということでございま

す。

動物の管理については、他県でも○丸山委員

爬虫類が捨てられたりしているケースがありま

す。外来のものがあるとよく言われているんで

すが、宮崎県では登録をしてしっかりチェック

はされているわけですよね。

昔は危険な動物と言って○川畑衛生管理課長

いましたけれども、今は特定動物と言っていま

す。カミツキガメとかトラ、ライオン、そう

いったものすべて法律で規定していまして、そ

れを飼う場合は一定の基準を設けなくてはいけ

ないということと、登録、許可制になっており

ます。宮崎県で飼っているのは猿が数頭登録さ

れています。以前はニシキヘビとかおりました

けれども、新聞ざたになるような放し飼いを見

かけたという苦情は来ておりません。

水道の普及率は目標100ということ○丸山委員

になっているんですが、まだ実施率が100には

なっていないということで、水道設備等は市町

村の事業ですから、国庫補助事業をお願いして

いくということですけれども、恐らくこういっ

たところは簡易水道が既にあるので、それを延

命しているだけとか、山間地域が多いのじゃな

いかと思います。財政上余り豊かではないとこ

ろが多いと想定されますが、今後の支援対策は

どのように考えていらっしゃるんでしょうか。

これにつきましては、○川畑衛生管理課長

「水道ビジョン」というのが国から示されてい

ます。各市町村におかれましても、水道を今後

どのようにしていくのかというビジョンを策定

していくことにしております。なるべく国庫補

助を使ってですね。国の方針といたしまして、

今までは簡易水道も、どこどこ地区を簡易水道

ということで申請して認められてきたんです

が、今後はそういった小規模も上水道化してい

くという方向になってきつつあります。ですか

ら、簡易水道単独での補助というのは今後認め

られなくなるんではないかと思います。

この普及率というのは、50人以下の飲用供給

施設は入っておりません。非常に交通の便の悪

い山間地域に水道を引くのは金額の面でも折り

合わないということで、どうしても100％という

のは無理かなという気はします。

今の関連ですが、簡易水道は世帯○髙橋委員

数とか条件がありましたよね。上水道化してい

くとおっしゃいましたけど、これも世帯数が確

かありましたよね。100世帯とか何かあったと思

うんです。

上水道の場合は5,001人以○川畑衛生管理課長

上です。

暫時休憩いたします。○十屋主査

午後１時33分休憩

午後１時33分再開
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分科会を再開いたします。○十屋主査

上水道は給水人口が5,001○川畑衛生管理課長

人以上、簡易水道は給水人口が101人以上5,000

人以下、それから専用水道というのがございま

すが、これは大きな病院とか寄宿舎、社宅、自

衛隊など101人以上給水する水道、または１日の

給水量が20トン以上の給水能力がある水道とい

うことでございます。

中山間地は日南にもありますが、○髙橋委員

黒木副主査のところもあるんでしょうけれど

も、そういうところは井戸水とか山水を活用さ

れていると思うんです。衛生上、市町村がいろ

いろ対策をとっていると思いますが、どんな対

策をとっているかつかんでいらっしゃいます

か。

これにつきましては飲料○川畑衛生管理課長

水供給施設という名称で呼んでおりますけれど

も、給水人口が50人以上100人未満という施設、

これは水道法に基づく認可は不要となっており

ます。したがいまして、山のわき水などを利用

されて、それを滅菌、消毒薬を一定量入れて消

毒して飲むという形で、これにつきましては保

健所に行って定期的な水質検査をするよう指導

しております。

山間部も山間部ですけど、50人以○髙橋委員

上100人未満のところは保健所でしっかり指導し

ているんですね。

保健所のほうが指導して○川畑衛生管理課長

おると思います。

検査とか行っているんですか。○髙橋委員

飲料水の供給施設につき○川畑衛生管理課長

ましては、各市町村の衛生担当者によって指導

しておるということで、214施設あるんですけれ

ども､38の立入件数ということで、17.8％しか立

入指導はなされていない状況でございます。

なかなか難しい面もあると思うん○髙橋委員

ですが、いわゆる水道組織が確立されていない

ところ、さっきから言いますように山水とか井

戸水を活用して生活されているところがあるん

です。そういうところまでは対策はまだとれて

いないと認識したほうがいいですね。

簡易水道や上水道みたい○川畑衛生管理課長

にきちっとした体制はとりづらい地区に住む方

は、リスクを負って生活せざるを得ない状況か

と思います。

いずれにいたしましても、上水道とか簡易水

道は料金を払って飲んでいるわけですから、そ

れなりの利用者負担ということがございます。

この飲料水供給施設は、そこの地区の方々が設

置されて、自分たちで管理していただくという

ことで、その検査につきましても保健所に持ち

込んで検査していただく、そういったことでお

願いせざるを得ないと思っています。

施策の目標にありますように、○髙橋委員

「県民が安心して良質でおいしい水道水の恩恵

を受けている社会を目指す」、ここを目指して

ください。県内のほとんどの地域で水道が布設

される、ここを目指してくださるようお願いし

ます。

ほかにございませんか。○十屋主査

それでは、衛生管理課の審査を終了いたしま

す。

次に、健康増進課の説明をお願いいたしま

す。

健康増進課の平成18年度○相馬健康増進課長

決算状況につきまして御説明いたします。

お手元の平成18年度決算特別委員会資料の７

ページをお開きください。健康増進課は上から

８番目の欄でございます。予算額25億22 8

万3,893円に対しまして、支出済額は24億3,411
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万8,706円、不用額は6,816万5,187円となってお

りまして、執行率は97.3％となっております。

次に、36ページをお開きください。内容でご

ざいますけれども、まず、（目）公衆衛生総務

費でありますが、右側の欄にございますよう

に、不用額は1,404万586円となっております。

不用額の主なものは、節の下から６番目の委託

料96万6,176円でありますが、これは先天性代謝

異常等検査委託料などの執行残でございます。

また、下から２番目の扶助費1,129万5,635円で

ありますが、これは、不妊治療費助成事業や未

熟児等養育医療費並びに身体障がい児育成医療

費などでありまして、医療費公費負担の対象者

見込み減に伴う執行残でございます。

次のページをごらんください。（目）結核対

策費でありますが、不用額は464万5,235円と

なっております。不用額の主なものは、節の一

番下の扶助費370万3,139円で、これは結核医療

療養費でありまして、医療費の見込み減による

執行残でございます。

次に、中ほどにございます（目）予防費であ

りますが、不用額は4,836万4,733円となってお

ります。不用額の主なものは、節の下から５番

目の報償費194万6,186円で、これは難病患者の

訪問指導及び診療事業におきまして、患者から

の訪問要請が少なかったことによる、相談員及

び市への謝金などの執行残でございます。次

に、その下の旅費142万9,155円でありますが、

これは、今御説明しました相談員等の旅費の執

行残でございます。次に、節の一番下の委託

料104万2,173円でありますが、これは、宮崎市

への特定疾患事務委託料及び原爆被爆者の健康

診断委託料の執行残であります。次に、38ペー

ジをお開きください。節の下から２番目の負担

金・補助及び交付金158万9,466円であります

が、これは難病患者等居宅生活支援事業や感染

症まん延防止事業の市町村への負担金及び補助

金などの執行残であります。また、その下の扶

助費4,060万6,260円は、特定疾患医療費や原爆

被爆者への各種手当の対象者数の見込み減に伴

う執行残であります。

次に、中ほどの（目）保健所費であります

が、不用額が111万4,633円となっております。

不用額の主なものは、節の下から２番目、委託

料55万6,358円でありますが、これは保健所にお

いて実施されます結核・定期外健康診断に係る

経費の執行残でございます。

決算事項別明細説明資料につきましては、以

上でございます。

続きまして、平成18年度の主要施策の成果に

ついて、主なものを御説明いたします。

お手元の平成18年度主要施策の成果に関する

報告書の「健康増進課」のインデックス、ペー

ジで言いますと142ページをお開きください。初

めに、３行目（４）の母子保健医療体制の充実

であります。主な事業及び実績の１番目の母子

保健対策でありますが、主な実績内容の中ほど

の成人Ｔ細胞白血病母子感染防止対策事業にお

きましては、南九州特有のＡＴＬの感染防止を

図るため、妊婦のＨＴＬＶ－Ⅰ抗体確定検査

を70件実施いたしまして、66件の陽性の結果を

得たところでございます。

143ページをごらんください。４番目の地域保

健推進特別でありますけれども、健やか妊娠推

進事業としまして、全国ワースト１位の人工死

産防止のため、専門部会を開催しまして、母胎

保護法指定医及び人工死産に至った方々へのア

ンケート調査等を実施いたしました。その結果

に基づきまして、健康教育媒体を作成し関係機

関等に配付をしたところでございます。
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施策の進捗状況につきましては「概ね順調」

でありますが、今後とも関係機関と連携して対

策の推進を図ってまいりたいと考えておりま

す。

次に、145ページをお開きください。（１）の

人にやさしい福祉のまちづくりの推進でありま

す。主な事業及び実績のハンセン病入所者援護

でありますが、主な実績内容としましては、ハ

ンセン病啓発・ふるさと交流促進事業におきま

して、中高生や市町村職員などによる療養所へ

の訪問や交流、また入所者の里帰り事業などを

行い、社会復帰への基盤づくりやハンセン病に

対する知識の普及啓発に努めたところでござい

ます。

施策の推進状況につきましては「概ね順調」

でありますが、評価にございますように、今後

も療養所入所者が社会復帰しやすい環境づくり

に努めてまいりたいと考えております。

次に、146ページをお開きください。（１）の

自主的な健康づくりの普及・啓発であります。

主な事業及び実績の１番目の健康増進対策であ

りますが、主な実績内容としまして、健康づく

り推進センター管理運営委託料におきまして、

健康ハイリスク者等への生活改善指導や、イン

ターネットを活用した健康づくり研修会などを

宮崎県健康づくり協会に委託して実施しまし

て、県民の健康づくりに関する知識の醸成に努

めたところでございます。

次に、147ページをごらんください。中ほど下

の（２）の食を通じた健康づくりであります。

主な事業及び実績の栄養改善対策であります

が、主な実績内容としましては、行政栄養士中

央研修会、地域栄養改善研修会等を行ったとこ

ろでございます。

148ページをお開きください。歯科保健対策で

ありますが、主な実績内容としまして、母子歯

科保健指導事業で５歳児の臼歯むし歯予防を721

人、むし歯予防対策事業で乳幼児へのフッ化物

塗布14市町村、保育園・幼稚園児へのフッ化物

洗口を13市町村で行ったところであります。

次に、149ページをごらんください。中ほどの

（３）のスポーツ・運動を通じた健康づくりで

あります。主な事業及び実績の健康増進対策で

ありますが、主な実績内容としまして、健康み

やざき21普及啓発・人材育成事業により、健康

づくり啓発のための講演会の開催や健康づくり

指導者の養成、健康運動指導士・実践指導者の

研修会などを実施しまして、県民の健康づくり

への普及啓発と県民の健康づくりを支援する指

導者の育成を図ったところでございます。

施策の推進状況は「一部に努力を要す」と

なっておりますが、150ページの施策の評価の①

にございますように、生活習慣病防止のための

運動に関する情報や健康づくりデータなど、今

後とも充実した情報提供を行っていくこととし

ております。

次に、ページ中ほど、（１）の生活習慣病及

び寝たきり予防に向けた取組みの推進でありま

す。主な事業及び実績の老人保健であります。

主な実績内容としまして、老人保健事業費県費

負担金による市町村への支援を行いますととも

に、寝たきり予防推進事業におきまして、県内

７カ所の広域支援センターを中心に県民や関係

機関に対する研修などの啓発事業を実施したと

ころでございます。

施策の推進状況は、市町村の基本健康診査受

診率が対前年度比５ポイントも下回っておりま

すことから「一部に努力を要す」となっており

ますけれども、151ページの施策の評価の①にご

ざいますように、今後とも県民に対しまして基
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本健康診査やがん検診の受診の必要性のなお一

層の啓発を行っていくこととしております。

次に、中ほどの（２）難病等に対する対策で

あります。152ページをお開きください。主な事

業及び実績の１番目の難病等対策であります

が、主な実績内容としまして、特定疾患医療費

において特定疾患患者の医療費の公費負担を行

うことによりまして、患者及びその家族の経済

的負担の軽減を図っているところでございま

す。また、骨髄提供希望者登録推進事業におき

まして、平成18年５月８日から全保健所で登録

窓口を開設したことや、イベントを利用した登

録会やボランティア団体の活動によりまして骨

髄提供希望登録者が確実にふえているところで

ございます。

153ページをごらんください。ページ中ほどの

（１）結核・感染症対策の推進であります。154

ページをお開きください。主な事業及び実績の

１番目の感染症等予防対策でありますが、主な

実績内容としまして、一番下の新型インフルエ

ンザ対策事業におきまして、抗インフルエンザ

ウイルス薬タミフルを４万4,480人分備蓄したと

ころでございます。

施策の推進状況につきましては「概ね順調」

でありますが、155ページの施策の評価の②にあ

りますように、今後とも新型インフルエンザな

ど感染症発生に備えた危機管理対策に努めてま

いりたいと考えております。

最後に、歳入歳出決算審査及び基金運用状況

審査意見書につきましては、意見・留意事項等

はございません。

健康増進課は以上でございます。

ありがとうございました。○十屋主査

健康増進課の説明が終了いたしました。質疑

をお受けしたいと思います。

人工死産ワースト１、死産の定義○髙橋委員

をいま一度確認させてください。

満12週以降満22週未満が○相馬健康増進課長

人工死の分娩です。

人工死産を私は勘違いしてます○髙橋委員

ね。戸籍に載るやつがあるじゃないですか。一

般的に中絶というやつと死産というのは違う認

識を持っていたんです。

人工死産は戸籍に載りま○相馬健康増進課長 ※

す。満12週以降の死児の分娩については戸籍上

に残るものでございます。

それで、いろいろと対策をとられ○髙橋委員

て、数は減ってきていますか。

人工死産対策の事業は平○相馬健康増進課長

成17年から行っております。18年度からは、ア

ンケート調査等の結果を見て関係機関との調整

をしていますが、まだ結果が出るには至ってお

りません。ただ、全国的に人工死産は減少傾向

にございます。全国も減っている中で宮崎県も

減っているということで、なかなかワースト１

を脱し切れていない状況でございます。

まだ１位のままですか。○髙橋委員

１位です。○相馬健康増進課長

151ページの基本健診のところで、○丸山委員

米印に、平成18年度実績は、受診者数は微増で

あるが、市町村合併に伴い対象者数の算出方法

が変わったために受診率が下がったということ

ですが、意味がわからないものですから、お伺

いします。

基本健康診断対象者とい○相馬健康増進課長

うのは、市町村によって対象者数を出していき

ます。基本的には職場等で健診を受ける機会の

ない人が対象になっていくわけですけれども、

その算定が市町村によって必ずしも統一されて

※155ページに訂正発言あり
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いるという状況ではございません。そういう中

で、例えば都城地区で、都城市と周辺が合併し

たときに、その対象者の選定を都城市の選定の

仕方に合わせた場合に、従来と対象者数が変

わってまいります。都城市と周辺の４町が対象

者の選定の仕方が若干違っていたときに、それ

を都城市に合わせたときに対象者数がふえてく

るという結果が出てくるんです。その結果、対

象者がふえたことによって、受診者数は変わら

ないけれども、母数がふえましたので受診率は

下がってくると。平成17年度に基本健康診査を

受けた方が10万5,664名、平成18年度は10

万6,495名と、実数は1,000名近くふえています

が、先ほど申しましたように対象者の母数がふ

えたために５ポイント受診率が下がったという

結果になっています。

21年度は50、18年度44と書いてあ○丸山委員

りますが、母体というのはどういう意味です

か。

市町村が出してきました○相馬健康増進課長

対象者数と、基本健康診査を受けられた人数に

よって算定した受診率50％を目標としたもので

ございます。

計算式の根拠となる分母と分子は○十屋主査

何を対象にしてこの数字があるのか。目標値44

というのがなぜ44なのかが私もわからないんで

すけど。

各市町村の対象者は、基○相馬健康増進課長

本的には国民健康保険の方たち、それプラス、

例えば政管健保とか事業所健診の扶養者などを

算定します。各市町村によってその把握の仕方

が若干異なりますので、必ずしも統一的にぱっ

と同じような数字が出てくるという状況ではご

ざいません。

余り理解はできないんです○丸山委員

が……。受診者数は微増ということですが、50

％を目標値にしているということは、10万が15

万とか20万にならないといけないと理解しても

いいわけですか。

御指摘のように、12～13○相馬健康増進課長

万にならないと50％は達成しないと思っており

ます。ただ、御存じのとおり、平成20年度から

医療制度改革等に伴いまして基本健康診査とい

うのがなくなりまして特定健診のほうに移行し

ますので、特定健診の実施率の目標値に変わっ

ていくのかなと思っているところでございま

す。

別件ですが、平成17年度の決算委○丸山委員

員会で、特定不妊治療給付について執行残が生

じているので、制度の周知を図ることという要

望が上がっているんですが、平成18年度の当初

予算で不妊治療の助成に関して2,400万上げてい

たんですが、２月補正で1,000万ぐらい減額をさ

れているということは、恐らく1,400万ほどしか

使っていないというふうに思っているんです

が、その辺は、周知徹底をしたけれども、不妊

治療まで至らなかったケースが多かったと思っ

ていいのか。当初の2,400万というのは、多く来

てほしいという気持ちがあって予算を多くとっ

ていただいたということでいいんでしょうか。

18年度は、特定不妊治療○相馬健康増進課長

費につきまして、１年以上県内に在住していな

いといけないとか、年度に１回で２カ年限度を

５年間に延長するとか、対策の拡充を図ったと

ころでございます。そういうこともございまし

て、当初、件数の伸びを予想したところでござ

いますけれども、思ったほど伸びていないとい

う状況です。

啓発につきましては、県庁ホームページとか

県政掲示板、また不妊専門相談等で行っている
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ところですが、今、県内における不妊治療の体

外受精の対象者は131件ぐらいかと思います。こ

れは宮崎県の分だけで、18年度は宮崎市のほう

で86件ですので、県内を合わせますと200件を超

える状況でございます。

思ったよりも少なかったというこ○丸山委員

とですが、県としてはサポートをしっかりして

いくということで確認してよろしいでしょう

か。

今後とも、不妊専門相談○相馬健康増進課長

センターなどを活用しながらしっかりサポート

をしてまいりたいと考えております。

152ページの成果指標の難病関係で○図師委員

す。難病等の対策事業、特定疾患の医療費助成

中心に組まれておるんですが、相談件数の実績

値が18年度は一気に約４倍増になっておりま

す。相談内容の主なものを教えていただきたい

と思います。

相談件数につきまして○相馬健康増進課長

は、平成17年の９月７日に難病相談支援セン

ターを開設いたしました。それに伴いまして相

談件数が伸びてきている状況でございます。相

談内容の内訳につきましては、病気の症状等医

療に関する相談、就学とか就労に関する相談、

また難病の制度に関する相談等が多く来ている

状況でございます。

我々委員会も難病団体の方々との○図師委員

意見交換等をしたんですが、専門医がいないと

か、拠点病院はあるものの、都市部にあるもの

ですから山間地に住む方々が非常に利便性が悪

いとか、そういうお話もされておりました。延

岡の県立病院に行ったときにそういう難病の方

のお話を出したら、血液関係の先生だったと思

うんですが、「いや、専門医はいるんですよ。

県立の現場にもいます」というようなことを言

われました。ですから、難病の方々へ、どこに

どの専門医がいる、また、どこがどういう専門

の医療機関であるという情報の周知が未整備な

のかなという実感を得たものですから、そうい

う情報をもっとうまく広めていくような取り組

みを考えられてはどうかと思うんですけれど

も、いかがですか。

患者さんがどこに行けば○相馬健康増進課長

どういう専門医がおられるのか 正直申しま―

して、私たちも一つ一つの難病の専門医がどこ

にというのは把握していない状況でございます

けれども、できるだけそういった情報も集めま

して、支援センターを通じて情報提供できるよ

うな形も今後考えてまいりたいと思います。

今の御答弁で十分ですが、せっか○図師委員

く拠点の支援センターができたわけで、ここの

有効活用をさらに図っていただきたいと思いま

す。

もう一点だけ。154ページの感染症等予防対策

の中でエイズの相談件数等が出ておりますが、

相談が603回、抗体検査が583件と出ているんで

すが、感染者数の前年度との比較、数字がわ

かっておれば教えてください。

ＨＩＶの感染者等、患者○相馬健康増進課長

の報告数でございますけれども、平成18年が感

染者が県内で２名、患者が１名報告がありまし

た。平成17年が感染者が５名、患者が２名と

なっております。過去の累計は、県内では感染

者の報告数が13件、患者の報告数が10件の23件

でございます。

患者が減っているというのは、死○図師委員

亡されたのか転居されたのか、そのあたりの追

跡はされていらっしゃるんですか。

患者が亡くなったから○相馬健康増進課長

減っているということではなくて、最初に見つ
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かった段階で、既に患者になって報告があった

というケースもございます。全く症状がなくて

感染者として見つかった人が13人、知らないう

ちにエイズを発症して患者として報告があった

件数が10件という意味でございます。別なカウ

ントで考えていただいていいのかなと思いま

す。

年度年度の感染者数をそのまま継○図師委員

続しているという理解でよろしいですか。

はい。ただ、亡くなった○相馬健康増進課長

後のフォローまでは行っておりませんので、現

在この23名の方が生存されているかどうか、そ

の確認はできません。

感染経路の解明というのはできて○図師委員

いるんでしょうか。

ＨＩＶの感染経路としま○相馬健康増進課長

しては、一般的に言われていますのは、性感

染、また血液による感染、母子感染でございま

すけれども、血液につきましては、今、献血等

でチェック体制ができております。母子感染に

つきましても数は少のうございます。そういう

面では県内におけるものはほとんど性交渉によ

る感染と考えていいかと思っております。

感染経路は国内感染か国外感染○図師委員

か、そういったところまで調査されています

か。

届け出の中では国内、国○相馬健康増進課長

外と分けてございますのでわかりますが、集計

は今手元に持っておりません。

要は予防が大切なわけで、感染経○図師委員

路がはっきりしていないと、どこをどう予防し

ていいかが見えてこないと思われますので、今

後こういう予防を周知していく上でも、そうい

うことを含めた情報提供になっていけばいいの

かなと思います。以上です。

報告書の147ページ、上のほうの施○新見委員

策の評価の①の中ほどですが、禁煙・完全分煙

化認証施設数が257になったということですが、

認証施設として認める基準はどういうものがあ

るか。それと、施設というとらえ方が、例えば

県内にたくさん支店や営業所を持っている会社

がありますね。そこの全部の営業所が対象にな

るのか、支店を持っている会社が１つとしてカ

ウントされるのか、そこ辺教えてください。

禁煙・完全分煙につきま○相馬健康増進課長

しては、施設のほうから、うちはこういうこと

でやっておりますという申し出がございました

ら、保健所のほうで現地に調査に参りまして、

基準に達しているかどうかをチェックした上で

認証プレートを出しております。施設ごとにあ

げますので、１つの企業で各支店全部含めてと

いうことではございません。各施設単位でござ

います。

それと148ページ、歯科保健対策の○新見委員

中でむし歯予防対策事業ですが、乳幼児への

フッ化物塗布の市町村が14市町村、保育園・幼

稚園児へのフッ化物洗口が13市町村というとら

え方になっていますが、これはそれぞれの市町

村ごとに、我が町、我が市はフッ化物の塗布で

行く、うちはフッ化物の洗口で行くというやり

方で分けてあるのか、その辺がわからないもの

ですから教えてください。

これは補助事業でやって○相馬健康増進課長

いるものでございまして、市町村は集団でフッ

化物の塗布等をやっているところで、13市町村

というのは、保育園とか幼稚園、施設等でフッ

化物の洗口をやっているところが13市町村とい

うことでございます。149ページの上の欄に

「フッ化物塗布（回数）」とございますけれど

も、平成18年は14市町村で215回乳幼児等にフッ
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化物の塗布を行ったということになります。ま

た、下のほうが90施設となっておりますけれど

も、13市町村90施設の保育園・幼稚園でフッ化

物の洗口を行ったというものでございます。

ということは、塗布もやり洗口も○新見委員

やった児童がいるということにもなるわけです

ね。

フッ化物塗布が１歳から○相馬健康増進課長

３歳で、フッ化物洗口は４歳以上ということ

で、ダブりはないということでございます。

152ページの難病対策で御説明い○前屋敷委員

ただきたいんですけど、実績内容のところで難

病患者在宅療養支援事業で訪問相談301件では、

診療も含めて訪問で対応しているということで

すが、これは難病患者の希望全体を網羅してい

るんでしょうか。

難病患者からの要請が○相馬健康増進課長

あったものに対して訪問等をやっておりますの

で、希望にはこたえているという状況です。先

ほど不用額のところでも申しましたように、予

算としてはもう少し組んでございますけれど

も、予算を全部使い切っておりませんので、も

う少し希望があっても対応できる体制はとって

ございます。

今の患者さん方の希望ですけ○前屋敷委員

ど、基準というものはあるんですか、訪問回数

が月に何回までとか、お一人に対しての制限と

か。

特に回数の制限というも○相馬健康増進課長

のはないと思います。予算の範囲内での対応に

なろうかと思います。

その下の重症難病患者入院施設○前屋敷委員

確保事業で、一般協力病院の登録数21機関とい

うことですけど、この21機関は地域が偏在して

いるのか、それとも都市に集中しているのか。

難病患者入院施設につい○相馬健康増進課長

ては、県内各地網羅する形で協力医療機関をお

願いしているところでございます。機関協力病

院としましては、県内６ブロックの中で10カ所

の病院を指定しております。県北のほうでいき

ますと県立延岡病院とか日向の千代田病院、宮

崎で言いますと国立病院の宮崎病院、県立宮崎

病院、古賀総合病院、都城でいきますと藤元早

鈴病院とか、日南では県立日南病院ということ

で、６ブロックの中に１カ所は協力病院を置い

ている状況です。

21機関というのは21病院施設と○前屋敷委員

いうとらえ方ではないんですね。

機関協力病院と一般の協○相馬健康増進課長

力病院、クリニックとか。機関協力病院は神経

内科の専門医のいる医療機関ということで協力

をお願いしまして、神経内科の専門ではないけ

れども、そういったことに協力しましょうとい

う一般の協力病院を含めて21となっておりま

す。

あわせて、入院施設ですから、○前屋敷委員

それぞれの病院の対応は、ベッド数を確保して

もらえるということですか。

幾つ幾つを県の予算で確○相馬健康増進課長

保しているという状況ではございませんで、例

えば神経難病のＡＬＳの患者さんが、「在宅が

厳しくなったから入院したいんだけど、どこか

入院できるところございますか」ということ

で、協力病院を含めまして入院先を探すとか、

「家族が非常に大変になったから、入院したい

んだけど」というときには、入院先を探して調

整していくというのがこの事業でございます。

18年度は患者さんの希望がどう○前屋敷委員

いう状況だったか、受け入れが可能であったか

どうか。
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入院施設の調整とか紹○相馬健康増進課長

介、相談件数としては203件ほどございました。

そのうち何件入院だったかは、今手元にござい

ませんけれども、203件の相談があって、それに

ついて入院先の調整等を行ったという状況でご

ざいます。

希望としてはかなりの数があり○前屋敷委員

ますよね。それだけ大変な状況だと思いますの

で、ぜひ希望にこたえられるような形で県とし

ても努力をしてほしいと思いますので、お願い

します。

ほかございませんか。○十屋主査

先ほど人工死産は戸籍に○相馬健康増進課長

入れますとお答えいたしましたけれども、死ん

だ子供の出産ということで死産届は必要です

が、出生届ではないので戸籍には残らないとい

うことでございます。

暫時休憩いたします。○十屋主査

午後２時21分休憩

午後２時23分再開

分科会を再開いたします。○十屋主査

それでは、以上をもって福祉保健部を終了い

たします。

執行部の皆様には御苦労さまでした。

それでは、暫時休憩いたします。

午後２時23分休憩

午後２時26分再開

それでは、分科会を再開いたしま○十屋主査

す。

まず、主査報告の骨子案についてであります

が、本来でありますと採決後に御意見をいただ

くところですが、主査報告の作成の準備等もご

ざいますので、本日までの質疑の中において主

査報告に盛り込む要望がございましたら、何点

か出していただきたいと思っております。

休憩してください。○丸山委員

暫時休憩いたします。○十屋主査

午後２時27分休憩

午後３時３分再開

それでは、分科会を再開いたしま○十屋主査

す。

主査報告に盛り込む要望につきまして、皆様

の御意見をお伺いいたします。

いろいろ議論させてもらいました○丸山委員

ので、正副主査のほうに一任したいと思いま

す。

皆様、それでよろしいでしょう○十屋主査

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、今の御意見を参考にさ○十屋主査

せていただきたいと思います。

また、来週月曜日の現地調査を踏まえ、要望

につきましては再度採決の時点でお聞きしたい

と思います。

暫時休憩いたします。

午後３時４分休憩

午後３時14分再開

それでは、分科会を再開いたしま○十屋主査

す。

次に、来週月曜日の現地調査についてであり

ます。

お手元に配付のとおり、都城食肉衛生検査所

において午前10時から実施いたします。現地に

直接行かれる方以外は、議会発９時10分となっ

ておりますので、よろしくお願いいたします。

それでは、以上で本日の分科会を終了いたし
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ます。

午後３時14分散会
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平成19年12月３日（月曜日）

午前10時40分開会

出席委員（９人）

主 査 十 屋 幸 平

副 主 査 黒 木 正 一

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 髙 橋 透

委 員 図 師 博 規

委 員 新 見 昌 安

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

福祉保健部

福 祉 保 健 課 長 松 原 憲

衛 生 管 理 課 長 川 畑 芳 廣

都城食肉衛生検査所

所 長 平 原 久 利

副 所 長 鍋 倉 裕 一

事務局職員出席者

政 策 調 査 課 主 幹 斉 藤 安 彦

議 事 課 主 任 主 事 大 野 誠 一

ただいまから普通会計決算特別委○十屋主査

員会生活福祉分科会を再開いたします。説明を

お願い申し上げます。

それでは、当所の不適正な事務処○平原所長

理に関します説明に入らせていただきます。

まず、１の調査結果についてでございます。

（１）の預けにつきましては、17年度に、16

年度の余剰金79万6,089円を預け入れし、45

万923円を使用しまして、17年度の残高は34

万5,166円となっておりました。18年度は、当初

残高が34万5,166円でございまして、値引き等で

発生した３万6,1 3 6円が入金され、合計38

万1,302円となっておりましたが、同年度中にす

べて使用され、残高がなくなっております。

主な使途でございますが、18年度はピペッ

ト、ゴミステーション、冷凍冷蔵庫等を購入し

ております。また、17年度は、洗濯機、ゴミス

テーション、流し台等を購入しております。

次に、（２）の書き換えについてでございま

す。書き換えは、平成14年度から行われており

まして、14年度が302万3,942円、15年度が238

万1,090円、16年度が46万9,665円、17年度が14

万4,060円、18年度が318万5,079円でございまし

て、合計920万3,836円となっております。

主な使途でございますが、平成18年度は、高

速冷却遠心機、ノートパソコン、ヨド物置等を

購入しております。また、17年度以前は、ホモ

ジナイザー、デジタルフィルムレコーダー、卓

上遠心機等を購入しております。

次に、（３）の不適正な現金につきまして

は、ございませんでした。

次に、２の不適切な使途についてでございま

す。平成18年度は、総額３万3,968円で、コー

ヒーメーカーと電子カーペットを預けにより購

入しております。また、平成17年度以前は、総

額２万580円で、デジタル血圧計と電気ポットを

預けにより購入しております。

使途区分といたしましては、公務に関係した

支出ではありますが、正規の予算執行が可能な

範囲から逸脱または予算措置が困難と考えられ

るものが２件、また職場の親睦会等で負担すべ

き内容であったものが２件であります。
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次に、３の預け及び書き換えを行った背景・

理由についてでございます。

平成13年10月からすべての牛についてＢＳＥ

検査が始まり、検査業務を円滑かつ確実に推進

したいという思いから、預けや書き換えが行わ

れるようになったようであります。また、厳し

い検査体制の中で、職員の公金意識やコンプラ

イアンス意識が欠如して、検査を円滑に行って

いくためにはやむを得ない手段であるという考

え方があったと思われます。業務に必要な備品

等の購入が目的として行われておりましたが、

正規予算要求では間に合わないもの等を購入す

るために行っておりました。

次に、４の再発防止策についてでございま

す。

管理者みずからの責任の自覚と意識改革の徹

底を図るため、コンプライアンスや公務員倫理

の向上を図るための研修等を受講することとし

ております。また、職員が公金意識を高く持

ち、コンプライアンスや公務員倫理の向上を図

るための研修を行うとともに、事務担当職員

に、予算や財務会計について正しい認識を持た

せるための実務研修を実施いたします。今後

は、予算執行各段階でのチェック体制の強化を

図り、適正な会計事務処理を行っていく所存で

あります。

次に、５の預け及び書き換えにより購入した

備品についてでございます。お手元の資料「不

適正な事務処理により取得した備品の登録一覧

表」をごらんください。平成18年度は取得金

額311万1,380円で、高速冷却遠心機、ノートパ

ソコン、ヨド物置外全19品目を購入しておりま

す。また、平成17年度以前は、597万3,392円

で、ホモジナイザー、デジタルフィルムレコー

ダー、卓上遠心機ほか全28品目を購入しており

ます。合計金額は908万4,772円で、47品目を購

入しております。そのほか、詳細につきまして

は、この一覧表及び備品台帳のとおりでござい

ます。

最後に、今後、二度とこのような不適正な事

務処理を起こすことがないよう、所属職員の公

金に対する意識の向上を図るとともに、コンプ

ライアンスを徹底し、再発防止に向けまして、

職員一丸となって取り組んで、県民の信頼回復

に努めてまいる所存でございます。

以上で概要説明を終わります。

ここで時間をいただきまして、当検査所の業

務の実態を説明させていただきます。

当検査所は、獣医職正規職員が15名、獣医嘱

託検査員が11名、事務補助臨時職員が１名の27

名体制でございます。業務に関しましては、都

城市食肉センターとエビス商事、児湯食鳥都城

工場の２食鳥処理工場で検査業務を行っており

ます。また、都城市、日南市、串間市及び東諸

県郡の認定小規模食鳥処理場20カ所の立入指導

を実施しております。食肉センターにおきまし

ては、と畜場法に基づく牛、馬、豚の検査を

行っております。午前７時30分から作業前の衛

生点検を実施し、生体検査後８時30分から解体

検査が行われます。ＢＳＥ検査に関しまして

は、検体採取から検査まで緊張の連続でありま

す。また、土日・祝祭日の病畜の対応と、年

間15日の土日・祝祭日の特例時間外等の対応が

あり、通常どおりの操業がなされております。

食鳥検査に関しましては、午前６時に出勤い

たしまして、始業前衛生点検を実施しており、

食鳥検査後７時から解体検査が行われます。死

亡した鶏が多い場合は、高病原性鳥インフルエ

ンザ簡易キットを使用したスクリーニング検査

も実施いたしております。また、食鳥処理場に
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おきましては、１処理場が、土日・祝祭日を含

め、年間313日、もう一つの処理場が年間298日

操業しておりまして、その対応をいたしており

ます。また、屠畜場、食鳥処理場の検査結果

は、それぞれ生産者にフィードバックしており

まして、より健康な家畜生産の基礎データとし

て活用していただいております。さらに、業務

に関係する研究業務も行っておりまして、本年

度はフィードバックデータの有効活用、それか

ら認定小規模食鳥処理場における微生物の汚染

対策等の研究発表を行いました。幸いにも２題

とも全国発表することになっております。

また、検査業務に関する微生物分科会を初

め、病理医科学、ＢＳＥ分科会活動を行ってお

り、日常の検査業務に活用いたしております。

加えまして、各症状ごとに衛生管理部会を立ち

上げ、各施設の衛生対策に取り組み、食肉、食

鳥肉の衛生確保を図っております。

予算執行等の事務処理につきましては、専門

の事務職員が不在であり、技術職の主任が事務

を兼務いたしております。また、検査業務につ

きましては、ローテーションが組まれておりま

して、病気、事故等で欠勤がありますと、業務

に支障が生じるため、職員に対しまして、特に

日常の健康管理や交通安全についての指導をい

たしております。

以上で委員会の説明を終わります。

ありがとうございました。執行部○十屋主査

の説明が終了いたしました。これから質疑に移

りたいと思いますが、事前にお知らせいたしま

したとおり、備品台帳の原本の確認など、業者

名が明らかになるおそれがある場合は、委員の

皆様に秘密会をお諮りし、秘密会とした上で行

いますので、よろしくお願いしたいと思いま

す。

それでは、委員の皆様から質疑をお願いいた

します。

丁寧な説明をいただきまして、ま○図師委員

た備品等の確認をさせていただいて、潔さとい

うのは認めるところでありますが、内容が腑に

落ちないところもたくさんあります。

まず、預けなり書き換えによって捻出された

金額が多額にわたっておりますが、捻出方法は

どういうものだったのか、主なものを教えてく

ださい。

預けにつきましては、一般の消耗○平原所長

品を買ったようにいたしまして、実際はその消

耗品は来ておりません。そして、それ相当額を

預けたということです。そして、それを預けて

おりますので、今度は別な必要なものをその預

けた金額の中から購入しておったということで

ございます。

書き換えにつきましては、いろいろ一般消耗

品を買ったことにいたしまして別なものを納入

させていたということでございます。。

つまり部のほうには予算要求する○図師委員

ときには、消耗品を購入する名目で予算要求し

て、結局それを買わずに預け、もしくは別の物

品を買っていたと。それの総額がこの値段、金

額というふうに理解してよろしいですね。

あと、今の備品を確認していく中で気になっ

たのは、やはりノートパソコンをまとめて５台

買われておるんですが、このパナソニックのパ

ソコンがことしの３月に購入されているんです

が、市場価格は幾らぐらいと考えておられます

か。

それは調査しておりませんが、先○平原所長

ほど委員さんのほうで、高いのじゃないかと現

場のほうで言われておりました。これについて

はオープン価格であると。



- 161 -

多分パソコンだけじゃな○松原福祉保健課長

くて、業務に関連する特別のソフトを入れても

らった形の価格であると思います。

さっき見ていただいたのは、最新○平原所長

型のパソコンで持ち運びが小型化されたもので

あるということと、データ保存のためのハード

ディスクやメモリーの容量が多いということで

ございます。

今、課長のほうからも説明があり○図師委員

ましたが、パソコン本体の価格とソフトの価格

を別々に金額をお願いします。

それは込みになっているようで○平原所長

す。

その込みで物品購入されるのは業○図師委員

者から買われていると思うのですが、電器店で

はなくて、どこか中間に業者がいるわけなんで

すよね。業者名を聞くと秘密会になるのかもし

れませんけど、こちらに物品を入れられる業者

というのは何業者ぐらい提携なさっているんで

すか。

今、医薬剤等を納入している業者○平原所長

につきましては２業者でございます。

つまりパソコンも医薬業者から購○図師委員

入しているということですか。

はい、そのとおりです。○平原所長

じゃ、結局このパソコン本体の価○図師委員

格は業者任せで、ソフトも言えば業者でつくっ

ているものになると思うんですね。つまり、業

者の言い値で物品等を購入されているというふ

うに理解してよろしいでしょうか。

それなりに一応交渉はしたという○平原所長

ふうには聞いておりますが、向こうの言い分そ

のままということじゃないと思います。

購入の年月日、ことしの２月、３○図師委員

月とぼろぼろと買われているんですが、これは

裏金の調査が始まっている段階だと思うのです

けれども、それを所長なり担当課の方が、使い

切らないかんと。これが発覚すると使えんなる

からというような意識があって、所長が指示さ

れてこういう購入に当たったのか、先ほど説明

がありましたが、検査体制を円滑にするために

ということで、早目に買っておけというような

所内の指示があったのか。もしくは、担当職員

の一存で、早くなくしとかんと処分の対象にな

るというような、そういう実態はいかがです

か。

要は、裏金という認識というもの○平原所長

が、現金という認識があったようでございま

す。裏帳簿での現金という認識があったという

ことで、そういう預けとか書き換えにつきまし

ては、先ほどから申し上げていますとおり、認

識に欠如があったと思います。

わかりました。いや、わかってな○図師委員

いんですけど、理解できませんが。

あと消耗品等も出していただいております

が、前回の決算審査の中で、預けなりでも残金

をゼロにしていると。ゼロにしたときに、購入

備品だけでゼロにしたのかと聞いたら、いや、

消耗品も混ぜてゼロにしましたと言う話をいた

だいて、ゼロにする作業のときに、消耗品でグ

リップを買ったと言われたんですよ。この消耗

品も含めて説明がありましたが、不適切な使途

で買われたものの金額も出てますが、今回の都

城食肉のほうで、県の損害想定額として返還の

対象になった金額というのは総額幾らになるん

でしょうか。

備品等すべてのものですが、一般○平原所長

消耗品も含めた921万ということでございますけ

れども、その中で先ほど説明いたしました、正

規に買えないものという部分でのものでござい
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まして、18年度が３万3,968円、それから17年度

の２万580円、これを職場として弁済をいたしま

した。

それは当然のことなんですが、預○図師委員

けとか書き換えで購入された分でも15％は市場

価格によりも高く買っている可能性があるとか

損害額というのが県のほうから示されたと―

思うのですが、こちらの部署として、返還額は

幾ら要求とか請求があったのか。

それの請求はございません。○平原所長

庁全体の中で、ＯＢを含○松原福祉保健課長

めて職員で幾ら返還するかということを出して

おりまして、その額について、部長、次長、課

長、補佐というそれぞれのランクで幾ら返すか

ということを決めておりますので、こちらの所

属で幾ら返せという話になっておりません。全

体で返還することになっております。

私の認識不足でした。○図師委員

では、不適正な使途の部分だけを全職員で案

分されたのか、もしくは担当職員だけだったの

か、その点の返還方法はいかがでしょうか。

物がコーヒーメーカーだとか、ま○平原所長

たはポットというようなことでございまして、

今現在使われているものでございます。当時の

の人たちが買ったものでございますけれども、

実際使っておりますので、現在の親和会、親睦

会で弁済をいたしました。

先ほど取り扱っている会社が２社○丸山委員

しかないということだったんですが、これは宮

崎県に２社しかないということなのか、もしく

は、ほかにもあるけれどもこの２社になってい

るということでしょうか。

医薬品の取り扱いにつきまして○平原所長

は、まだほかにも業者さんがいらっしゃいま

す。従来からその業者さんがよくお見えになっ

ておったということで、便利さという部分も

あったのかと思います。いわゆる頼みやすかっ

たといいますか、そういったＢＳＥの検査キッ

ト等につきましては、入札契約でございますの

で、本年度は業者が変わっております。

それと、特殊な機械が多いと思う○丸山委員

のですけれども、普通にメーカーといいます

か、大きく変えられないと思っているんです

が、その辺で不適正な事務処理に当たっていて

も、そのメーカーにお願いしないとその物が取

れないということなんでしょうか。

高額な機械等もございまして、そ○平原所長

れなりに機器につきましては、購入する場合に

選定がされていると思うんですが、なかなか業

者をいろいろメーカー等も選ぶということは無

理かと思います。

購入するに当たっては、かなり高○丸山委員

額な物もあるんですが、購入しようと もし―

機械が壊れるとかあって、すぐ購入しないと検

査業務に支障があるからということで買うの

か。もうすぐしたら、３年たったら危ないから

新しく更新しようというので購入されたものな

のか、どちらでしょうか。

これにつきましては、要は急々に○平原所長

必要だということで買われたものもございま

す。予備的に買われたものは消耗品的なものが

多いのですが、備品的なものは急々に必要だと

いうことで買われております。

ちなみにそういうとき、買おうと○丸山委員

思ったときは、なかなかない機材だと思うんで

すが、それはお願いしてどれくらいで入ってく

るのか。

購入する前には、業者に確認をし○平原所長

ておると思います。こういう機器について価格

のことも多分相談しているだろうと思います
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が、それでいつごろ入るのかということは、発

注する時点でわかるのではなかろうかと思って

おります。

機械が特殊だということで、素人○丸山委員

目からすると本来は予算要求で、ある程度知る

べき事項でもあったと思うんですが、それがで

きていないというのは 原因的にはどういう―

ふうに、所長という立場では 備品で言えば―

これは３年４年たっているから、かなり更新の

時期が来ているのでという認識で……。これを

備品として購入してほしいというような指示系

統というのは、どのようになっているんでしょ

うか。

食肉検査所、これができ○川畑衛生管理課長

たのが56～57年ぐらいなんですけれども、これ

が建つとき土地込みで幾らと、予算枠がござい

まして、どうしても買いたかった備品がその当

時買えなかったというのが一つあります。予算

要求してもやはり枠がありますので、その枠の

中でどうしても必要な食肉検査所が欲しいやつ

を順番をつけて、その中のここまでというどう

しても足切りをされてきたいきさつ ですか―

ら、検査所としては、これもこれもこれも欲し

いんだけど、実際はそれのない中で検査してい

かないとしようがないという時期があった。特

にＢＳＥなんかの場合は、一つしかなく、34

～35の行程があるんですが、すべてみんな神経

を集中しながらやっていくんですが、機械一つ

が微妙な機械ですから、すぐ故障したりという

ことで、修理してその機械を借りてやっていた

んですが、それではちょっと間に合わんという

ことで、これをもう１基あったらうまくいくと

いう形で、ＢＳＥ関係は買ってやっていると。

ほかの機器なんかも、そういったことで予算も

ちょっと余裕ができまして、今までなかったも

のをそういった形で買ったという形で、安易に

支出してしまったということでございます。

県の現在の不適正な事務処理に○丸山委員

よって県がこうむった被害が７％ぐらいという

ふうに説明を受けていて、それの倍の15％とい

うことで、返還するということなんですが、な

かなか特殊な機械なもんですから、基準が本当

に高かかったのか、値引きがあったのか、先ほ

ど値引きの説明によると、平成18年は３万6,000

円ぐらい値引きだと聞いたんですが、その値引

きの根拠というのはどのように認識されていま

すか。

いろいろ正式な形で数社○川畑衛生管理課長

入札したら、確かに今回買ったやつが50万何ぼ

しますと、それよりまだ下で入札できた可能性

は高い。ですけれども、どうしても今回の業者

さんは、毎週２～３回、こっちがどうしても欲

しいといった場合は、その日に飛んできて我々

に対応してくださる、非常に便利な形で対応し

てくださる。ですから、今回先ほどの預けとか

書き換えにしても、消耗品を買ったようにして

預けで買うんですが、その業者を通じてある

メーカーのを買ってもらうということで、それ

のパンフはあるんですよ。ですから、この機械

が定価は大体このぐらいというのがあるんです

が、その定価で買うんじゃなくて、あくまでも

少し安くできるんじゃないかという交渉をしな

がら、すべて確認はしてませんけれども、部分

的に聞いてみますと、大体定価の85％ぐらいと

いうので買っているのが今までの形、すべて確

認はしてませんけれども。

今回、いろいろ不適正な実態調査○髙橋委員

も目的なんですが、これからの防止ですよね。

こういうことも目的としてあるわけで、丸山委

員も言われてましたけれども、従来から当然
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あったものを今回買いかえたというのも相当見

受けられるわけですよね。だから必要な機材だ

と思うんですよ。問題なのは、いわゆる耐用年

数が来ている。それを予算要求をした。それで

も足切りされているという実態があるわけで

しょう。これは私、問題だと思うのですよ。む

しろ食肉衛生だから、ここは手抜きできないと

ころですよね。これは財政側の教訓だと思って

今後対応せないかんと思うのですが、そこ辺は

なかなかうまくいかんかったわけですかね。そ

れから、平原所長が言われる、いわゆる買いや

すかった。自分たちが、検査所が買い求めたい

品が、今回のお金を活用すればたやすく求めら

れたというのがあったということでしょうか。

もう一度お願いします。

今、言われるとおりでございまし○平原所長

て、やはり欲しかったもの、というのが、２万

円という線引きが備品ということでございまし

て、２万円以上の備品については、壊れないも

のですね。壊れないものについては、予算要求

をしないと購入ができないということ。今でも

そうなんですが、それがありました。急々にそ

のような事態が生じますと、ついそういう方法

がとられたということです。

それと従来も同じような機種を○髙橋委員

買ってきた経験から、おおむね定価よりもこの

ぐらいの値段が妥当だろうなということで買わ

れていると思うのですよ。それが大体85％と

おっしゃいましたよね。だから、一般的見方

は、税のむだがあったんじゃないだろうかと。

高く買いすぎている背景にあったんじゃなかろ

うかということですけれども、おおむねそこは

説明ではクリアされているのかなと。その上に

今回、罰則として15％返還しているから、逆に

本来よりも安く買ったことになるのかなという

理解もできないわけじゃないんですが。

それと、あと１点お聞きしたいのは、役職員

の皆さんに処分も出ているわけですよね。委員

会でも出るところなんですが、今後の防止策

と、これからの業務を遂行していく上での意

識、職場の雰囲気とか、どうなんでしょうか。

そのことに関しましては、先ほど○平原所長

申しましたとおり、チェック体制を強化してお

ります。従来は、決裁はとるんですが主任段階

で注文し、そしてまた、品物の検査というのも

主任段階で行われてました。今は、必ず所長決

裁をとり、その後に主任が発注をします。そし

て現物が入ってきましたら、私か副所長かどち

らかがその現物を確認いたしております。そう

いうことで、従来みたいなことは起こさないと

いうことでしております。

私が心配するというか、条例、規○髙橋委員

則、服務規程で土日仕事ができないんですよ。

いろんな今回の事件で処分が出ていて、中には

あんまり携わったことがない人もいるでしょ

う。おれは知らん、そんなのはと。そういうこ

とでやる気をなくして、もう仕事は８時半から

５時15分までと。それ以降はしないと。例えば

ですよ。こういうことではいかんと思うのです

よ。やっぱり臨機応変のときには仕事をせない

かんというのはあるわけで、そういうところに

支障が出るというか、所長も大変でしょうけれ

ども、時には懇親会に税金は使えませんが、職

場の和をつくっていただくようにお願いしたい

と思います。以上です。

１つだけちょっと伺います。36○徳重委員

番、37番の関係、これは業務に絶対必要と、今

までずっと継続的に必要なものだったんです

か。これから必要ということですか、19年度。

36番、37番につきましては、現在○平原所長
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も使っております。

それはわかるんですけど、その前○徳重委員

ですよ、19年の２月に購入されていますね。そ

の前は同じ機械、機種のものは使われておった

んですか。

別なものがございまして、それを○平原所長

使っております。加えて新しく購入したものも

使っておると。

今まで使っておったものは備品台○徳重委員

帳として載っておったものでしょうか。それと

も、それも裏金だったのか。

今までのやつは備品台帳に載って○平原所長

おります。

19年に買われたやつは記載されて○徳重委員

なかったと理解していいんですかね。今度ま

で。

はい、そのとおりです。○平原所長

先ほど言いましたＢＳＥ○川畑衛生管理課長

の検査ですね。最初、平成13年の10月18日、全

国一斉にＢＳＥ検査を全頭検査することになり

ました。そのときに37行程する機器を、すべて

一応買いました。１カ所で６百数十万だったと

思いますが、すべてこのときは最初はすべてス

ムーズにいったんですけれども、毎日毎日検査

していきますから、どうしてもちょっと故障が

ちになる。多分温度からいうと物すごく微妙な

機械なもんですから故障がちになる。というこ

とで、２基あったら、どっちかが故障したとき

に使えるんですけれども、１基でずっとしてき

た。故障するやつをメーカーから持ってきても

らって、その間に修理してまた使用するという

ことで、１基のやつを２基買ってやってきた

と。２基買うことによって物すごくスピードが

12検体しかできない、24検体しかできない―

という機械があるんですよ。それで１回するご

とにまた温度を冷まさないとできないというこ

とで、どうしてもこの仕事をスムーズにするに

は複数機械があったらいいなという現場の要望

もあって、１つが２つになったり、場合によっ

ては３つ。３つあれば早くデータが出せる。若

い検査員としては、一刻も早くデータを出して

あげたいという気持ちで複数買ったのではない

かということでございます。

私は、しょっちゅうここを通って○徳重委員

いたからわかっておったんですよね。看板が34

万6,500円という立派なものができています。昔

は板に書いてあったんですよね。こんなのが何

で予算化できないんですか。金額も大きいし、

これは予算化すべきだと思うのですが。

検査所の今までのいきさ○川畑衛生管理課長

つがございます。最初は、この屠畜場の中に昭

和49年に掘っ立て小屋ができまして、そこで検

査体制ができた。その後、55～56年ぐらいから

それぞれ１カ所ずつ建ってきて、庁舎と（聴取

不能）ができた。そのときには簡単な板に書い

たあれがあったんですけれども、その後に、前

は、ここは生育ですが、生育の検査所の高崎支

所という名称がつきました。宮崎支所とか日向

支所。そっちではそれなりの看板があったんで

すけれども、昭和60何年に、この地域の都城食

肉検査所、高崎食肉衛生検査所に名称を変えた

ときはそれぞれ今度は板に名前を書いて、それ

で過ごしていた時期もある。その後 私も初―

めて見たんですが立派な……。それは正式に要

求すべきものだったと思っております。

ここは県の監査委員会は、監査に○緒嶋委員

は毎年来ているんですか。

監査の場合は、ここはか○川畑衛生管理課長

い組織ではありませんので、事務の方がおられ

ませんので、本課執行となっております。です
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から、本課のほうにそれぞれの検査所の書類を

全部持ってきて、そこで本課が監査を受けると

いう形になっております。何年かに一遍現地に

入ることもありますけど。

そうすると、備品なんかは監査事○緒嶋委員

務局は確認はしないわけですね。

そう思います。○川畑衛生管理課長

この監査のあり方というか、私も○緒嶋委員

ちょっと気になったものだから、あれだけのも

のがあると監査委員が見ておれば、指摘ができ

ないはずはないと思うけど、それが指摘できな

かったというのは監査のあれが、ただ事務的な

ものだけで済ませる。内部監査の監査委員会の

組織にも私は問題があるんじゃないかなという

気がしたんですけどね。だったら、この書き換

えなんかこんな簡単にできないと思います。備

品も。そして台帳にも載ってないわけですね。

すべてこれは今度じゃなくて備品台帳に登載さ

れたわけでしょう。これは我々も監査委員に

なったこともあるけど、監査のあり方そのもの

をちょっと我々も改める必要があるのかなとい

うふうに思います。

それと書き換えを、所長、ちょっと失礼な言

い方ですけど、これは庶務担当だけでやったの

ではなくて、所長とも相談されて書き換えは行

われたと言うふうに理解していいんですか。

そのとおりでございます。○平原所長

中には、庶務段階でやられたとい○緒嶋委員

うことも聞かんでもないものだから。わかりま

した。

それと、これは本課も、こういう必要なもの

を予算要求の段階で足切りというか、そういう

システム、必要なものはぜひそろえんといかん

わけですね。こういう健康とか安心・安全にか

かわるような部署の場合はですね。その点は消

耗品の書き換えで事が済むようなシステムその

ものが私は問題だと思うのです。正々堂々と予

算要求して、当然それを明朗な中で処理ができ

るように、そういうような仕組みに変えなけれ

ば、預けにしてこういう書き換えた人も法を逸

脱しているから悪いけれど、そういう予算、財

政を含めて、こういうことが成り立つように今

までしてきた仕組みそのものが私は問題だった

と思うのですね。今後においては、このあたり

の議論というのは、当然、財政当局においてな

されておるわけですか。預けは今から絶対ない

とは思うけど、それは預けがあったらいいなと

思いながら業務をやらざるを得んような形にな

るんじゃないかなと思うんですね。そのあたり

どうですかね。

当然必要なものはきちん○松原福祉保健課長

と予算要求を上げてもらって、財政課のほうに

要求したいと思っております。

あと一方では、仮にそういう必要なものを要

求しても、場合によっては突発的に必要なもの

とかも生じてくる可能性もまた否定できないと

思っております。この点につきましては、今ま

だ財政課のほうで協議をしておるようですが、

連絡調整課、福祉であれば福祉保健課の中に

プールというか、予算を一定額確保して、緊急

な場合に福祉保健課のほうから出せるような仕

組みとか、あとは予算の流用について、もう少

し手続を緩和するようなことを今財政課のほう

で検討しておりますので、そういった必要なも

のは必要なものとして要求していきますし、ま

た一方、突発的な場合について、そういう状況

が庁内で議論しておりますので、そういった対

応の中で、こういう問題が生じないようにして

いきたいと思います。

いずれにしても、結果論でこうい○緒嶋委員
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うことができたわけですので、今までのことは

当然指摘し、改善され、処分までされたわけで

すが、今後こういうことが二度と起きないよう

に、また、仕事する人が仕事がしやすいように

改革していかなければいかんわけですよね。そ

のことのほうが私は重要だと思います。さっき

から言われておるように。やっぱり仕事になら

んじゃないかというような形で仕事せいと言っ

てるから限界があるわけです。そういう点は十

分、特に安心・安全というのは生活の基本です

ので、そういう立場の人が仕事をしにくいよう

な形を今後もつくるようなことではどうにもな

らんというふうに思います。本課でも十分そこ

辺は財政とも、我々も委員会として、そういう

ことは指摘しながら、また委員長のほうに報告

を願いたいと思いますので、よろしくお願いい

たします。

決算になじまないかもしれないん○丸山委員

ですが、よく予算のときにシーリングがかかっ

ていて、今後、予算をしっかり守ろうとする

と、こういった必要な備品、物というのは、財

政課は多分なかなか理解しにくいような要求だ

と思うのですが、部として、課としては、シー

リングの中にこれをどういう取り扱いをされて

いかれるのか。

制度が変わりますとか、○川畑衛生管理課長

そんなときは去年もこの部署じゃないんです

が、衛生環境研究所における（聴取不能）残留

物質の機器を入れましたけれども、これが3,500

万円ぐらい予算要求して通ったと。ですから、

必要なときにはその辺の背景とか説明をして、

どうしてもこうが無ければできないという形で

要求します。今までの検査所の備品につきまし

ては、一定のかなりの額、食鳥検査とかありま

すから、ある一定の備品代は……。どうしても

これを物すごく逸脱するような要求は、なかな

かできないという状況にはございます。ですか

らその中で、やっぱり緊急かつ必要な物を順番

をつけて買っていただいて……。ことしま

で1,000万あったやつを3,000万とか、そういう

ことがなかなか備品購入では、できなかったと

いう気がいたします。

財政課サイドで言うと、維持費に○丸山委員

なるのか、所要額。所要額と言うと非常にわか

りやすく明快な言葉なんですが、所要額という

ことをしっかり理解せずに所要額という言葉で

財政課サイドで進んでいるような気がするもの

ですから、その辺はしっかりと検査所の目的は

何なのかということを理解をして、整理して、

今後年間にどれくらいかかって、５年間のとき

はこれぐらいかかるんだよという、しっかりし

た基本ベースをつくっていただいて、ある程度

対応できる体制をしっかりとっていただかない

と、緒嶋委員もおっしゃいますとおり、安全・

安心を守る一番のとりでだと思いますので、

しっかりした議論をお願いします。

丸山委員のおっしゃった○川畑衛生管理課長

とおり、財政課のほうもそういったことで

ちょっと長期的な５年スパンとかいう形で、い

つこういう機械を入れる、こういうお金が要る

という形で計画性を持ってやってくださいとい

うことで、うちも今それを整備しつつあります

ので、今おっしゃった事を年頭に置きながら進

めてまいりたいと思います。

先ほどのパソコンの購入方法につ○図師委員

いての御説明で、ソフトが専門的なソフトだか

ら本体も含めてオープン価格で購入されたとい

うことなんですが、先ほど徳重委員が言われ

た、ちなみに看板は看板屋さんから購入されて

ますか。もっと言うなら、掃除機は電気屋さん
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から買っていますか。プリンターはプリン

ター、デジカメはデジカメでそういう専門業者

から入れられてますかね。

先ほどから申しますとおり、預○平原所長

け、書き換えにつきましては、結局お金がない

わけですね。現金というものがないわけです。

そうしますと、どうしても出入りの業者に、看

板につきましても出入りの業者にお願いしてつ

けております。出入り業者が看板業者にという

ことでございます。

大体そんな流れだとは思うのです○図師委員

が、取引業者が２業者ぐらいしかないというこ

となのですが、いわゆる預けなり書き換えの金

をその業者に預かってもらって、そこの業者が

中間業者で総合取引のようなものだと思うので

すが、結局そういう業者をつくってしまうと、

ほかのいわば検査の備品とか機械購入でどうし

てもその業者が優先的にといいますか、競争原

理が働きにくくなると思うのです。癒着と言わ

れてもしようがないと思うのですが、今後は、

やっぱりそういう体制を変えていかれて、ずっ

と備品を見させていただくのですが、金額が専

門的な備品だから高いだろうなというふうには

思うのですけれども、やっぱりそこには競争原

理が働けば、ある程度低価格化していくわけで

すから、そういう特定業者との距離のとり方と

いうのはしっかりとったほうがいいかなと思い

ます。

いろいろ見せていただいて、備○前屋敷委員

品そのものは仕事上必要だというものが大多数

だと思います。それがスムーズに購入できない

システム、いろいろお話がありましたけど、そ

ういうことを改めていくことは必要だというふ

うに改めて感じるところでした。それで、児湯

食鳥とエビス商事に保管がしてあるというとこ

ろを説明していただけるといいと思います。

今言われましたエビス商事と児湯○平原所長

食鳥都城工場に２つの食鳥処理場がございま

す。そこに検査員控室というのがございまし

て、そこで着がえをしたりして、休憩をしたり

ということでその控室を利用しているわけでご

ざいます。その中に、今回の不適正な事務処理

で取得した備品というものが設置されておりま

す。先ほど申しましたとおり、５番、ガス瞬間

湯沸器、それは現場で使用したナイフとかそう

いうものを瞬間湯沸器で洗浄消毒しておりま

す。それから、６番ガス台付流し台、これにつ

きましても、水がないとまずいものですから、

このような形で設置されております。それか

ら、７番、８番につきましては、プリンターな

んですが、要は、その日検査をしたデータ等を

プリンターからとってきまして、それを会社に

も渡し、そしてまた事務所にも持って帰って整

理をするという機械でございます。それから、

９番、冷凍冷蔵庫というのがございます。これ

につきましては、スクリーニング検査といいま

すか、いわゆる残留抗生物質等のスクリーニン

グ検査を行っておりますので、その培地を保存

するために冷蔵庫が必要となっております。培

地に検体を塗ったものは検査所に持って帰って

そこで培養する。培地の保管用ということで冷

蔵庫を使います。

それから、デジタルカメラですが、これにつ

きましては、朝６時ごろから、いわゆる始業前

衛生研究というのを行っております。そこでま

ずいものについては、写真を撮って会社に提示

し、それを是正させる、そういうようなことを

やるわけでございます。

28番エアコンでございます。このエアコンに

つきましては、私がきいているところによりま
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すと、食鳥検査が始まったとき、このエビス商

事というところがつけてくれたということでご

ざいます。それが壊れたと。それを会社にお願

いできないということで、このようになったよ

うでございます。

18年度だけでもやはり300万超○前屋敷委員

す。中でも特に19年の２月以降にも、今までお

話しありましたような、そういうような流れは

そこで清算せないかんというふうに思うのです

ね。それで、さっき説明がありましたけど、や

はり予備費的なものがどうしても必要だと、特

に検査上、いろんな突発的なことがあって、で

すからそういう予算の組み方というのは、どう

しても今後改善していかないと、長い期間にわ

たってこういう使い方が、事実上当然みたいな

形でやられてきた経過があって、しかし、県民

の立場から見ると、本当に必要なものが使われ

てきたんだろうかというふうな疑念は払拭でき

ないんです。ですから、今回を機に全体をしっ

かり精査して出直すということもどうしても必

要だと、またそのことが仕事をしていく上で

も、より一層頑張っていく力にもなると私は

常々思っていますけど、そういうことも含めて

今までを改めるという意味でぜひ進めていただ

きたいと思います。

ＢＳＥの検査が本格的に始まって○新見委員

一刻も早く、検査結果を出したいという背景で

そういった不適正処理が始まったというのは理

解できますが、ただ大事なのは今後、再発防止

策として３点ほど書いてありますけど、管理職

の皆さんは、法令遵守のために研修をすると。

そして、それぞれこうした内容をしっかり職場

に帰って職員の皆さんに改めて研修するという

体制をもう既にとっておられるのか。実施され

ているんですか。

これについては実施いたしており○平原所長

ます。

一生懸命検査をされている皆さん○新見委員

にとっては、こういったことは、正直言って長

年染みついた体質で、仕事とは関係ないとい

う、よけいなことだというような意識が少しで

もあると、また同じようなことの繰り返しにな

るので、常に法令遵守の意識を １回、２回―

ということではなく継続的にやっていただきた

いと思います。以上です。

南部食鳥は、移動検査所みたいな○徳重委員

のはないんですか。

高崎の食肉検査所のほう○川畑衛生管理課長

が……。最初はこっちから行ってました。最

初、食鳥検査制度が始まったときは３カ所、児

湯食鳥とエビス商事さんと南部さんと３カ所抱

えておったんですが、高崎のほうにその１カ所

を所管してもらっています。

私のほうから１点お聞きしたいん○十屋主査

ですけれども、きょう、こちらの都城食肉衛生

検査所のほうの現場を調査させていただきまし

たが、ほかにも数カ所、食肉検査所があります

けれども、先ほど御説明がありましたように、

メーカーさん何社かがいろいろなものをすべて

取り仕切っているようなお話でした。ほかの食

肉検査所においても、同様のことが実際行われ

ていたのか、その点と、それから、今後いろん

なものが物品購入なり発生してくると思うので

すけれども、そういう場合のこれからの購入の

あり方というのはどのような形になっていくの

か、その２点だけちょっとお伺いいたします。

ここの都城食肉衛生検査○川畑衛生管理課長

所もそうですが、ほかの食肉検査所にしても、

やはり専門機器の部品とか、あるいは試薬、培

地ということで、どうしても業者が限られてく
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ると。しかも、しょっちゅう出入りしていただ

いて便宜を図っていただくということで、先ほ

ど２社と言いましたけれども、３社だと思いま

す。その中で１社が特に網羅して、それぞれの

部署を回っていただいて、業務がしやすい形で

されていたということで、他の４カ所もその業

者が回って注文しておるということでございま

す。

今後、先ほども御説明ありましたけれども、

そういった不適正な事務処理がなされないよう

なシステム、そしてまた、検査所は特殊な組織

でございますので、先ほど言いましたとおり、

かい組織という形で事務の方がおられれば、任

せられるのですが、それが非常勤の職員がして

いると。あと、全部獣医師という集団でござい

ますので、そこところがうまくいくような形

を、私たちも総務事務センターとか会計とかと

協議しながら、こういった複雑さがありますの

で、その辺踏まえた上でうまくいくような事務

処理というのをお願いしていくつもりです。

暫時休憩いたしたいと思います。○十屋主査

午前11時45分休憩

午前11時48分再開

それでは分科会を再開いたしま○十屋主査

す。

今までの御意見の中で、お諮りしたいと思い

ますが、これ以降、秘密会により審査を行いた

いと思いますが、御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは秘密会とすることに決定○十屋主査

いたしました。

委員、事務局職員、関係説明員以外の方は退

室をお願いいたします。

〔関係者以外退室〕

ただいまから分科会を秘密会とい○十屋主査

たします。

秘密会の議事の内容を他に漏らした場合、委

員は懲罰の対象となりますので、御留意いただ

きたいと思います。

〔午前11時50分秘密会に入る〕

〔午後０時16分秘密会を終わる〕

それでは以上をもって現場での審○十屋主査

査を終了したいと思います。

執行部の皆様には御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午後０時16分休憩

午後０時19分再開

それでは分科会を再開いたしま○十屋主査

す。

まず採決についてでありますが、申し合わせ

により、審査の最終日に行うことになっており

ますので、明日12月４日の13時30分に第一委員

会室にて採決を行いたいと思いますが、御異議

ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、次の分科会は、明日12○十屋主査

月４日、13時30分再開といたします。

そのほか何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、以上で本日の分科会を○十屋主査

終了いたします。委員の皆様、お疲れさまでご

ざいました。

午後０時20分散会
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午後13時34分開会

出席委員（９人）

主 査 十 屋 幸 平

副 主 査 黒 木 正 一

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 髙 橋 透

委 員 図 師 博 規

委 員 新 見 昌 安

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

政 策 調 査 課 主 幹 斉 藤 安 彦

議 事 課 主 任 主 事 大 野 誠 一

分科会を再開いたします。○十屋主査

ただいまより採決を行う予定でおりました

が、他分科会との調整のため、暫時休憩をいた

したいと思います。

午後１時34分休憩

午後４時53分再開

分科会を再開いたします。○十屋主査

まず、議案の採決を行いたいと思いますが、

よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、お諮りしたいと思いま○十屋主査

す。

議案第７号「平成18年度決算の認定につい

て」、原案のとおり認定することに御異議あり

ませんか。

〔「異議あり」と呼ぶ者あり〕

暫時休憩いたします。○十屋主査

午後４時54分休憩

午後５時３分再開

それでは、分科会を再開いたしま○十屋主査

す。

「異議あり」がありますので、挙手により採

決を行います。

議案第７号「平成18年度決算の認定につい

て」、原案のとおり認定することに賛成の方の

挙手を求めます。

〔挙手なし〕

挙手なし。○十屋主査

よって、議案第７号「平成18年度決算の認定

について」は、認定しないものと決定いたしま

した。

次に、主査報告骨子（案）についてでありま

す。

先日、主査報告の内容として、「情報通信格

差の是正について」「県立看護大学学部卒業生

の県内就職について」「予防医療の推進につい

て」の３点を出していただきましたが、昨日の

現地調査を受けて追加する御要望等はありませ

んでしょうか。

ここで暫時休憩をいたします。

午後５時４分休憩

午後５時23分再開

分科会を再開いたします。○十屋主査

お諮りいたします。

主査報告につきましては、ただいまの御意見

を参考にしながら、正副主査に御一任いただく



- 172 -

ということで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

では、そのようにいたします。○十屋主査

そのほか何かございませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、以上で分科会を終了い○十屋主査

たします。委員の皆様、お疲れさまでした。

午後５時24分閉会




